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  はじめに 

 

 「教育」は、人格の形成を目指し、個性を尊重しつつ、個人の能力を伸長し、自立した人間を育て、

幸福な生涯を実現するために不可欠なものです。そのためには、県民が、幸福で充実した人生、より良

い社会を創っていく責任は自分たち一人ひとりにあるという公共の精神を自覚し、これからの社会の在

り方について考え、主体的に行動することが求められます。また、社会の中で、互いを認め合いながら、

協働、協調していくことも重要です。さらに、急激な人口減少や少子高齢化、グローバル化の進行など、

大きく変化する社会情勢の中で、新しい課題を発見し、解決していくことで、誰も経験したことのない

社会に柔軟に対応することが求められます。 

 

 鳥取県教育振興基本計画は、このような中長期的に取り組むべき本県の教育課題や目指すべき姿の共

通認識とその実現に向けた取組の方向性を示すもので、平成21年3月に第一期計画を策定後、平成26年度

からは平成30年度までの第二期計画における取組を進めてきました。 

 

 第二期計画では、「自立して心豊かに生きる 未来を創造する 鳥取県の人づくり」を基本理念とし、

その実現に向けて、「自立して生きる力」、「豊かな心と健やかな体」、「社会の中で支え合う力」、

「ふるさと鳥取県に誇りを持ち、未来を創造する力」の4つの「力と姿勢」を定めました。そして、本県

の教育の総合的な指針となる5つの目標と18の施策のもと、「特に力を入れたい施策」、「目指すところ」、

「数値目標」を掲げ、その推進に当たっては、県民の皆様との情報共有と連携・協働を大切にしながら、

具体的な取組を進めてきました。 

 

この度、平成30年度における各施策・事業が着実に実施されているか、また、効果的に行われている

かについて、点検及び評価を行いました。また、平成30年度は第二期計画の最終年度となることから、

第二期計画における成果と課題を踏まえるとともに、外部の有識者である教育審議会委員からの評価を

いただきながら、取りまとめを行いました。 

 

平成31（2019）年度からは、新たに第三期計画を定めて取組を進めていくこととなるため、引き続き、

鳥取県教育の充実に向け、得られた評価や意見を、施策・事業の改善に役立てながら着実に取り組んで

いきたいと考えておりますので、県民の皆様の御理解と御参加をお願い申し上げます。 

 

 

 

 
 
                                  鳥 取 県 教 育 委 員 会 
 
 
 
 
 ※参 照 
 
 ◎地方教育行政の組織及び運営に関する法律 
 
  第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第1項の規定により教育長 

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第4項の規定により事務局 

職員等に委任された事務を含む。））の管理及び執行の状況について点検及び評価を 

行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな 

ければならない。 
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Ⅰ 所属のミッション 
 

所  属 ミッション 

教育総務課 

◇教育委員会事務局全体業務の推進と調整の役割を果たすとともに、企画力を向上し戦略的に事

業を進める。 
◇質の高い教育を提供する基礎となる「活力ある職場」と「教職員の活力と元気」を支える。 
◇簡素かつ効率的で時代の要請に迅速かつ柔軟に対応できる組織を目指す。 

教育環境課 ◇公立学校の耐震化推進など安心・安全で充実した学校環境づくりを進める 

教育人材開発課 

◇教職員が、しっかりと子どもたちに向き合う時間の充実を図り、資質・能力を高めながら、生

き生きと働くことができる学校づくり 
・質の高い教育を提供する基礎となる「活力ある職場」と「教職員の活力と元気」を支えるた

め、業務改善や働き方改革を推進する。 
・複雑化・多様化する諸課題や教職員の大量退職に対応するため、優秀な教職員の人材確保と

育成を図る。 

教育センター 

◇キャリアステージに応じた研修の推進 
・若手・リーダーの育成 

◇OJT の促進と学校教育支援の充実 
・OJT の促進 
・教育課題の解決に向けた支援 

小中学校課 

◇「知」「徳」「体」のバランスのとれた教育を進め、次代を主体的に生きる力を養成するととも

に、少人数学級を生かした授業改革のステップアップ等により確かな学力を身につけた子ども

を育成する。 
◇生涯にわたる人間形成の基礎を培うため、発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育を充実・発

展する。 
◇子どもたちの生活状況や発達の特性に応じた教育課題を共有する幼保小連携や、生活習慣の定

着や学力向上等を推進するための小中連携による９年間を見通した取組など、校種を越えた連

携を一層推進する。 
◇地域参画による学校運営や地域人材の活用など、地域の目指す子ども像の実現に向け、学校と

家庭・地域の協働連携の取組を支援する仕組の充実を図る。 
◇親育ちを核とした保護者への支援策の充実により、家庭の教育力の向上を図る。 

特別支援教育課 ◇「共に学び、共に暮らし、共に生きる」を合い言葉に、鳥取発の特別支援教育の体制整備を進

める。 

高等学校課 

◇夢や希望に向かって果敢にチャレンジし、将来の日本や鳥取県に貢献する気概のある生徒の育

成 
・「今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針」に基づき、学校や地域等と緊密に連携し、

魅力と活力のある学校づくりに全力で取り組む。 
・生徒一人ひとりが、将来、社会的に自立していくために必要かつ基盤となる能力や態度を育

てるためのキャリア教育を推進。 
・障がいのある生徒をはじめ、個々の生徒の能力や可能性を最大限に引き出す教育の充実に努

める。 
いじめ・不登校

総合対策センタ

ー 

◇「あったかい風をみんなで吹かそう」のスローガンのもと、いじめ・不登校問題の未然防止を

含めた生徒指導上の対応について教育相談機能を充実させるとともに、関係機関、各課・各教

育局等と連携を図り、課題解決に向けた対策を検討し、取組を推進する。 

社会教育課 ◇社会教育の振興と地域全体で子どもたちを育む教育力の向上 
◇生涯学習の環境整備と活動支援 
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図書館 

◇県民に役立ち、地域に貢献する図書館 
＜ミッションを実現するための４つの柱＞ 

  ①仕事とくらしに役立つ図書館 
  ②人の成長・学びを支える図書館 
  ③鳥取県の文化を育み世界に発信する図書館 
  ④知の拠点としての図書館 
＜４つの柱を実現するための４つのキーワード＞ 

  ①ネットワーク ②専門性 ③発信力 ④保存と公開 

人権教育課 ◇社会教育及び学校教育における人権教育の推進（推進のための指導助言） 
◇学習権を保障するための奨学金制度の継続 

文化財課 

◇県民一人ひとり（とりわけ子どもたち）が鳥取県の歴史や文化を誇りに思い、文化財を大切に

し、「郷土とっとり」を誇りに感じる機運・意識を醸成する。 
◇妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡のほか、歴史的建造物や伝統芸能など貴重な文化財の学術的な

評価を行い、それらの保存と活用を進める。 

博物館 

◇発見や体験を通して県民が楽しく学び、感動を覚えるような「魅力ある博物館づくり」を推進 
＜取組の方向性＞ 
・本県の自然、歴史、民俗、美術等について、展示、講演、体験活動等により、県民が楽しく

学び、感動を覚えるような「魅力あふれる県立博物館」づくりを推進。 
・また、現博物館が抱える様々な課題を解消し、県民が多彩な文化芸術に親しむ環境づくりを

進めるため、美術館整備及び現施設改修に向けた取組を推進。 

体育保健課 ◇児童生徒が生涯にわたって運動に親しむための資質や能力の育成 
◇児童生徒が生涯にわたって心身ともに健康で安全な生活をおくるための基礎づくり 

東部教育局 ◇主体的に学び続ける子どもたちの育成を目指して～市町教育委員会との協働と学校との連携

を通して～ 

中部教育局 ◇市町教育委員会との協働と学校・地域との連携による教育力の向上  

西部教育局 ◇子ども・保護者の願いを実現する教育環境を整備する。学校・地教委・地域団体の課題解決の

ための支援を行う。鳥取県教育振興基本計画の実現と地域情報を本課へ提供する。 

船上山少年自然

の家 

◇自然体験活動・集団生活活動やボランティアなどの社会体験活動の場を提供して、青少年に社

会を生き抜く基礎的な能力を養うと共に、他者への共感や日本人としての心を育て、さらに、

規範意識や道徳的価値観の涵養を図る。 
◇支援を必要とする児童生徒への活動の場、教職員の現職教育や学級づくりなどの学校教育を支

援する場とする。 

大山青年の家 ◇生涯各期のプログラムの充実と関係機関との連携強化 

埋蔵文化財セン

ター 

◇鳥取県における埋蔵文化財情報の中心として、調査・研究を通して本県の歴史・文化を解明す

るとともに、埋蔵文化財情報の適切な保存と効果的な発信を図ることにより、県民の文化的向

上に貢献する。 

むきばんだ史跡

公園 

◇妻木晩田遺跡を県民の誇るべき歴史遺産として次世代に確実に引き継いでいくとともに、その

魅力を県の内外に発信し、遺跡の適切な保存及び有効な公開・活用を図り、もって県民の文化

向上に資する。 
 



特に力を入れたい施策　○重点取組 目指すところ H30評価 ページ

①地域の教育力の向上 Ｂ 6

②社会全体による学校支援 Ｂ 8

③社会教育を推進する人材の育成と団体支援 Ｂ 8

①家庭の教育力の向上 Ｂ 9

②社会全体による家庭教育の支援 Ｂ 10

③学校と家庭が協働した学力向上【再掲2-(5)】 Ｂ 11

①生涯学習の推進 Ｂ 12

②人権学習の推進 Ｂ 13

③子どもの読書活動の推進 Ｂ 14

④社会教育施設の機能の強化と利用促進 Ｂ 14

⑤図書館機能の充実 Ａ 16

⑥博物館機能の充実 Ｂ 17

特に力を入れたい施策　○重点取組 目指すところ H30評価 ページ

①幼児教育の充実 Ｂ 19

②子育て支援の充実 Ｂ 21

①学校と家庭が協働した学力向上 Ｂ 21

②自らの将来に夢や目標を持ち、主体的に学習する児童生徒の育
成 Ｂ 21

③基礎学力の確実な定着とさらなる伸長 Ｂ 23

④教員の授業力向上 Ｂ 24

⑤学び合い、つながる環境づくり Ｂ 25

⑥カリキュラム改善 Ｂ 26

⑦児童生徒へ科学やものづくりの楽しさを知る機会の充実 Ｂ 27

目標２　学ぶ意欲を高める学校教育の推進

（４）幼児教育の充実

④発達や学びの連続性を踏まえた幼児期の充実、発展

（５）学力向上の推進

⑤スクラム教育等による校種を超えた連携の拡大

（１）社会全体で取り組む教育の推進

①学校、家庭、地域の連携、協力体制の構築

（２）家庭教育の充実

②保護者同士のネットワーク形成

（３）生涯学習の環境整備と活動支援

③図書館、博物館等の社会教育施設の機能の充実

　鳥取県教育振興基本計画の「目指すところ」等の推進に向けて、取組を進めているところであり、その取組状況を
「H30年度の取組・成果」及び「今後の課題、今後の取組」としてまとめました。
　また、関連する平成30年度重点事業等における「事業評価」とともに、今までの取組による成果と課題等を踏まえ
「目指すところ」への到達状況について、以下の判断基準に基づき「A～D」により「取組評価」を行いました。
 （取組評価は、事業評価のほか、数値目標の達成状況等を総合的に判断して評価を実施しています。このため、取組
評価と事業評価の評価が一致しない場合もあります。）

Ⅰ　平成30年度の取組についての点検及び評価

（１）点検及び評価に当たって

（２）「特に力を入れたい施策」「目指すところ」別評価結果一覧

目標１　社会全体で学び続ける環境づくり
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①自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備 Ｂ 28

②特別支援学校のセンター的機能と学校間連携の推進 Ｂ 29

③幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校間での連続性のあ
る教育の推進 Ｂ 30

④「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した指
導と支援の充実 Ｂ 31

⑤発達障がいを含む障がいのある児童生徒等への一貫した指導体
制の確立と関係機関との連携の充実 Ｂ 31

⑥キャリア教育と移行支援の充実 Ｂ 32

⑦教員の専門性の向上 Ｂ 33

⑧保護者支援の充実 Ｂ 34

⑨特別支援教育と障がいのある子どもの理解・啓発 Ｂ 35

⑩手話教育の推進【再掲2-(7)】 Ａ 36

①鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成 Ｂ 36

②情報社会を主体的に生きる人材の育成 Ｂ 37

③主体的に行動する人材の育成 Ａ 39

④手話教育の推進 Ａ 40

⑤環境教育の推進 Ｃ 40

①道徳教育や人権教育の充実 Ｂ 41

②いじめ問題等への取組 Ｂ 42

③不登校ゼロへの取組 Ｃ 43

④読書活動の推進 Ｂ 45

⑤体験活動・文化芸術活動の充実 Ｂ 46

⑥郷土を愛する姿勢の育成 Ｂ 47

①学校体育の充実 Ｂ 48

②子どもの体力・運動能力の向上 Ｂ 48

③健康教育の充実 Ｂ 49

④食育の推進 Ｂ 50

特に力を入れたい施策　○重点取組 目指すところ H30評価 評価資料

①公立小・中学校の在り方 Ｂ 51

②今後の県立高等学校の在り方 Ｂ 52

③今後の特別支援教育の在り方 Ｂ 52

①県民に開かれ、信頼される学校づくり Ｂ 53

②学校の自立と課題解決力の向上 Ｂ 54

③学校組織運営体制の充実 Ｂ 55

④教職員の過重負担・多忙感 Ｂ 56

⑤教職員の精神性疾患への対応 Ｂ 56

①教員の資質向上や指導力・授業力の向上 Ｂ 57

②県民に信頼される教職員の育成 Ｃ 59

③優秀な人材確保のための教員採用 Ｂ 59

④学校図書館の整備の推進と教材整備の推進 Ｂ 60

⑤ＩＣＴを活用した教育の推進 Ｃ 61

⑥校庭の芝生化 Ｂ 62

⑦環境教育の推進 Ｂ 63

（８）豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

⑧いじめ、不登校等の未然防止、早期対応

（７）社会の進展に対応できる教育の推進

⑦ICTの活用、英語教育の充実、手話の取組によるグローバ
ルマインドとコミュニケーション力の育成

（６）特別支援教育の充実

⑥個々の障がいの種類や程度に応じた教育の提供

（12）人的、物的な教育資源の充実

⑫中長期的な視点での若手、学校リーダーの育成

目標３　学校を支える教育環境の充実

（９）健やかな心と体づくりの推進

⑨学校と地域が連携した体力向上

（10）人口減少期を好機と捉えた学校教育の充実

⑩社会のニーズに対応した県立学校の在り方検討

（11）特色ある学校運営の推進

⑪学校裁量予算の活用やコミュニティ・スクール等、学校
の自主性を発揮した取組推進
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①公立学校の耐震対策の推進 Ａ 63

②学校内外の安全確保 Ｂ 64

③安全、安心な学校給食 Ｂ 65

④特に支援が必要な家庭への支援 Ｂ 65

①私立学校の振興 Ｂ 67

②学校経営の健全性の向上、入学者確保 Ｂ 68

③私立学校の耐震化 Ａ 68

特に力を入れたい施策　○重点取組 目指すところ H30評価 評価資料

①幼児期における運動、スポーツの基礎づくり Ｂ 70

②少年期（小学校～高等学校）の適正なスポーツ活動の充実 Ｂ 71

③成年期からの運動、スポーツ活動の充実 Ｂ 71

①ジュニア期からの一貫指導体制の整備 Ｂ 72

②アスリートのキャリア形成の推進 Ｂ 73

③2020年東京オリンピック・パラリンピックを契機とした取組の
実施 Ａ 73

特に力を入れたい施策　○重点取組 目指すところ H30評価 評価資料

①文化、芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充 Ｂ 75

②文化、芸術に触れ、豊かな感性を育てる機会の確保 Ｂ 76

③文化、芸術が生活の一部となる生活スタイルの定着 Ｂ 77

①県民が、鳥取県の歴史や文化を誇りに思い、文化財を大切にす
る気運の醸成 Ａ 78

②文化財保護の推進 Ａ 79

③文化遺産の再発掘・磨き上げ Ａ 80

H30評価 評価資料

①県民意見の把握と開かれた教育の推進 Ｂ 81

②教育問題等への迅速かつ的確な対応 Ｂ 81

①市町村との連携・協力体制の充実 Ｂ 82

②高等教育機関との連携、協力の一層の推進 Ｂ 82

（13）安全、安心な教育環境の整備

⑬食物アレルギー等現代的な課題に対応できる体制整備

目標５　文化、伝統の継承、創造、再発見

（16）トップアスリートの育成（競技力向上）

⑯ジュニア期からトップレベルに至る体系的な指導体制等
の充実

（14）私立学校への支援の充実

⑭私立学校の多様な取組への支援

目標４　生涯にわたって運動、スポーツに親しむ環境づくり

（15）ライフステージに応じた運動、スポーツ活動の充実

⑮幼児期からの運動習慣づくり

（２）市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・
協力の推進

（１）県民との協働による計画の推進

鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制

（18）文化財の保存、活用、伝承

⑱祭り、行事などを地域で伝承していく活動の支援

（17）文化、芸術活動の一層の振興

⑰子どもたちや若者が文化、芸術に触れ、完成を高める機
会の提供
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<特に力を入れたい施策(重点取組)と目指すところ> 

特に力を入れたい施策と重点取組 目指すところ 

(1) 社会全体で取り組む教育の推進 

①学校､家庭､地域の連携､協力体制の構築 

①地域の教育力の向上 

②社会全体による学校支援 

③社会教育を推進する人材の育成と団体支援 

(2)家庭教育の充実 

②保護者同士のﾈｯﾄﾜｰｸ形成 

①家庭の教育力の向上 

②社会全体による家庭教育の支援 

③学校と家庭が協働した学力向上【再掲2-(5)】 

(3)生涯学習の環境整備と活動支援 

③図書館､博物館等の社会教育施設の機能の充実 

①生涯学習の推進 

②人権学習の推進 

③子どもの読書活動の推進 

④社会教育施設の機能の強化と利用促進 

⑤図書館機能の充実 

⑥博物館機能の充実 

 

(1)社会全体で取り組む教育の推進 

 

① 地域の教育力の向上 
 
(取組内容) 

･地域住民や保護者同士の絆づくりの推進や学びの機会の提供を通じて､ｺﾐｭﾆﾃｨの一員としての自覚を促し､地域課題の解決に向けた取組を推進します｡ 
･保護者や大人が子どもたちの模範となり､子どもたちの基本的生活習慣の定着､規範意識やﾏﾅｰの向上を図るため､啓発に取り組みます｡ 
･ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等とのより良い接し方や薬物依存の危険性等に関して､保護者等への啓発を行うなど､ﾒﾃﾞｨｱによる有害情報や薬物乱用の危険から子どもたちを守

る取組を推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

保護者と連携した生活習慣づく

り 
教育総務課 
小中学校課 

B 子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める｡(｢心とからだいきいきｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣等) 

学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ事業 小中学校課 B 
地域住民等の参画により､学校の教育活動を支援する仕組みをつくり､地域と学校が連携･協働して､学校を核

とした地域づくりを推進する事業に対して助成する｡ 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄとの適切な接し方教育啓

発推進事業 
社会教育課 B 

保護者及び子どもたちに対して､電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い接し方についての教育啓発を行う｡特に子ども

たち自ら主体的に考え､その考えを大人と共有するための取組を実施する｡ 

青少年ふるさとｷｬﾘｱ教育活性化

事業 
社会教育課 B 

高校生･青年層を対象とするふるさと教育､ｷｬﾘｱ教育に取り組む社会教育関係団体等(市町村､公民館､青年団

等)の活動を補助することで､地域の高校生･青年層の活動を活性化し､人材育成を行うとともに､その取組を県

内に広げていく｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(地域住民や保護者同士の絆づくりの推進、学びの機会の提供) 

○県PTA協議会との教育懇談会で､｢眠育｣について講義を行った｡ 
○８月に「第１回学校支援ボランティア研修会」を実施し、教職員、コーディネーター、地域住民等が「地域とともにある学校づくり（コミュニティ・

スクール）」を進める上での「地域学校協働活動」の重要性について学ぶ機会とした｡ 
〇１１月に、教職員、コーディネーター、ボランティア、地域住民等を広く対象とした「第２回学校支援ボランティア研修会」を「コミュニティ・スク

ール推進研修会」と兼ねて実施し、地域学校協働活動（学校支援ボランティア）とコミュニティ・スクールの一体的な推進方策について学ぶ機会とし

た。 

目標１ 社会全体で学び続ける環境づくり 



- 7 - 
 

○｢夢ひろば｣等の刊行物を利用して学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの取組を紹介する等広報活動を行った｡ 
○地域の高校生や青年層の活動を活性化し､若者の人材育成をめざして､｢青少年ふるさとｷｬﾘｱ教育活性化事業｣を行った｡ 
･補助団体へ補助金の交付(2団体) 
･補助団体も含めた県主催の実践交流会の開催 
･補助団体による成果発表会(鳥取県社会教育振興大会)の開催 

(子どもたちの基本的生活習慣の定着) 

○家庭教育啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ｢とっとりの家庭教育｣の配布を通じて､子どもたちの望ましい生活習慣についての啓発を推進した｡ 
○子どもたちの望ましい生活習慣の定着を進めるため､啓発運動｢心とからだいきいきｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣を展開した｡ 
･生活習慣と学力･体力との関係を紹介するﾁﾗｼ等の配付｡ 
･望ましい睡眠習慣に係る｢眠育｣のﾘｰﾌﾚｯﾄを作成｡平成30年度市町村教育委員会委員研修会で眠育など､子どもの生活習慣の重要性について講演会を開

催 
(ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等とのより良い接し方等､保護者等への啓発) 
○子どもたちが電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い付き合い方について考える啓発活動や講師派遣等を実施した｡ 
 (児童生徒自身が電子ﾒﾃﾞｨｱ機器利用について自主的に考える｢とっとり子どもｻﾐｯﾄ｣の開催､大型集客施設と連携した啓発ｲﾍﾞﾝﾄの実施､｢ｹｰﾀｲ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ教

育推進員｣をPTAや地域で開催される研修会に派遣､乳幼児保護者向けの啓発ﾁﾗｼを作成､配布 ほか) 
評価理由 
(地域住民や保護者同士の絆づくりの推進、学びの機会の提供) 
○学校支援ボランティア事業を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援するとともに、８月と１１月に「学校支援ボランティア研修会」を実施し、

地域学校協働活動の推進に向けた取組を進めている。 
○補助団体の取組が県内にも広がり､担当者の意識の高まりが見られ､他市町村において高校生や青年層の活動の活性化や担当者や団体同士のﾈｯﾄﾜｰｸの

広がりが見られた｡ 
(子どもたちの基本的生活習慣の定着) 
○6 月に家庭教育啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ｢とっとりの家庭教育｣を計画どおりに配布し､子どもの年齢に応じた家庭で必要な教育を示すとともに､子どもたちの望まし

い生活習慣について啓発することができた｡ 
○眠育のﾘｰﾌﾚｯﾄ作成､講演会の開催等､保護者や教育現場のﾆｰｽﾞを捉えた啓発を行い､保護者､PTA 関係者､市町村等､社会や地域全体で子どもの生活習慣

等について考える契機とすることができた｡ 
(ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等とのより良い接し方等､保護者等への啓発)｣ 
○大人から子どもへの規制･啓発だけでなく､子どもたちが主体的に考え､話し合う機会を設けることができた｡また､講師派遣や啓発ｲﾍﾞﾝﾄ等をとおして､

家庭で電子ﾒﾃﾞｨｱとの付き合い方を見直してもらう契機とすることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(地域住民や保護者同士の絆づくりの推進、学びの機会の提供) 
○全小中学校での地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)の実施と､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録人数の増加｡ 
○高校生や若者の活動の活性化や人材育成等の取組が地域によって差があり､さらに県内全域に広げていく必要がある｡ 
(子どもたちの基本的生活習慣の定着) 

○望ましい生活習慣に対する保護者の意識に差がある｡また､生活習慣の定着等に対する意識が低い保護者に対して､どう声を届けていくのか､効果的な

啓発活動等について､検討していくことが必要｡ 
･生活習慣と学力･体力の間に強い関わりがあることについて知らない保護者が増えてきている(H29:32.5%(H26: 27.5%)) 
･望ましい生活習慣の定着を図るために行っている｢心とからだいきいきｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣を知らない保護者が増えてきている(H29:46.2%(H26: 35.5%)) 

(ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等とのより良い接し方等､保護者等への啓発) 
○ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ等ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続端末によるSNS･動画投稿ｱﾌﾟﾘ利用の低年齢化や､ﾈｯﾄの過剰利用に伴う問題行動･児童生徒同士のﾄﾗﾌﾞﾙの増加､また､全国的にも

ﾈｯﾄ依存が問題となっており､県内の実態を把握する必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(地域住民や保護者同士の絆づくりの推進、学びの機会の提供) 
○地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)とｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙの一体的な推進方策を示していく｡ 
○高校生や若者の活性化に取り組む団体同士や市町村とのﾈｯﾄﾜｰｸをさらに広げ､社会教育関係団体等様々な団体とも連携をして､若者の人材育成の課題

を共有して取り組む｡ 
(子どもたちの基本的生活習慣の定着) 

○家庭教育啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄで呼びかけている望ましい生活習慣の定着の度合いを測る方法として､調査等の具体的な取組について県PTA協議会と協議する｡ 
○家庭教育､幼児教育等と関連づけ､県PTA協議会等の関係団体と連携するなど､効果的な啓発活動を行う｡ 
(ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等とのより良い接し方等､保護者等への啓発) 
○ｽﾏｰﾄﾌｫﾝをはじめとするｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続機器とのより良い接し方に関して､乳幼児期からの保護者啓発や､過剰利用による問題の発生を予防するための啓

発･研修等を実施するとともに､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用に関する実態調査を行い､効果的な施策を検討･実施する｡ 
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② 社会全体による学校支援 
 
(取組内容) 

･学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ､放課後子供教室の取組を充実し､学校､家庭､地域の連携､協力体制を構築することを通じて､地域社会全体で学校を支え､子どもたちを育む活動を支援しま

す｡ 
 
<平成30年度重点事業等>   

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ事業 小中学校課 B 
地域住民等の参画により､学校の教育活動を支援する仕組みをつくり､地域と学校が連携･協働して､学校を核

とした地域づくりを推進する事業に対して助成する｡ 

放課後子供教室推進事業 小中学校課 B 
子どもの安全･安心な居場所づくりを推進するため､放課後や週末､長期休業中に小学校の余裕教室､公民館等

を活用し､地域住民の参画を得て､学習やｽﾎﾟｰﾂ･文化活動､地域住民との交流活動､様々な体験活動等の取組を

実施する｡ 

｢地域未来塾｣推進事業 小中学校課 B 
大学生や教員OBなど地域住民の協力による｢地域未来塾｣を開設する市町村に対して助成し､経済的な理由や

家庭の事情により､家庭での学習が困難であったり､学習が遅れがちな中学生等の学習環境を整備･保障する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校､家庭､地域の連携､協力体制の構築) 

○８月に「第１回学校支援ボランティア研修会」を実施し、教職員、コーディネーター、地域住民等が「地域とともにある学校づくり（コミュニテ

ィ・スクール）」を進める上での「地域学校協働活動」の重要性について学ぶ機会とした｡１１月に、教職員、コーディネーター、ボランティア、

地域住民等を広く対象とした「第２回学校支援ボランティア研修会」を「コミュニティ・スクール推進研修会」と兼ねて実施し、地域学校協働活

動（学校支援ボランティア）とコミュニティ・スクールの一体的な推進方策を示す機会とした｡ 
○放課後児童ｸﾗﾌﾞ･放課後子供教室の関係者を対象とした安全管理研修会･指導者研修会を福祉部局と合同で実施した｡ 
 評価理由 
(学校､家庭､地域の連携､協力体制の構築) 

○学校支援ボランティア事業を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援するとともに、８月と１１月に「学校支援ボランティア研修会」を実施

し、地域学校協働活動の推進に向けた取組を進めている｡ 
○学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ事業を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援し､地域学校協働活動の推進に向けた取組を進めることができた｡ 
○放課後子供教室を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援し､子どもたちの放課後の居場所や体験の機会を充実することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校､家庭､地域の連携､協力体制の構築) 

○全小中学校での地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)の実施と､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録人数の増加を促す｡ 
○地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)とｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙが両輪となって､一体的に｢地域とともにある学校づくり｣を推進する｡ 
○新･放課後子ども総合ﾌﾟﾗﾝに基づいた放課後児童ｸﾗﾌﾞと放課後子供教室の一体型についての市町村のﾆｰｽﾞが高くないことから､一体型の推進が進ま

ない｡ 
○放課後子供教室の指導者の高齢化や固定化が進んでいる｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校､家庭､地域の連携､協力体制の構築) 

○地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)とｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙの一体的な推進方策を示していく｡ 
○放課後児童ｸﾗﾌﾞのみを実施している学校については､体験活動や学習支援の場としての放課後子供教室の必要性への理解を促し､市町村教育委員会

に対しては国･県の取組の方向性を示していくとともに､補助金の効果的な活用を促す｡ 
 

③ 社会教育を推進する人材の育成と団体支援 
 
(取組内容) 

･地域づくり､人づくりの要となる市町村及び公民館の職員をはじめ､社会教育関係者の資質向上を図るため､関係団体と連携､協働して､各種研修会を開催するとともに､社会教

育関係団体の人材育成等を支援します｡ 
 ･地域や職場などで｢参加型｣学習や多様な体験活動､交流活動等による人権学習を実践できる指導者を養成し､人権尊重の社会づくりを進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  
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事業･取組名 担 当 課 
事業

評価 
事業･取組内容 

県市町村社会教育振興事業 社会教育課 B 
各種研修会や社会教育主事講習､合同研究協議会等を実施し､県･市町村教育委員会事務局職員､公民館職

員､社会教育関係者の人材育成を図る｡ 

人権尊重のまちづくり推進支援事業 人権教育課 B 
地域社会における人権尊重のまちづくりを住民一人ひとりが主体者として進められるよう､市町村と連

携をはかりながら､市町村が行う人権教育施策､人権学習の充実に対する支援を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(市町村及び公民館の職員等､社会教育関係者の資質向上) 

○県社会教育協議会主催の研修会や鳥取県社会教育振興大会兼社会教育委員研修会､新任担当者研修会､社会教育主事講習等の開催により､各市町村

担当者や公民館職員や社会教育委員等の社会教育関係者の人材育成を図った｡ 
(｢参加型｣学習等を実践できる指導者の養成､人権尊重の社会づくりの推進) 
○地域や職場などで｢参加型｣学習や多様な体験活動､交流活動等による人権学習を実践できる指導者の養成を目指した研修の場を設けたり､PTA の人

権教育研修会等で参加型学習を実践した｡ 
評価理由 
(市町村及び公民館の職員等､社会教育関係者の資質向上) 

○社会教育関係団体も交えて研修会を実施する等､連携･協働を図ることできた｡鳥取県社会教育振興大会兼社会教育委員研修会では､県内から約200
人の関係者が集まり､協議を通して次への行動へつながる研修となった｡社会教育委員対象の研修会においては､県外の事例発表やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを取り

入れるなど研修内容や方法を工夫し､活動へとつながる研修となった｡ 
(｢参加型｣学習等を実践できる指導者の養成､人権尊重の社会づくりの推進) 
○人権教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(社会教育編)の作成等を行うことができた｡(27年度:17回､28年度:19回､29年度:19回) 
○PTA人権教育研修会で参加型学習を実践することができた｡(28年度:11回､29年度:26回､30年度:38回 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(市町村及び公民館の職員等､社会教育関係者の資質向上) 

○学びから行動へ循環するよう､地域課題やﾆｰｽﾞを把握し､研修内容や方法の工夫が必要｡ 
(｢参加型｣学習等を実践できる指導者の養成､人権尊重の社会づくりの推進) 
○各市町村､各地域で住民学習の進行役となる推進者は､地域の実態や住民の様相に応じて様々な学習方法で実践できる力量が求められている｡ 
○各市町村､各地域における住民学習の推進者の人数は限られており､より多くの推進者の養成が急務である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(市町村及び公民館の職員等､社会教育関係者の資質向上) 

○それぞれの研修会の意義やつながりを明確にし､地域課題やﾆｰｽﾞを反映した研修内容や実施方法を工夫し研修計画を立てる必要がある｡また､2020
年度から社会教育主事講習等規程の一部が改正され､社会教育主事養成の見直しがなされることから､県でも本改正を踏まえ研修を見直す｡ 

(｢参加型｣学習等を実践できる指導者の養成､人権尊重の社会づくりの推進) 
○地域の実態や住民の様相に応じて様々な学習方法で実践できる力量を身に付けられるような研修について､工夫しながら実施する｡ 
○各市町村､各地域における住民学習の取組について､情報交換を行い､情報を共有しながら得た学びを各地域の住民学習に反映することができるよ

う支援する｡ 
 

(2)家庭教育の充実 
 
 

① 家庭の教育力の向上 
 
(取組内容) 

･保護者同士のﾈｯﾄﾜｰｸの形成を進めるとともに保護者への多様な学習機会の提供や関係機関と連携した相談体制の整備など､家庭教育の支援を充実します｡ 
･PTA等と連携しながら生活習慣の大切さについて啓発するとともに､家庭での取組を呼びかけ､子どもたちの基本的生活習慣や学習習慣の定着を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

保護者と連携した生活習慣づくり 
教育総務課 
小中学校課 

B 子どもたちの望ましい生活習慣の定着の取組を進める｡(｢心とからだいきいきｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣等)｡ 

とっとりふれあい家庭教育応援事業 小中学校課 B 学び合い､支え合える保護者同士の仲間づくりと､親としての役割や子どもとの接し方などを
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学ぶ機会を提供する｡また､啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄを保護者対象に配布する｡市町村の家庭教育支援ﾁｰﾑに

よる活動や親への学習機会の提供を支援する｡保護者である従業員が子育てしやすく､地域活

動等に参加しやすい職場環境づくりに自主的に取り組む企業と協定を締結し､子育てしやす

い職場環境等の整備を促進する｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(家庭教育の支援の充実､子どもたちの基本的生活習慣や学習習慣の定着) 
○家庭教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事業(19回) 
○｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀ派遣事業(16回) 
○家庭教育支援員等育成講座(年間5回) 
○｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修会を2月に開催｡ 
○子どもたちの望ましい生活習慣の定着を進めるため､啓発運動｢心とからだいきいきｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣を展開した｡ 
･生活習慣と学力･体力との関係を紹介するﾁﾗｼ等の配付｡ 
･望ましい睡眠習慣に係る｢眠育｣のﾘｰﾌﾚｯﾄを作成｡平成 30 年度市町村教育委員会委員研修会で眠育など､子どもの生活習慣の重要性について講演会

を開催。 
評価理由 
(家庭教育の支援の充実､子どもたちの基本的生活習慣や学習習慣の定着) 
○家庭教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀを派遣し､保護者への学習機会の提供を行った｡家庭支援員等育成講座は 5 回ｼﾘｰｽﾞで

開催し､届ける家庭教育支援の構築に向けて､市町村の取組･課題を明らかにし今後の取組につなげることができた｡ 
○眠育のﾘｰﾌﾚｯﾄ作成､講演会の開催等､保護者や現場のﾆｰｽﾞを捉えた啓発を行い､保護者､PTA 関係者､市町村等､社会や地域全体で子どもの生活習慣等

について考える契機とすることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(家庭教育の支援の充実､子どもたちの基本的生活習慣や学習習慣の定着) 
○より多くの園や学校に派遣事業を活用してもらえるよう､｢夢ひろば｣や新聞広告等に加え､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･SNS 等を活用して情報発信していく必要があ

る｡ 
○届ける家庭教育支援体制の構築に向けて､担当者の意識改革や関係課の連携が必要である｡ 
○望ましい生活習慣に対する保護者の意識に差がある｡また､生活習慣の定着等に対する意識が低い保護者に対して､どう声を届けていくのか､効果的

な啓発活動等について､検討していくことが必要｡ 
 ･生活習慣と学力･体力の間に強い関わりがあることについて知らない保護者が増えてきている(H29:32.5%(H26: 27.5%)) 
･望ましい生活習慣の定着を図るために行っている｢心とからだいきいきｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣を知らない保護者が増えてきている(H29:46.2%(H26: 35.5%)) 

今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(家庭教育の支援の充実､子どもたちの基本的生活習慣や学習習慣の定着) 

○｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣の改訂に向けた検討委員会を開催する｡ 
○家庭教育､幼児教育等と関連づけ､県PTA協議会等の関係団体と連携するなど､効果的な啓発活動を行う｡ 

 

② 社会全体による家庭教育の支援 
 
(取組内容) 

･保護者が子育てしやすく地域活動に参加しやすい職場環境づくりを推進するため､鳥取県家庭教育推進協力企業の増加に取り組み､企業の活動を支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

とっとりふれあい家庭教

育応援事業 
小中学校課 B 

学び合い､支え合える保護者同士の仲間づくりと､親としての役割や子どもとの接し方などを学ぶ機会を提供

する｡また､啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄを保護者に配布する｡保護者である従業員が子育てしやすく､地域活動に参加しやすい

職場環境づくりに自主的に取り組む企業と協定を締結し､子育てしやすい職場環境等の整備を促進する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(保護者が子育てしやすく地域活動に参加しやすい職場環境づくり) 

○家庭教育推進協力企業が711社（H31.2）との協定締結となり､38社増となった｡ 
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○家庭教育支援員等育成講座の中で推進協力企業の取組について紹介した｡ 
○家庭教育推進協力企業の啓発ﾎﾟｽﾀｰの改訂･増刷を行った｡ 
○新聞広告等で家庭教育の啓発を行った｡ 
評価理由 
(保護者が子育てしやすく地域活動に参加しやすい職場環境づくり) 

○元気づくり推進局と連携し、また新聞広告や研修会等でPR をした結果､教育委員会の目標としていた 700 社を達成したことから､700 社記念式を

開催した。 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(保護者が子育てしやすく地域活動に参加しやすい職場環境づくり) 

○家庭教育推進協力企業について、取組内容の充実を図っていく必要がある。 
○家庭教育アドバイザーや「とっとり子育て親育ちプログラム」ファシリテータを企業内研修に派遣し、家庭教育支援の充実を図る必要がある。 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(保護者が子育てしやすく地域活動に参加しやすい職場環境づくり) 

○企業への支援としての家庭教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀを派遣し､企業研修を実施する予定としている｡ 
○既に家庭教育推進協力企業の協定を締結している企業に再度啓発のためのﾁﾗｼを配布し､一層の取組充実を図る｡ 
＜有識者の意見等＞ 
（意見） 
保護者が研修会へ参加しやすい環境づくりに自治体と企業が協

力・連携するべき。 

（対応） 
○平成 18 年度から、企業（事業所及び団体を含む）内で、家庭教育の充実に向

けた職場環境づくりに自主的に取り組んでいただける企業と鳥取県教育委員会

とが協定を結んでいる（鳥取県家庭教育推進協力企業）。当該企業の活動を支援

し、企業と連携した子育てしやすい環境づくりを引き続き、推進していく。 
 

③ 学校と家庭が協働した学力向上(再掲2-(5)) 
 
(取組内容) 

･児童生徒が自らの目標に向かって粘り強く取り組む姿勢を育むための､学校と家庭の連携した取組を推進します｡ 
･家庭学習記録ﾉｰﾄなどを活用した家庭での自学自習を促すとともに､予習や復習の習慣化につながる授業づくりを推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担 当 課 
事業 
評価 

事業･取組内容 

地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課 B 
全国学力･学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決に向けて､県教育委員会と各市

町村教育委員会が協働して､地域課題の解決に取り組む｡(東部地域:大学やPTA と連携を図った家庭

学習の質の向上の推進) 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校と家庭の協働) 

○東部地区各実践校区において､｢家庭学習の手引き｣や｢自主学習ﾘｰﾌﾚｯﾄ｣の作成及び改訂が行われ､校区全体で､家庭学習の充実や家庭学習を意識し

た授業改善の取組が進んでいる｡ 
○6月に家庭教育啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ｢とっとりの家庭教育｣を計画どおりに配布した｡ 
評価理由 
(学校と家庭の協働) 
○家庭教育啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ｢とっとりの家庭教育｣の配布を通じて､子どもの年齢に応じた家庭で必要な教育を示すとともに､望ましい生活習慣についての

啓発を推進することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校と家庭の協働) 

○中学校区複数校での共同実施のため､計画立案に時間がかかり､実際の取組が遅くなる校区もあった｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校と家庭の協働) 

○連絡協議会において､具体的な取組を共有するなどして､各校区の取組が早期に始まるよう支援する｡ 
○家庭教育啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄで呼びかけている望ましい生活習慣の定着の度合いを測る方法として､調査等の具体的な取組について県PTA協議会と協議す

る｡ 
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(3)生涯学習の環境整備と活動支援 

 

① 生涯学習の推進 
 
(取組内容) 

･とっとり県民ｶﾚｯｼﾞなど､多くの世代が生涯にわたって学ぶことができる場を提供するとともに､その学習成果を､地域や家庭などに還元して､様々な社会問題の解決に向けて

取り組んだり､心豊かに人生を送ることができるような社会の構築を目指します｡ 
･個人の自立や住民の学習活動を通じた地域の活性化に重要な役割を果たす図書館や博物館､公民館等の地域の社会教育施設の活用を促進します｡ 
･図書館におけるﾀｲｱｯﾌﾟ講座など､高等教育機関の公開講座との連携を図り､県民の学習機会の拡大を図るとともに､今日的課題に対応するための学習機会を積極的に提供しま

す｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

とっとり県民ｶﾚｯｼﾞ事業 社会教育課 B 
市町村､高等教育機関等様々な機関と連携し､地域課題に係る県民の主体的な学びと行動を支援する学

習機会を提供する｡ 
高等教育機関との連携による公開講

座等の実施 
図書館 B 

大学とのﾀｲｱｯﾌﾟによる講座(鳥取大学ｻｲｴﾝｽｱｶﾃﾞﾐｰ､鳥取環境大学公開講座)の実施や鳥取大学地域貢献

事業への協力を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(生涯学習の推進) 

○市町村･高等教育機関等と連携しながら､地域課題の解決や学びと行動の循環につながる講座を開催した｡ 
･H29からは講義型形式の講座に加え､ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ､ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ等の参加型講座を取り入れた講座を開催。 
･単位取得に応じて学習を奨励し､学習意欲向上を促し､さらなる学びにつなげた｡ 

(図書館や博物館等の活用) 

○県社会教育協議会主催の研修会や鳥取県社会教育振興大会兼社会教育委員研修会､新任担当者研修会､社会教育主事講習等の開催により､各市町村

担当者や公民館職員や社会教育委員等の社会教育関係者の人材育成を図った｡ 
○大学とﾀｲｱｯﾌﾟし､鳥取大学ｻｲｴﾝｽｱｶﾃﾞﾐｰ､鳥取環境大学公開講座を図書館で定期的に開催した｡図書館でのｻｲｴﾝｽｱｶﾃﾞﾐｰは､ﾗｲﾌﾞ配信を行い､高等教育

機関の講座を受講できる機会を県民に提供している｡講座のﾃｰﾏも幅広く設定されており､受講者にも好評である｡ 
○移動博物館､移動美術館､学芸員派遣､普及講座･講演会などを開催した｡ 
評価理由 
(生涯学習の推進) 

○市町村と連携し､講義型形式の講座に加え､学びの成果を地域社会に活かすことができるよう､ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ､ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ等の参加型講座を取り入れ､新

たな受講者層の関心を高めた｡ 

(図書館や博物館等の活用) 
○社会教育関係団体も交えて研修会を実施する等､連携･協働を図ることできた｡鳥取県社会教育振興大会兼社会教育委員研修会では､県内から約 200
人の関係者が集まり､協議を通して次への行動へつながる研修となった｡社会教育委員対象の研修会においては､県外の事例発表やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを取り

入れるなど研修内容や方法を工夫し､活動へとつながる研修となった｡ 
○図書館､博物館等の活動により､多くの県民の方に､様々な学習機会を提供することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(生涯学習の推進) 

○H27 の県教育審議会の答申を反映し､H29､H30 は学びの成果を地域社会に活かすための講座として参加型講座を構成したが､受講者数の増につな

がっておらず､学びの成果を地域に活かす仕組みの構築は､広報等を含め引き続き取組を進めることが必要｡ 

(図書館や博物館等の活用) 

○学びから行動へ循環するよう､地域課題やﾆｰｽﾞを把握し､研修内容や方法の工夫が必要｡ 
○図書館講座について広く知ってもらえるような広報の工夫､さらに多くの県民が受講できるような仕組みづくりが必要である｡ 
○より多くの方に博物館を活用していただくため､関心を引く内容や集客が見込める満足度の高いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ編成をする等の工夫が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(生涯学習の推進) 

○県教育審議会の答申を反映し充実した企画かつ一般の方が参加しやすい企画となるよう､県立生涯学習ｾﾝﾀｰなど関係機関と連携して進める｡ 

○それぞれの研修会の意義やつながりを明確にし､地域課題やﾆｰｽﾞを反映した研修内容や実施方法を工夫し研修計画を立てる必要がある｡また､
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H32(2020)から社会教育主事講習等規程の一部が改正され､社会教育主事養成の見直しがされることから､県でも本改正を踏まえ研修を見直す｡ 
(図書館や博物館等の活用) 
○図書館の口座について､大学等と連携し､効果的な広報活動を行うほか､受講会場の増加を目指す｡講座ﾃｰﾏに関連する図書等を展示し､参加者の興

味･関心を深めるための取組みを行う｡ 
○博物館の各講座等の参加者数調査やｱﾝｹｰﾄの結果により､ﾆｰｽﾞを把握し､ﾆｰｽﾞ･満足度の高い講座を充実する｡ 

 

② 人権学習の推進 
 
(取組内容) 

･社会全体で人権教育に取り組み､学校､家庭､地域､職場等あらゆる場で県民一人ひとりがより良い生き方や社会の在り方について考え､自らが人権尊重の社会づくりの担い手

であることの認識を深めることができるよう支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

人権尊重のまちづくり

推進支援事業 
人権教育課 B 

地域社会における人権尊重のまちづくりを住民一人ひとりが主体者として進められるよう､市町村と連携をはかり

ながら､市町村が行う人権教育施策､人権学習の充実に対する支援を行う｡ 

とっとりﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ

推進事業 
人権･同和対策

課(知事部局) 
B 

児童･生徒を対象として学校でUD(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ)出前授業を実施する｡ 
人権関連施設の主要事業(夏休み企画)に UD ﾌﾟﾛｸ゙ ﾗﾑを組込み､子どもを中心とした利用者を対象にUD 体験学習を

実施する｡ 
企業､団体､地域等でUD及びｶﾗｰUDの理解を促進するための出前講座を実施する｡ 

拉致問題人権学習会 
人権･同和対策

課(知事部局) 
B 

北朝鮮当局による拉致問題について広く県民に理解を深めていただくため､学校や地域と連携･協力し､拉致被害者

の家族の方を講師とする拉致問題人権学習会を実施する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>   
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(社会全体での人権教育の推進､人権尊重の社会づくりの推進) 

○｢鳥取県人権施策基本方針｣において､ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ(UD)の推進を人権尊重の基本理念の一つに据えているところであり､一人ひとりが尊重され､す

べての人が自己実現を可能とする社会を実現するため､様々なUDの啓発を行った｡ 

○拉致問題について､拉致された全ての方々の一刻も早い帰国を実現するため､県民理解を促進するための講演会や学習会等を行った｡ 
○組織の活性化や小地域懇談会の充実など各市町村が抱える諸課題の解決に向けた情報交換や検討を行い､市町村における人権学習が充実するよう

支援した｡ 
評価理由 
(社会全体での人権教育の推進､人権尊重の社会づくりの推進) 

○多くの県民にUDについて理解していただく機会を提供することができた｡ 
○拉致問題について理解をしていただき､解決に向けた機運を盛り上げることができた｡ 
○市町村合同研究協議会(人権教育)を開催し､取組を推進することができた｡市町村数(26年度:5町村､27年度:2町､28年度:1市､29年度:1町､30年度:4
市町村 

今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(社会全体での人権教育の推進､人権尊重の社会づくりの推進) 
○UD について､学校や地区の公民館からの出前授業､出前講座の依頼件数は年々増加しており､すべての依頼に対応できない状況となっている｡今後

は､教員､人権推進員などの理解を深めて､そこから児童､住民等への理解を広めていける仕組みづくりが必要である｡ 
○拉致問題の解決を促進するためには､一刻も早い解決を願う県民意識の高まりが必要であるが､特に今まで実施の少なかった中部を中心に学習会な

どを開催していく必要がある｡ 
○毎年市町村の社会教育に関して実施している人権教育推進に係る調査において､多くの市町村が｢住民学習の充実｣や｢指導者､推進者の育成｣等を課

題として挙げている｡当該課題に加え､少子高齢化や人口減少等の現状を考慮すると､市町村ﾚﾍﾞﾙを超えた東･中･西部などの広域で人権教育推進に

ついて協議したり､学習したりすることを検討する必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(社会全体での人権教育の推進､人権尊重の社会づくりの推進) 
○心のUD(多様な方々へ向き合うためのﾏｲﾝﾄﾞとｱｸｼｮﾝ)を身に着けられるような出前授業､出前講座を実施する｡ 
○拉致問題は県全体の課題であり､東部･中部においても県民の関心を高めることが必要であり､昨年度東部で行って好評であった｢拉致問題啓発映画

~めぐみ~｣の上映会を､中部でも行うとともに､県内の拉致事件への関心を高めていただくためにﾏﾝｶﾞを用いて作成した県内版拉致問題小冊子を活
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用した普及啓発を行う｡ 
○多くの市町村が課題として挙げている｢住民学習の充実｣や｢指導者､推進者の育成｣等を支援する取組を実施する｡ 
○市町村合同研究協議会(人権教育)について､各市町村の要望に応じて東･中･西部などの広域での開催を検討するとともに､研修の機会の付与等によ

って各市町村の支援を推進する｡ 
 

③ 子どもの読書活動の推進 
 
(取組内容) 

･｢鳥取県子どもの読書活動推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣に基づき､子どもが読書に親しむための機会の充実､環境の整備等を図り､関係機関が連携して子どもの読書活動を推進します｡  
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 
本の大好きな子どもを育て

るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
社会教育課 B 

読書ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの資質向上や保護者啓発を行うため､子ども読書ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣する｡また､子どもたちに本を

読むことの楽しさ､大切さを伝えるための体験を提供し､子どもの読書活動の推進を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>   
 

平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(子どもの読書活動の推進) 
○子どもたちが読書の楽しさを体感できるような各種啓発に取り組むとともに､子どもの読書に関わる人材のｽｷﾙ向上に取り組んだ｡ 

･読み聞かせの指導助言等を行い､読み聞かせの大切さなどを伝える｢鳥取県子ども読書ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ｣を､保護者研修会等に派遣｡ 
･｢中学生ﾎﾟｯﾌﾟｺﾝﾃｽﾄ｣により､読書離れが進む中学生が本を手に取る契機を提供｡ 
･｢ﾋﾞﾌﾞﾘｵﾊﾞﾄﾙ(書評合戦)実施支援事業｣により､学校での読書活動の一手法を提案｡ 
･子ども読書ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等の資質向上を目指した研修(外部講師による講演会)の実施｡ 

評価理由 
(子どもの読書活動の推進) 
○各種事業を通して子どもたちが本を手に取り､読書に親しむ契機を提供するとともに､子育て時期の保護者等に子どもにとっての読書の大切さや読

み聞かせの具体的な方法･留意点を伝えることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(子どもの読書活動の推進) 
○一ヶ月に一冊も本を読まない割合(不読率)が学年が上がるにつれて高くなっているため､特に不読の解消に向けたさらなる啓発が必要｡ 
○幼いころからの読書習慣が大切であるため､読み聞かせ等乳幼児期の保護者に対する啓発が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(子どもの読書活動の推進) 
○｢子どもの読書活動推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣第 4 次計画(H31~5 年間)に沿った取り組みを進める｡特に中高生の不読率の改善に向けた取り組みとして､本を手に

取るきっかけづくりや､乳幼児期からの読書習慣を形成するための保護者に対する啓発を実施する｡ 
＜有識者の意見等＞ 
（意見） 
「ビブリオバトル」をもっと広く公開し推進するべき。（表現力、

論理力、主体性の育成につながる） 

（対応） 
○ビブリオバトルの普及・推進を目的に、経験者（大学生）を学校に派遣して実

演を行う「ビブリオバトル支援事業」を行う他、県立図書館等で構成する実行委

員会主催により「全国高等学校ビブリオバトル」の鳥取県大会を一般に公開して

開催している。今後も引き続き、取組を進めていく。 
 

④ 社会教育施設の機能の強化と利用促進 
 
(取組内容) 

･船上山少年自然の家や大山青年の家などの青少年社会教育施設において､利用促進を図るとともに､学校と連携しながら､自然体験活動内容の充実や､今日的な課題に対応した

取組等を進めます｡ 
･公民館をはじめとする社会教育施設が､地域の様々な課題や社会的ﾆｰｽﾞに対応した｢学習｣の拠点､｢人づくり､地域づくり｣の拠点として機能するよう支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

船上山少年自然の家･大山 社会教育課 B 船上山少年自然の家･大山青年の家において､集団生活を通して､野外活動､自然探求､観察活動等を行うこ
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青年の家の運営 とにより､心身ともに豊かでたくましい青少年を育成する｡ 
鳥取県の美しい星空環境

を活かした体験活動等推

進事業 
社会教育課 B 

鳥取県の美しい星空が見える良好な環境について県民等が理解を深め､星空環境を県民の貴重な財産とし

て保全することを目指し､星空環境を活用した教育の機会を提供する｡ 

ﾊｰﾄﾌﾙｷｬﾝﾌ  ゚ in 船上山 社会教育課 B 
県内小中学校の不登校傾向児童生徒､保護者､指導者を対象に､船上山や近隣の農家で自然や動物､人とのふ

れあいを通して心をﾘﾌﾚｯｼｭさせ､学校復帰を図る｡ 

だいせんｷｬﾝﾌ゚  社会教育課 B 
不登校生徒を対象に自然体験活動･宿泊体験等を提供し､自己決定･自己責任等の体験を通して本人の成長

を図る｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(船上山少年自然の家や大山青年の家における取組の推進 

○H28年度より県立青少年社会教育施設において一部指定管理者制度を導入し､民間活力の導入を行い､併せて指導員体制の強化を行った｡ 
○学校等の団体受け入れ時には個別の事前打ち合わせを行い､活動の充実を図っている｡ 
○年間を通じて主催事業を行い､不登校児童対象ｷｬﾝﾌﾟ等現代的課題に対応した取組を含め､自然体験活動の提供や利用促進を図っている｡ 

○鳥取県星空保全条例の趣旨を踏まえ､鳥取県の良好な星空環境を活用した教育の機会を提供した｡ 
･学校行事や県立青少年社会教育施設の主催事業等において天文等に詳しい講師による星空観察や移動式ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑを実施 
･県立青少年社会教育施設の星空観察に使用する機器を整備 
･星空映像ｺﾝﾃｽﾄを実施 

(社会教育施設の機能強化、｢人づくり､地域づくり｣支援等) 
○県社会教育協議会主催の研修会や鳥取県社会教育振興大会兼社会教育委員研修会､新任担当者研修会､社会教育主事講習等の開催により､各市町村

担当者や公民館職員や社会教育委員等の社会教育関係者の人材育成を図った｡ 
評価理由 
(船上山少年自然の家や大山青年の家における取組の推進) 

○利用団体に応じた丁寧な対応を行い､利用者ｱﾝｹｰﾄでは高い満足度を得ている｡また､現代的課題に対応した取組においても､活動を通じてｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

力の向上等参加者に好影響が見られた｡ 
○県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察等について参加者の評価が高く､追加事業が実施されるなど､星空環境を活かした教育機会の提供

に繋がっており､良好な星空環境への県民の理解が深まっている｡ 
(社会教育施設の機能強化、｢人づくり､地域づくり｣支援等)  
○社会教育関係団体も交えて研修会を実施する等､連携･協働を図ることできた｡鳥取県社会教育振興大会兼社会教育委員研修会では､県内から約 200
人の関係者が集まり､協議を通して次への行動へつながる研修となった｡社会教育委員対象の研修会においては､県外の事例発表やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを取り

入れるなど研修内容や方法を工夫し､活動へとつながる研修となった｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(船上山少年自然の家や大山青年の家における取組の推進) 

○H28 年度から体制強化等を行い､現代的な課題に対応する活動の充実等を図っているが､多様化する課題への対応や対象となる児童生徒の参加促進

が課題｡また､利用者数の増を図るため､幅広い年齢層の利用を促進する活動内容の検討･実施が必要｡ 
○県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察については参加者が多いが､学校等の受入団体による星空観察はまだ少ない｡ 
(社会教育施設の機能強化、｢人づくり､地域づくり｣支援等)  
○学びから行動へ循環するよう､地域課題やﾆｰｽﾞを把握し､研修内容や方法の工夫が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(船上山少年自然の家や大山青年の家における取組の推進) 

○引き続き指定管理者と連携して民間ﾉｳﾊｳの活用を行うとともに､研修等で指導員の資質を向上し､県立青少年社会教育施設の機能強化を図る｡ 
○学校との連携を引き続き行うとともに､高齢者等にも対応した活動内容の検討や良好な星空環境を活かした活動の充実等を図り､幅広い年齢層の利

用促進にも取り組む｡ 
○引き続き県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察を実施するとともに､学校等団体への周知を図り､児童生徒への星空環境を活かした教育

の提供に努める｡ 
(社会教育施設の機能強化、｢人づくり､地域づくり｣支援等)  

○それぞれの研修会の意義やつながりを明確にし､地域課題やﾆｰｽﾞを反映した研修内容や実施方法を工夫し研修計画を立てる必要がある｡また､H32
から社会教育主事講習等規程の一部が改正され､社会教育主事養成の見直しがされることから､県でも本改正を踏まえ研修を見直す｡ 

＜有識者の意見等＞ 
（意見） 
「個別の事前打ち合わせ等を実施し活動の充実を図っている」「星空

観察などの主催事業の評価が高い」など、興味をもって来る・参加する

（対応） 
○不登校傾向の児童生徒を対象とした事業について、学校や支援センターに

直接出向いて広報活動を行い、ひとり親家庭対象の事業では、市町村の福祉
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人達に対しては充実しているとのことであるが、課題にも挙げられてい

る「来てほしい層へのアプローチ」にもっと力を注ぐべきではないか。 
長期宿泊体験活動が全県実施されている都道府県もある中、なぜ、鳥取

県は1～2泊程度の実施でとどまるのか、全県実施ができないのかなど、

現状分析をする必要があるように思う。 

部局と連携して、該当の家庭に広報が届くようにしている。 
○長期宿泊体験活動については、宿泊期間の延長の働きかけも行っている

が、教職員への負担感等の課題がある。他県の事例等を調査し、参考となる

取組を検討していく。 

 

⑤ 図書館機能の充実 
 
(取組内容) 

･｢県民に役立ち､地域に貢献する図書館｣を目指して､県立図書館の｢仕事とくらしに役立つ図書館｣｢人の成長･学びを支える図書館｣｢鳥取県の文化を育む図書館｣としての機能

を充実します｡ 
･県立図書館を核に､市町村立図書館､学校図書館や関係機関と連携し､より多くの県民の図書館活用を推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

図書館ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援推進 
事業 

図書館 A 

図書館が提供できるﾋﾞｼﾞﾈｽ情報や機能を周知するため､市町村図書館等と協力し､図書館の活用方法を紹介する講

演会やｾﾐﾅｰ等を開催し､県民､特に企業関係者､農林水産業者､産業支援機関等幅広い層への浸透を図る｡ 
平成 30 年度は､新規就農を考えている方､就農して間もない方を対象としたｾﾐﾅｰや講座等の開催により､図書館の

資料や機能等についての情報提供を行う｡ 

くらしに役立つ図書館推進 
事業 

図書館 B  
図書館が有する多様な資料や､専門職としての司書の能力を最大限に生かし､地域の情報拠点として､県民の情報

要求に応え､県民の生活課題に即した情報提供を実現する｡特に､社会問題となっている認知症対策の支援や高齢

者への支援､子育てを応援する取組みを推進する｡ 

生きる力を育むとっとり学

校図書館活用教育推進事業 
図書館 B 

｢とっとり学校図書館活用教育推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣をもとに就学前から小､中､高等学校まで一貫した見通しを持った学校

図書館活用教育の普及･啓発を図る｡また､新学習指導要領の改訂方針を踏まえて､学校図書館関係職員の能力向上

に資する研修の実施と､各学校での学校図書館活用教育を推進する｡加えて､上記ﾋﾞｼﾞｮﾝの中間評価を行い､その結

果を生かして一層の学校図書館活用教育の充実を図る｡ 

市町村図書館等協力支援 
事業 

図書館 A 
県内市町村立図書館等に対して職員研修と訪問相談を実施することで、各館職員の技能向上と図書館サービスの

充実に資する。また、県立図書館と市町村立図書館等を結ぶ物流・連携網により、全県民への県立図書館資料と

サービスの提供と、各館間の連携推進を実現する。 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代の知の拠点づ

くり事業 
図書館 A 

情報の形態の多様化や､情報取得に対する県民の意識変化等を踏まえ､利用者にとっての利便性を向上させ､さら

に地域独自の歴史や文化に関する資料を容易に利用できる環境を整え､次世代に伝え残していくため､図書館の貴

重な資料のﾃ ｼ゙ﾞﾀﾙ化を推進するとともに､ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞｼｽﾃﾑの構築に取り組む｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)   B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(図書館機能の充実) 

＜くらしに役立つ図書館推進事業＞ 
○｢ｵﾚﾝｼﾞﾈｯﾄﾜｰｸとっとりﾘﾚｰ講演会｣を関係機関等と連携して開催した｡ 
○音読ﾘｰﾀﾞｰを養成し､音読教室の充実を図った｡ 
○読みﾒﾝのお話会を開催したり､｢託児で来ぶらり｣を週2回開催した｡ 
＜図書館ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援推進事業＞ 
○｢総合的なﾃﾞｼﾞﾀﾙ化計画｣に従い､資料のﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｧｲﾙ化を進めている｡ 
○ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化計画ﾈｯﾄﾜｰｸ会議を開催し､県の関係機関､市町村図書館等のﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｧｲﾙ化の現状を把握するとともに､導入すべきｼｽﾃﾑに関する検討を行っ

た｡ 
＜関係機関との連携＞ 
○図書館関係職員向けの研修会､市町村立図書館とのﾃｰﾏ別の情報交換会を開催し､地域の課題･ﾆｰｽﾞに対応するための図書館機能の高度化を図った｡ 
評価理由 
(図書館機能の充実) 

＜くらしに役立つ図書館推進事業＞ 
講演会やｲﾍﾞﾝﾄなどへの協力依頼を通して､関係機関と連携していきﾈｯﾄﾜｰｸが広がった｡市町村立図書館にも各取り組みが広がりつつある｡ 
＜図書館ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援推進事業＞ 
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○ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援の一環として､農業に関する情報提供機能強化を図ることができた｡(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代の知の拠点づくり事業)  
＜関係機関との連携＞ 
○県立図書館と市町村立図書館､高等学校･特別支援学校､類縁機関等を結ぶ物流ﾈｯﾄﾜｰｸを整備･運営し､必要な情報･資料を迅速に県民に提供すること

ができた。 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(図書館機能の充実) 

＜くらしに役立つ図書館推進事業＞ 
○関係機関等と連携が進んできたが､まだ図書館で関係機関と連携してｻｰﾋﾞｽのきっかけに結びついてない市町村図書館もある｡さらに認知症の正し

い理解と認知症になっても暮らしやすい地域づくりにつなげる必要がある｡ 
○音読ﾘｰﾀﾞｰの人数が少ないので引き続き養成する必要がある｡ 
○身近な図書館での支援が理想であることから｢託児で来ぶらり｣を引き続き市町村立図書館へ普及していく必要がある｡ 
＜図書館ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援推進事業＞ 
○多くの県民に利用してもらえるよう関係機関と連携した広報に努める必要がある｡ 
＜ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代の知の拠点づくり事業＞ 
○資料ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の効果についての県民の理解を深めるための広報が求められる｡ 
○事業の実施に当たっては､資料とｼｽﾃﾑとﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｧｲﾙ化という様々な専門性が必要とされるため､継続的な職員の養成が必要である｡ 
＜関係機関との連携＞ 
○より多くの県民､特に遠隔地の県民に図書館の有効性を実感してもらい､実際の利用につなげていくことが必要である｡ 
○今後も､県民が必要とする情報･資料を市町村立図書館等を通じて迅速に提供できる物流ﾈｯﾄﾜｰｸを堅持していくことが必要である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(図書館機能の充実) 

＜くらしに役立つ図書館推進事業＞ 
○関係機関と連携してﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開き､図書館が関係機関と連携してｻｰﾋﾞｽのきっかけを作っていく｡ 
○認知症になっても暮らしやすい地域づくりを図書館からも発信できるようにしたい｡ 
○高齢者を対象とした｢図書館活用講座｣等を実施し､高齢者が必要な情報に容易にｱｸｾｽできるよう学びの機会を提供する｡ 
○身近な図書館での支援が理想であることから｢託児で来ぶらり｣を週1回の実施にして､市町村立図書館の実施を働きかけていく｡ 
＜図書館ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援推進事業＞ 
○関係機関との連携強化､広報の充実を図る｡ 
＜ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時代の知の拠点づくり事業＞ 
○ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化計画｢ﾈｯﾄﾜｰｸ会議の開催などをとおして､先行事例を十分に検討しながら､ｼｽﾃﾑ導入(平成 32 年度を予定)に向けて､県の関係機関､市町村立

図書館などと仕様を定める予定｡ 
＜関係機関との連携＞ 
○市町村立図書館と連携して､図書館利用の更なる促進を図る取組みを行っていく｡ 
○地域の課題やﾆｰｽﾞに応じた新たなｻｰﾋﾞｽの開発に取組み､市町村立図書館とともに展開していく｡ 
○全県で図書館ｻｰﾋﾞｽが有効に利用されるよう､機会を捉えて引き続き広報を行っていく｡ 
＜有識者の意見等＞ 
(意見) 
県立図書館が核となり県内の図書館との連携ﾈｯﾄﾜｰｸが構築されたのは

もとより､常に時代を先取りし､市町村立図書館が抱えている課題等につ

いてもいち早くｷｬｯﾁして適切に対応するなど県内の図書館行政の推進に

大きく関わっている｡特に機能が弱い小さな町の図書館にとって､県と町

村との役割を踏まえた県の支援はありがたい｡ 

(対応) 
○県立図書館と市町村立図書館との連携､関係機関等を結ぶ物流ﾈｯﾄﾜｰｸの

整備･運営等､図書館機能の高度化を進めてきた｡今後も引き続き､取組を進

めていく｡ 

 

⑥ 博物館機能の充実 
 
(取組内容) 

･県民が､自然､歴史･民俗､美術等について､常設展示､企画展､講演､体験活動等を通じて教養を高め､感動や新たな発見が生まれる｢魅力ある博物館｣づくりを推進します｡ 
･施設の老朽化や資料の増加による収蔵庫の狭隘化等について､改善に取り組みます｡ 
･県立博物館と学校教育との連携を強化し､児童生徒の体験をとおした学習を支援するとともに､授業の充実に資する講座の提供に努めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

企画展開催費 博物館 B 鳥取県の自然･歴史･美術に関するものや世界的･全国的に貴重なものについて､資料や作品､研究成果等
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を企画展として広く県民に紹介する｡ 

博物館普及事業費 博物館 B 
県民の生涯学習や学校教育を支援するために､各種の講座や体験学習会､移動博物館などを実施するとと

もに､博物館の活動､研究成果､利用方法などについて広く情報発信する｡ 

美術館･博物館等ﾈｯﾄﾜｰｸ

強化推進事業 
博物館 B 

鳥取県ﾐｭｰｼﾞｱﾑ･ﾈｯﾄﾜｰｸ(T.M.N.)が実施する､(1)県内の美術館･博物館等における具体的な協力連携の取

組､(2)各館の歴史民俗資料の保存活用機能を向上させる取組を支援することにより､県内の博物館等の連

携基盤を確立してﾈｯﾄﾜｰｸの強化を図る｡ 
※T.M.N.…県内の博物館､美術館､歴史民俗資料館､考古資料館等が､相互連連携を密にし､各館の運営や

事業の発展と向上を図ることを目的として平成15年12月に設立した組織｡事務局は県立博物館で､平成

29年12月末時点で52館が加盟｡ 

鳥取県立美術館整備推

進事業 
博物館 B 

｢美術ﾗｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ (ー仮称)｣機能の検討､収蔵品ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲｳﾞ化に向けた調査研究など､美術館整備に向けた

取組を推進する｡ 
なお､PFI 手法を導入することとなった場合は､PFI 民間事業者の募集に係るｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務委託経費を

補正で予算化し､美術館整備に向けた取組を推進する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>   
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(博物館機能の充実) 

○毎年5件の企画展示を開催してきた他､移動博物館や移動美術館､学芸員派遣､普及講座･講演会等を開催した｡ 
○施設の老朽化への対策として､新たな美術館整備及び博物館改修に向けた取組を行っている｡ 
評価理由 
(博物館機能の充実) 
○常設展示､企画展示､普及講座等では目標としている年間10万人を上回る来館者があった｡ 
○美術館整備については､基本構想及び基本計画を策定し､整備に向けた取組を行った｡ 
○博物館改修については､改修基本構想(中間まとめ)を策定する等の取組を行った｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(博物館機能の充実) 
○企画展示や常設展示では､より多くの方に博物館を活用していただくために､関心を引く内容や集客が見込める満足度の高いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑをする等の工

夫が必要｡ 
○施設の老朽化や資料の増加による収蔵庫の狭隘化が進むなか､美術分野を移転し､新たな美術館を建設することとなった｡美術館整備ｽｹｼﾞｭｰﾙ等を踏

まえながら､現施設の老朽化､収蔵庫の狭隘化､慢性的な駐車場不足への対応が必要｡ 
○美術館整備にあたっては､「未来を『つくる』美術館｣を実現していくためには､美術館づくりに県民自ら参加するﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを行うなど県民参加の仕

組みを導入することが必要｡また､教育普及機能を充実させ､子どもたちの美術を通じた学びを学校教育と連携して行うことで､子どもたちが優れた

美術と触れ合い､子どもたちの想像力･創造性や､これからの時代に求められる他者理解等のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力を育んでいくことが求められている｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(博物館機能の充実) 
○より多くの方に博物館を活用していただくために､関心を引く内容や集客が見込める満足度の高いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにする｡ 
○現施設から美術分野を移転し新たな美術館を建設するとともに､残る自然､歴史･民俗分野を中心とした施設としての整備･運営手法の具体的な検討

を進め､施設の老朽化や資料の増加による収蔵庫の狭隘化等について､改善に取り組む｡ 
○鳥取県立美術館整備基本計画に基づき､ｺﾝｾﾌﾟﾄに掲げた｢未来を『つくる』美術館｣の実現に向けた取組を､県民とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図りながら着実に進

める｡ 
○子どもたちが美術に触れ､美術を通じて学びを深めるための｢美術ﾗｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ(仮称)｣機能の具体化に向け､対話型鑑賞教育に有効なﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂの試

行･効果検証､小学校新規採用教員に対する研修の実施などの体制づくりを進める｡ 
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特に力を入れたい施策と重点取組 目指すところ 

(4)幼児教育の充実 ④発達や学びの連続

性を踏まえた幼児期の充実､発展 

①幼児教育の充実 

②子育て支援の充実 

(5)学力向上の推進 

⑤ｽｸﾗﾑ教育等による校種を超えた連携

の拡大 

①学校と家庭が協働した学力向上 

②自らの将来に夢や目標を持ち､主体的に学習する児童生徒の育成 

③基礎学力の確実な定着とさらなる伸長 

④教員の授業力向上 

⑤学び合い､つながる環境づくり 

⑥ｶﾘｷｭﾗﾑ改善 

⑦児童生徒へ科学やものづくりの楽しさを知る機会の充実 

(6)特別支援教育の充実 

⑥個々の障がいの種類や程度に応じた

教育の提供 

①自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備 

②特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能と学校間連携の推進 

③幼稚園･保育所､小学校､中学校､高等学校間での連続性のある教育の推進 

④｢個別の教育支援計画｣及び｢個別の指導計画｣を活用した指導と支援の充実 

⑤発達障がいを含む障がいのある児童生徒等への一貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実 

⑥ｷｬﾘｱ教育と移行支援の充実 

⑦教員の専門性の向上 

⑧保護者支援の充実 

⑨特別支援教育と障がいのある子どもの理解･啓発 

⑩手話教育の推進【再掲2-(7)】 

(7)社会の進展に対応できる教育の推進 

⑦ICTの活用､英語教育の充実､手話の取

組によるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｲﾝﾄﾞとｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力の

育成 

①鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成 

②情報社会を主体的に生きる人材の育成 

③主体的に行動する人材の育成 

④手話教育の推進 

⑤環境教育の推進 

(8)豊かな人間性､社会性を育む教育の推

進 

⑧いじめ､不登校等の未然防止､早期対

応 

①道徳教育や人権教育の充実 

②いじめ問題等への取組 

③不登校ｾﾞﾛへの取組 

④読書活動の推進 

⑤体験活動･文化芸術活動の充実 

⑥郷土を愛する姿勢の育成 

(9)健やかな心と体づくりの推進 

⑨学校と地域が連携した体力向上 

①学校体育の充実 

②子どもの体力･運動能力の向上 

③健康教育の充実 

④食育の推進 

 

(4)幼児教育の充実 

 

① 幼児教育の充実 
 
(取組内容) 

･生涯にわたる人間形成と教育の基礎を培うため､発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育を充実､発展させます｡ 
･子どもや社会の変化に対応するため､子どもの情緒の安定と主体的な活動を促す幼児教育の環境づくりを支援します｡ 
･幼稚園､保育所､認定こども園と小学校との間で､子どもたちの生活状況や､それぞれの子どもたちの発達の特性に応じた教育課題を共有できる体制づくりを進めます｡ 
･県内幼稚園の新規採用者を対象とした新規採用教員研修や希望制による専門研修を実施し､教員の指導力 向上を図ります｡ 
･｢鳥取県幼児教育振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣(改訂版)や｢鳥取県幼保小連携ｶﾘｷｭﾗﾑ｣を活用した取組を展開し､幼児教育の充実に取り組みます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

目標2 学ぶ意欲を高める学校教育の推進 

＜特に力を入れたい施策（重点取組）と目指すところ＞   
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｢｡ 

<平成30年度重点事業等> 
事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

幼児教育充実活性化事業 小中学校課 B 
鳥取県幼児教育ｾﾝﾀｰを拠点として､｢鳥取県幼児教育振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣､｢幼保小連携ｶﾘｷｭﾗﾑ｣に基づき､

義務教育以降の学びの基礎となる質の高い幼児教育の全県展開をめざして､幼稚園･保育所･認定

こども園の教職員の指導力向上と小学校教育との連携推進を図る｡ 

幼児教育の推進体制充実事業 小中学校課 B 
本県における幼児教育･保育の質のさらなる充実及び幼保小の円滑な接続を図るため､｢鳥取県幼

児教育振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣を改訂するとともに､幼児教育ｾﾝﾀｰの拠点機能を強化し､各教育局の圏域にお

ける課題解決に向けた人的な体制の確保と幼児教育の現場の取組を支援する事業を展開する｡ 

とっとりふれあい家庭教育応援事業 小中学校課 B 

学び合い､支え合える保護者同士の仲間づくりと､親としての役割や子どもとの接し方などを学ぶ

機会を提供する｡また､啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄを保護者対象に配布する｡市町村の家庭教育支援ﾁｰﾑによる活動

や親への学習機会の提供を支援する｡保護者である従業員が子育てしやすく､地域活動等に参加し

やすい職場環境づくりに自主的に取り組む企業と協定を締結し､子育てしやすい職場環境等の整

備を促進する｡ 
 
<平成30年度取組の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(幼児教育の充実) 
○幼児教育ｾﾝﾀｰ開設2年目となり､各種取組の充実を図った｡ 

(新幼稚園教育要領等内容周知の研修会開催､市町村指導者対象研修会等を実施､｢幼保小接続ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ｣(H29)を活用の研修会や小学校等の取組への

支援､市町村や園からの要請等に応じた訪問指導の実施) 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○本県の幼児教育の充実及び幼児教育に係る教員の指導力向上に向けて､新規採用幼稚園･幼保連携型認定こども園教員研修や専門研修を実施した｡ 

(県内幼稚園･幼保連携型認定こども園の新規採用者を対象とした新規採用幼稚園･幼保連携型認定こども園教員研修を年間 9 回開催､希望制による

幼児教育に関する専門研修を4回開催) 
評価理由 
(幼児教育の充実) 
○園や市町村の実態に応じた研修会や指導を行っており､県内各地における取組の充実が図られた｡ 
○幼稚園教諭･保育教諭･保育士等対象の研修会には多くの参加があり､満足度も高い｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○新規採用教員研修を通して､受講者の指導者としての意識が高まった｡ 
○専門研修においては､すべての研修で多くの受講者があり､新幼稚園教育要領について理解を深める機会となった｡ 
○教員の実態及び現場のﾆｰｽﾞに合った研修内容を実施することができた｡受講者からも高い満足度を得ることができた｡(基本研修･職務研修:80%以上  
専門研修:90%以上) 

今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(幼児教育の充実) 
○市町村の幼児教育･保育担当者の指導力向上のための取組の推進｡ 
○市町村や小学校区における取組の差が大きく､特に小学校側へのｱﾌﾟﾛｰﾁが必要｡ 
○現場の実態から課題を把握し､ﾆｰｽﾞに応じた研修等の取組の推進｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○新規採用幼稚園･幼保連携型認定こども園教員研修受講者の経験年数に幅がある｡基礎的な指導力向上とともに､すべての受講者の資質向上につな

がるような研修内容の工夫が必要である｡ 
○研修での学びを個々の実践に生かすだけでなく､研修の成果を所属園で広める等､園内 OJT と絡めた成果還元のあり方を工夫することが必要であ

る｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(幼児教育の充実) 
○市町村との連携による県の幼児教育の拠点としての｢幼児教育ｾﾝﾀｰ｣の機能を強化し幼児教育の充実を図る｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○園内における実践と効果的につながる研修内容を取り上げ､教員の実践的指導力向上へとつなげる｡ 
○幼児教育ｾﾝﾀｰとの連携を常に図りながら､現場の実態に合った研修内容としていく｡ 
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②子育て支援の充実 
 
(取組内容) 

･子どもを主体とした幼稚園､保育所等における子育て支援を充実します｡ ･家庭における教育の重要性や子育てに関する保護者の意識を高めるとともに､幼児期の教育につい

ての関心を深めます｡  ･子育てに関し､特に支援が必要な家庭への対応を強化します｡ ･保護者同士の仲間づくりを進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>   

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

とっとりふれあい家庭教育応援 
事業 

小中学校課 B 

学び合い､支え合える保護者同士の仲間づくりと､親としての役割や子どもとの接し方などを学ぶ機会を

提供する｡また､啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄを保護者対象に配布する｡市町村の家庭教育支援ﾁｰﾑによる活動や親への学習

機会の提供を支援する｡保護者である従業員が子育てしやすく､地域活動等に参加しやすい職場環境づく

りに自主的に取り組む企業と協定を締結し､子育てしやすい職場環境等の整備を促進する｡ 

 
<平成30年度取組の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(子育て支援の充実) 
○家庭教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事業(19回)､｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀ派遣事業(16回)､家庭教育支援員等育成講座(年間5回)  
○｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修会の開催を2月に予定している｡ 
評価理由 
(子育て支援の充実) 
○家庭教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣ﾌｧｼﾘﾃｰﾀを派遣し､保護者への学習機会の提供を行い､家庭への支援を行うことができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(子育て支援の充実) 
○より多くの園や学校に派遣事業を活用してもらえるよう､｢夢ひろば｣や新聞広告等に加え､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･SNS 等を活用して情報発信していく必要があ

る｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(子育て支援の充実) 
○｢とっとり子育て･親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣の改訂に向けた検討委員会を開催する｡ 

 

(5)学力向上の推進 
 

① 学校と家庭が協働した学力向上【1-(2)に再掲】 
 
(取組内容) 

･児童生徒が自らの目標に向かって粘り強く取り組む姿勢を育むための､学校と家庭の連携した取組を推進します｡ 
･家庭学習記録ﾉｰﾄなどを活用した家庭での自学自習を促すとともに､予習や復習の習慣化につながる授業づくりを推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>   

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

地域課題に応じた学力向上推進事業 小中学校課 B 
全国学力･学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決に向けて､県教育委員会と各市町

村教育委員会が協働して､地域課題の解決に取り組む｡(東部地域:大学やPTA と連携を図った家庭学習

の質の向上の推進)  
 
<平成30年度取組の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
 1-(2)に記載 
 

② 自らの将来に夢や目標を持ち､主体的に学習する児童生徒の育成 
 
(取組内容) 

･教員､保護者､児童生徒に対して望ましい学力観､勤労観､職業観を育成し学習の必要性の共通理解と普及を図ります｡ 
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･ｷｬﾘｱ教育や様々な体験､探究活動等を推進することで自らの将来に夢や目標を抱かせ､実現に向けた意欲を高める取組を行います｡ 
･体験活動や探究的な学習に取り組む学校の増加を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>   

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

鳥取県版ｷｬﾘｱ教育推進事業 高等学校課 B 
生徒一人ひとりが､将来､社会的に自立していくために､必要かつ基盤となる能力や態度を育てるためのｷｬﾘ

ｱ教育を全ての県立高校で実施し､夢や希望に向かって果敢にﾁｬﾚﾝｼﾞし､将来の日本や鳥取県に貢献する気

概のある生徒を育成する｡ 
普通科高校ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ･ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事

業 
高等学校課 B 

普通科ﾓﾃﾞﾙ校を指定して､専門学科高校で取り組まれているｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟとは異なる普通科高校におけるｲﾝﾀｰ

ﾝｼｯﾌﾟのﾌﾟﾛｸ ﾗ゙ﾑを検討し､実施する｡ 
未来につなぐ高校生活支援事業(と
っとり夢ﾌﾟﾛｼ゙ ｪｸﾄ事業) 

高等学校課 B 
創造力とﾁｬﾚﾝｼﾞ精神を持った高校生の自由な発想での主体的な企画･活動を支援することにより､高校生の

自主性や個性を伸ばすとともに､学校や地域の活性化につなげる｡ 

とっとり農林水産人材育成ｼｽﾃﾑ推

進事業(県版SPH事業) 
高等学校課 B 

農林水産業に関連する専門高校が地域の産業界や教育機関等と連携し､社会で求められる多様な知識･技術

や､専門的な資質･能力を生徒に習得させ､6 次産業化など地域産業の担い手としての意識や自覚を育み､も

って地域に貢献する人材を育成する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(主体的に学習する児童生徒の育成) 
○将来の自分の生き方や在り方について考え､夢や希望の実現に向けて主体的に取り組む生徒を育成するため､各校が生徒の実態に応じたｷｬﾘｱ教育の

取組を展開した｡ 
・各学年の発達段階に応じた講義､演習等､児童生徒と社会がつながる教育活動の推進 
・企業に出向き､職業観･勤労観や生き方あり方について学ぶ機会の確保 
・普通科高校の中でﾓﾃﾞﾙ校を指定して､ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを検討し､実施した｡ 
・県内の高校生らが自主的に行う､他の生徒の模範や励みとなり､学校の活性化に資する活動や創意工夫あふれる活動を支援した｡ 
・専門高校が産業界や高等教育機関等と連携し､専門的な知識･技術等を育み､地域に貢献する高度な専門人材を育成した｡ 

評価理由 
 (主体的に学習する児童生徒の育成) 
○全ての高校において､各学校の実態に応じた講演､演習等を実施し､生徒自身の将来を考える契機となった｡ 
○普通科高校のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟについて､ﾓﾃﾞﾙ校､訪問企業等と連携を図り進めた｡ 
○高校生らの自主的かつ独創的な取組を支援することで､生徒の将来に向けた夢や可能性を広げた｡ 
○首長部局との連携事業により､ｽｰﾊﾟｰ農林水産業士にも認定される専門人材を育成した｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
 (主体的に学習する児童生徒の育成) 
○ｷｬﾘｱ教育を積み上げていくため､児童生徒が活動を記録し蓄積するﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ的な教材の活用を促す必要がある｡ 
○普通科高校のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについての関係校及び関係企業等と連携をしながら､検討を行い内容の見直しを図り､より効果的なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの構

築を図る必要がある｡ 
○専門人材の育成に当たっては､地元産業界や高等教育機関等との組織的で有機的な連携が必要であり､また､学校における教育内容の高度化や進化､

充実を図る必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
 (主体的に学習する児童生徒の育成) 
○児童生徒が活動を記録し蓄積するﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ的な教材について例示し､活用を促していく｡ 
○普通科高校ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟについて､ﾘｰﾌﾚｯﾄ等を作成､活用し､事業の周知を図り実施校の拡大を目指すとともに､内容の充実を図る｡  
○高校と高等教育機関､企業等が連携したｽｰﾊﾟｰ農林水産業士などの認定により､高校生のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝを高めることでさらなる専門人材の育成を進めて

いく｡ 
＜有識者の意見等＞ 

 

（意見） 
市町村との連携を推進するべき。鳥取市の「地域に学ぶワクワクと

っとり事業」（職場体験活動）は 20 年の実績がある。市町村との連携

が重要。 

（対応） 
○市町村と連携し、キャリア教育を小中高で系統的に進めていく。また、児

童生徒の活動を記録し、蓄積する教材の作成などについて、検討していく。 
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③ 基礎学力の確実な定着とさらなる伸長 
 
(取組内容) 

･基礎的､基本的な知識､技能を確実に習得させ､児童生徒の個に応じた学力の伸長を図ります｡ 
･全国学力･学習調査の結果等を有効に活用し､現状分析に基づいて､課題解決に向けた授業実践に取り組むなど学校でのPDCAｻｲｸﾙの確立を目指します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

地域課題に応じた

学力向上推進事業 

小中学校

課 
B 

全国学力･学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決に向けて､県教育委員会と各市町村

教育委員会が協働して､地域課題の解決に取り組む｡ 

(東部地域:大学やPTAと連携を図った家庭学習の質の向上の推進) 

(中部地域:研究団体と連携を図った活用力向上に向けた授業改善) 

(西部地域:学力課題の解決に取り組む学校への支援､若手教員の授業力向上への支援)【再掲1(2)③】 

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ推進

体制構築事業 

小中学校

課 
B 

社会総がかりで子どもたちを育むために､全ての公立学校にｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ(学校運営協議会制度)を導入し､

学校･家庭･地域の連携･協働体制を確立する｡地教行法の改正を踏まえた制度の内容の周知や各地域の学

校をつなぐ連絡協議会の開催､学校運営の充実等を行う市町村を支援する｡また､広島･岡山大学で開催さ

れる社会教育主事講習を受講する支援を行う｡ 

とっとりｲﾝｸﾞﾘｯｼｭ

ｸﾗﾌﾞ 

高等学校

課 
B 

中学生と高校生を対象に､年間を通じて英語による体験活動を実施し､英語による相互理解能力の伸長を

図る｡ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｰﾀﾞｰ育

成事業 

高等学校

課 
B 

将来様々な分野において国際的に活躍できるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｰﾀﾞｰを高等学校段階から育成するため､国事業を

活用して､国内外の大学や企業､国際機関等と連携を図り､英語を使う機会の飛躍的増加､先進的な人文科

学･社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等を指定し､質の高いｶﾘｷｭﾗﾑの開発･実践やその体

制整備を支援する｡ 

ICT(ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末)

活用推進事業 

高等学校

課 
C 

県ICT活用教育ﾋﾞｼﾞｮﾝのもと､県立高校に計画的に整備されているﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を活用して､学びの質的転換

に合わせたICT機器の活用方法の研究を行うとともに､授業の質的向上を図るための教員のICT活用指導

力の向上を図る｡また､ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の効果的な授業方法及び特別な支援を要する生徒の授業方法を各校に

普及するとともに､ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の学校教育での活用方法を検証する｡ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾞｷｬ

ﾝﾊﾟｽ 

高等学校

課 
B 

世界ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの海外大学である米国ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ大学と連携し､県内高校生向けの遠隔講座を開設することに

より､幅広い国際感覚を身につけ､世界を視野に入れて活躍する高い意欲と志を持った人材の育成を図る｡ 

小学校英語ﾊﾟﾜｰｱｯ

ﾌﾟ事業~拠点小学

校を中心とする英

語教育強化事業~ 

高等学校

課 
B 

平成30年度から先行実施が可能となる次期学習指導要領における小学校英語の拡充強化(3･4年生への外

国語活動の導入､5･6年生の英語教科化)に対応するため､県内の小学校5校をﾓﾃﾞﾙ校に指定して､外国語指

導助手(ALT)を1名ずつ配置し､担当教諭とともに指導計画(指導案)の作成や教材開発､先行研究､近隣学校

の教員に対する指導力向上研修等を実施する｡その成果を全県に普及することで､県内小学校における小

学校英語拡充強化への体制を整える｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(基礎学力の定着と伸長) 
○全国学力･学習状況調査等で明らかになった各地域の学力課題の解決に向けて､県教育委員会と各市町村教育委員会が協働して､地域課題の解決に

取り組んだ｡ 
評価理由 
(基礎学力の定着と伸長) 
各地域の学力課題の解決に向けて､取組を進めた｡ 
○東部地区:｢家庭学習の手引き｣や｢自主学習ﾘｰﾌﾚｯﾄ｣の作成及び改訂が行われ､校区全体で､家庭学習の充実や家庭学習を意識した授業改善の取組が進

んでいる｡活用問題集の問題を短時間で解答できる児童の割合が増加し､時間が足りないために無回答となる児童が減少している｡ 
○中部地区:活用問題集を意識して教材研究を行う等､活用力を高める授業への考え方が変容してきている｡ 
○西部地区:研修派遣した教員の授業に変容が見られる｡校内授業研究を核とした授業改善推進により｢めあて-まとめ･振り返り｣を位置づけた授業の

徹底が進んだ｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(基礎学力の定着と伸長) 
○中学校区複数校での共同実施のため､計画立案に時間がかかり､実際の取組が遅くなる校区もあった｡ 
○活用問題集の配布冊数が少なく(該当学年担任数+1)､事業を推進する上で支障になった｡ 
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○活用問題集の編集に時間がかかり､配布時期が6月初旬になった｡ 
○活用問題集の正しい活用方法が､ﾓﾃﾞﾙ校以外の学校には十分に周知できていない｡ 
○派遣した教員の研修成果や研究指定校の研究成果等について､西部地区全域に広める取組の工夫がさらに必要である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(基礎学力の定着と伸長) 
○連絡協議会において､具体的な取組を共有するなどして､各校区の取組が早期に始まるよう支援する｡ 
○学校での活用をより推進しやすくするため､活用問題集の配布数を増やす｡ 
○活用問題集の改訂作業を12月より開始し､4月中旬に開催される中部小学校教育研究会の研究日に説明を加えて全校へ配布する｡ 
○ﾓﾃﾞﾙ校を増やしたり､活用問題集の正しい活用方法を周知するために､ﾓﾃﾞﾙ校以外の学校への活用研修の実施数を増やす｡ 
○研究主任等研修会(年2回)での紹介や､地域研修会(年2回)の内容の充実を図る｡ 
○単元到達度評価問題の実施状況を生かした学校支援等によって､学力向上を実現するとともに､若手教員の派遣や授業研究の継続的な実施により､

教職員の指導力向上を図る｡ 
 

④ 教員の授業力向上 
 
(取組内容) 

･児童生徒が､｢分かる喜び｣や｢できる楽しさ｣を実感し､学習意欲を高める授業､課題解決能力や思考力を育む授業が展開できるよう､教員の授業力を高め､授業改革を進めます｡ 
･教員が､認知科学､学習科学､教科指導を貫く学習理論や指導の手法を学ぶなど､授業の幅を広げる取組を進めます｡ 
･授業の満足度を測るためのｱﾝｹｰﾄを活用するなどしながら､授業に満足する生徒の増加を図ります｡ 
･授業改革に取り組む教育研究団体の活動を支援し､連携して教職員の研究活動の活性化を図ります｡【3 (ー12)に再掲】 

<平成30年度重点事業等>   

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員認定事業 

小中学校課 

特別支援教育

課 

高等学校課 

B 
他の教員のﾓﾃﾞﾙとなるような優れた教育実践を行っている教員を｢ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員｣として認定し､

その優れた指導技術等を普及させていくことにより､本県教員の指導力向上を図る｡ 

特別支援教育における専

門性向上事業 

特別支援教育

課 
B 

鳥取県の特別支援学校教職員の専門性と授業力を向上させるために､長期研修派遣や免許法認

定講習の開催､授業実践等に取り組める環境を整備し､幼児児童生徒一人一人の障がい特性と発

達に応じた指導ができるようにする｡ 

教職員研修費 教育ｾﾝﾀｰ B 
教職経験等に応じて職務遂行に必要な資質･能力や指導力の向上をめざした研修を実施する｡重

点ﾎﾟｲﾝﾄとして､若手･ﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰの育成や ICT 活用教育､｢主体的･対話的で深い学び｣の視点に立

った授業改善の推進､校内OJTの促進に取り組む｡ 

ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ推進事業

~21 世紀型能力を育む次

世代授業の創造~ 

高等学校課 B 
21世紀型能力を育む授業改革を推進するため､校種を超えた連携教育を進めるとともに､最新の

知見を取り入れた学習科学に基づく授業を設計･実践･公開し､授業改革の全県的な普及を図る

など､文部科学省が進めている高大接続ｼｽﾃﾑ改革を見据えた対応を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(教員の授業力向上) 
○他の教員のﾓﾃﾞﾙとなるような優れた教育実践を行っている教員を｢ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員｣として認定し､研究授業等を通して､その優れた指導技術を普及さ

せた｡ 
･ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員認定者が県内教職員等を対象に授業公開及び研修会等を行い､指導技術を普及 
･さらなる専門性の向上のため､ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員を県外研修等に派遣 
･｢夢ひろば｣､新聞の連載でｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の活動を紹介 

○生徒の 21 世紀型学力を育む授業改革を推進するため､最新の知見を取り入れた学習科学に基づく授業の実践手法を学ぶ研修や研究授業等の公開を

通じて､授業改革の全県的な普及を図った｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○初任者研修､2年目研修､中堅教諭等資質向上研修では､教員の授業力向上に向けた研修内容を実施した｡特に初任者研修と2年目研修ではｴｷｽﾊﾟｰﾄ教

員の示範授業や講義､また､初任者と中堅教諭との合同研修により実践的指導力の向上を図ることができた｡ 
○教科･領域指導力ｾﾞﾐﾅｰﾙでは､教育課題についての専門的知識を基盤とする少人数･高度化した実践的研修を実施し､中核となる教員の指導力向上を

図ることができた｡ 
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○専門研修においては､新学習指導要領の考え方を踏まえながら､各教科･領域における授業力向上に向けた研修を実施した｡ 

評価理由 
(教員の授業力向上) 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員による授業公開及び研修会､所属校における指導助言等によって､参加教職員及び所属校の教職員が授業改善の取組を推進することが

できた｡生徒の学習意欲を高める授業実践を模範として示すとともに､校内外の教員研修等において講師として活躍している｡ 
○ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞの視点からの授業改革等を進めるため研修派遣や外部講師による研修等を通じて授業研究等の充実を図り､教員の授業改革への意識

を高めることで､新たな授業方法を取り入れる教員が増えてきた｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○基本研修や専門研修等の中で､授業力向上に向けた研修を実施した｡ 
○実施したすべての研修において受講者からの高い満足度を得ることができた｡(基本研修･職務研修:80%以上  専門研修:90%以上) 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教員の授業力向上) 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の認定分野及び認定地域の偏りの解消が必要である｡ 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員による授業参観の参加者数増が必要である｡ 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の活動により､知識構成型ｼﾞｸﾞｿｰ法などの学習理論･指導手法が定着しつつあるものの､全県的な普及にまでは至っていない｡ 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の管理職への昇任等により認定教員数が予想通りに増加せず､目標としている平成31年度時点での50名達成は難しい状況にある｡ 
○ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ型授業の導入による授業改革については､導入成果の適切な評価方法が確立されておらず､また､教員間でｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞについての

認識や理解に差があり､教員の授業力の質の平準化と底上げが必要となっている｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○新学習指導要領の内容を踏まえた､今求められる授業力の習得が必要である｡ 
○研修での学びを個々の実践に生かすだけでなく､研修の成果を所属校内で広める等､校内OJTと絡めた成果還元のあり方を工夫することが必要であ

る｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教員の授業力向上) 
○新学習指導要領の知見を踏まえた学習理論･指導手法の普及と教員の授業力向上に向けて､ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員が率先して研究授業に取り組むよう推進す

る｡ 
○地域間でのｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員認定数の偏りを是正する｡ 
○(公立小中義務教育学校)認定者確保に向けて､市町村教育委員会と連携して候補者の選定について意見交換を行う｡ 
○授業改革による成果の客観的な評価方法について検証を行い､より効果的な授業手法の導入･実践に取り組む｡ 
○講師派遣事業や研究機関への教員派遣研修等を引き続き実施していくことで､ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ型授業の実践に係る教員全体の授業力の底上げを図

る｡ 
(教員研修による教員の指導力向上) 
○｢主体的･対話的で深い学び｣の実現に向けた研修内容を工夫する｡ 
○基本研修において校内OJTと絡めた課題研究を実施する等､往還型の研修となるよう研修内容の一層の充実を図る｡ 
＜有識者の意見等＞ 
（意見） 
エキスパート教員がいた学校では、精力的に模範授業を行い、他の学

校に出かけて指導を行い、県外にも出かけて先進地で学び、資質向上を

目指すなど精力的に活動し、学校全体の授業力の向上につながったよう

に思う。 
しかし、エキスパートとしてふさわしいと思える者でも、受けようとし

ない者もいる。一度認定されても更新を拒む者もいるように聞く。 
 現在認定が進まない理由はどこにあるのか、関係者の意見等も聞き、

しっかり分析することが必要かと思う。  

(対応) 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の認定者数については微増の傾向である｡(認定者数 
H30:112名､H29:109名)､また､H29年度に実施要綱の改正を行い､3年間の

認定期間終了時には原則として認定更新をすることとしたことや､県教委､

地教委の個別対応により､更新辞退者は減っている状況｡(更新辞退者:H30:2
名､H29:5名) 
○一方で､地域､認定分野に偏りが生じているため､今後も県教委と地教委が

情報交換を進めるとともに､制度の見直しを検討するなど連携してｴｷｽﾊﾟｰﾄ

教員認定に取り組んでいく｡ 
 

⑤ 学び合い､つながる環境づくり 
 
(取組内容) 

･｢未来を拓くｽｸﾗﾑ教育推進事業｣での学校種を超えた連携取組の成果を､保護者､児童生徒､教職員と共有しながら､全県に拡大するよう取り組みます｡ 
･体験活動や探求(探究)的な学習の成果発表会や小論文指導､各教科における言語活動などの充実､学び合う環境づくりを進め､児童生徒のﾁｬﾚﾝｼﾞ精神､創造力､ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力な

どを育成します｡  ･教員同士が学び合い､高め合うﾈｯﾄﾜｰｸづくりを推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 
ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ推進事

業~21 世紀型能力を育

高等学校

課 
B 

21世紀型能力を育む授業改革を推進するため､校種を超えた連携教育を進めるとともに､最新の

知見を取り入れた学習科学に基づく授業を設計･実践･公開し､授業改革の全県的な普及を図る
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む次世代授業の創造~ など､文部科学省が進めている高大接続ｼｽﾃﾑ改革を見据えた対応を行う｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(校種間連携の推進､体験活動･探究学習の推進､教員の授業力向上) 
○研修派遣した教員の授業に変容が見られる｡ 
○校内授業研究を核とした授業改善推進により｢めあて-まとめ･振り返り｣を位置づけた授業の徹底が進んだ｡ 
○ｽｸﾗﾑ教育による校種間連携の成果を引き継ぎ､生徒の21世紀型学力を育む授業改革を推進するため､最新の知見を取り入れた学習科学に基づく授業

の実践手法を学ぶ研修や学校種の枠を超えた研究授業等の公開を通じて､教員同士の学びあいや授業改革の全県的な普及を図るとともに､学校と地

域が連携し､探究活動などの多様な学習や体験活動等の機会の充実を図った｡ 
○土曜日において､その特性を生かして､学校と地域が連携した多様な学習や体験活動等の機会の充実に取り組んだ｡ 
○高等学校において､数学､理科に関する探究活動を推進するための理数系の優秀研究の発表会を開催した｡ 
評価理由 
(校種間連携の推進､体験活動･探究学習の推進､教員の授業力向上) 
○研修や研究授業等を通じて､教員の授業改革への意識が高まるとともに学校と地域が連携した取組や探究活動など､特色ある教育活動が生徒の学び

を深めることにつながった｡ 
○土曜日等を活用した多様な教育活動について､高等学校は､初年度(H26)は7校の実施だったが､H29は12校の実施へと拡大した｡各校が学校の特色

や生徒に付けたい力を明確にして､さまざまな取組を行った｡ 
○高等学校において課題研究発表､講演会等を実施し､生徒の知的好奇心や探究心を喚起するとともに､理科や数学の学習への意欲を高める機会とす

ることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(校種間連携の推進､体験活動･探究学習の推進､教員の授業力向上) 
○文部科学省が進める高大接続改革に対応するため､より一層の授業改革が必要であり､授業改革に関する教員の理解と全体的な授業力の底上げが必

要｡ 
○高大接続改革により､大学入試等において生徒に求められる資質･能力がこれまでと変わることから､単に高等学校にとどまらず､小中学校において

も育成すべき資質･能力に応じた授業改善が求められる｡ 
○土曜日等を活用した多様な教育活動において､地域と連携した取組や自然を探究する取組など特色ある教育活動を実施することで､生徒の学びを深

めることに成功している｡ 
○課題探究活動において､全県的な発表会を開催することによって､生徒同士の学校を超えた切磋琢磨の機会となっている｡参加する生徒数が増えて

きているが､参加高校が限定的である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(校種間連携の推進､体験活動･探究学習の推進､教員の授業力向上) 
○授業改革による成果の客観的な評価方法について検証を行い､より効果的な授業手法の導入･実践に取り組む｡ 
○講師派遣事業や研究機関への教員派遣研修､学校の枠を超えた取組による教員同士の学びあいの機会等を通じて､引き続き教員全体の授業力の底上

げを図る｡ 
○大学入試制度改革等に関し､中学生やその保護者の意識啓発を図るため､中学校や市町村教育委員会とも連携しながら積極的な情報提供や校種間連

携による取組を進める｡ 
○引き続き､土曜日等を活用した多様な教育活動を推進していく｡ 
○｢探究活動｣の推進を通して､知的好奇心や探究心を喚起するとともに､思考力･判断力･表現力を向上させるため､全県的な発表会を開催し､生徒同士

の学校を超えた切磋琢磨の機会を作る｡ 
 

⑥ ｶﾘｷｭﾗﾑ改善 
 
(取組内容) 

･県立高等学校の学科､ｺｰｽ､ｶﾘｷｭﾗﾑを社会の要請に応じ改善します｡ ･児童生徒が､優れた芸術に触れる機会の充実に取組みます｡ 
･司書教諭､学校図書館司書を核として学校図書館の学習･情報ｾﾝﾀｰ機能の活用強化に学校全体で取組み､全教科で学校図書館を計画的に利用し児童生徒の主体的､意欲的な学習

活動や読書活動の充実を図ります｡ 
･県立図書館､県立博物館において授業等での必要な資料､活動の場の提供等を通して授業づくりを支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

鳥取県版キャリア教育推進事業 高等学校課 B 地域の産業界と連携して、各学校に応じた教育プログラムを設定する。 

生きる力を育むとっとり学校図 図書館 B 「とっとり学校図書館活用教育推進ビジョン」をもとに就学前から小、中、高等学校まで
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書館活用教育普及事業 小中学校課 

高等学校課 

一貫した見通しを持った学校図書館活用教育の普及・啓発を図る。また、新学習指導要領

の改訂方針を踏まえて、学校図書館関係職員の能力向上に資する研修の実施と、各学校で

の学校図書館活用教育を推進する。加えて、上記ビジョンの中間評価を行い、その結果を

生かして一層の学校図書館活用教育の充実を図る。 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(高等学校のｶﾘｷｭﾗﾑ改善) 
○入試志願倍率等に基づく中学生のﾆｰｽﾞや､生徒の進路のﾆｰｽﾞに沿った学科等の見直しを実施した｡ 
(図書館､博物館の活用) 
○学校図書館活用教育推進ﾋﾞｼﾞｮﾝと新学習指導要領における学校図書館活用の重要性を普及啓発した｡ 
・｢ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣中間評価として､各学校の図書館活用状況の調査分析｡ 
・学校図書館関係者を対象とした研修会を開催｡ 
・市町村教育委員会と共催で学校図書館活用をﾃｰﾏとした研修会を実施し､広く教職員への参加を呼び掛けた｡ 
・学校図書館を活用した授業実践事例の募集とﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの掲載｡ 
・高校と特別支援学校への訪問相談で個別の学校図書館支援を実施｡ 

○毎年､学校の先生に博物館に親しみを持ってもらい､博物館の学習資源を知ってもらうことを目的に｢教員のための博物館の日｣を開催するとともに

｢学校向け貸出し教材｣を整備している｡ 
評価理由 
(高等学校のｶﾘｷｭﾗﾑ改善) 
○中学生や生徒の進路ﾆｰｽﾞも踏まえながら､学校の特色を生かしつつ､育てたい生徒像にあった教育が行えるよう学科､ｺｰｽ等の見直しができた｡ 
(図書館､博物館の活用) 
○市町村教育委員会と共催の研修会や､司書教諭と学校司書合同の研修会の実施など､学校全体で取り組む学校図書館活用の普及に向けた取り組みが

できた｡ 
○｢教員のための博物館の日｣について､実施後のｱﾝｹｰﾄでは､｢参考になった｣､今後についても｢今回知ったことを学校で実践したい｣といったものが多

かった｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(高等学校のｶﾘｷｭﾗﾑ改善) 
○近年の社会状況として､県内産業界でも､人手不足が生じている分野もある｡今後は､高校から県内産業界への人材の供給という点も意識しながら､

生徒の将来を見据えた学科等の再編を検討していくことが必要｡ 
(図書館､博物館の活用) 
○学校目標に沿った学校図書館年間授業計画の作成や､授業での学校図書館利用には学校ごとに差がある｡学校全体で取り組む学校図書館活用に向け

て､今後さらに各学校､市町村教育委員会等へ働きかけていく必要がある｡ 
○｢教員のための博物館の日｣について､より多くの先生に参加していただくための工夫が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(高等学校のｶﾘｷｭﾗﾑ改善) 
○今後の産業構造､就業構造等の変化など本県を取り巻く状況や､知事部局とも連携しながら県内産業界や有識者等の意見を踏まえ､今後の県立高校

の在り方について検討する｡ 
(図書館､博物館の活用) 
○学校図書館活用推進ﾋﾞｼﾞｮﾝの目標年(2020年)に向け､学校図書館活用に向けた効果的な広報､研修会を実施する｡ 
○学校図書館の活用推進に向け､司書教諭と学校司書が一緒に受講できる研修を継続する｡ 
○学校図書館関係者の資質向上にむけた研修の充実を図る｡ 
○学校全体で学校図書館活用について共有できるよう､さらに広く市町村教育委員会等へ働きかける｡ 
○博物館の活動について､ｱﾝｹｰﾄ結果や事前の意向確認を参考に､参加者にとってより使いやすい博物館となるよう内容を充実させていく｡ 

 

⑦ 児童生徒へ科学やものづくりの楽しさを知る機会の充実 
 
(取組内容) 

･児童生徒の科学､ものづくりに対する興味関心を高め地域産業を担う人材育成につなげます｡ 
･科学やものづくりを学ぶ高校への進学希望率の向上を図ります｡ 
･学芸員の派遣や博物館資料の貸出し､講座や講演会の開催などにより､科学やものづくりの楽しさを伝えるとともに､教員への教材づくり支援などにより､観察､実験など体験

を通した学習の充実に取り組みます｡ 
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<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

｢科学の甲子園ｼﾞｭﾆ

ｱ｣鳥取県大会 
小中学校課 B 

｢科学の甲子園ｼﾞｭﾆｱ｣全国大会への出場権をかけた科学の競技会を開催し､県内の科学分野に関心をも

つ中学生が集い､切磋琢磨することで､理数系分野の学習意欲の一層の向上を図る｡ 

博物館普及事業費 博物館 B 
県民の生涯学習や学校教育を支援するために､各種の講座や体験学習会､移動博物館などを実施すると

ともに､博物館の活動､研究成果､利用方法などについて広く情報発信する｡ 

未来に役立つ｢もの

づくり教育｣実践事

業 

教育･学術振

興課 
B 

鳥取大学や公立鳥取環境大学などが産学官協働で取り組む｢ものづくり協力会議｣が行う子どもから大

人まで一気通貫の｢ものづくり教育｣の実践活動を支援する｡(中高生向け研修､指導者育成支援等を実

施) 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(科学やものづくり楽しさを知る機会の充実) 
○県内の中学生の科学分野への興味関心を高めるため､｢科学の甲子園ｼﾞｭﾆｱ｣全国大会への出場権をかけた競技会を開催した｡ 
･科学の甲子園ｼﾞｭﾆｱ鳥取県大会を開催し､競技及び科学体験ｺｰﾅｰを実施｡ 
･大会参加中学生に､問題や科学に対する意識について事後ｱﾝｹｰﾄを実施｡ 

○数学､理科に関する探究活動を推進するための理数系の優秀研究の発表会を開催したり､｢科学の甲子園｣鳥取県大会を開催した｡ 
○移動博物館､移動美術館､学芸員派遣､普及講座･講演会などを開催した｡ 
評価理由 
(科学やものづくり楽しさを知る機会の充実) 
○中学生26ﾁｰﾑ､78名の参加者が､既習事項を活用した筆記競技､ものづくり競技をとおして､難問への挑戦意欲や科学への興味関心を喚起することが

できた｡ 
○理数分野の課題研究発表会や理数教科の筆記競技及び実験競技を開催することで､理数系分野への興味･関心を高める機会とすることができた｡ 
○移動博物館等について､多くの県民の方に芸術に触れる機会を提供できた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(科学やものづくり楽しさを知る機会の充実) 
〇科学の甲子園ｼﾞｭﾆｱの参加校が東部地区の学校に偏っており､中部､西部からの参加が少ない｡ 
○県内普通科高校の理数分野に興味を持つ生徒の切磋琢磨の場として定着し､理数分野の学習意欲や学力向上に資する機会となっている｡ 
○科学の甲子園について､参加する生徒数が増えてきているが､参加高校が限定的である｡ 
○移動博物館等について､より多くの方に博物館を活用していただくため､関心を引く内容や集客が見込める満足度の高いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ編成をする等の工

夫が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(科学やものづくり楽しさを知る機会の充実) 
〇各校へのﾁﾗｼの配布､教育研究団体の協力を得て理数科担当教員に呼びかける等､効果的な広報を行う｡ 
○理数分野の｢課題研究｣の推進を通して､知的好奇心や探究心を喚起するとともに､思考力･判断力･表現力が向上させるとともに､ﾁｬﾚﾝｼﾞ精神を喚起

するため､全県的な発表会や競技会を開催し､生徒同士の学校を超えた切磋琢磨の機会を作る｡ 
○移動博物館等について､各講座等の参加者数調査やｱﾝｹｰﾄの結果により､ﾆｰｽﾞを把握し､ﾆｰｽﾞ･満足度の高い講座を充実する｡ 

(6)特別支援教育の充実 
 

① 自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備 
 
(取組内容) 

･障がいのある幼児児童生徒の自立と社会参加の実現を目指し､個別の教育的ﾆ ｽーﾞに的確に応える教育を受けることができるよう､教育環境の整備に努めます｡ 
･県立特別支援学校におけるICTの活用を推進し､子どもたちの学力向上や学びに対する意欲を引き出す取組を進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

特別支援学校における

ICT教育充実事業 

特別支援教育

課 
B 

知的障がいのある児童生徒がｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等を適切に活用できるようにするための情報ﾓﾗﾙ教育につ

いて､専門性の高い講師を招いて教職員研修と授業実践を行うとともに､外部委託によるICT支

援員を派遣し､特別支援学校における各教員の授業づくりや教材作成を支援し､ICT活用の充実
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を図り､将来の自立と社会参加に向けて情報通信技術を活用できる力を育てる｡ 

地域で進める特別支援教

育充実事業 

特別支援教育

課 
B 

ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築に向けて体制整備の充実を図るために､県立特別支援学校に外部専門

家を配置するなどして特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能を強化するとともに､市町村における一貫し

た支援体制の充実を図るための研修会を開催する。 

共生社会をめざす文化･

芸術活動支援事業 

特別支援教育

課 
B 

児童生徒の自主性や主体性､自信を培うことにつながる文化･芸術活動の推進･充実を進め､健常

者との交流を深めるとともに､より一層の社会参加と理解啓発を進め､共生社会の形成を図る｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(教育環境の整備) 
○特別支援学校長を学校CIOに指名し､各学校のICT推進計画の作成を進めるための学校CIO及び情報教育担当者会を開催した｡ 
○民間委託によりICT支援員を配置し､学校訪問による学習ｻﾎﾟｰﾄを行うとともに､情報共有用ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを運用した｡ 
評価理由 
(教育環境の整備) 
○ICTを教育に活用することが日常的に浸透しており､授業での有効な活用が見られている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教育環境の整備) 
○ICT を支援機器として活用することで､障がいのある児童生徒が情報にｱｸｾｽしやすくなり､学習や生活の困難さを軽減することができる｡一人一人

の障がいの状態に応じた支援機器の活用により児童生徒の学びがより深いものになっていくことが求められる｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教育環境の整備) 
○ＩＣＴを支援機器としての活用を推進するとともに、子どもたちの学力向上や学びに対する意欲を引き出す取組を進める。 
○病気等により集団の学習が困難な児童生徒の学習の充実を図るために遠隔教育の取組を推進する。 

 

② 特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能と学校間連携の推進 
 
(取組内容) 

･県立特別支援学校において､教育相談や研修など､地域の特別支援教育の拠点として､機能の一層の充実を図ります｡また､域内の教育資源を組み合わせ､学校間連携を推進する

ことにより､ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築に向けた特別支援教育の推進に努めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

地域で進める特別支援教育充実事業(特別

支援学校ｾﾝﾀｰ的機能強化事業) 
特別支援教育課 B 

特別支援学校に外部専門家(PT:理学療法士､OT:作業療法士､ST:言語聴覚士､視能訓練士)を
配置し､学校教職員の専門性向上を進めるとともに､自校及び地域内の小中学校等への助言

機能の向上をめざし､地域内のｾﾝﾀｰ的機能の強化を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能と学校間連携の推進) 
○特別支援学校におけるｾﾝﾀｰ的機能の一層の充実を図るとともに､域内の特別支援教育担当者による定期的な連絡会を実施｡ 
○各特別支援学校において相談ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成･配布や学校公開･研修会の実施等､地域支援の取組を推進した｡ 
○特別支援学校のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰや LD 等専門員､通級指導教室担当者､市町村教育委員会指導主事との連絡協議会を定期的に開催し､域内の情報や好事例

の共有を行った｡ 
評価理由 
(特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能と学校間連携の推進) 
○地域の学校･園への相談対応や助言の充実を図り､年間約3,000件の相談実績があった｡特に､就学前の幼稚園･保育所等からの相談件数が増えてお

り､特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能が早期発見･早期支援に寄与している｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
○地域における特別支援教育のﾆｰｽﾞは年々増加しており､特別支援学校ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰやLD等専門員､通級指導教室担当教員による地域支援体制の見直し

や効果的な支援方法の検討が必要である｡ 
･特別支援学級在籍児童生徒数は平成26~30年度で約400人増加｡ 
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･発達障がいと診断された児童生徒数も平成26~30年度で約850人増加｡ 
 

今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能と学校間連携の推進) 
○県内の特別支援教育の全体像を整理し､その中で地域支援体制の見直しや効果的な支援方法の検討を行う｡ 
 

③ 幼稚園･保育所､小学校､中学校､高等学校間での連続性のある教育の推進 
 
(取組内容) 

･早期からの教育相談､支援の充実に向け､関係機関との連携を図りながら､適切な就学先決定の仕組みづくりに努めます｡ 
･幼稚園･保育所､小学校､中学校､高等学校においては､発達障がいを含めた障がいのある幼児児童生徒への連続性のある教育の推進に努めます｡ 
･各保育所､学校が､園内､校内委員会を開催し､適切な支援方法の検討に取り組めるよう支援を行います｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

発達障がい児童生徒等支援事業 
特別支援教育

課 
B 

小･中･高等学校等において､一貫した支援を行うために早期からの指導･支援の充実を

図るとともに､発達障がいのある又は可能性のある児童生徒等へのより一層の体制整備

の充実を図るための支援を行う｡ 

地域で進める特別支援教育充実

事業 

特別支援教育

課 
B 

ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築に向けて体制整備の充実を図るために､県立特別支援学校に外

部専門家を配置するなどして特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能を強化するとともに､市町村に

おける一貫した支援体制の充実を図るための研修会を開催する｡ 

特別支援教育における専門性向

上事業 

特別支援教育

課 
B 

鳥取県の特別支援学校教職員の専門性と授業力を向上させるために､長期研修派遣や免

許法認定講習の開催､授業実践等に取り組める環境を整備し､幼児児童生徒一人一人の

障がい特性と発達に応じた指導ができるようにする｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(連続性のある教育の推進) 
○市町村教育委員会及び市町村福祉部局担当者と連携を図り､適切な就学先決定の仕組みづくりに努めた｡また､幼稚園･保育所､小学校､中学校､高等

学校の発達障がいを含めた障がいのある幼児児童生徒の状況等を把握し､園や学校における特別支援教育に関する体制整備の重要性について啓発

を進めた｡ 
・就学事務手続きについてまとめた｢就学の手引き｣を作成 
・｢就学支援連絡協議会｣を開催し､市町村教育委員会担当者及び福祉部局担当者に対し､就学先決定の仕組みを周知 
・教育支援ﾁｰﾑの派遣 
・県版体制整備状況調査の実施と公表 
・発達障がいと診断を受けた児童生徒の在籍者数調査の実施と公表 

評価理由 
(連続性のある教育の推進) 
○｢就学支援協議会｣において｢就学の手引き｣を活用した研修会を実施したことにより､教育と福祉が就学の仕組みや手続きについて共通理解を図る

ことができた｡また､特別支援教育に関する体制整備の必要性について様々な機会をとらえて啓発したことにより､特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(主任)の
指名率が向上した｡ 

今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(連続性のある教育の推進) 
〇保護者と就学先を決定する市町村､受け入れ先である学校の合意形成が重要｡ 
･学校教育法施行令第22条の3の障がいの程度に該当する児童生徒の就学について､保護者･本人の思いと市町村教育委員会の決定に開きがある場合､

合意形成が難しい｡ 
〇各園･学校で指名されている特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(主任)の動きの活性化｡ 
･各園及び学校での特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(主任)の指名率は向上(25 年度 99.1%⇒29 年度 100%)しているが､専任は少ない状況(14.7%⇒24.4%)､複数

指名もごく一部(29年度2.7%)であり､十分に役割が果たされていると言い難い｡ 
〇校内委員会の持ち方､回数 
･校内委員会の設置率は 100%であるが､開催回数が 1 回未満の園･学校が 22.6%(25 年度 17.6%)であり､校内委員会が機能的に活用されていない状況

である｡ 
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今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(連続性のある教育の推進) 
〇早期から切れ目ない支援の充実に向け､発達障を含めた障がいのある幼児児童生徒への適切な就学について関係機関と連携を図るための連絡協議

会等を実施し､就学先決定の仕組みや手続きについて周知を徹底する｡ 
〇保育所幼稚園から高等学校に至る切れ目ない支援の充実に向けた教育を推進する｡ 
〇校内員会の重要性について引き続き啓発を行い､保育所･幼稚園､小中高等学校が効果的に校内員会を開催し､適切な支援に取り組めるようにする｡ 

 

④｢個別の教育支援計画｣及び｢個別の指導計画｣を活用した指導と支援の充実 
 
(取組内容) 

･個別の教育的ﾆｰｽﾞに応じた適切な指導と支援が､一層充実するよう､｢個別の教育支援計画｣に基づき､各教科等における配慮事項等を明確にした｢個別の指導計画｣の作成と活

用を推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事業･取組名 担当課 事業評価 事業･取組内容 

地域で進める特別支援教

育充実事業 
特別支援

教育課 
B 

ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築に向けて体制整備の充実を図るために､県立特別支援学校に外部専門家を配置するなど

して特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能を強化するとともに､市町村における一貫した支援体制の充実を図るための研修

会を開催する｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(｢個別の教育支援計画｣及び｢個別の指導計画｣を活用した指導と支援の充実) 
○個別の教育的ﾆｰｽﾞに応じた適切な指導と支援を行うため､個別の教育支援計画の作成及び活用について様々な場面で啓発･情報提供を行った｡ 

・個別の教育支援計画作成活用ﾏﾆｭｱﾙを作成し各学校に配布 
・特別支援学級担任対象の研修等で作成･活用について指導 
・校長会における情報発信 
・LD等専門員による作成･活用についての助言 

評価理由 
(｢個別の教育支援計画｣及び｢個別の指導計画｣を活用した指導と支援の充実) 
○様々な機会をとらえた啓発や情報提供により､個別の教育支援計画の作成率が向上した｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(｢個別の教育支援計画｣及び｢個別の指導計画｣を活用した指導と支援の充実) 
〇福祉や医療等と連携した個別の教育支援計画の効果的な活用 
･園･学校いずれも作成率は向上(25年度84.6%⇒29年度95%) 
･校内での情報共有のｱｲﾃﾑとしては活用が進んでいるが､福祉や医療等の連携ﾂｰﾙとしての活用が十分とは言えない｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(｢個別の教育支援計画｣及び｢個別の指導計画｣を活用した指導と支援の充実) 
〇個別の教育支援計画が､幼児児童生徒の効果的な支援のためのﾂｰﾙとして機能できるよう､様々な機会をとらえ情報発信をする｡ 

 

⑤ 発達障がいを含む障がいのある児童生徒等への一貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実 
 
(取組内容) 

･幼児期､小学校期から高等学校期まで一貫した指導の体制を確立するとともに学校と労働､福祉等の関係機関との連携を強める取組の充実を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業評

価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

発達障がい児童生徒等

支援事業 

特別支援教育

課 
B 

小･中･高等学校等において､一貫した支援を行うために早期からの指導･支援の充実を図るとと

もに､発達障がいのある又は可能性のある児童生徒等へのより一層の体制整備の充実を図るた

めの支援を行う｡ 

地域で進める特別支援

教育充実事業 

特別支援教育

課 
B 

ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築に向けて体制整備の充実を図るために､県立特別支援学校に外部専門

家を配置するなどして特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能を強化するとともに､市町村における一貫し

た支援体制の充実を図るための研修会を開催する｡ 



- 32 - 
 

高校における特別支援

教育充実事業 
高等学校課 B 

平成30年度からの｢高校における通級による指導｣制度の運用開始に伴い､県立高校2校を通級

指導教室設置校(以下｢設置校｣という｡)､2校をﾓﾃﾞﾙ校として､特別支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置する｡設

置校及びﾓﾃﾞﾙ校は､特別支援教育の充実に向けてﾓﾃﾞﾙ的実践に取り組むとともに､障がいのある

生徒の自立と社会参加を目指した｢高校における通級による指導｣についての調査･研究に取り

組む｡また､ﾓﾃﾞﾙ校以外の県立高校をｱﾌﾟﾛｰﾁ校として､高校生が社会的自立を目的にした発達段

階にあることから､障がい等のある生徒の自己理解と高校生の他者理解を深める取組を実施す

るとともに､これまでの事業で培った関係機関とのﾈｯﾄﾜｰｸをもとに､効果的なﾁｰﾑ支援を実践す

る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(一貫した指導体制の確立と関係機関との連携) 
○幼稚園から高等学校まで連続性のある教育を推進し､関係機関との連携強化に努めた｡ 

･LD等専門員による巡回 
･就学支援連絡協議会の開催及び就学の手引きの作成 
･個別の教育支援計画の活用促進 
･通級指導教室の拡充 
･各圏域における特別支援教育担当者会の実施 

○全ての高校において､障がい等のある生徒の自己理解と高校生の他者理解を深める取組を実施したり､障がいのある生徒の自立と社会参加を目指し

た｢高校における通級による指導｣についての調査･研究に取り組む学校を設置した｡ 
○発達障がい者支援体制整備検討委員会を開催し､教育･福祉･保健･医療･保護者等の代表者が集まり､発達障がいの支援体制整備について検討した｡

(子ども発達支援課) 
評価理由 
(一貫した指導体制の確立と関係機関との連携) 
○一貫した支援体制の充実について､各機関と連携した取り組みを実施できた｡ 
○｢高校における通級による指導｣について､調査･研究に取り組む学校及び関係機関と連携を図り､設置校での指導の実施を進めることができた｡           
研修の機会を設けることで､学校の支援体制が徐々に改善されている｡ 
･中学校から高校への個別の教育支援計画の引き継ぎ率が100%である｡(H27~) 

○発達障がいの児童生徒の様子を伝えるための問診表の活用などを通して教育機関と医療機関の連携が進んでいる｡(子ども発達支援課) 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(一貫した指導体制の確立と関係機関との連携) 
〇市町村が行う就学先決定についての合意形成 
〇個別の教育支援計画の活用及び校内委員会の効果的な開催 
〇通級指導教室基礎定数化への対応 

･発達障がいと診断された幼児児童生徒の割合が増加しており､就学に対する本人･保護者の考えも多様化している｡そのため､就学や進路選択につ

いての合意形成が困難なｹｰｽが見られる｡ 
･個別の教育支援の活用が校内に限られている場合があり､関係機関との連携ﾂｰﾙとして活用されているとは言い難い場合がある｡ 
･通級指導教室の基礎定数化に向けた担当教員の専門性向上及び養成が課題である｡ 

〇｢高校における通級による指導｣について､地域(中学校､保護者等)や設置校以外での正しい理解が進んでいない｡ 
･中学校から高等学校への個別の教育支援計画の引継率(H30:100%(H26:93.1%)) 

○発達障がいの児童生徒への関係機関が連携した支援が少しずつ進んでいるが､まだ連携が図られていない機関もある｡(子ども発達支援課) 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(一貫した指導体制の確立と関係機関との連携) 
〇幼児期から高等学校期に至る切れ目ない支援体制の構築に向け､関係機関との連携強化､個別の教育支援計画の活用促進､校内委員会の効果的な開

催の啓発､通級指導教室担当教員の専門性向上等の取り組みを行う｡ 
〇高校における通級による指導について､高校､中学生､保護者等に向けたﾘｰﾌﾚｯﾄ等を作成し､周知を図っていく｡ 
○発達障がい者支援体制整備検討委員会で､関係機関の代表者から意見を伺い､連携のあり方について検討し､推進していく｡(子ども発達支援課) 

 

⑥ ｷｬﾘｱ教育と移行支援の充実 
 
(取組内容) 

･卒業後の生活をより豊かにするために､ｷｬﾘｱ教育を推進するとともに､在学中から学校と労働や福祉等関係機関とが連携しながら､職業自立の促進と移行支援の一層の充実を
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図ります｡ 
･特別支援学校の卒業生を含めた障がいのある方が､それぞれの潜在能力や可能性を最大限に発揮し､働くことによる社会参加が促進されるよう､県教育委員会として直接雇用

を進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 区分 事 業 ･ 取 組 内 容 
特別支援学校就労促進･職場定着ｷｬ

ﾘｱｱｯﾌﾟ事業 
特別支援教育課 B 

特別支援学校生徒の企業等への就労を促進するため､鳥取県特別支援学校技能検定の実施､特別支援学

校における職業教育の充実､就労･実習先及び職場定着の充実､就労促進ｾﾐﾅｰの支援等を行う｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 

平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(ｷｬﾘｱ教育と移行支援) 
○特別支援学校生徒の卒業後の生活をより豊かにするため､ｷｬﾘｱ教育を推進するとともに､職業自立の促進と移行支援の一層の充実を図る取組を実施

した｡ 
・県版特別支援学校技能検定(清掃部門､喫茶ｻｰﾋﾞｽ部門)を開催｡ 
・特別支援学校に就労･定着支援員を6名配置し､学校から職場への円滑な移行と定着を図った｡ 
・圏域ごとに就労促進ｾﾐﾅｰを開催し､企業への理解啓発を進めるとともに､労働局が主催するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ会議に参画し､関係機関との連携強化に

努めた｡ 
評価理由 
(ｷｬﾘｱ教育と移行支援) 
○関係機関と連携し､技能検定やｾﾐﾅｰ等を実施することで､就労に向けた取組を推進した｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(ｷｬﾘｱ教育と移行支援) 
○本県においては､特別支援学校卒業生の就職先の確保と職場への定着､また､発達障がいのある中学校卒業生の進路の保障について検討していくこ

とが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(ｷｬﾘｱ教育と移行支援) 
○卒業後の生活をより豊かにするために､幼稚部､小学部段階からのｷｬﾘｱ教育を推進するとともに､在学中から学校と労働や福祉等関係機関とが連携

しながら､一人ひとりに応じた自立と社会参加､移行支援の一層の充実を図る｡ 
 

⑦ 教員の専門性の向上 
 
(取組内容) 

･障がいのある幼児児童生徒の個別の教育的ﾆｰｽﾞに応じた適切な指導と必要な支援の提供ができるよう､教員の専門性向上のための取組を行います｡ 
･教員研修等により教員の資質向上を図るとともに､免許法認定講習等で､総合的な専門性を担保する｢特別支援学校教諭免許状｣の取得率の向上を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

特別支援教育における専門性向上事業 特別支援教育課 B 
鳥取県内教職員の専門性と授業力を向上させるために､長期研修派遣や

免許法認定講習の開催､授業実践等に取り組める環境を整備し､幼児児

童生徒一人一人の障がい特性と発達に応じた指導ができるようにする｡ 

発達障がい児童生徒等支援事業 特別支援教育課 B 

小･中･高等学校等において､一貫した支援を行うために早期からの指

導･支援の充実を図るとともに､発達障がいのある又は可能性のある児

童生徒等へのより一層の体制整備の充実を図るための支援を行う｡【再

掲 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
  
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 

(教員の専門性の向上) 



- 34 - 
 

○障がいのある幼児児童生徒の個別の教育的ﾆｰｽﾞに応じた適切な指導と必要な支援の提供ができるように教員の専門性向上を図った｡ 
・研修会の開催や研修派遣｡ 
・特別支援学校のｾﾝﾀｰ的機能やLD等専門員の活用により各学校の相談に対応し専門性の向上に助力した｡ 
・1年間で免許取得が実現できるように､免許法認定講習の講座を10講座開催した｡ 

評価理由 
(教員の専門性の向上) 
○国の推進している免許保有率がｱｯﾌﾟし現場で教育活動にあたっている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教員の専門性の向上) 
○教職員の専門性の向上については､児童生徒一人一人の実態に応じた指導等が必要なため､引き続き専門性向上の取り組みは必要である｡ 
○免許保有率については国の教育審議会が平成32年度までに特別支援学校では100%の保有率を示されたためさらなる取り組みが必要である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教員の専門性の向上) 
○引き続き､研修派遣と派遣後の研修内容の学校現場での還元を強調する｡県教育ｾﾝﾀｰ主催の研修の充実を図る｡また､免許法認定講習実施し､平成32
年を目途に免許の取得を一層､推進する｡ 

 

⑧ 保護者支援の充実 
 
(取組内容) 

･支援者が保護者の子育ての不安や悩みに共感的に寄り添い､保護者が子育てに自信を持って取り組むための支援の充実に努めます｡ 
･保護者等の負担を軽減するための体制整備に努めます｡  
･児童生徒一人ひとりの障がいの状態と教育的ﾆｰｽﾞを踏まえ､教育環境の整備や通学支援に取り組みます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

特別支援学校早朝子ども教室

事業 

特別支援教育

課 
B 

特別支援学校の学校受入時刻までの早朝時間帯の子ども達の居場所を地域住民や保護者

OB等からなる学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱにより整備し､保護者の負担軽減や児童生徒の活動支援を

行う｡ 

医療的ｹｱの必要な児童生徒の

放課後子ども教室事業 

特別支援教育

課 
B 

医療的ｹｱの必要な児童生徒の放課後の居場所を確保するため､鳥取養護学校において看護

師を配置した放課後子ども教室を実施し､児童生徒の活動支援や保護者の負担軽減を図

る｡ 

特別支援学校児童生徒通学等

支援事業 

特別支援教育

課 
B 

県立特別支援学校の児童生徒の通学の安全確保､社会的自立及び保護者の負担軽減を図る

ため､次の取組を行う｡ 

･通学支援員を外部委託により配置 

･市町村等が行う通学支援に対し交付金を交付 

･日常生活において身近に経験できる通学の場を活用し､自力で行動できる力を身につけ

るため､短期的に､通学の案内､誘導､見守りを行う自立支援員を外部委託により配置 

発達障がい者支援体制整備事

業(ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾒﾝﾀｰに係る事業) 

子ども発達支

援課 
B 

平成 22 年度に養成した発達障がい児者の家族の相談者となるﾍﾟｱﾚﾝﾄﾒﾝﾀｰ(信頼のおける

相談相手となる先輩保護者)の活用を進め､発達障がい者の家族支援体制整備の強化を図

る｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(保護者支援の充実) 
○保護者の悩みや要望等を聞く会を設けたり､早朝や放課後の居場所つくりや通学支援などの保護者の負担を軽減する取組を実施した｡ 

・保護者へは傾聴と共感的な対応を基本として意見交換会等を開催し､保護者等の生の声に耳を傾けた｡ 
・特別支援学校に早朝子ども教室や医療的ｹｱの必要な児童生徒の放課後子ども教室を設置し,希望者を受け入れることで保護者の負担軽減を図っ

た｡ 
・特別支援学校通学ﾊﾞｽの運行､市町村等が特別支援学校児童生徒への通学支援を行う場合の交付金助成など､通学支援を実施した｡ 
・ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾒﾝﾀｰによる発達障がい児の保護者への相談活動を推進した｡(子ども発達支援課) 

評価理由 
(保護者支援の充実) 
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○早朝､放課後の居場所や送迎面で保護者の負担軽減が図られた｡ 
○ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾒﾝﾀｰが発達障がい児の保護者の相談に応じることで､子育ての悩みが軽減し､保護者の安心感につながっている｡(子ども発達支援課) 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(保護者支援の充実) 
○教育や福祉についての意見交換会では､小中学校への要望が多く､市町村教育委員会へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸと併せて､小中高等学校へのｻﾎﾟｰﾄの充実が必要｡ 
○相談活動では､関係機関との連携が必要な困難ｹｰｽも多くなっている｡(子ども発達支援課) 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(保護者支援の充実) 
○小中高等学校のｻﾎﾟｰﾄ充実に向けた方策の検討｡ 
○より良い相談活動ができるよう､ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾒﾝﾀｰの勉強会やｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修を継続して実施する｡(子ども発達支援課) 

 

⑨ 特別支援教育と障がいのある子どもの理解･啓発 
 
(取組内容) 

･教職員をはじめ､保護者､地域の方､広く県民に対して研修や広報活動等を通じて､特別支援教育や障がいのある子どもの理解､啓発を図ります｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

鳥取発!ｽﾎﾟｰﾂでつながる共生社

会充実事業 

特別支援教育

課 
B 

特別支援学校の学校体育施設を拠点として､特別支援学校の在校生及び卒業生､地域住

民が､障がいのあるなしに関わらずｽﾎﾟｰﾂの楽しさを共に味わったり､在学中の生徒と地

域のｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞとをつなげたりする取組等をとおして､特別支援学校の生徒が生涯にわ

たって､地域の中で運動･ｽﾎﾟｰﾂに親しめるような共生社会の実現をめざす｡ 

共生社会をめざす文化･芸術活動

支援事業 

特別支援教育

課 
B 

児童生徒の自主性や主体性､自信を培うことにつながる文化･芸術活動の推進･充実を進

め､健常者との交流を深めるとともに､より一層の社会参加と理解啓発を進め､共生社会

の形成を図る｡ 

あいｻﾎﾟｰﾄ推進事業 障がい福祉課 B 
平成29年9月に施行した｢あいｻﾎﾟｰﾄ条例｣の趣旨を踏まえ､あいｻﾎﾟｰﾄ運動を県民全体で

取り組む運動を目指し､継続して県民全般への普及啓発を行うとともに､新たに障がい

者への理解促進講座を開催するなど､障がいに対する理解の促進を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(特別支援教育と障がいのある子どもの理解･啓発) 
○特別支援教育や障がいのある子どもの理解､啓発を図るため､研修会や冊子配布等を行った｡  

･鳥取県の特別支援教育の状況や取組についての冊子を作成しﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で周知｡ 
･県内全小学校を対象とした発達障がい理解及び指導のための教材(読みのｱｾｽﾒﾝﾄ･指導ﾊﾟｯｹｰｼﾞ)の活用促進のための研修会を開催｡ 
･発達障がいのある児童生徒の認知特性に応じたICT機器を活用した教職員の専門性向上のための研修会を開催｡ 

○あいｻﾎﾟｰﾄ運動を始めとする､県民の障がいへの理解を深める取組を行った｡ 
･あいｻﾎﾟｰﾀｰ研修､あいｻﾎﾟｰﾀｰｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ研修等の実施 
･障がい当事者を講師とした｢障がい者理解公開講座｣の実施 

評価理由 
(特別支援教育と障がいのある子どもの理解･啓発) 
○小学校における発達障がいへの理解が少しずつ広がり始めてきた｡ 
○あいｻﾎﾟｰﾀｰ研修の実施により､県内のあいｻﾎﾟｰﾀｰはH31年1月末で約73,968人となった｡ 
○障がい当事者を講師とした障がい者理解公開講座を実施することにより､障がい者への接し方､対応方法などを具体的に学ぶ機会となった｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(特別支援教育と障がいのある子どもの理解･啓発) 
○発達障がいと診断された児童生徒は年々増加しているところであり､継続した啓発活動等による発達障がい理解の促進が必要｡ 
･発達障がいと診断された児童生徒数も平成26~29年度で約500人増加 

○県内あいｻﾎﾟｰﾀｰ数は着実に増えているが､さらなる普及啓発が必要｡(H31.1月末現在あいｻﾎﾟｰﾀｰ数:73,968人) 
○障がいの理解は年少期から学ぶことが大切だが､あいｻﾎﾟｰﾄ運動としての小学生､中高生への周知･取組は少ない｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 



- 36 - 
 

(特別支援教育と障がいのある子どもの理解･啓発) 
○研修会などの機会をとらえた教職員等への理解促進を継続して実施していく｡ 
○あいｻﾎﾟｰﾀｰ数をさらに増やし､県民の障がい理解を進めるため､企業等に出向いて制度紹介を行うなど積極的な普及に努める｡ 
○年少期から障がい理解を進めるため､あいサポートキッズ制度やその他の研修等を通して普及・啓発を進める。 

 

⑩ 手話教育の推進 
 
(取組内容) 

･鳥取県において､全国初の手話言語条例が制定されたことに伴い､県立聾学校における手話での授業の充実のための教職員の手話技術の向上や手話教育推進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置

など､教育面における手話に関する取組を進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

手話で学ぶ教育環境

整備事業 
特別支援教育課 A 

鳥取聾学校等において､教職員等の手話技術の向上を図るとともに､手話普及ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等を配置して､手話の学習教

材等を活用し､学校教育でろう及び手話への理解を深める｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
取 組 評 価 A(予定以上)   B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(手話教育の推進) 
○鳥取県手話言語条例第12条(学校における手話の普及)に基づき､｢手話で学ぶ教育環境整備事業｣を推進した｡ 

・鳥取聾学校における手話講座の開催や手話技能検定受検の補助を行い､教職員の手話技術の向上を促進｡ 
・鳥取聾学校･ひまわり分校における手話普及ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置と､手話普及支援員の派遣により､地域の手話学習をｻﾎﾟｰﾄ｡ 

評価の理由 
(手話教育の推進) 
○鳥取聾学校教職員の手話検定2級以上合格者の割合が､｢教育に関する大綱｣の数値目標である50%を達成｡平成26年度からｽﾀｰﾄした手話普及支援

員派遣制度の平成29年度の実績は､派遣学校数105校､派遣延べ数876名であり､県内小･中･高･特別支援学校における手話学習の取組が広がった｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(手話教育の推進) 
○鳥取聾学校教職員の人事異動により､例年4月には手話技能検定2級合格者が50%を割ってしまうため､手話や聴覚障がいに関する専門性の維持向

上の取組は引き続き必要｡県内の小･中･高･特別支援学校のうち11.1%は児童生徒による手話の取組が無く､手話普及の取組が引き続き必要｡ 
･鳥取県の｢教育に関する大綱｣鳥取聾学校教職員の手話技能検定合格者の割合(平成29年3月末…53.9%) 
･｢鳥取県手話施策推進計画｣学校における手話の取組の実施率(平成29年3月末…88.9%) 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(手話教育の推進) 
○鳥取聾学校教職員の専門性の維持向上の取組を推進｡各学校における手話の窓口役の教員と手話普及ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ､手話普及支援員との連携･協力を促

進し､学校における手話普及の取組の広がりと充実を図る｡ 
＜有識者の意見等＞ 

（意見） 
手話等、テレビでもよく見かけるようになり、推進に努力してい

る様子が分かる。 

（対応） 
○手話普及支援員派遣実績が増加するなど、小中高特別支援学校における手話

学習の取組が広がっている｡今後も引き続き、取組を進めていく。 
 

(7)社会の進展に対応できる教育の推進 
 

① 鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成 
 
(取組内容) 

･児童生徒が鳥取県の歴史や文化を誇りに思い､史跡､まちなみ､建築物､郷土芸能､伝統芸能､民工芸等の鳥取県の様々な貴重な財産に触れ､良さを感じるとともに､探求的な学習､

調査研究等を通して､｢郷土とっとり｣に誇りと愛着を持った人材の育成を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業 事 業 ･ 取 組 内 容 
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評価 

ふるさと鳥取見学(県学)支

援事業 
小中学校課 B 

子ども達が鳥取県についての理解と関心を深め､ふるさとを愛する心を育てるとともに､県

民の一員として自信と誇りの持てる鳥取県を築き上げる気運の醸成を図るため､郷土にゆか

りのある歴史的･文化的名所や､全国に誇ることのできる県内企業等に触れる取組を支援す

る｡ 

郷土を愛する心情及び態度

の育成 
小中学校課 B 

ふるさと鳥取を愛する児童生徒の心情及び態度を育成する教育課程の編成の充実に努める

とともに､学校教育実施状況調査を通し､実施状況を把握する｡ 

鳥取県の美しい星空環境を

活かした体験活動等推進事

業 

社会教育課  B 
鳥取県の美しい星空が見える良好な環境について県民等が理解を深め､星空環境を県民の貴

重な財産として保全することを目指し､星空環境を活用した教育の機会を提供する｡ 

 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 

 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成) 
○すべての小中学校において｢郷土を愛する心情及び態度の育成｣に取り組んでおり､各市町村や各学校におけるふるさとへの誇りと愛着を育む取組

についての情報を県と市町村とで共有した｡(市町村教育委員会事務局担当者会の開催) 
○各学校が､総合的な学習の時間や課題研究等の地域と連携した授業の中で､鳥取県に愛着を持つ機会を設けた｡ 
○鳥取県星空保全条例の趣旨を踏まえ､鳥取県の良好な星空環境を活用した教育の機会を提供した｡ 

･学校行事や県立青少年社会教育施設の主催事業等において天文等に詳しい講師による星空観察や移動式ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑを実施 
･県立青少年社会教育施設の星空観察に使用する機器を整備 
･星空映像ｺﾝﾃｽﾄを実施 

評価理由 
(鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成) 
○市町村や学校単位で実施されていた取組及び鳥取県における児童生徒の実態を共有したことで､方向性を確認することができた｡ 
○各学校が地域との連携を進め､郷土の歴史､地形､文化などに触れる機会を設定するとともに､地域の方の協力のもと､地元の良さに触れ､郷土に愛着

を持つことのできる教育を進めることができた｡ 
○県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察等について参加者の評価が高く､追加事業が実施されるなど､星空環境を活かした教育機会の提供

に繋がっており､良好な星空環境への県民の理解が深まっている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成) 
○ふるさとへの愛着を育む取組が小学校･中学校で完結し､高等学校につながっていなかったり､学んだことを発信していく機会が少なかったりする

現状がある｡ 
○地域や社会をよりよくしようとする考えをもつ児童生徒が少ない｡ 
○将来の夢や希望を持っている児童生徒の割合が全国に比べて低い｡ 
○郷土の良さについては実感しつつも､県外への進学を契機として県外へ流出する人材が多い｡ 
○県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察については参加者が多いが､学校等の受入団体による星空観察はまだ少ない｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
（鳥取県に誇りと愛着を持った人材の育成) 
○「ふるさと教育」の意義を設定した上で、現在取り組まれている学習を整理することで幼小中高一貫した取組ができるようにする｡ 
○地元企業や教育機関等と連携をより一層進め､鳥取での暮らしをｲﾒｰｼﾞできるような取組を進めるとともに､引き続き豊かな自然環境や文化財等を

生かした教育の推進を図り､郷土の良さについて触れる機会を増やしていく｡ 
○引き続き県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察を実施するとともに､学校等団体への周知を図り､児童生徒への星空環境を活かした教育

の提供に努める｡ 
 

② 情報社会を主体的に生きる人材の育成 
 
(取組内容) 

･｢人と人との間のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ｣の大切さを常に意識し情報ﾓﾗﾙの育成による新しいﾙｰﾙやﾏﾅｰを身に付けた児童生徒の育成を図ります｡ 
･英語活用能力やICT活用能力を備え､多様な価値観に対応できる柔軟性を持ったｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成を図ります｡ 
･ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｹﾞｰﾑ機等が児童生徒に与える諸問題に適切に対応するため､関係機関､団体等と連携して､情報ﾓﾗﾙ等に関する教育啓発活動を実施します｡【再掲3-(13)】 
･ｽﾏｰﾄﾌｫﾝや携帯電話､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等を用いたいじめや犯罪等に関わる児童生徒の減少を目指します｡【再掲3-(13)】 
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<平成30年度重点事業等>  
事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

ICT活用教育推進事業 教育ｾﾝﾀｰ B 
新任情報化推進ﾘｰﾀﾞｰ研修を実施し､校内での｢教育の情報化｣における体制づくりを推進す

る｡県内自治体向けICT出前研修において､学校の実態に応じた研修を実施し､ICT活用を推進

する｡ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｰﾀﾞｰ育成事業 高等学校課 B 

将来様々な分野において国際的に活躍できるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｰﾀﾞｰを高等学校段階から育成するた

め､国事業を活用して､国内外の大学や企業､国際機関等と連携を図り､英語を使う機会の飛躍

的増加､先進的な人文科学･社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等を指定し､

質の高いｶﾘｷｭﾗﾑの開発･実践やその体制整備を支援する｡ 

鳥取発!高校生ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾁｬ

ﾚﾝｼﾞ事業 
高等学校課 B 

国内企業(県内企業を含む)の海外進出や外国人雇用､あるいは英語の社内公用語化などのｸﾞﾛ

ｰﾊﾞﾙ社会の到来を迎え､ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対応できるよう留学などの海外体験を通じて､柔軟な思

考力や豊かな表現力を持ち､国際社会で活躍する人材を育成する｡ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾞｷｬﾝﾊﾟｽ 高等学校課 B 
世界ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの海外大学である米国ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ大学と連携し､県内高校生向けの遠隔講座を開設

することにより､幅広い国際感覚を身につけ､世界を視野に入れて活躍する高い意欲と志を持

った人材の育成を図る｡ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄとの適切な接し

方教育啓発推進事業 
社会教育課 B 

保護者及び子どもたちに対して､電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い接し方についての教育啓発を行

う｡特に子どもたち自ら主体的に考え､その考えを大人と共有するための取組を実施する｡ 

 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 

(情報社会を主体的に生きる人材の育成) 
○新学習指導要領におけるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育の目的や意義､ｶﾘｷｭﾗﾑへの位置付け等についての正しい理解を図るとともに､具体的な授業例や教材等に係

る情報提供を行った｡ 
･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育に係る研修会の開催(6月29日) 
･教員対象のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ体験会の実施(11月､各地域1回ずつ開催) 

○高等学校において､各校の情報科の授業や特別活動の時間を通して､情報ﾓﾗﾙを身に付けた生徒を育成する｡ 
(英語教育) 
○全国的にも先進的な教室内 ICT 環境及びﾀﾌﾞﾚｯﾄ貸与により,英語授業内の言語活動(ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝや活動記録等)や探究学習での ICT 活用は進んでき

ている｡ 
･(英語)ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ研修 
･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾞｷｬﾝﾊﾟｽ(ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ大学連携事業) 

(電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い接し方) 
○子どもたちが電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い付き合い方について考える啓発活動や講師派遣等を実施した｡ 

･児童生徒自身が電子ﾒﾃﾞｨｱ機器利用について自主的に考える｢とっとり子どもｻﾐｯﾄ｣の開催 
･大型集客施設と連携した啓発ｲﾍﾞﾝﾄの実施 
･｢ｹｰﾀｲ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ教育推進員｣をPTAや地域で開催される研修会に派遣｡ 
･乳幼児保護者向けの啓発ﾁﾗｼを作成､配布 ほか 

評価理由 

(情報社会を主体的に生きる人材の育成) 
○具体的なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ体験を行いながら､小学校段階におけるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育について理解を図ることができた｡ 
(英語教育) 
○ｵﾝﾗｲﾝ授業であるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾞｷｬﾝﾊﾟｽ受講者から高校模擬国連世界大会に日本代表として出場する生徒が輩出されるなど､成果が徐々に出てきて

いるものの､平常授業において ICT の活用そのものがｺﾞｰﾙになっている実践が散見され､主体的･対話的な学びの深みは､県全体としてはこれから､

というところ｡また､国が示す英語力を持っている県内高校生の割合は､まだ目標値に達していない現実にある｡ 
(電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い接し方) 
○大人から子どもへの規制･啓発だけでなく､子どもたちが主体的に考え､話し合う機会を設けることができた｡また､講師派遣や啓発ｲﾍﾞﾝﾄ等をとおし

て､家庭で電子ﾒﾃﾞｨｱとの付き合い方を見直してもらう契機とすることができた｡ 

今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(情報社会を主体的に生きる人材の育成) 
◯各学校の実態の応じた全体計画や年間指導計画の作成に向けた支援が必要である｡ 
○各校の情報科の授業や特別活動の時間を通して､情報ﾓﾗﾙに関する知識を得てはいるが､実生活に生かされていない姿が見受けられる｡ 
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(英語教育) 
〇SGH指定校(鳥取西高校)やSSH指定校(米子東高校)など､ｶﾘｷｭﾗﾑ開発が進み､ｶﾘｷｭﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄにも着手している学校では順調にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成が

図られている｡ 
〇英語4技能のﾊﾞﾗﾝｽを考慮した授業ﾃﾞｻﾞｲﾝの中にICT活用が組み込まれるべき｡発表型､協働型の授業を､学校の特性に応じて促進する必要がある｡ 
〇知識を習得したり､授業ﾀｽｸを完遂したりということにとどまらず､活動の成果を県内外に発信したり､海外の高校生や学校との交流に活かしたりと

いう発展性のあるｶﾘｷｭﾗﾑも必要｡ 
(電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い接し方) 
〇ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ等ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続端末による SNS･動画投稿ｱﾌﾟﾘ利用の低年齢化や､ﾈｯﾄの過剰利用に伴う問題行動･児童生徒同士のﾄﾗﾌﾞﾙの増加､また､全国的

にもﾈｯﾄ依存が問題となっており､県内の実態を把握する必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(情報社会を主体的に生きる人材の育成) 
◯具体的な指導事例について､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で紹介するとともに､具体的な指導のあり方について学校への支援を行う｡ 
○学校教育だけではなく､家庭での教育につながるよう､保護者との連携を図ることを推進する｡ 
(英語教育) 
〇平成30年度新規事業｢英語4技能ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業｣を継続し､主体的な英語学習を促進する活動や指導について､県内での普及を図る｡ 
〇英語教育重点校での授業公開や研修会など､ICTを活用した事例の収集にも努め､県教育委員会としてのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を図ることも検討する｡ 
〇海外高校生との交流事業の際､ICTを活用した英語をﾂｰﾙとする意見交換会などを､該当校に推奨する(例:鳥取西高校SGH ｾﾐﾅｰ)｡ 
(電子ﾒﾃﾞｨｱ機器とのより良い接し方) 
〇ｽﾏｰﾄﾌｫﾝをはじめとするｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続機器とのより良い接し方に関して､乳幼児期からの保護者啓発や､過剰利用による問題の発生を予防するための

啓発･研修等を実施するとともに､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用に関する実態調査を行い､効果的な施策を検討･実施する｡ 
 

③ 主体的に行動する人材の育成 
 
(取組内容) 

･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動､地域を学ぶ体験等に､学校や地域が連携して取り組み､地域を維持し､より良いものにしていく責任は自分たち一人ひとりにあるという自覚を持ち､今後の社会の

在り方について主体的に考え､行動する児童生徒の育成を図ります｡ 
･児童生徒が､様々な社会問題を､自ら発見し､自ら学び､他者と協働して解決することができる力の育成を図ります｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

未来につなぐ高校生活支援事業

(とっとり夢ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業) 
高等学校課 B 

創造力とﾁｬﾚﾝｼﾞ精神を持った高校生の自由な発想での主体的な企画･活動を支援することにより､高校生の自

主性や個性を伸ばすとともに､学校や地域の活性化につなげる｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(主体的に行動する人材の育成) 
○すべての小中学校において｢郷土を愛する心情及び態度の育成｣に取り組んでおり､体験や調査などを通して地域について学び､その成果を表現して

いく取組を行っている市町村や学校がある｡ 
○県内の高校､特別支援学校高等部及び高等専門学校の生徒が自主的に行う他の生徒の模範や励みとなり､学校の活性化に資する活動や創意工夫あふ

れる活動に対する支援を行うとともに､地域と協働し､生徒が自ら地域に入って課題を発見し､その解決策等に取り組む活動を探究的な活動を進め

た｡ 
○高等学校において、「現代社会」、「政治経済」、特別活動の時間等で主権者教育を実施 
 ・グループ討議やディベート等により生徒が自ら考え、意見を持ち、表現していく学習を実施 
 ・県選挙管理委員会による模擬投票などの出前講座を実施 
評価理由 
(主体的に行動する人材の育成) 
○少数ではあるが､今後の地域をよりよくしていくためにはどうしたらいいのかという取組を行っている市町村や学校があった｡ 
○高校生らの自主的かつ独創的な取組を支援することで､生徒の将来に向けた夢や可能性を広げるとともに､地域と連携した探究的な活動を通じて､

生徒自身が自己有用感を持ち､主体的に課題に取り組む姿勢などが見られた｡ 
○主権者教育の充実等により、社会に参画する自覚を持ち、主体的に行動する人材の育成につなげることができた。 
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今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(主体的に行動する人材の育成) 
○ふるさとへの愛着を育む取組が小学校･中学校で完結し､高等学校につながっていなかったり､学んだことを発信していく機会が少なかったりする

現状がある｡ 
○地域や社会をよりよくしようとする考えをもつ児童生徒が少ない｡ 
○将来の夢や希望を持っている児童生徒の割合が全国に比べて低い｡ 
○高校生らの自主的かつ独創的な取組の支援に関しては､対象となる提案者(提案する生徒の学校)が限定的で固定化しつつある｡ 
○地域と協働した課題解決型の学習については､各高校で広がりつつあるが､その実践方法によっては､単に調べて発表して終わりといった意図した

深い学びに至らないこともある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(主体的に行動する人材の育成) 
○｢ふるさと教育｣の意義を設定した上で､現在取り組まれている学習を整理することで小中高一貫した取組ができるようにする｡ 
○生徒の主体的な学びが求められる中､生徒自らが課題や興味のあるものを見つけ､自主的に取り組むことは重要である｡当該制度の活用について一

層の情報発信を行い､積極的な活用を促す｡ 
○新学習指導要領に基づき総合的な探究の時間が設けられ､自己の在り方生き方を考えながら､自ら課題を発見し､解決していくための資質･能力を育

成することを目指すこととしている｡生徒のｷｬﾘｱ教育も意識しながら､目的に沿った授業実践を行うとともに､公開授業等を通じて実践力を向上さ

せる｡ 
 

④ 手話教育の推進 【2-(6)に再掲】 
 
(取組内容) 

･鳥取県において､全国初の手話言語条例が制定されたことに伴い､県立聾学校における教職員の手話技術の向上や手話教育推進ｺｰﾃ゙ ｨﾈｰﾀｰの配置等､教育面における手話に関す

る取組を進めます｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

手話で学ぶ教育環境整

備事業 
特別支援教育課 A 

鳥取聾学校等において教職員等の手話技術の向上を図るとともに､手話普及ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等を配置して､手話の学習

教材等を活用し､学校教育でろう及び手話への理解を深める｡ 
 
<平成30年度取組の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 

 2-(6)に記載 
 

⑤ 環境教育の推進 
 
(取組内容) 

･学校での環境教育全体計画の作成やTEASの取得促進等により､環境教育を推進し､環境保全やよりよい環境の創造のために主体的に行動する児童生徒の育成を図ります｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

TEAS(鳥取県版環境管理ｼｽﾃﾑ)Ⅲ種の周

知 
小中学校課 C 

校長会等を利用したTEASⅢ種の周知と未取得校に対して､指導主事による学校訪問の

際に取得を呼びかける｡ 

TEAS(鳥取県版環境管理ｼｽﾃﾑ)の継続 高等学校課 A 全県立高校でTEASⅡ種を取得しており､学校裁量予算を活用して継続して取り組む｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(環境教育の推進) 
○小中義務教育学校について､校長会連絡及び学校訪問等で TEAS 取得について呼びかけを行っている｡取得に向けて動いている学校もあるが､未だ

取得には至っていない｡ 
○全県立高等学校でTEASⅡ種を取得しており､学校裁量予算を活用して継続して取り組んだ｡ 
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評価理由 
(環境教育の推進) 
○小中義務教育学校について､TEAS取得が進んでいない｡ 
○全県立高等学校がTEASⅡ種の認証を取得し､学校裁量予算を活用して各学校で環境に関する取組を実施することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(環境教育の推進) 
○全ての小中義務教育学校において環境教育に取り組んでいるものの､申請をするには時間と労力が必要であり､取得に至っていない｡ 
○学校裁量予算の活用や､地域と連携して行う各県立高等学校の継続的な取組が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(環境教育の推進) 
○地域との連携を踏まえた各学校での取組を継続し､環境保全に対する意識･関心を高める｡ 
○TEAS未取得の学校についても、趣旨等の周知を図り､申請の仕方についても丁寧に説明を行う。 
＜有識者の意見等＞ 

（意見） 

TEAS の取得について(小中学校)､ｴｺｽｸｰﾙの登録が必要なのかどう

か､文面では見えてこない｡取得を呼びかけているといいながら､目標

値が25%や30%では､学校の特色ある取り組みとしてｴｺｽｸｰﾙがあるよう

に見える｡必要ならもっと目標値を上げるべきだし､申請するための

時間と労力が課題なら､県独自の取り組みであれば､申請の在り方を

担当課と協議するなど、働きかけが必要かと思う。Ⅲ種は、小・中・

特別支援学校のための規格だと思うので、もう少し実効性のあるもの

にしていく必要があるように思う。 

（対応） 

○各学校でリサイクル、省エネ等に取り組み、エコスクールとしての実践は

行われている。TEASⅢ種の取得に限らず、教育活動全体を通じて、児童及び

生徒の発達段階に応じた環境教育を推進していく。 

 

(8)豊かな人間性､社会性を育む教育の推進 
 

① 道徳教育や人権教育の充実 
 
(取組内容) 

･児童生徒の豊かな心の育成､規範意識の向上に向けて､道徳教育の充実を図ります｡小中学校では､学校､家庭､地域社会の相互の連携を生かした一体的な道徳教育を目指します 
･自分を大切にするとともに､他の人の大切さを認めて行動できる児童生徒の育成を図ります｡ 
･各教科等の指導を通じて､児童生徒が本来持っている能力を発揮し､人権尊重の社会づくりの担い手として成長していくことを目指します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

道徳教育推進事業 小中学校課 B 
規範意識やいのちを大切にする心､思いやりや夢や希望を大切にする心など､子どもの豊かな心を育成

するために､道徳教育指導力向上研修への派遣及び指定校による実践研究等を実施し､｢特別の教科 道

徳｣を要とする全教育活動における道徳教育の指導の充実を図る｡ 

人権教育実践事業 人権教育課 B 
人権意識を効果的に育成するための学校･地域における指導方法等の在り方について､研究指定校･地域

で実践的な研究を行い､その成果を全県に普及する｡ 

とっとりﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ

ﾃﾞｻﾞｲﾝ推進事業 

人権･同和対

策課 
B 

児童･生徒を対象として学校でUD(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ)出前授業を実施する｡ 

人権関連施設の主要事業(夏休み企画)にUDﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを組込み､子どもを中心とした利用者を対象にUD体

験学習を実施する｡ 

企業､団体､地域等でUD及びｶﾗｰ UDの理解を促進するための出前講座を実施する｡ 

 

拉致問題人権学習

会 

人権･同和対

策課 
 B 

北朝鮮当局による拉致問題について広く県民に理解を深めていただくため､学校や地域と連携･協力し､

拉致被害者の家族の方を講師とする拉致問題人権学習会を実施する｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(道徳教育) 
○研修会の実施等により､｢特別の教科 道徳｣における｢考え､議論する道徳への転換｣や｢評価｣に関する情報提供を行い､理解を図った｡ 
・道徳教育指導者養成研修への派遣 
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・道徳教育推進教師研修の実施 
・道徳教育ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ研究協議会の実施 
・全ての高校で道徳教育全体計画を作成し､全教科全領域で取り組んだ｡毎年､道徳教育指導者養成研修に教職員を派遣した｡ 

(人権教育) 
○人権教育で育てたい資質･能力(知識･技能･態度)を意識した指導内容及び参加型(協力･参加･体験)人権学習の在り方について研究を進め､その成果を

人権教育主任会や要請訪問等の機会を通じて周知した｡ 
評価の理由 
(道徳教育) 
○具体的な授業実践の報告及び評価の事例を取り上げた演習を行いながら､｢特別の教科 道徳｣のﾎﾟｲﾝﾄについて理解を図ることができた｡ 
○ﾎｰﾑﾙｰﾑ活動､学校行事やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動等のあらゆる場面を通じて､自分自身､他者との関わり､社会との関わり等について考えることができた｡ 
(人権教育) 
〇人権教育で育てたい資質･能力(知識･技能･態度)を指標とした評価を実施した学校の率【 (小)86%､(中)74%､(高)93%､(特)83%】 
〇参加型(協力･参加･体験)人権学習に取り組んだ学校の率【 (小)78%､(中)82%､高)93%､(特)100%】 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(道徳教育) 
○少しずつ理解が広がり､道徳教育の指導の充実につながってきてはいるが､今後も理解を図っていく必要がある｡ 
○特に､道徳の教科化に伴い､不安を感じる教職員がいる｡ 
○各学校において､各教科においては､互いの立場を尊重する態度や助け合い協力する態度等を育成しているものの､道徳教育と関連付けて意識的に

行っているとまでは言えない｡ 
(人権教育) 
○人権教育で育てたい資質･能力(知識･技能･態度)を意識した指導内容及び参加型(協力･参加･体験)人権学習の在り方について更なる研を深める必要

がある｡ 
○研究の成果の普及の在り方について工夫が必要である｡ 
○｢鳥取県人権教育基本方針-第2次改訂-｣のより一層の浸透を図る必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(道徳教育) 
○道徳教育指導者養成研修への派遣とその成果還元及び指定校による実践研究等を実施していく｡ 
○道徳教育全体計画を見直し､道徳教育推進教師を中心として､より一層学校活動全体の取組となるよう推進する｡ 
(人権教育) 
○各教科等の指導を通じて､人権尊重の社会づくりにつながる効果的な指導内容･指導方法ついて研究を進め､その成果をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で紹介するなど

各学校に普及していく｡ 
○人権尊重の社会づくりにつながる資質･能力を備えた児童生徒の育成に向け､人権学習の進め方について教職員研修を充実させる｡ 

② いじめ問題等への取組 
 
(取組内容) 

･児童生徒同士が認め合う中で､自らいじめの未然防止や解決を図ることができるよう､児童生徒の社会性や問題解決能力の育成､自主的な活動を支援する取組を推進します｡ 
･体罰による指導を根絶し､子どもたちが安心して悩みを相談できる体制を整えます｡ 
･いじめの問題に対する教職員の認識を高め､警察等関係機関との連携や専門家の活用など､問題に適切かつ迅速に対応できる体制を整えます｡ 

<平成30年度重点事業等>  
事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

いじめ防止対策推進事業 
いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 
B 

平成25年9月に｢いじめ防止対策推進法｣が施行されたことを踏まえ､｢鳥取県いじめ問題

対策連絡協議会｣を開催し､関係機関等と連携を図りながらいじめ対策に取り組むととも

に､相談窓口の充実に引き続き努める｡さらに､解決が難しいいじめ問題について､専門家･

機関に参加を求めｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑを編成して､解決にあたる学校を支援するよう｢子どもの悩みｻ

ﾎﾟｰﾄﾁｰﾑ支援事業｣を実施する｡また､いじめの早期対応や抑止に向けて､匿名によるいじめ

通報ｱﾌﾟﾘを試験的に導入する｡ 

また､｢明日へつなぐ心のｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業2018~子どもたちが取り組むいじめ対策~｣として､各

学校で児童生徒の自主的な取組によりいじめの未然防止がいっそう推進されるよう､ｵﾘｼﾞ

ﾅﾙ缶ﾊﾞｯｼﾞの製作､いじめ問題･仲間づくりについて考える作品の作成を呼びかける｡作品

はｶﾚﾝﾀﾞｰに加工し県内の学校に配布し啓発する｡ 

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの配置 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 

高等学校課 

特別支援教育課 

A 
不登校や問題行動などの改善を図るため､中学校･高等学校･特別支援学校に臨床心理士等

をｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰとして配置する｡ 

※高等学校は､教育相談員を含めて全校配置､中学校･特別支援学校は全校配置 
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ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 

高等学校課 

特別支援教育課 

C 

いじめ､不登校､暴力行為､児童虐待など生徒指導上の課題に対応するため､社会福祉士等

をｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰとして配置し､複雑化する家庭環境等を背景にした児童生徒が抱える課

題の対応充実を図るとともに､県において関係者との連絡協議会や育成研修を実施し､事

業の充実を図る｡さらに､現任のｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ対象の研修を実施し､資質向上を図る｡ま

た､学校における教育相談体制の構築を図るため､管理職･教育相談担当教員等対象の研修

を実施する｡引き続きｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰを設置し､ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰに適切な支援を行う｡ 

安心･安全な学級づくり

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 
B 

不登校やいじめに対する未然防止の効果的な取組方法を広めるために､｢子どもみんなﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄ｣において 9 大学が連携して調査研究を進めている脳科学･精神医学･心理学等を基

礎としたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを､ﾓﾃﾞﾙ地域において実践する｡ 

こどもいじめ人権相談 人権･同和対策課  B 
｢こどもいじめ人権相談窓口｣において､県内の学校におけるいじめが原因と考えられる児

童･生徒及び保護者からの相談に対応し､問題の解決に向けた支援を行う｡ 

鳥取県いじめ問題検証委

員会運営事業 
人権･同和対策課 B 

県内の学校におけるいじめが原因と考えられる児童･生徒の重大な事故に関し､学校･教育

委員会以外の第三者的な視点から事実関係の調査･検証を行うため､｢鳥取県いじめ問題検

証委員会｣を設置する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(いじめ問題への取組) 
児童生徒のいじめ問題への主体的な取組を支援する｢明日へつなぐ心のｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣の展開､教育関係者以外の専門家を派遣しいじめ問題への適切な対応

を図る｢子どもの悩みｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑ支援事業｣の推進､子どもたちが安心して相談や通報ができる体制の整備を行った｡ 
○いじめ防止啓発作品ｺﾝｸｰﾙの実施｡ 
○ﾁｰﾑで問題を解決しようとする学校に専門家を派遣｡ 
○相談窓口紹介ｸﾘｱﾌｧｲﾙの配布とSNSを活用したいじめの通報ｼｽﾃﾑの導入｡ 
評価理由 
(いじめ問題への取組) 
○作品ｺﾝｸｰﾙの実施､｢子どもの悩みｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑ支援事業｣について学校への事業概要の周知､ｸﾘｱﾌｧｲﾙの配布､いじめの通報ｼｽﾃﾑの導入を行い､いじめ問題

に対する啓発や相談･解決のための体制を整えることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(いじめ問題への取組) 
○児童生徒等へのいじめ問題の啓発､関係機関等との連携､相談体制の充実を図るとともに､いじめ問題に対する教職員のｱﾝﾃﾅを高くし､引き続きいじ

めの積極的な認知を進めていくことが必要｡ 
･鳥取県の児童生徒千人あたりのいじめの認知件数は上昇しているが､全国平均より低い状況である｡[国公私立小･中･高･特別支援学校合計 H29 年

13.8件(全国30.9件)､H26年8.7件(全国13.7件)] 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(いじめ問題への取組) 
○いじめの積極的な認知を進めるための取組､いじめ問題の未然防止や早期発見･早期対応のための専門家の活用や相談体制の充実に引き続き取り組

む｡ 
 

③ 不登校ｾﾞﾛへの取組 
(取組内容) 

･ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰやｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰなどの配置を進め､子どもを取り巻く環境への働きかけ等を通して､いじめ､不登校､中途退学などの生徒指導上の諸問題の

未然防止､早期対応に向けた取組を強化します｡ 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

不登校対策事業 
いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 
B 

不登校児童生徒への継続した支援のため､市町村設置の教育支援ｾﾝﾀｰに対する不登校対応ﾈｯﾄﾜｰｸ構

築支援､小学校への｢学校生活適応支援員｣配置､中学校へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置や資質向上に係る研修会

等を実施し､不登校の未然防止や不登校状態の児童生徒に､適切な支援を行う｡また､重大な事故等が

発生した場合に備えて､臨床心理士等を派遣できる体制を整備する｡ 

また､｢人間力･組織力による不登校改善事業｣として､不登校等の未然防止のため､児童生徒に必要な

｢社会生活への適応力｣を明確にして計画的にその力を育成するとともに､不登校傾向の児童生徒へ

の組織的対応のｼｽﾃﾑづくりを行うことで新規不登校の抑制を図る｡ 
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不登校生徒等訪

問支援､居場所づ

くり事業 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 
B 

高等学校等における不登校(傾向)生徒や概ね 20 歳までのひきこもりの青少年を対象に､教育相談

(本人･保護者･家族)･社会性育成のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ･学習支援･就労支援等を行い､学校復帰や社会参加に向

けて支援する｡中･西部地区に開設した教育支援ｾﾝﾀｰの運営を軌道に乗せるため､県民及び学校等へ

の周知や関係機関と連携しながら要支援対象者の実態把握､ｱｳﾄﾘｰﾁ支援の充実を図る｡ 

安心･安全な学級

づくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 
B 

不登校やいじめに対する未然防止の効果的な取組方法を広めるために､｢子どもみんなﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣に

おいて9大学が連携して調査研究を進めている脳科学･精神医学･心理学等を基礎としたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを､

ﾓﾃﾞﾙ地域において実践する｡ 

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの配

置 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 

高等学校課 

特別支援教育課 

B 
不登校や問題行動などの改善を図るため､中学校･高等学校･特別支援学校に臨床心理士等をｽｸｰﾙｶｳﾝ

ｾﾗｰとして配置する｡ 

※高等学校は､教育相談員を含めて全校配置､中学校･特別支援学校は全校配置 

ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの

配置 

いじめ･不登校総

合対策ｾﾝﾀｰ 

高等学校課 

特別支援教育課 

C 

いじめ､不登校､暴力行為､児童虐待など生徒指導上の課題に対応するため､社会福祉士等をｽｸｰﾙｿｰｼｬ

ﾙﾜｰｶｰとして配置し､複雑化する家庭環境を背景にした児童生徒が抱える問題への対応充実を図ると

ともに､県において関係者との連絡協議会や育成研修を実施し､事業の充実を図る｡さらに､現任のｽｸ

ｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ対象の研修を実施し､資質向上を図る｡また､学校における教育相談体制の構築を図るた

め､管理職･教育相談担当教員等対象の研修を実施する｡引き続きｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰを設置し､ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰ

ｶｰに適切な支援を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(不登校への対応) 
○いじめ､不登校等の課題に対し専門家も活用しながら学校が組織的に対応するための取組を行った｡ 
・ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ･ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの効果的な活用を図るための連絡協議会や研修会の開催 
・学校が組織体制でいじめ､不登校等の課題に取り組むための｢教育相談体制充実のための手引き｣を作成 
・県内3か所の教育支援ｾﾝﾀ (ーﾊｰﾄﾌﾙｽﾍﾟｰｽ)における中学校修了後の高校生や青少年対象の支援 

評価理由 
(不登校への対応) 
○平成30年10月に公表された平成29年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」において、「不登校の出現率」が前

年度と比較して上昇。作成した手引きに基づいて､学校､ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ､ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等に教育相談体制の充実のための取組について周知を図るほか、

ﾊｰﾄﾌﾙｽﾍﾟｰｽでの個々に応じた適切な支援を進めている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(不登校への対応) 
○児童生徒が抱える課題の背景に目を向け､学校が専門家等と連携しながら組織的な対応･支援を行っていく体制づくりを強化する必要がある｡ 
･鳥取県の不登校は増加傾向が続いている｡[100人あたりの不登校出現率(国公私立)小学校H29年0.56(H26年0.45)､中学校H29年3.10(H26年2.65)] 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(不登校への対応) 
○不登校の未然防止､早期発見･早期支援のための教育相談体制の充実に向けて､学校の組織体制づくりについての研修､周知､働きかけや､専門家等の

有効的な活用や連携が取れる仕組みを整備していく｡ 
〇ﾊｰﾄﾌﾙｽﾍﾟｰｽの機能を拡充し､ｱｳﾄﾘｰﾁを含めた支援を充実させる｡ 
＜有識者の意見等＞ 
（意見） 
不登校対策に懸命に取り組んでいただいている。早期対応のために

「経済的困窮家庭・子どもの貧困」に関する視点を取り入れ、教職員

も地域の皆さんと連携していくことが必要。 

（対応） 
○福祉的な視点からの支援が適切に行われるよう、スクールソーシャルワー

カーに対する研修等を行っている。また、平成３０年７月に作成した「教育

相談体制充実のための手引き」の活用により、学校における組織的対応を強

化し、経済的困窮や貧困の課題を含めた様々な児童生徒の背景に着目した支

援を進めていく。 
「不登校ゼロへの取り組み」だけではなく、増加している「登校し

ているが教室に入れない、入らない生徒」についての取組も喫緊の課

題と思う。背景も多様で対応、課題解決も簡単ではないと思いますが、

重要課題だと思う。 

○不登校の解決・改善を目的として県内18小学校に配置している学校生活適

応支援員が不登校傾向の児童へ教室外の支援を行っている。引き続き、様々

な対応ができるように取組を進めていく。 

○「教育相談体制充実のための手引き」は、学校現場にとって参考に

なる。 
○児童生徒が抱える多様で複雑な課題の背景に着目した支援を行うため、教

育相談コーディネーターを中核として、学校が一つ一つのケースに適切に対
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④ 読書活動の推進 
 
(取組内容) 

･｢鳥取県子どもの読書活動推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣に基づき､子どもが読書に親しむための機会の充実､環境の整備等を図り､関係機関と連携して､子どもの読書活動を推進します｡  
･学校図書館司書や司書教諭の資質向上につながる研修や訪問相談を充実します｡【再掲3-(12)】 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

本の大好きな子どもを育

てるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
社会教育課 B 

読書ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの資質向上や保護者啓発を行うため､子ども読書ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣する｡また､子どもた

ちに本を読むことの楽しさ､大切さを伝えるための体験を提供し､子どもの読書活動の推進を図る｡ 

 

子ども読書活動推進事業 図書館 B 
乳幼児期からの子どもの読書推進を図るため､子どもたちに日常接する職員(公共図書館職員､幼稚

園･保育所職員等)の研修や､市町村図書館児童図書部門の支援を行う｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(読書活動の推進) 
○子どもたちが読書の楽しさを体感できるような各種啓発に取り組むとともに､子どもの読書に関わる人材のｽｷﾙ向上に取り組んだ｡ 

･読み聞かせの指導助言等を行い､読み聞かせの大切さなどを伝える｢鳥取県子ども読書ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ｣を､保護者研修会等に派遣｡ 
･｢中学生ﾎﾟｯﾌﾟｺﾝﾃｽﾄ｣により､読書離れが進む中学生が本を手に取る契機を提供｡ 
･｢ﾋﾞﾌﾞﾘｵﾊﾞﾄﾙ(書評合戦)実施支援事業｣により､学校での読書活動の一手法を提案｡ 
･子ども読書ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等の資質向上を目指した研修(外部講師による講演会)の実施｡ 

〇市町村立図書館児童部門実務担当者連絡会を実施した｡ 
〇ｽﾄｰﾘｰﾃﾘﾝｸﾞ研修講座を2回実施した｡ 
評価理由 
(読書活動の推進) 
○各種事業を通して子どもたちが本を手に取り､読書に親しむ契機を提供するとともに､子育て時期の保護者等に子どもにとっての読書の大切さや読

み聞かせの具体的な方法･留意点を伝えることができた｡ 
○市町村立図書館児童部門実務担当者連絡会の実施により､県内児童ｻｰﾋﾞｽの現状や他館の実践を知ることで､自館のｻｰﾋﾞｽ向上に努めることができ

た｡ 
○ｽﾄｰﾘｰﾃﾘﾝｸﾞ研修講座等､実技をともなう研修を継続的に実施し､担当職員の実践を積み重ねることができている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(読書活動の推進) 
〇一ヶ月に一冊も本を読まない割合(不読率)が学年が上がるにつれて高くなっているため､特に不読の解消に向けたさらなる啓発が必要｡ 
〇幼いころからの読書習慣が大切であるため､読み聞かせ等乳幼児期の保護者に対する啓発が必要｡ 
○図書館において､子どもの読書に関わる職員のｽｷﾙｱｯﾌﾟや､関係者の連携強化をさらに図る必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(読書活動の推進) 
○｢子どもの読書活動推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣第 4 次計画(H31~5 年間)に沿った取り組みを進める｡特に中高生の不読率の改善に向けた取り組みとして､本を手に

取るきっかけづくりや､乳幼児期からの読書習慣を形成するための保護者に対する啓発を実施する｡ 
○図書館における児童ｻｰﾋﾞｽについての講座の開催等､市町村図書館職員等子どもの読書に関わる人々が､児童ｻｰﾋﾞｽについての知識を深め､技能を向

上させる機会を継続的に提供する｡ 

○不登校になる要因は様々であり、学校ではそれぞれのケースに応じ

た対応を行っている。しかし、その原因が家庭にある場合、学校だけ

では対応が困難なケースがある。不登校の出現率だけでなく、その内

訳を精査し、学校で対応できないケースについての対応策を検討する

ことが必要だと思う。 

応するためのケース会議の実践を進めている。今後「ケース会議実践マニュ

アル」を示すなど、具体的な取組を行っていく。 
○不登校の状況を新規の不登校（前年度は不登校ではなかった児童生徒）と

継続の不登校（前年度も不登校であった児童生徒）に分類・分析し、それぞ

れの状況に応じた不登校への早期支援や新規不登校を減らす取組を提案する

など、引き続き、様々な視点から不登校対策に取り組んでいく。 
スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの相談はもと

より、不登校やいじめの体験者の話を聞き、さまざまな方向から打開

策を見出していくことが重要。 

○県教育支援センター（ハートフルスペース）の通室生等や親の会との連携

等の中で保護者や児童生徒の声を聞くなど、今後もしっかり連携を取り、充

実した対策に取り組めるよう生かしていく。 
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＜有識者の意見等＞ 

 

⑤ 体験活動･文化芸術活動の充実 
 
(取組内容) 

･児童生徒の豊かな人間性を育むため､自然体験活動や集団宿泊体験等､様々な体験活動の充実を図ります｡ 
･文化､芸術活動の実践者との連携や学校での芸術公演などで全ての児童生徒に優れた文化芸術の鑑賞､体験の機会を設定することに努め､豊かな人間性の育成を図ります｡ 
･各学年での計画的な体験活動を推進します｡ 
･関係諸国との教育分野における交流により異文化に対する理解､日本人としてのｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨを培っていく等子どもたちが世界に視野を広げる取組を充実します｡ 
･博物館等が保管する資料に触れたり､山陰海岸ｼﾞｵﾊﾟｰｸ等のﾌｨｰﾙﾄﾞを活用した実体験を伴う講座など､子どもたちが地域の自然､歴史･民俗､美術への理解を深め､豊かな感性を

育む機会を提供します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

船上山少年自然の家･大

山青年の家の運営 
社会教育課 B 

船上山少年自然の家･大山青年の家において､集団生活を通して､野外活動､自然探求､観察活

動等を行うことにより､心身ともに豊かでたくましい青少年を育成する｡ 

児童養護施設等と連携し

た自然体験活動推進事業 
社会教育課 B 

家庭環境等により生じる体験格差の是正のため､児童養護施設･母子生活支援施設と青少年

社会教育施設が連携して自然体験活動を検討･実施する｡ 

鳥取県の美しい星空環境

を活かした体験活動等推

進事業  

社会教育課 B 
鳥取県の美しい星空が見える良好な環境について県民等が理解を深め､星空環境を県民の貴

重な財産として保全することを目指し､星空環境を活用した教育の機会を提供する｡ 

 

博物館普及事業費 博物館 B 
県民の生涯学習や学校教育を支援するために､各種の講座や体験学習会､移動博物館などを

実施するとともに､博物館の活動､研究成果､利用方法などについて広く情報発信する｡ 

 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(体験活動､文化芸術活動の充実) 
○児童生徒が文化芸術に触れる機会を持った小中学校の割合は100%である｡(H29年度末) 
○H28年度より県立青少年社会教育施設において一部指定管理者制度を導入し､民間活力の導入を行い､併せて指導員体制の強化を行った｡ 

･学校等の団体受け入れ時には個別の事前打ち合わせを行い､活動の充実を図っている｡ 
･年間を通じて主催事業を行い､不登校児童を対象とした活動等現代的課題への対応や児童養護施設等と連携して施設に入所する児童生徒を対象と

した活動の実施等を行い､自然体験活動の提供や利用促進を図っている｡ 
○鳥取県星空保全条例の趣旨を踏まえ､鳥取県の良好な星空環境を活用した教育の機会を提供した｡ 
･学校行事や県立青少年社会教育施設の主催事業等において天文等に詳しい講師による星空観察や移動式ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑを実施 
･県立青少年社会教育施設の星空観察に使用する機器を整備 
･星空映像ｺﾝﾃｽﾄを実施 

(博物館の活用) 
○移動博物館､移動美術館､普及講座など､多くの県民の方に芸術に触れる機会を提供できた｡ 
評価理由 
(体験活動､文化芸術活動の充実) 
○児童生徒が文化芸術に触れる機会の充実を図ることができた｡外部機関と連携したり､各学校独自に実施したりするなど全ての小中学校で､優れた

文化芸術の鑑賞､体験の機会を設定できた｡ 
○県立青少年社会教育施設について､利用団体に応じた丁寧な対応を行い､利用者ｱﾝｹｰﾄでは高い満足度を得ている｡また､現代的課題に対応した取組

や児童養護施設等と連携した取組においても､自然体験活動を通じてｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力の向上等参加者に好影響が見られた｡ 

（意見） 
図書館担当者の研修等は開催されているが、エキスパート教員のよ

うな形で、図書館教育を推進する司書教諭を認定できないか。司書教

諭の役割を模索している学校も少なからずあるように感じる。専門性

の高い学校司書がいる学校はよいが、そうでない小学校などに範を示

すような司書教諭がいると取り組みが推進するように思う。 

（対応） 
○エキスパート教員のような認定制度は考えていないが、モデルとなる司書

教諭の在り方を、実践を通して示すことは重要であり、どの学校でも司書教

諭が学校の中心となって図書館教育を推進できるよう、教育センターや図書

館の研修をとおして、優れた実践について紹介を行っている。また、図書館

司書教諭の役割について、学校図書館活用ハンドブック等で示しており、こ

れらを活用して司書教諭の取組の充実を図っていく。 
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○県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察等について参加者の評価が高く､追加事業が実施されるなど､星空環境を活かした教育機会の提供

に繋がっており､良好な星空環境への県民の理解が深まっている｡ 
(博物館の活用) 
○多くの県民の方に観覧､参加していただいた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(体験活動､文化芸術活動の充実) 
○様々な事業を活用しながら､さらに児童生徒に優れた文化芸術の鑑賞､体験の機会を充実させていく｡ 
○子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むには自然体験活動が大切であることは認知されつつあるが､より多くの青少年に自然体験活動の機会の

提供や､更なる機運の醸成が必要である｡ 
○県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察については参加者が多いが､学校等の受入団体による星空観察はまだ少ない｡ 
(博物館の活用) 
○より多くの方に博物館を活用していただくため､関心を引く内容や集客が見込める満足度の高いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ編成をする等の工夫が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(体験活動､文化芸術活動の充実) 
○様々な事業を活用しながら､児童生徒に優れた文化芸術の鑑賞､体験の機会を設定することに努め､豊かな人間性の育成を図るよう促す｡ 
○青少年社会教育施設で地域の自然を身近に感じる体験活動や宿泊体験活動の充実を図り､学校や関係機関､入所施設､民間事業者と連携して､多くの

青少年に自然体験等を行う機会を提供するとともに､自然体験活動の大切さや､自然体験活動情報等について積極的に広報し､機運の醸成を図る｡ 
○引き続き県立青少年社会教育施設の主催事業での星空観察を実施するとともに､学校等団体への周知を図り､児童生徒への星空環境を活かした教育

の提供に努める｡ 
(博物館の活用) 
○各講座等の参加者数調査やｱﾝｹｰﾄの結果により､県民ﾆｰｽﾞを把握し､幼児･障がい者･高齢者の方を対象にした講座等を充実する｡ 

 

⑥ 郷土を愛する姿勢の育成 

(取組内容) 

･子どもたちが郷土とっとりの歴史や文化を誇りに思い､史跡､まちなみ､郷土芸能､建築物､伝統芸能､民工芸等の貴重な財産を大切にする気運､意識の醸成を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事 業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

ふるさと鳥取見学(県学)支

援事業 
小中学校課 B 

子ども達が鳥取県についての理解と関心を深め､ふるさとを愛する心を育てるとともに､県民の

一員として自信と誇りの持てる鳥取県を築き上げる気運の醸成を図るため､郷土にゆかりのあ

る歴史的･文化的名所や､全国に誇れる県内企業等に触れる取組を支援する｡ 

｢ふるさとを元気に｣とっと

りの文化遺産活用推進事業 
文化財課 A 

妻木晩田遺跡や三徳山など県内の優れた文化財を地域振興や観光資源としても活用するため､

その魅力の再発掘を行い､効果的な活用方法を講じた地域での取組を支援する｡ 

｢とっとり弥生の王国｣普及

活用事業 
文化財課 B 

国内最大級の弥生時代集落｢妻木晩田遺跡｣､地下の弥生博物館｢青谷上寺地遺跡｣の二大遺跡を

｢とっとり弥生の王国｣として､各遺跡を活用した種々の事業を通じて史跡の活用や情報発信を

行う｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(郷土を愛する姿勢の育成) 
○ふるさと未来創造工房や弥生の王国考現学を通して､子どもたちに歴史文化のすばらしさ､面白さを伝えることができた｡ 
評価理由 
(郷土を愛する姿勢の育成) 
○文化財に気軽に接し､楽しめる環境づくりを進めることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(郷土を愛する姿勢の育成) 
○文化財は県民全体の共有財産であり､県の歴史､文化等の正しい理解に欠くことができないものであり､文化財に気軽に接し､楽しめる環境づくりな

どを通して､郷土を愛する気持ちを育てていく｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(郷土を愛する姿勢の育成) 
○ふるさと未来創造工房や弥生の王国考現学を通して､子どもたちに歴史文化のすばらしさ､面白さを伝える｡ 
○小中学校などと連携し､校外学習等で妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡などの優れた文化財に触れる機会を増やす｡ 



- 48 - 
 

(9)健やかな心と体づくりの推進 
 

① 学校体育の充実 

 (取組内容) 

･教員の体育学習の指導力向上及び学校における運動機会の充実のための取組を支援し主体的に運動に取り組む児童生徒の育成を図ります｡ 
･小学校への体育の技術的な専門性を持った教員の配置等により小学校教員の体育技術の指導力向上及び主体的に運動に取り組む児童生徒の育成を進めます｡ 
･外部指導者の派遣及び指導者への研修等を行い､発達に応じた適正な指導のための支援を行い運動の重要性を理解し主体的に運動を行う児童生徒の育成に取り組みます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

学校体育充実事業 
体育保健

課 
B 

体育･保健体育科における学習指導要領に沿った学習の円滑な実施に向け､体育担当教員の指導力向

上を目的とした研修会の実施及び教員の研修会派遣等を行い､体育･保健体育学習の更なる充実を図

る｡また､中学校の武道学習に授業協力者を派遣して､安全面に配慮した武道学習の定着を図る｡ 

運動部活動推進事業 
体育保健

課 
B 

中学校及び県立学校の運動部活動に地域のｽﾎﾟｰﾂ指導者を派遣し､部活動及び指導体制の充実を図る

とともに､研修会を開催して運動部活動に関わる指導者の資質向上を図る｡ 

部活動指導員配置事業  
体育保健

課 
B 

高等学校及び中学校における部活動に係る教員の負担軽減及び指導の充実を図るために､地域人材

等を単独指導､単独引率が可能な部活動指導員として学校に配置する｡ 
 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校体育の充実) 
体育･保健体育における学習指導要領にそった学習の円滑な実施に向け､研修会の充実等を行い､体育担当者の指導力向上に取り組み､体育･保健体

育学習の更なる充実を図った｡ 
○学校体育講習会を開催し､各領域の指導方法について実技を含めての講習会を実施した｡ 
○武道指導充実事業を実施し､中学校保健体育科教員の武道指導の充実のため､授業協力者を派遣し指導力の向上を図った｡ 
○水泳指導研修会を実施し､小学校の課外活動及び中学校の部活動における水泳指導を安全に実施するための指導方法を､県水泳連盟の講師に講習を

してもらった｡ 
○部活動指導者講習会を実施し､部活動における教員の指導力向上を図った｡ 
評価理由 
(学校体育の充実) 
○武道指導充実事業の実施により､継続して授業協力者と教員が授業を行っているため授業力が向上している｡ 
○学校体育講習会の実施によって､現行の学習指導要領の趣旨に沿った授業の展開方法を広く周知することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校体育の充実) 
○学校体育講習会においては､参加者が少ない状況である｡開催時期を再考し各校の教員が参加しやすい時期を設定する必要がある｡ 
○武道指導充実事業の実施によって､安全に武道指導が行われているが､実施校が固定化しており全体として広がっていない｡ 
○水泳指導者研修会の実施によって､学校において安全面に配慮した指導方法を周知することができている｡ 
○部活動指導者研修会の実施によって､教員の部活動指導において個々に応じた指導の必要性について周知していく必要がある｡ 
 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校体育の充実) 
○小･中学校は､新学習指導要領の移行期間に入っており､趣旨に沿った授業の実施について､全ての教員に周知していく必要がある｡また､指導と評価

の一体化を意識した授業の展開について､研修の在り方を検討していく必要がある｡ 
○運動部活動の在り方に関する方針を策定するにあたり､経験による指導だけでなく､しっかりとしたｺｰﾁﾝｸﾞ論に基づいた指導ができるような研修会

の在り方を検討していく必要がある｡ 
 

② 子どもの体力･運動能力の向上 
 
(取組内容) 

･各学校での体力向上推進計画書の策定及び体力･運動能力調査を活用したPDCAｻｲｸﾙによる取組を支援し､各学校の実状に応じた児童生徒の体力･運動能力の向上を推進しま

す｡ 
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･学校と地域が連携して放課後における子ども運動教室など､児童生徒の体力･運動能力を向上させるﾓﾃﾞﾙの開発を行い､その成果を県内の学校及び地域へ普及します｡ 
･｢遊びの王様ﾗﾝｷﾝｸﾞ｣等を活用した運動機会の提供により､子どもたちの運動意欲の向上を図り主体的に運動を行う子どもの育成を図ります｡ 

 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

子どもの体力向上推

進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 
体育保健課 B 

子どもの体力･運動能力が低下､二極化の傾向にある鳥取県の課題を解決し､運動の習慣化及び体力の向上を図るため､学

校や地域における支援を行うとともに､その成果を県内に普及し､学校､地域での体力向上の取組を推進する｡ 
･とっとり元気ｷｯｽﾞ体力向上支援事業 
･体力向上支援事業 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(子どもの体力･運動能力の向上) 
○各学校の実状に応じた児童生徒の体力向上を推進するため､｢子どもの体力向上推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業｣を実施した｡ 

・各学校に､実状に応じた体力向上推進計画を作成するよう依頼した｡ 
・柔軟性向上を図るため､啓発ﾎﾟｽﾀｰ･ﾁﾗｼ｢毎月17日は柔軟の日｣を配布するとともに､｢ﾜﾝﾐﾆｯﾂ･ｴｸｻｻｲｽﾞ｣(動画)を作成し､HP等で公開した｡ 
・運動意欲の向上､運動の習慣化につながる｢遊びの王様ﾗﾝｷﾝｸﾞ｣の提供､｢ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄ派遣事業｣を実施した｡ 
・体力･運動能力調査の結果を考察し､次年度の体力向上関連事業につなげるよう｢子どもの体力向上支援委員会｣を開催した｡ 

評価理由 
(子どもの体力･運動能力の向上) 
○平成26~29年度全国体力･運動能力､運動習慣等調査において､県内児童生徒(小学5年･中学2年)の体力合計点が全国平均値を上回るなど､各校にお

ける取組の成果がみられた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(子どもの体力･運動能力の向上) 
○体力･運動能力調査では､全国平均値と比較して､低い項目が増加している傾向がある｡また運動する子どもとしない子どもの二極化傾向が見られ

る｡小学生の頃から運動の必要性への理解を深めるとともに､運動の心地良さを体験することを通じて運動意欲を向上させることが必要である｡ 
○｢鳥取県体力･運動能力調査結果(小1~高3)｣の総合判定A･Bの割合は平成25年度からの上昇が見られず目標値よりも低い数値である｡ 
○｢遊びの王様ﾗﾝｷﾝｸﾞ｣の参加ﾁｰﾑは増加傾向だが､｢小学校において体育の授業を除く1日の運動時間が1時間以上の児童の割合｣は､平成25年度から

の上昇が見られず､運動意欲の向上､運動習慣の定着に向けて今後も取り組む必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(子どもの体力･運動能力の向上) 
○幼児期に外遊びをよくしていた児童は日常的に運動をし､体力も高いという報告があることから､幼児教育､家庭教育関係機関等とも連携して取組

を推進することが必要である｡ 

③ 健康教育の充実 
(取組内容) 

･児童生徒の心や性の健康問題に関する協議会を設置するなど､学校､家庭､地域が連携した健康教育の充実を図ります｡ 
･児童生徒の健康問題を解決するため学校保健委員会の充実を図る等､心身の健康のﾊﾞﾗﾝｽのとれた児童生徒の増加を目指します｡ 
･教職員や学校給食担当者を対象とした研修会を開催する等､食物ｱﾚﾙｷﾞｰの児童生徒に対応できる体制整備を進めます｡【再掲3-(13)】 
･学校が家庭や地域と連携し､人間としての在り方や生き方について考える性教育を充実させることで､命を大切にする意識を持つ児童生徒の増加を目指します｡ 
･薬物乱用を絶対にしない､許さない児童生徒を育成するための薬物乱用防止教育の充実を図ります｡【3-(13)に再掲】 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

児童生徒健康課題対策事業 体育保健課 B 

生活習慣等の健康問題について､研修会を通して教職員の指導力向上に努めるとともに､性に関する

指導をより効果的に進めるために医師や助産師等の専門家を派遣し､指導体制の充実を図る｡また､

がんや食物ｱﾚﾙｷﾞｰ等のｱﾚﾙｷﾞｰ疾患､新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等の児童生徒に係る健康課題に対応するための研

修会等を実施する｡ 
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<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(健康教育の充実) 
○がん教育推進協議会を設置し､児童生徒のよりよい生活習慣の形成に向けて協議を行った｡ 
○がん教育啓発研修会や健康課題対策研修会等を開催し､がんについての正しい知識の普及や規則正しい生活習慣の形成の大切さ等について周知を

図った｡ 
○専門機関が主催する指導者指導者養成研修へ教職員を派遣し､校内の実践に生かしてもらうよう働きかけた｡ 
○県立学校へ心や性の専門家派遣事業を活用し､講演会や個別指導等に生かすなど指導の充実を図った｡ 
評価理由 
(健康教育の充実) 
○がん教育啓発研修会等の研修会を開催し､がん教育の理解を図るとともに､心や性の専門家派遣事業や専門機関が主催する健康教育に関する指導者

養成研修への派遣を通して､教職員の指導力の向上を図ることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(健康教育の充実) 
○心や性の課題は､短期的な取組で解決や充実を図ることは難しいため､継続して丁寧に対応していくことが求められる｡ 
○学校の時間数の確保が難しい｡ 
○薬物乱用防止教育研修会は12月実施(学校のより良い実践に結び付くよう､講義だけでなく実践交流を行う)｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(健康教育の充実) 
○引き続き､事業の活用等をすすめながら､校内体制の充実や教職員の対応力の向上を図っていく｡ 

④ 食育の推進 
(取組内容) 

･栄養教諭を中心として､学校全体で組織的､体系的に食に関する指導を充実させるとともに学校給食の県産品利用を進め､食育を推進します｡ 
･学校と家庭との連携した食育を推進します｡ 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担当課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

学校給食･食育推進

事業 
体育保健課 B 

食育を推進するため､市町村教委の取組を支援するとともに児童･生徒等への指導用教材を作成する｡また､学校給食におけ

る県産品利用(地産地消)を推進し､子どもたちに安全･安心な食の提供や地域の食文化を伝えるため､学校給食関係者を対象

にした研修会等を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(食育の推進) 
○学校における食育の推進について､食に関する全体計画の作成や見直しについて周知を図った｡ 
○栄養教諭配置校における指導主事訪問を計画的に行い､栄養教諭が中核となった食育の推進を行うよう働きかけた｡ 
評価理由 
(食育の推進) 
○栄養教諭を中心として､県産品の利用と学校と家庭が連携した食育の推進が図られた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(食育の推進) 
○栄養教諭を中心として､県産品の利用と学校と家庭が連携した食育の推進が図られた｡ 
○栄養教諭が配置されていない学校においても､全体計画に沿った食育が組織的･継続的に行われるよう今後も働きかける必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(食育の推進) 
○学校における食育の推進は､栄養教諭を中心としてﾁｰﾑ学校として取り組むべきであり､食に関する指導については､地場産物を活用した学校給食を

生きた教材として活用することで､食育の効果を上げる｡ 
○学習指導要領や｢食に関する指導の手引き｣の改訂に合わせた食育の推進を図るよう働きかける｡ 
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<特に力を入れたい施策(重点取組)と目指すところ> 

特に力を入れたい施策と重点取組 目指すところ 

(10)人口減少期を好機と捉えた学校教育の充実 
⑩社会のﾆｰｽﾞに対応した県立学校の在り方検討 

①公立小･中学校の在り方 
②今後の県立高等学校の在り方 
③今後の特別支援教育の在り方 

(11)特色ある学校運営の推進 
⑪学校裁量予算の活用やｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ等､学校の自主性を発

揮した取組推進 

①県民に開かれ､信頼される学校づくり 
②学校の自立と課題解決力の向上 
③学校組織運営体制の充実 
④教職員の過重負担･多忙感 
⑤教職員の精神性疾患への対応 

(12)人的､物的な教育資源の充実 
⑫中長期的な視点での若手､学校ﾘｰﾀﾞｰの育成 

①教員の資質向上や指導力･授業力の向上 
②県民に信頼される教職員の育成 
③優秀な人材確保のための教員採用 
④学校図書館の整備の推進と教材整備の推進 
⑤ICTを活用した教育の推進 
⑥校庭の芝生化 
⑦環境教育の推進 

(13)安全､安心な教育環境の整備 
⑬食物ｱﾚﾙｷﾞｰ等現代的な課題に対応できる体制整備 

①公立学校の耐震対策の推進 
②学校内外の安全確保 
③安全､安心な学校給食 
④特に支援が必要な家庭への支援 

(14)私立学校への支援の充実 
⑭私立学校の多様な取組への支援 

①私立学校の振興 
②学校経営の健全性の向上､入学者確保 
③私立学校の耐震化 

 

(10)人口減少期を好機と捉えた学校教育の充実 

 

① 公立小･中学校の在り方 
 
(取組内容) 

･公立小､中学校の在り方について検討する市町村教育委員会に対し､支援や適切な人的配置を通して､活力ある学校環境を目指します 
･少人数学級の利点･知識を活かし､応用力を育てる授業の充実や児童生徒の内発的な学習意欲の向上を図り､成果を検証しながら少人数学級の取組を継続します｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業 
評価 

事 業 ･ 取 組 内 容 

少人数学級の継続 教育人材開発課 B 市町村と協力して少人数学級を継続する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(公立小中学校への取組) 
〇学校の抱える諸課題や学校規模等の状況を踏まえ､市町村の協力のもと､人的配置によりすべての小･中･義務教育学校で少人数学級を実施｡ 
評価理由 
(公立小中学校への取組) 
〇学校の課題等を踏まえた支援や人的配置を行い､県内のすべての小･中･義務教育学校で少人数学級を実施することにより､児童生徒の活躍する場

面や認められる機会が増加し､学習意欲が向上｡ 

目標3 学校を支える教育環境の充実 
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今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(公立小中学校への取組) 
〇より成果が分かるような効果基準･取組の視点について検討が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(公立小中学校への取組) 
〇これまでの県独自の学級編制基準は継続する中で、一部の教科において学力向上、人材育成及び働き方改革の視点を持って少人数学級の効果的運

用を試行的に実施し、その成果を検証する。 
 

② 今後の県立高等学校の在り方 
 
(取組内容) 

･｢今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針[平成25年度~平成30年度]｣(平成24年10月)の答申に基づき､関係者等の意見を聞きながら､その内容を具体化､明確化して

いきます｡ 
･中山間地域の高等学校の在り方､活性化の方策等について､立地する市町村と連携しながら､検討を進めます｡ 
･｢次代を担う生徒を育成するための魅力と活力にあふれる本県高等学校教育の在り方について｣(平成25年4月23日鳥取県教育審議会への諮問)の答申を受けて､平成31年度

以降の高等学校教育の在り方について具体的な計画を策定します｡ 
  
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

高等学校改革推進事業 高等学校課 B 
新しい時代に向けた高校教育の基本的な方向性を定めた｢今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針｣における取

組の方向性を具現化する｡ 
中学校のための高等学

校理解促進事業 
高等学校課 B 

県外からも目標を持った生徒の入学による学校のより一層の活性化を図るため､県外募集に向けた広報活動の充実を

図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(県立高等学校課の在り方) 
○平成24年10月に策定した｢今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針｣に基づき､具体的に学校規模や学科の在り方等について見直しを行う

とともに､次期の基本方針の策定を行った｡また､中山間地域の高校において､所在する町と連携し､地域と学校を繋ぐｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置した｡ 
評価理由 
(県立高等学校課の在り方) 
○基本方針に基づき､学校規模や学科等の在り方の見直しを行うとともに､新たな基本方針の策定を行った｡また､学校魅力化ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置により

学校と地域の結びつきが強まり､地域資源を活用した授業や体験実習などが進んだ｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(県立高等学校課の在り方) 
○中学校卒業者数の減少に伴い､特に中山間地域の高等学校においては､入学者数が募集定員に満たない状況が継続的に生じている｡ 
○生徒数の減少に伴う過度な学校の小規模化は､学力面での競争力の低下やﾁｰﾑ編成が出来ない等部活動が停滞するなど学校の活力維持に支障を生

じさせる恐れがある｡ 
○このため､県立高校に県外生徒の積極的な受入を進めていくことも必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(県立高等学校課の在り方) 
○県外からも中学生が進学したいと思うような県立高校の特色化･魅力化を進めていく｡ 
○県外生徒の積極的な受入れ推進のため､県外の中学生や保護者を対象とした情報発信を強化するとともに､県外生徒の受入環境の整備を進めてい

く｡ 
○生徒数の確保策を進めつつ、高校の統合再編も視野に入れながら次期基本方針の策定に向けて、今後の県立高等学校の在り方について検討を進め

る｡ 
 

③ 今後の特別支援教育の在り方 
 
(取組内容) 
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･｢鳥取県における今後の特別支援教育の在り方について｣(平成26年2月4日鳥取県教育審議会へ諮問)の答申を受けて､ｲﾝｸﾙｰｼﾌ゙ 教育ｼｽﾃﾑの構築に向けた取組の方向性を検討

します｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築のための特

別支援教育の推進 
特別支援教育課 B 

今後の特別支援教育の在り方については､鳥取県教育振興基本計画に基づき特別支援教育の推進に

努め､環境整備や喫緊の課題解決については別途検討する体制を整える｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(特別支援学校の在り方) 
○教育審議会答申を受けて､ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑの構築等に向けた必要な検討や取組を行った｡ 

･西部地区の病弱教育の充実を目的とした米子市立米子養護学校の県移管｡ 
･通級指導教室を拡充｡ 

評価理由 
(特別支援学校の在り方) 
○答申の内容に着実に取組み､一定の成果を上げている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(特別支援学校の在り方) 
○児童生徒の障がいの重度化･多様化･重複化や児童生徒数の減少等､特別支援学校を取り巻く状況の変化や施設の老朽化等を踏まえた今後の特別支

援学校の在り方について､継続して検討することが必要｡ 
○発達障がいと診断される児童生徒数は増加を続けており､小中高等学校へのｻﾎﾟｰﾄを充実させるための体制の在り方について､研修方法や人的配

置､制度面の工夫等､総合的な検討と県と市町村とのさらなる連携の充実が必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(特別支援学校の在り方) 
○児童生徒の障がいの重度化･多様化･重複化に対応した効果的な特別支援学校整備の方向性を検討する｡ 
○発達障がいの児童生徒等に対する小中高等学校へのｻﾎﾟｰﾄを充実するための方策について検討する｡ 

 

(11)特色ある学校運営の推進 

 

① 県民に開かれ､信頼される学校づくり 
 
(取組内容) 

･保護者､地域住民等の理解と参画を得て､学校､家庭､地域の連携協力による学校づくりを目指します｡ 
･学校教育の成果と課題､自己評価及び学校関係者による評価結果の公表やその結果に基づき授業改革を始めとする学校運営の改善を図るなど､保護者や地域住民等県民への説

明責任を適切に果たす取組を充実します｡ 
･学校公開週間の実施などによる開かれた学校づくりの推進や学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱによる支援など､学校ｻﾎﾟｰﾄ体制の強化を目指します｡ 
･教職員一人ひとりのｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの意識の徹底を図るとともに､不祥事を起こさない､起こさせない職場風土を構築します｡【3-(12)に再掲】 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

教育行政監察業務 教育総務課 B 県民の信頼を損なうような事案の発生を皆無にするため､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(県民とともにある学校づくり) 
○８月に「第１回学校支援ボランティア研修会」を実施し、教職員、コーディネーター、地域住民等が「地域とともにある学校づくり（コミュニテ
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ィ・スクール）」を進める上での「地域学校協働活動」の重要性について学ぶ機会とした｡11 月に、教職員、コーディネーター、ボランティア、

地域住民等を広く対象とした「第２回学校支援ボランティア研修会」を「コミュニティ・スクール推進研修会」と兼ねて実施し、地域学校協働活

動（学校支援ボランティア）とコミュニティ・スクールの一体的な推進方策について学ぶ機会とした｡ 
○｢夢ひろば｣等の刊行物を利用して学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの取組を紹介する等広報活動を行った｡ 
○全ての高等学校で､学校自己評価や学校関係者評価による評価等を適切に実施した｡また､学校訪問等の機会を活用し､評価の分析､改善策､計画の

立案等に対する指導助言を行い､学校運営の改善を図った｡ 
評価理由 
(県民とともにある学校づくり) 
○学校支援ボランティア事業を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援するとともに、８月と11 月に「学校支援ボランティア研修会」を実施

し、地域学校協働活動の推進に向けた取組を進めている｡ 
○学校自己評価や学校関係者評価をとおし､より良い学校づくりに向けた改善ｻｲｸﾙを定着させることができた｡また､学校評価の結果やそれに基づく

取組等を保護者や地域住民に公開することにより､開かれた学校づくりを推進することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(県民とともにある学校づくり) 
○全小中学校での地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)の実施と､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録人数の増加を促す｡ 
○H29.3.31 の社会教育法の改正に伴い､従来の地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを地域学校協働活動推進員として委嘱することが求められているが､市町村の規則等

の改正や整備が不十分である｡ 
○地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)とｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙが両輪となって､一体的に｢地域とともにある学校づくり｣を推進する｡ 
○変化し続ける学校教育の課題､目指すべき成果を把握し､それらに対応していくことが求められる｡そのため学校評価を活用し､県民と協働するな

かでよりよい学校づくりにむけたｻｲｸﾙをより一層定着させていくことが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(県民とともにある学校づくり) 
○地域学校協働活動（学校支援ボランティア）とコミュニティ・スクール一体的な推進方策を示すとともに、地域学校協働活動推進員の委嘱の必要

性について理解を促す｡ 
○継続して自己評価及び学校関係者評価を活用し､保護者､地域住民等の理解と協力を得て､学校運営の改善を図る｡また評価結果を公表し､開かれた

学校づくりを充実させる｡ 
○社会に開かれた教育課程の実現のため、学校運営に地域住民や保護者等が直接参画するコミュニティ・スクールを県立学校に段階的に導入してい

く。 

② 学校の自立と課題解決力の向上 
 
(取組内容) 

･県立学校の学校裁量予算が､各学校の課題や生徒の実態に応じて､学校長がより創意あふれる学校経営 ができるよう制度の充実､改善を図ります｡ 
･自らの学校が抱える課題をしっかりと把握し､その解決に向けて､ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙの導入や土曜日を活用した取組など､先進的に取り組もうとする学校に対して､積極的な支援を行

います｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

県立学校裁量予算事業

(高等学校運営費) 

教育環境課 

高等学校課 
B 

学校運営費､教職員旅費､学校独自事業(高等学校)の総額を年度当初に学校へ一括配分し､学校

長の裁量による予算執行により､独自性を発揮した学校運営を行う｡ 

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ推進体制構

築事業 
小中学校課 B 

社会総がかりで子どもたちを育むために､全ての公立学校にｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ(学校運営協議会制度)

を導入し､学校･家庭･地域の連携･協働体制を確立する｡地教行法の改正を踏まえた制度の内容

の周知や各地域の学校をつなぐ連絡協議会の開催､学校運営の充実等を行う市町村を支援する｡

また､広島･岡山大学で開催される社会教育主事講習を受講する支援を行う｡ 

 

県立学校裁量予算学校独

自事業 
高等学校課 B 

各学校の教育課題解決､特色づくり推進､教育目標達成のための事業を実施し､学校運営費､教職

員旅費と併せた学校長の裁量による予算執行により､独自性を発揮した学校運営を行う｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校の自立) 
○各県立学校の教育課題解決､特色づくり推進､教育目標達成のための事業を実施し､学校運営費､教職員旅費と併せた学校長の裁量による予算執行

により､独自性を発揮した学校運営を行う｡ 
○県立学校において､現場の声を聞きながら､予算の年度途中の再配分や当初予算の配分調整等を行った｡ 
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(学校の抱える課題解決) 
○ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ推進連絡協議会を立ち上げ､県立学校を含めた全ての公立学校への導入方策を検討している｡ 
○ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(保護者･地域向け)を作成し､地域住民への理解を促進した｡ 
○11月にコミュニティ・スクール推進研修会を開催し、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進の必要性への理解を促す機会と

した。 
○第２回の推進連絡協議会を開催し、今後の具体的な取組の方向性を検討した。 
評価理由 
(学校の自立) 
○各県立学校が課題や生徒の実態に応じて､学校裁量予算を活用してより良い学校経営を行った｡ 
○予算について､県立学校の意向に沿った配分や緊急の対応が必要な案件については柔軟かつ早急に対応するなど､学校環境の向上を図った｡ 
(学校の抱える課題解決) 
○ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入促進のために､各市町村等の理解促進と支援を行っている｡ 
○学校支援ボランティア事業を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援するとともに、８月と１１月に「学校支援ボランティア研修会」を実施

し、地域学校協働活動の推進に向けた取組を進めている。 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校の自立) 
○学校現場で独自性のある学校運営を進める中で､学校が抱える課題に的確に対処していくことが必要｡ 
(学校の抱える課題解決) 
○ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ推進連絡協議会での意見を踏まえて､未導入への市町村や県立学校への導入方策を検討し､地域学校協働活動と一体的に取組を進めて

いく必要がある｡ 
○学校関係者評価や学校評議員制度との差異が理解されず､効果的な仕組みが確立されていない市町村がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校の自立) 
○より柔軟な学校運営が行えるよう､学校現場の声をききながら､制度や運用の改善に取り組む｡ 
(学校の抱える課題解決) 
○第３回の推進連絡協議会を開催し、今後の具体的な取組の方向性を検討する 
○コミュニティ・スクール未導入の市町村へ聞き取り等を行い、円滑な導入に向けた指導・助言を行う。 

③ 学校組織運営体制の充実 

(取組内容) 

･多様化する教育ﾆｰｽﾞや課題に対して､迅速かつ適切に対応することができる学校運営組織づくりや必要に応じて専門機関と連携を図る体制の確立､特に今後予想される､児童

生徒数の減少に対応できる学校運営組織の構築､強化を目指します｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業･ 取 組 内 容 
県立学校裁量予算事業(高
等学校運営費) 

教育環境課 
高等学校課 

B 
学校運営費､教職員旅費､学校独自事業(高等学校)の総額を年度当初に学校へ一括配分し､学校長の裁量による予

算執行により､独自性を発揮した学校運営を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校組織運営体制の充実) 
○多様化する教育ﾆｰｽﾞや課題に対して､適切に学校運営ができるよう､県立学校における学校運営費や学校独自事業等を年度当初に一括配分し､学校

長の裁量による予算執行により､独自性を発揮した学校運営を行った｡ 
評価理由 
(学校組織運営体制の充実) 
○各県立学校が前年度に立てた計画に基づいてさまざまな事業を取り組んだ｡また､年度途中においても､課題を見つけたときには､機を逃さず対策

を練り､必要な取り組みを実施した｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校組織運営体制の充実) 
○県立学校において､H30より導入した学校裁量予算の評価制度が､学校経営において効果的なものになるよう､毎年点検していく必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校組織運営体制の充実) 
○県立学校において､学校裁量予算の適正措置や学校裁量予算の評価制度の充実を図る｡ 
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④ 教職員の過重負担･多忙化 
 
(取組内容) 

･教職員が一人ひとりの児童生徒に向き合う環境を整えるため､現場の状況を踏まえて教職員数の確保に努めるとともに､外部人材の活用を積極的に進めます｡ 
･業務改善に向けた取組を行うﾓﾃﾞﾙ校での成功事例を積み上げ､他校へ広げるなどして教職員の過重負担､多忙化の解消を図るとともに､校務に関する事務処理の効率化により､

児童生徒一人ひとりに教員が向き合う環境づくりを目指します｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

学校業務ｶｲｾﾞﾝ活動

推進事業 

教育人材

開発課 
B 

学校教職員の多忙解消･負担感軽減のため､学校業務ｶｲｾﾞﾝ活動推進検討会による対策検討を進め､優良

取組事例の全県展開を図るとともに､外部の専門講師派遣等により､学校現場の業務改善の意識向上及

び取組推進を図る｡ 

学校現場における働

き方改革推進事業 

教育人材

開発課 
 B 

学校教職員の事務負担軽減のため､地域人材等を活用して､学習ﾌﾟﾘﾝﾄ印刷や授業準備など事務作業をｻ

ﾎﾟｰﾄするｽﾀｯﾌ(非常勤職員)を配置する(小学校7人､中学校3人､県立学校3人)｡ 

部活動指導員配置事

業 

体育保健

課 
 B 

高等学校及び中学校における部活動に係る教員の負担軽減及び指導の充実を図るために､地域人材等を

単独指導､単独引率が可能な部活動指導員として学校に配置する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(教職員の多忙解消) 
○平成26年度に外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの支援を受け重点的に取組を行ったﾓﾃﾞﾙ校における取組を横展開するため､平成27年度から3年間かけて､全県立学校

を学校ｶｲｾﾞﾝ推進校に指定するとともに､平成27年度末には､全市町村との協同により､市町村立学校における業務改善ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを策定するなど､

全県的に取組を推進｡ 
○平成 29 年度末には､時間外業務の削減目標の設定を含め､学校における働き方改革の基本方針となる｢学校業務ｶｲｾﾞﾝﾌﾟﾗﾝ｣を策定し､平成 30 年 4
月から全市町村立学校で運用開始している学校業務支援ｼｽﾃﾑの活用等により､時間外業務の削減に向けた取組を一層推進｡ 

○高等学校及び中学校における部活動に係る教員の多忙解消･負担軽減を図るために､地域人材等を部活動指導員として学校に配置した｡ 
評価理由 
(教職員の多忙解消) 
○県立学校ｶｲｾﾞﾝ推進校における取組では､職員ｱﾝｹｰﾄにおいて､毎年2割を超える教職員が時間外業務が減ったと回答｡各学校において広く業務ｶｲｾﾞ

ﾝの取組が行われており､他校の優良事例等に基づき､取組を全県展開していく流れができている｡ 
○配置を希望する県立学校､市町立中学校に部活動指導員を配置し､該当部活動顧問の時間外業務が削減できた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教職員の多忙解消) 
○各学校における取組は進んできているものの､平成29年9月の勤務実態調査の結果､いわゆる｢過労死判定ﾗｲﾝ｣とされる月80時間を超える時間外

勤務に該当する教職員が､小学校9.0%(198人)､中学校30.3%(392人)という結果であり､一層の負担軽減が必要｡ 
○各学校又は市町村教育委員会により業務ｶｲｾﾞﾝの取組に温度差があり､継続的な支援が必要｡ 
○学校業務ｶｲｾﾞﾝﾌﾟﾗﾝに定める目標達成のためには､部活動の大幅な負担軽減が必要｡ 
○教員の事務負担軽減のために平成30年度から新規配置した教員業務ｱｼｽﾀﾝﾄのより効果的な活用方法についての検討継続が必要｡ 
○部活動指導員による単独指導の時間を増やし､教員(顧問)の大幅な負担軽減となるよう学校に働きかけをしていくこと及び部活動指導員の確保が

必要である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教職員の多忙解消) 
○教職員いきいき!ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰの開催をはじめとした管理職員への意識啓発を継続実施 
○外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの研修講師派遣等による業務ｶｲｾﾞﾝの取組支援を継続 
○部活動休養日の取組徹底 
○教員業務ｱｼｽﾀﾝﾄ及び部活動指導員等外部人材の配置拡大による負担軽減 
○教育委員会から学校への調査･照会について､調査内容等の見直しや学校業務支援ｼｽﾃﾑの有効活用等により負担を軽減 
○県立学校については､強い負担を感じている顧問の部に対して部活動指導員が配置できるよう､部活動指導員の配置要件を緩和する必要がある｡ 

 

⑤ 教職員の精神性疾患への対応 

(取組内容) 
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･教職員が心身ともに健康で働くことのできる職場環境を整備し､それぞれの職場での組織としての対応を進めるとともに､相談窓口を整えるなどして､精神性疾患による休職

者の減少を図ります｡  
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

教職員心の健康対

策事業費 
教育総務課 B 

管理職の研修(職場づくり)､ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ制度の実施による教職員のｾﾙﾌｹｱ及び職場環境の改善の推進､相談窓口の設置､専門職

員によるｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等を行う｡休職者や復職者を支援するとともに､それを抱える職場の管理職等への指導助言を行う｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(教職員のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱ) 
○健康管理審査会の開催。:教職員の健康の状況に応じ健康管理区分について審査｡ 
○産業医を配置し､高ｽﾄﾚｽ者への面接指導を行う体制を整えた｡: 
○教職員の意識啓発:管理職向けﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修会の実施､教育ｾﾝﾀｰと連携した､初任者･5経年･中堅(10経年)･新任教頭向けの研修会を実施｡ 
○相談体制の充実:相談窓口の設定運営(電話､ﾒｰﾙ等)｡ 
○ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ事業(県教委事務部局及び県立学校):ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸを実施し､高ｽﾄﾚｽで希望する者には医師による面接指導を実施｡ 
○休職者や復職者の支援:復職支援検討会及び職場復帰訓練(所属長の依頼により随時実施)｡本人又は所属長の依頼に基づく面談等(通年)｡ 
評価理由 
(教職員のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱ) 
○ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ制度を実施するとともに､高ｽﾄﾚｽ者について産業医が教職員の面接指導を行った｡また､管理職向けﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修会等の実施や相談体制の

充実により､教職員の状況に応じた対応や職場環境の充実の一助とすることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教職員のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱ) 
○教職員の多忙解消等の取組と併せて､精神疾患等による休職者が生じないような職場づくりを進めていくことが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､解決に向けて必要な取組) 
(教職員のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱ) 
○管理職が､精神疾患に陥る前の段階での支援的ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ(声かけ､相談､傾聴､専門家へのつなぎ等)を発揮して対応することができるよう啓発及び

研修等を行う｡ 

(12)人的､物的な教育資源の充実 

 

①教員の資質向上や指導力､授業力の向上 
 
(取組内容) 

･教員の大量退職時代の到来を迎え､若手育成や学校ﾘー ﾀﾞｰ育成等を中長期的な視点で行い､様々な教育ﾆｰｽﾞや課題に対して､迅速かつ適切に対応することができる教職員の資質

や指導力の向上及び適切な人材の確保を目指します｡ 
･児童生徒が､｢分かる喜び｣や｢できる楽しさ｣を実感し､学習意欲を高める授業､課題解決能力や思考力を育む授業が展開できるよう､教員の授業力を高め､授業改革を進めます｡

【再掲2-(5)】 
･授業改革に取り組む教育研究団体の活動を支援し､連携して教職員の研究活動の活性化を図ります｡【再掲2-(5)】 
･教職員の能力向上に向けて､自主的な研修の推進や､人的なﾈｯﾄﾜｰｸづくりを進め､教職員の授業改革意欲を高めます｡ 
･ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員による積極的な授業の公開や中学校区でのﾃｨｰﾑﾃｨｰﾁﾝｸﾞの取組などにより､優れた指導力を広げ､教職員の授業力の向上を図ります｡ 
･2020 年の学習指導要領の完全実施による小学校での英語の教科化や中学校での英語による授業実施に向けて､教員の指導力向上や児童生徒が実際に英語のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動を

体験できる機会の拡充等､先導的な英語教育を推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員認定事

業 

小中学校課 

特別支援教育課 

高等学校課 

B 
他の教員のﾓﾃﾞﾙとなるような優れた教育実践を行っている教員を｢ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員｣として認定し､

その優れた指導技術等を普及させていくことにより､本県教員の指導力の向上を図る｡ 

 

教職員研修費 教育ｾﾝﾀｰ B 
教職経験等に応じて職務遂行に必要な資質･指導力の向上をめざした研修を実施する｡重点ﾎﾟｲﾝ

ﾄとして､若手･ﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰの育成や ICT 活用教育､｢主体的･対話的で深い学び｣の視点に立った授

業改善の推進､校内OJTの促進に取り組む｡ 
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<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(教員の資質向上) 
〇初任から3年目までを若手育成研修として体系化した研修を実施した｡特に初任者研修や2年目研修でのｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の示範授業や講義により実践

的指導力の向上を図ることができた｡中堅教諭等資質向上研修や新設した16年目研修､ﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ研修では､学校組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに係る研修

を実施し､ﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰとしての自覚や資質の向上を図ることができた｡ 
(教員の指導力､授業力の向上) 
○他の教員のﾓﾃﾞﾙとなるような優れた教育実践を行っている教員を｢ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員｣として認定し､研究授業等を通して､その優れた指導技術を普及さ

せた｡また､教員を大学院等に派遣し､教科力の向上を図った｡ 
〇さらなる専門性の向上のため､ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員を県外研修等に派遣｡ 
〇｢夢ひろば｣､新聞の連載でｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の活動を紹介｡ 
(英語教育の充実) 
○小学校外国語活動の移行措置(先行実施)に対応するに十分な基礎情報が現場教員になされ､ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員や英語教育推進ﾘｰﾀﾞｰ等の実践も参考にし

ながら各校で実践していただく段階｡中学校での英語による授業実施に向けても､英語教育推進ﾘｰﾀﾞｰによる 4 技能別指導ｽｷﾙの伝達講習会を完了

した｡ 
･小学校英語専科加配､小学校外国語活動支援員の配置 
･小学校英語ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ事業の推進 
･｢英語でわくわく日めくりｶﾚﾝﾀﾞｰ｣の作成と配布(小学校第3学年に該当する児童及び各校) 

評価理由 
(教員の資質向上) 
○若手やﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰの育成を図るための研修を､基本研修や職務研修に位置づけて実施することができ､指導力の向上やﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰとしての意識を高

める機会となった｡ 
○実施したすべての研修において受講者からの高い満足度を得ることができた｡(基本研修･職務研修:80%以上  専門研修:90%以上) 
(教員の指導力､授業力の向上) 
○専門科目を含むほぼすべての教科科目において40名のｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員が活動し､生徒の学習意欲を高める授業実践を模範として示し､学校ﾘｰﾀﾞｰの一

員として若手を含む他教員の指導力向上に貢献している｡ 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員による授業公開及び研修会､所属校における指導助言等によって､参加教職員及び所属校の教職員が授業改善の取組を推進することが

できた｡ 
(英語教育の充実) 
○中学校区内で小学校外国語活動に関する小中教員の連携が進んだり､自分の気持ちを素直にやり取りできる授業実践が重ねられている｡中学校に

おいても､small talkの帯活動化等により､生徒同士が英語で必然性のあるやり取りを重ねられるよう工夫を凝らす教員が増えてきている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教員の資質向上) 
〇研修での学びを個々の実践に生かすだけでなく､研修の成果を所属校で広める等､校内OJTと絡めた成果還元のあり方を工夫することが必要であ

る｡ 
(教員の指導力､授業力の向上) 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の認定分野及び認定地域の偏りの解消が必要である｡ 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の活動により､知識構成型ｼﾞｸﾞｿｰ法などの学習理論･指導手法が定着しつつあるものの､全県的な普及にまでは至っていない｡ 
〇ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員による授業参観の参加者数増が必要である｡ 
○ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員の管理職への昇任等により認定教員数が予想通りに増加していない｡ 
(英語教育の充実) 
〇文章評価(中学年)点数評価(高学年)に関する評価規準とその実態､外国語活動の指導未経験からくる不安感､そして自身の英語運用力に関する不安

など､小学校教員の精神的負担を具体的に軽減することが必要｡ 
〇4 技能のﾊﾞﾗﾝｽの取れた指導や必然性のある言語活動を効果的に授業に取り入れる指導について､中学校教員の技量に大きな開きがある｡英語によ

る授業とは､教師が英語を用いることにより生徒がより多く英語を発し､英語でやり取りする力をつけるための方策であるが､教師が英語で発話す

る量のみが増加しているというｹｰｽも散見される｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教員の資質向上) 
〇研修の中で指標について取り上げることで､目指す姿を明確にするととともに､教員としての資質向上への意識を高める｡ 
〇基本研修において校内OJTと絡めた課題研究を実施する等､往還型の研修となるよう研修内容の一層の充実を図る｡ 
(教員の指導力､授業力の向上) 
○新学習指導要領の知見を踏まえた学習理論･指導手法の普及と教員の授業力向上に向けて､ｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員が率先して研究授業に取り組むよう推進す

る｡ 
○教科間･地域間でのｴｷｽﾊﾟｰﾄ教員認定数の偏りを是正する｡ 
〇認定者確保に向けて､市町村教育委員会と連携して候補者の選定について意見交換を行う｡ 
〇効果的な広報活動を行う｡ 
(英語教育の充実) 
〇評価規準(基準)やあり方等について､文部科学省から通知があり次第速やかに現場に伝達する｡ 
〇移行措置(先行実施)1年目の取組について現場ｱﾝｹｰﾄを実施し､即応的に対応するべきものに優先して取り組む｡ 
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〇本年度から実施している英語専科加配連絡協議会を充実させ､そのﾉｳﾊｳの域内伝達に努め､校内連携を深めていただく支援をする｡ 
〇より高度な言語活動を取り入れるべき段階にきている中学校英語に対応するため､PDCAｻｲｸﾙを生かした指導でより効果的に生徒の英語力を引き

上げていけるよう､外部試験受験料を補助するなどの施策を講じる｡ 
〇英語教育推進ﾌｫｰﾗﾑにおける主軸を､中学校英語に据える(平成30年度､31年度)｡ 

② 県民に信頼される教職員の育成 

(取組内容) 

･教職員一人ひとりのｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの意識の徹底を図るとともに､不祥事を起こさない､ 起こさせない職場風土を構築します｡【再掲3-(11)】 

<平成30年度重点事業等>  
事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

教育行政監察業務 教育総務課 B 県民の信頼を損なうような事案の発生を皆無にするため､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底を図る｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(県民に信頼される教職員の育成) 
○ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進員を対象とした研修の実施や不祥事防止ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽおける啓発資料等の充実などにより､各所属における主体的なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ対策の取

組を支援した｡ 
評価理由 
(県民に信頼される教職員の育成) 
○ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進員研修や各所属における自発的な研修等を行い､継続して意識啓発を行っているが､未だ複数の不祥事が発生しており一層の啓発が

必要である｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(県民に信頼される教職員の育成) 
○研修のﾏﾝﾈﾘ化を防止し､実効ある内容として継続するため､研修内容や実施方法を工夫するなどして､引き続き各所属における自発的な取組の支援

を行っていくとともに､県費負担教職員の服務監督権限を有する市町村教育委員会との連携を強化していく必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(県民に信頼される教職員の育成) 
○管理職やｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進員への活動支援や各所属への意識啓発等に係る情報提供などを進め､引続き教職員一人一人へのｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の浸透を図

る｡ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進員研修の受講等について市町村教育委員会や市町村立小中学校長会への参加呼びかけを強化する｡ 
 

③ 優秀な人材確保のための教員採用 
 
(取組内容) 

･説明会を開催するなどして受験者の確保に取り組むとともに､教員採用試験を創意工夫し､優秀な人材の採用に努めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

教員採用試験 教育人材開発課 B 
選考試験の内容･構成を見直し､受験者の負担軽減を図るため試験内容のｽﾘﾑ化を実施したり､他県との試験日程調整

や年齢制限の段階的な撤廃を行うことで受験者数の拡大につなげる｡特別選考の現職教諭を対象とした選考等にお

いて受験資格を緩和し､優秀な人材の確保に努める｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
  
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(教員の確保) 
○教員採用試験受験者確保のための大学説明会の開催回数を年々増やすなど､志願者確保に向けた取組を実施｡平成 31 年度採用試験では､電子申請

の導入による受験者負担の軽減も実施｡ 
○試験制度については､平成 27 年度採用試験において社会人実務経験者特別選考を新設､平成 28 年度採用試験において現職教諭特別選考を全試験

区分に拡大するとともに､合格者への大学院進学特例制度を創設､平成31年度採用試験において受験資格の年齢要件の引き上げ及び現職教諭特別

選考の対象者拡大を行うともに､教職教養試験の簡素化及び小学校専門試験のﾏｰｸｼｰﾄ化等受験者負担軽減のための見直しを行うなど､これまでも

受験者数の増加のために不断の見直しを実施｡ 
○新学習指導要領で求められている人材育成に資する人材を確保するため､場面指導を導入する等人物評価のための試験内容を改善するとともに､
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英語教育の充実のための加点制度の新設･拡大などの見直しを実施 
評価理由 
(教員の確保) 
○試験制度の見直しを含めて人材確保に向けて取組を行ってきているものの､志願倍率が年々低下しており､優秀な教員確保が困難になってきてい

る｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教員の確保) 
○当面の確保はできているが､教員の大量退職､経済状況の好転､教員の多忙化等ｲﾒｰｼﾞ悪化等により年々志願倍率が低下しており､実効性のある取組

が求められている｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教員の確保) 
○試験内容については､本県の教育上のﾆｰｽﾞにふさわしい人材を確保するとともに､受験者の負担軽減の観点も踏まえて引き続き見直しを検討 
○大学説明会の拡充に加えて､高校生を対象にした説明会の開催､IUJ ﾀｰﾝ説明会の活用等､PR活動を充実 
○学校現場の働き方改革の取組推進による教員のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟを図る｡ 
 

④ 学校図書館の整備の推進と教材整備の推進 
 
(取組内容) 

･学校図書館資料の充実を図るため､学校図書館図書標準の達成を目指すとともに､全ての学校への司書教諭の発令と司書など学校図書館の諸事務にあたる職員の配置を推進し

ます｡ 
･学校図書館司書や司書教諭の資質向上につながる研修や訪問相談を充実します｡【2-(8)に再掲】 
･県立図書館から学校図書館等へ2日以内に図書が届く物流ｼｽﾃﾑの活用と促進を図ります｡ 
･県立学校の図書館業務の効率化と利便性を高めるため､図書管理ｼｽﾃﾑの充実に努めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

生きる力を育むとっと

り学校図書館活用教育

普及事業 

図書館 
小中学校課 
高等学校課 

B 

｢とっとり学校図書館活用教育推進ﾋﾞｼﾞｮﾝ｣をもとに就学前から小､中､高等学校まで一貫した見通しを持った学校図書

館活用教育の普及･啓発を図る｡また､新学習指導要領の改訂方針を踏まえて､学校図書館関係職員の能力向上に資する

研修の実施と､各学校での学校図書館活用教育を推進する｡加えて､上記ﾋﾞｼﾞｮﾝの中間評価を行い､その結果を生かして

一層の学校図書館活用教育の充実を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校図書館支援) 
〇高校を対象とした｢学校図書館司書研修会｣を年2回実施した｡ 
〇小･中･義務教育学校･特別支援学校を対象とした｢学校図書館活用教育普及講座｣を県内3会場で実施した｡ 
〇すべての県立学校へ訪問相談を実施した｡ 
〇図書館関係職員向けの研修会､市町村立図書館とのﾃｰﾏ別の情報交換会を開催し､地域の課題･ﾆｰｽﾞに対応するための図書館機能の高度化を図った｡ 
○県立高校に整備している図書管理ｼｽﾃﾑを適切に運用した｡ 
評価理由 
(学校図書館支援) 
○市町村教育委員会と共催の研修会や､司書教諭と学校司書合同の研修会の実施など､学校全体で取り組む学校図書館活用の普及に向けた取り組み

ができた｡ 
○県立図書館と市町村立図書館､高等学校･特別支援学校､類縁機関等を結ぶ物流ﾈｯﾄﾜｰｸを整備･運営し､必要な情報･資料を迅速に県民に提供できて

いる｡ 
○図書館管理ｼｽﾃﾑの運用状況は良好である｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校図書館支援) 
○学校目標に沿った学校図書館年間授業計画の作成や､授業での学校図書館利用には学校ごとに差がある｡学校全体で取り組む学校図書館活用に向

けて､今後さらに各学校､市町村教育委員会等へ働きかけていく必要がある｡ 
○物流ｼｽﾃﾑに掛かる予算が年々高騰しているが、今後も学校図書館の充実のため、物流ネットワークを堅持していくことが必要である。 
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○より多くの県民､特に遠隔地の県民に図書館の有効性を実感してもらい､実際の利用につなげていくことが必要である｡ 
○今後も､県民が必要とする情報･資料を市町村立図書館等を通じて迅速に提供できる物流ﾈｯﾄﾜｰｸを堅持していくことが必要である｡ 

各校の活用状況等を踏まえ､必要な機能の拡充を行う必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校図書館支援) 
○司書教諭と司書が一緒に受講できる研修会の機会を作る｡ 
○関係各課と連携し､各県立高校への訪問相談での内容を充実させる｡ 
○学校図書館活用に必要な物流ｼｽﾃﾑを堅持する｡ 
○市町村立図書館と連携して､図書館利用の更なる促進を図る取組みを行っていく｡ 
○地域の課題やﾆｰｽﾞに応じた新たなｻｰﾋﾞｽの開発に取組み､市町村立図書館とともに展開していく｡ 
○全県で図書館ｻｰﾋﾞｽが有効に利用されるよう､機会を捉えて引き続き広報を行っていく｡図書管理ｼｽﾃﾑの計画的な更新と機能拡充を図り､引き続きｼ

ｽﾃﾑの充実に努める｡ 

⑤ ICTを活用した教育の推進 

(取組内容) 

･ICTを活用した教育を充実し基礎学力の定着とICTを前提とした21世紀型ｽｷﾙの取得を目指し､ICT活用教育推進のためのﾋﾞｼﾞｮﾝの構築を行います｡ 
･ICTを有効に活用する教職員の育成や県立学校における機器の導入など､児童生徒の情報活用能力の育成と分かりやすく理解の深まる授業の実現を目指します｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

教育課程実践充実

事業  

小中学校

課 
B 

小学校段階におけるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育に係る研修会及び教員対象のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ体験会を開催し､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

教育の目的や意義等について正しい理解を図る｡ 

県立学校 ICT 環境

整備事業費 

教育環境

課 
B 

県立学校において､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄや情報機器を積極的に活用した授業を展開できるよう､各教室や情報処理室用

のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ､ﾈｯﾄﾜｰｸ等のICT環境を整備する｡ 

ICT 活用教育推進

事業 
教育ｾﾝﾀｰ B 

新任情報化推進ﾘｰﾀﾞｰ研修を実施し､校内での｢教育の情報化｣における体制づくりを推進する｡県内自治体

向けICT出前研修において､学校の実態に応じた研修を実施し､ICT活用を推進する｡【再掲2(7)②】 

ICT(ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末)

活用推進事業 

高等学校

課 
C 

県ICT活用教育ﾋﾞｼﾞｮﾝのもと､県立高校に計画的に整備されているﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を活用して､学びの質的転換

に合わせたICT機器の活用方法の研究を行うとともに､授業の質的向上を図るための教員のICT活用指導

力の向上を図る｡また､ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の効果的な授業方法及び特別な支援を要する生徒の授業方法を各校に

普及するとともに､ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の学校教育での活用方法を検証する｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(ICT活用教育) 
○県立高校に整備されているﾀﾌﾞﾚｯﾄ型端末等のICT機器の授業での効果的な活用方法を研究するとともに､授業において生徒が活用することにより

他者との対話を通して協調的に学びを促し､建設的相互作用を引き出すよう学びの質的転換を図った｡ 
○ICT活用教育推進ビジョン策定後の情報化をめぐる社会情勢の変化や国が学習指導要領や機器整備方針を新たに示したこと等を踏まえ、ビジョン

の見直し作業を進めている。 
○ﾀﾌﾞﾚｯﾄ型端末の更新やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀの増設など､児童生徒の理解が深まる授業支援のための機器整備を行った｡ 
評価理由 
(ICT活用教育) 
○ICT 機器の利用により生徒同士の協調的な学びや主体的に物事を調べたりといった効果が見られる反面､慣れない機器を授業に取り入れることに

消極的な教員も多く､ICT機器が授業であまり活用されていない学校もある｡ 
○ビジョンの見直し作業を進めている。 
○ICT機器の整備状況は全国的に見ても高い整備率を示している｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(ICT活用教育) 
○ICT機器は利便性が高いものの､その前提として操作方法や活用方法を習得する必要があり､一部の教員はICT機器の活用に負担感を持っている｡ 
○授業での効果的なICT機器の活用方法を研究するため､ﾓﾃﾞﾙ校において試行的にｼｽﾃﾑ等の導入も行ったが､実際に活用してみると操作性が低く､思

ったような効果を上げられないという事例もあった｡ 
○特にﾀﾌﾞﾚｯﾄ型端末については､ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ等の活用により､さらに生徒の学びを深める可能性があるが､操作方法等の取得や事前の教材の準備の手

間等もあり､その機能を十全に生かし切れていないところがある｡ 
○急速に情報化が進む社会を見据えたICT活用教育推進ﾋﾞｼﾞｮﾝの見直しを行う必要がある｡ 
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○ﾀﾌﾞﾚｯﾄ型端末等の機器整備が進んでいる一方で､一部機器の活用率が低く､費用対効果の面で課題がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(ICT活用教育) 
○各校に配置されている学校CIO及び情報化推進ﾘｰﾀﾞｰを中心とした､各校におけるICT活用教育の推進に係る研修や研究授業等の機会を積極的に

実施する｡ 
○ICT機器の活用に対して消極的な教員を対象とした基礎研修を実施する｡ 
○ICT支援員等による教員のICT機器の活用支援を行う｡ 
○社会の変化に沿ったICT活用教育を推進するため､適宜ICT活用教育推進ﾋﾞｼﾞｮﾝの見直しを進める｡ 
○教員のICT活用指導力の向上や無線LAN環境の充実等､活用状況を向上させるための取組を継続して行う｡また､第3期教育振興基本計画を踏ま

えつつ､学校現場の利用状況･要望を聞きながら機器の追加整備等を行う｡ 
＜有識者の意見等＞ 

 

⑥ 校庭の芝生化 
 
(取組内容) 

･県立学校の校庭等の芝生化の推進に取り組みます｡  ･保育所､幼稚園､小中学校における芝生化に向けた取組を支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

県立学校校庭芝生化推進事

業費 
教育環境課 B 

児童生徒の体力や競技力の向上､けがの防止などを図るため､整備された校庭等の芝生を適正に

維持管理する｡ 

ｽﾎﾟｰﾂ環境整備事業 
ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

A 
次世代を担う子どもたちの健全な心身の育成を図るため､芝生の上で自由に運動したり遊んだ

りすることができるよう､保育園､幼稚園の園庭､小学校校庭の芝生化の支援を進める｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(芝生化) 
○整備済の芝生について､現状に合わせた作業計画を立て､適正に維持管理を行った｡ 
○鳥取方式の芝生化に取り組む保育所･幼稚園､小学校に対して､芝生化に要する経費を補助するとともに､鳥取方式の芝生化を推進するNPO法人と

連携し､芝生の維持管理に関する指導助言を行った｡ 
評価理由 
(芝生化) 
○猛暑による芝枯れや病気･害虫の被害などもなく､良いｺﾝﾃﾞｨｼｮﾝが保たれている｡ 
○平成26年度以降の5年間で新たに保育所･幼稚園19園､小学校3校の芝生化を支援しており､校庭等の芝生化が着実に進みつつある｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(芝生化) 
○ｸﾞﾘｰﾝｽﾎﾟｰﾂ鳥取(GST)が提唱する｢鳥取方式｣の芝生管理を今後も適切に実施する必要がある｡ 
○校庭等の芝生化は着実に進みつつあるが､市町村や教育現場によって芝生化への理解や取組に温度差がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 

（意見） 
ICT の活用について、世界的な教育の現場では大きく２つのことを

考えているように思います。まず、教師の資質能力の育成について、

相手は教室で常に子どもを相手にしている実践者ですので、ICT と教

材込みで「この単元でこういう風に使おう」という具体的なライブラ

リが必要だと思います。次に ICTの活用について、国内の学校教育で

は認められているところが少ないかも知れませんが、BYOD（Bring 
Your Own Device）のポリシーを採用するのもよいのではないか。特

に高校では、多くの生徒がスマートホンを持っているので、その機種

は学校で準備するよりも頻繁にアップデートされています。特定の時

間だけでもそれを学習に活用する事ができたら、かなりいろいろなこ

とが可能となるように思います。 

（対応） 
○各校に配置されている学校ＣＩＯ及び情報化推進リーダーを中心としてＩ

ＣＴ活用教育の推進に係る研修や研究授業等の積極的な実施、ＩＣＴ機器の

活用に対して消極的な教員を対象とした基礎研修の実施等により、教員の習

熟度を高めていく。 
○県立高校では、平成27年度から29年度にかけて、全ての学校にタブレッ

ト端末を整備し、現在各学校で様々な授業におけるツールとして活用してい

る。個人所有のスマートホンの活用については、セキュリティの問題やネッ

トワーク環境の整備などの課題があり、引き続き検討していく。 
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(芝生化) 
○適切な維持管理を続けるとともに新規の芝生化についても学校の要望を聞きながら検討する｡ 
○引き続き､鳥取方式の芝生化に取り組む保育所･幼稚園､小学校を支援するとともに､鳥取方式の芝生の魅力を県民等に広く情報発信し､芝生化への

理解促進を図る｡ 

⑦ 環境教育の推進 
 
(取組内容) 

･太陽光発電設備など､児童生徒の環境教育に資する施設､設備の県立学校への導入について､随時検討します｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

省ｴﾈﾙｷﾞｰ型設備導入事業費 教育環境課 B 環境負荷の低減と管理経費の節減とともに環境教育のため､省ｴﾈﾙｷﾞｰ型設備の導入を図る｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(環境教育の推進) 
○一部の県立学校に太陽光発電設備を導入し､稼働させている｡ 
評価理由 
(環境教育の推進) 
○太陽光発電設備の導入を進めてきている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(環境教育の推進) 
○随時、導入を検討していく必要がある。 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(環境教育の推進) 
○随時､導入を検討していく｡ 

(13)安全､安心な教育環境の整備 
 

① 公立学校の耐震化の推進 
 
(取組内容) 

･県立学校の耐震化(非構造部材の耐震対策を含む｡)について､平成29年度末までの完了を目指します｡ 
･市町村立学校の耐震化(非構造部材の耐震対策を含む｡)の早期完了に向けて､国に対し､地方公共団体の負担軽減のための支援策の充実､改善を働きかけます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

県立学校耐震化推進事

業費 
教育環境課 A 耐震化推進事業に係る建物の耐震化を完了し､この事業の一環で実施する外構改修､地盤変動影響調査等を行う｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校の耐震化) 
○県立学校について､未対策2校の耐震工事を完了した｡ 
○公立学校について､構造体耐震化については､未対策9棟のうち1棟完了し､残りの棟は平成30年度完了の目途がたった｡屋内運動場の吊天井落下

対策は完了した｡ 
評価理由 
(学校の耐震化) 
○県立学校について､目標どおり平成29年度末までに完了した｡ 
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○公立学校について構造体の耐震化は平成29年度末100%とはならなかったが､平成30年度完了予定となった｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校の耐震化) 
○県立学校の耐震化(構造体や屋内運動場の吊天井落下対策)については完了したが､窓ｶﾞﾗｽ等の非構造部材の耐震対策については､今後も取組を継続

していく必要がある｡ 
○公立学校の耐震化(構造体)については目途が立ったが､非構造部材の耐震対策については､今後も取組を継続していく必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校の耐震化) 
○県立学校については､長寿命化改修を中心とした計画的な老朽化対策の実施に加え､非構造部材の耐震対策等､安全･安心な学校施設整備の推進に

取り組む｡ 
○公立学校については､長寿命化改修を中心とした計画的な老朽化対策の実施に加え､非構造部材の耐震対策等､安全･安心な学校施設整備の推進に

取り組むため､国に対し､地方公共団体の負担軽減のための支援策の充実､改善を働きかける｡ 
 

② 学校内外の安全確保 
 
(取組内容) 

･地震や津波等の災害から児童生徒を守るために実践的な防災教育を推進します｡ 
･自転車乗車中等の交通事故をなくすために交通安全教育の充実を図ります｡ 
･不審者等の犯罪から児童生徒を守るため､学校､家庭､地域ぐるみの学校安全体制の整備を推進します｡･関係機関と連携し､通学路の安全確保を図ります｡ 
･県立学校の施設､設備の点検､修繕等を適時､適切に実施するとともに省ｴﾈ対策やﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化にも配慮しながら安心､安全な学校環境づくりを進めます 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業評価 事 業 ･ 取 組 内 容 

学校安全対策事業 体育保健課 B 
児童生徒が安全で安心に生活するために､学校の安全教育･安全管理及び､学校･家庭･地域が連携した地

域ぐるみの学校安全体制の充実を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校内外の安全確保) 
○関係機関等と連携し専門的な知見を有する者を派遣し､学校における防災教育の充実を図った｡ 
○生活安全､交通安全に係る研修会を開催し､学校における安全管理､組織活動の充実及び教職員の安全意識の高揚を図った｡ 
(安全な学校環境づくり) 
○県立学校の施設､設備点検､修繕等を適時実施するとともに､省ｴﾈ対策やﾄｲﾚの洋式化等を実施した｡ 
評価理由 
(学校内外の安全確保) 
○子どもたちの安全を守るため､各学校における災害安全､生活安全､交通安全の取組を支援することができた｡ 
(安全な学校環境づくり) 
○基本計画どおり進めることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校内外の安全確保) 
○地域学校協働活動(学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)とｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙが両輪となって､一体的に｢地域とともにある学校づくり｣を推進する｡ 
○避難訓練等の実施について､学校間で取組の差が見られる｡実施率の低い学校への働きかけ等､教職員の意識高揚が必要である｡ 
○学校安全に関する様々な事案が発生する中､家庭･地域や関係機関と連携した取組が必要である｡ 
(安全な学校環境づくり) 
○引き続き取り組んでいく必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校内外の安全確保) 
○引き続き､より実効性のある危機管理ﾏﾆｭｱﾙの作成と避難訓練の実施など､各学校での安全管理と安全教育の充実を図る｡ 
･学校の防災教育への専門家派遣 
･教職員を対象とした学校安全研修会の開催 等 

(安全な学校環境づくり) 
○引き続き､施設､設備点検等に取組んでいく｡ 
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③ 安全､安心な学校給食 
 
(取組内容) 

･生産者や流通関係者等､地域と連携し､県産品の利用促進など安全で安心できる食材を使用した学校給食 の提供を目指します｡ 
･異物混入や食中毒事故を防ぐため､衛生管理講習会を実施するなどして､衛生管理を徹底します｡ 
･教職員や学校給食担当者を対象とした研修会を開催するなど､食物ｱﾚﾙｷﾞｰの児童生徒に対応できる体制整備を進めます｡【2-(9)に再掲】 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

学校給食･食育推進事業 体育保健課 B 
学校給食における衛生管理の充実と食中毒防止に努めるため､衛生管理に関する指導や研修会等を開催するとともに､

栄養教諭や学校栄養職員の資質や専門的な指導力の向上を図るための研修を実施する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校給食) 
○生産者や流通関係者との連携や衛生管理講習会及び研修会を実施｡ 
○関係者との会議を開催し､県産品利用の促進を図った｡ 
評価理由 
(学校給食) 
○安心安全な学校給食の提供､県産品利用を促進した｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校給食) 
○地産地消率の向上を目的に推進会議を開催しているが､各給食施設の課題は様々であり､関係者との連携を深めていく必要がある｡ 
※県産品利用率は､70%以上を目標としているが､H30年度調査は今後実施予定｡ 

今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校給食) 
○引き続き､安心安全な学校給食の提供と地産地消率の向上を目指す｡ 
･給食関係者の連携や情報交換を行うための研修会を開催し､地産地消の向上を図る｡ 
･学校給食担当を対象とした研修会を開催し､学校給食の安心安全な提供を目指す｡ 等 

 

④ 特に支援が必要な家庭への支援 
 
(取組内容) 

･経済的理由で修学を断念する子どもがいないよう､奨学金の貸与及び給付を行うとともに､十分な貸与枠の確保と将来にわたって安定した事業継続ができるよう確実に償還金

を回収し､財源の確保に努めます｡ 
･貧困や虐待など子育てに関し不安や問題を抱える家庭に対して福祉機関等とも連携した対応を進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

｢地域未来塾｣推進事業 小中学校課 B 
大学生や教員OBなど地域住民の協力による｢地域未来塾｣を開設する市町村に対して助成し､

経済的な理由や家庭の事情により､家庭での学習が困難であったり､学習が遅れがちな中学生

等の学習環境を整備･保障する｡ 

図書館を活用した｢ｻﾎﾟｰﾄの

必要な家庭応援｣事業 
図書館 B 

経済的に困窮している家庭､ひとり親家庭などｻﾎﾟｰﾄの必要な家庭を､図書館の｢資料｣や｢場｣

の活用を通じて支援する｡あわせて､支援団体や関係機関との連携を推進する｡また､県内市町

村図書館と連携して､図書館の取組みをｻﾎﾟｰﾄの必要な人へ届けるとともに､本を読むだけで

はない｢居場所｣としての図書館の可能性を追求する｡ 

奨学資金債権回収事業 人権教育課 B 次の奨学金貸与の財源となる返還金の回収を効率的に進める｡ 

育英奨学事業 人権教育課 B 経済的理由で修学が困難な生徒に奨学金を貸与する｡ 

高校生等奨学給付金事業 人権教育課 B 特に低所得で高校への修学が困難な世帯に対し､奨学のための給付金を給付する｡ 
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<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
  
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(奨学金制度) 
〇奨学金返還金の未納者の実情に応じて法的手続等を行いながら債権の回収に努め､未納額を減少させた｡ 
○高等学校等に通う低所得世帯に対して高校生等奨学給付金を給付した｡ 
〇高等学校､大学等に通う低所得世帯の子どもたちに対して奨学金を貸与した｡ 
(ｻﾎﾟｰﾄが必要な家庭へ支援) 
○図書館のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの機会を社会参加の一環として活用してもらっている｡ 
○市町村立図書館と連携し､｢図書館=居場所｣PRするｷｬﾝﾍﾟｰﾝを実施した｡ 
○広報や取組みへの協力依頼などを通じて､関係機関の図書館に対する理解が深まりつつある｡また｡市町村立図書館におけるこども食堂や学習支援

施設への本の貸出なども増加している｡ 
○市町村立図書館によるこども食堂や学習支援団体への本の貸出が始まっている。 
○全市町村に貧困対策に関する取組の聞き取りを行い､課題､要望等について県内の状況を把握するとともに、研修会を開催し､貧困対策としての学

習支援の必要性について市町村へ働きかけた｡ 
○ひとり親家庭の子ども及び一時保護児童の学習を支援した｡(青少年･家庭課) 
･ひとり親家庭学習支援事業を実施する市町に対して補助を行った｡ 
･児童相談所又は婦人相談所に一時保護されている児童に対し､学習指導者を派遣し学習の機会を提供した｡ 
･児童相談所において､子育てに不安等を持つ親に対する個別支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施した｡ 

評価理由 
(奨学金制度) 
○未納者からの奨学金返還金回収実績を向上させ､安定的に奨学金を貸与することができた｡ 
○学校と連携して支給漏れを防止しながら高校生等奨学給付金を支給して低所得者の修学を支援することができた｡ 
(ｻﾎﾟｰﾄが必要な家庭へ支援) 
○経済的に困窮する家庭やひとり親家庭などの｢ｻﾎﾟｰﾄの必要な家庭｣を､図書館の｢資料｣や ｢場｣の活用を通じて支援することができた｡ 
○地域未来塾などの一般世帯も含めた学習支援事業とも合わせると､すべての市町村においてひとり親家庭の子どもに対する学習支援体制が整っ

た｡ 
○地域未来塾を実施する市町村を国事業及び単県事業で支援するとともに､市町村への聞き取りや研修会を開催する｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(奨学金制度) 
○経済的に困難な状況にある子どもたちの修学を保証するために奨学金等が果たす役割は大きく､特に､高校生等に係る奨学金は､鳥取県育英奨学資

金以外にはあまりないため､将来の奨学金の原資となる償還金の回収を確実に行いながら､これらの制度を安定的に継続していく必要がある｡ 
(ｻﾎﾟｰﾄが必要な家庭へ支援) 
○支援団体､関係団体と図書館､県立図書館と市町村立図書館との連携が進んでいるが､取り組みを継続させるためには､その連携をより強固なもの

にする必要がある｡ 
○ｻﾎﾟｰﾄの必要な家庭にとって図書館がどのように役立つのかがまだまだ知られていない｡ 
○参加させたい生徒が地域未来塾に来ない現状があるため､参加する意義､参加しやすい状況､雰囲気づくりを強化し､本当に支援が必要な生徒の把

握や参加促進に向けて工夫した取組が必要である｡また、中学生･高校生の指導の場合､専門的な知識が必要であることや､地域によっては､交通の

便が悪いことにより指導者不足になる場合がある等の要因から､安定した指導者の人材確保が必要である｡ 
○ひとり親家庭の子ども及び一時保護児童の学習支援について(青少年･家庭課) 
･継続的な人材確保による学習支援体制の維持 
･貧困対策のﾈｶﾞﾃｨﾌﾞなｲﾒｰｼﾞによる参加拒否の払拭策の検討 
･対象児童の把握と参加の働きかけ方の検討 
･児童相談所及び婦人相談所の取組は継続して実施 

今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(奨学金制度) 
○将来の奨学金の原資となる償還金の回収を確実に行いながら､高校生等奨学給付金の支給､奨学金の貸与等を安定的に継続していく｡ 
(ｻﾎﾟｰﾄが必要な家庭へ支援) 
○引き続き､市町村立図書館や支援団体､関係機関との連携を進め､協力しながら県立図書館のｻｰﾋﾞｽ･広報を行っていく｡ 
○図書館がどのように役立つのかを考える機会を作っていく｡ 
〇学校図書館と連携し、図書館が居場所になることを子どもたちに伝えていく。 
○支援が必要な子どもたちにｱﾌﾟﾛｰﾁするため､現在実施が広がってきている子ども食堂等において､学習支援を実施するための方策を検討する｡ま

た、指導者の安定した人材確保に向けて､退職教員や県内大学生に対する説明会を設けるなどして周知を図る方策を検討する｡ 
○教育委員会､市町村､関係団体と一層連携し､事業の充実を図る｡ 



- 67 - 
 

 

(14)私立学校への支援の充実 
 

① 私立学校の振興 
 
(取組内容) 

･私立学校の特色ある取組を応援するため優秀な教職員の人材確保や教育環境の維持向上に必要な経費を助成し､就学支援金や授業料減免等による保護者､生徒の経済的負担軽

減を図り､県民に多様で良質な教育の選択肢を提供することを通じ多彩で優れた人材を養成します ｡ 
･私立学校に通学する特別な支援の必要な生徒等の教育環境向上を支援します｡  ･私立学校の不登校､いじめ等に関する対策を支援します｡ 
･私立学校の学力向上に向けたICT活用､土曜日授業等を支援します｡  ･私立学校の生徒等が様々な体験活動が行えるよう支援します｡ 
･私立学校の情報公開の一層の促進､学校の自己評価及び学校関係者による評価結果の公表の促進を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担当課 
事業

評価 
事業･取組内容 

私立学校教育振興補助

金 

教育･学術振興

課(知事部局) 
B 

私立学校(高等学校､中学校､専修学校)の教育環境の維持向上に必要な経費に対して助成を行い､生

徒･保護者の教育費負担軽減を図りながら多様な教育の機会を確保する｡ 

一般分:人件費､教育管理費､設備費 

特別分:経営改善支援､舎監の配置に要する経費､専門ｿﾌﾄ整備に要する経費､土曜日授業実施に係る

経費､ICT活用教育に係る経費､魅力ある学校づくりのための取組に要する経費 等 

ﾌﾘｰｽｸｰﾙ連携推進事業 
教育･学術振興

課(知事部局) 
 B 

県内において私立学校等の民間事業者が鳥取県教育委員会の｢不登校児童生徒を指導する民間施設

のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ｣に沿ってﾌﾘｰｽｸｰﾙを設置運営する場合にその経費の一部を助成する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(私立学校の振興) 
○私学助成については､国庫補助とは別に､県単独による補助を行っている｡ 
○私立学校教育振興補助金一般分については､概ね3年ごとに学校経営の実態に基づき､単価を見直している｡(H26､28年度) 
○その結果､生徒一人当たり単価では､全国一の補助金額を助成している｡ 
○平成22年度から始めた本県独自の私立中学校就学支援金制度では､平成29年度に私立高等学校と同額の支援となるよう制度を拡大している｡ 
○加えて､私立中学校への生徒授業料減免補助金においても､平成29年度から私立高等学校と同様に施設設備費も助成の対象に加えている｡ 
評価理由 
(私立学校の振興) 
○私立学校の特色ある取組を支援することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(私立学校の振興) 
○少子化の進行に伴う生徒減により､私立学校は運営面で大きな影響を受けるため､入学者の確保が課題｡ 
○生徒の抱える問題の多様化へ対応するための多様な専門家の支援による相談体制及び校内体制の充実が課題｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(私立学校の振興) 
○私立学校の特色ある取組を応援するため､優秀な教職員の人材確保や教育環境の維持向上に必要な経費を助成するとともに､就学支援金や授業料

減免などによる保護者､生徒の経済的負担軽減を図り､県民に多様で良質な教育の選択肢を提供することを通じて､多彩で優れた人材を養成する｡ 
○私立学校に通学する特別な支援の必要な生徒等の教育環境向上を支援する｡ 
○私立学校の不登校､いじめ等に関する対策を支援する｡ 
○私立学校の学力向上や主体的･対話的で深い学びの実践に向けて､ICT活用､土曜日授業等を支援する｡ 
○私立学校の生徒等が様々な体験活動が行えるよう支援する｡ 
○私立学校の情報公開の一層の促進､学校の自己評価及び学校関係者による評価結果の公表の促進を図る｡ 
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② 学校経営の健全性の向上､入学者確保 
 
(取組内容) 

･私立学校の魅力向上の取組を財政面や研修等により支援し､入学者確保と学校経営の健全性の向上を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

私立学校教育振興補助金 
教育･学術振興

課(知事部局) 
B 

私立学校(高等学校､中学校､専修学校)の教育環境の維持向上に必要な経費に対して助成を行い､生徒･保護者

の教育費負担軽減を図りながら多様な教育の機会を確保する｡ 
一般分:人件費､教育管理費､設備費 
特別分:経営改善支援､舎監の配置に要する経費､専門ｿﾌﾄ整備に要する経費､土曜日授業実施に係る経費､ICT
活用教育に係る経費､魅力ある学校づくりのための取組に要する経費 等 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(私立学校の魅力向上) 
○各校は､各校のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを活用して経営状況､自己評価や学校関係者評価の結果等を情報公開している｡ 
○少子化が進行する中で､将来の教職員数を適正規模とするために学校法人が早期退職制度を導入し､人件費の圧縮を図るための支援をしている｡ 
○県外･国外生徒の受け入れに係る支援として､既存建物の寮への用途変更に伴う改造事業や､舎監の人件費や教職員の宿直手当を支援している｡ 
評価理由 
(私立学校の魅力向上) 
○私立学校の魅力向上等の取組を支援することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(私立学校の魅力向上) 
○少子化の進行に伴う生徒減により､私立学校は運営面で大きな影響を受けるため､入学者の確保が課題｡ 
○働き方改革の推進｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(私立学校の魅力向上) 
○私立学校の魅力向上の取組を財政面や研修等により支援し､入学者確保と学校経営の健全性の向上を図る｡ 

 

③ 私立学校の耐震化 
 
(取組内容) 

･私立学校の耐震化については各学校設置者による整備を支援し､一層の耐震化率の向上を目指します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

私立学校施設整備

費補助金 
教育･学術振興

課(知事部局) 
A 

校舎等の改築(建替え)､改修(耐震補強工事)に要する経費の一部を助成することにより校舎等の耐震化を

推進し､教育環境の整備を図る｡(私立高等学校等改築事業補助金､私立高等学校等大規模修繕等促進事業

補助金､私立学校振興資金利子補助金)  

私立幼稚園施設整

備費補助金 
子育て応援課 
(知事部局) 

B 
老朽化した私立学校施設の改築事業､耐震改修事業等に対して助成し､安全で良好な環境の中での教育の

確保を図る｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(私立学校の耐震化) 
○平成28年度当初予算において､私立高等学校等改築事業補助金に係る補助単価の引き上げを行った｡ 
  R造:178,200円/㎡→220,000円/㎡ 
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  S造:160,900円/㎡→200,000円/㎡ 

評価理由 
(私立学校の耐震化) 
○私立高校の平成30年4月1日現在の耐震化率は79.0%であるが､平成30年度に耐震改修に着手した学校があり､これにより平成30年度末には耐

震化率が100%(文部科学省報告ﾍﾞｰｽ)となる｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(私立学校の耐震化) 
・私立学校の耐震化については平成30年度末に文部科学省報告ベースで耐震化率100％に達したので、後に残っている、町から校舎を借用してい

る私学について耐震改修を支援する。 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(私立学校の耐震化) 
･私立学校の耐震化については各学校設置者による整備を支援し､一層の耐震化率の向上を目指す｡ 
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<特に力を入れたい施策(重点取組)と目指すところ> 

特に力を入れたい施策と重点取組 目指すところ 

(15)ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた運動､ｽﾎﾟｰﾂ活動の充実 
⑮幼児期からの運動習慣づくり 

①幼児期における運動､ｽﾎﾟｰﾂの基礎づくり 
②少年期(小学校~高等学校)の適正なｽﾎ゚ ｰﾂ活動の充実 
③成年期からの運動､ｽﾎﾟｰﾂ活動の充実 

(16)ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄの育成(競技力向上) 
⑯ｼﾞｭﾆｱ期からﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙに至る体系的な指導体制等の充

実 

①ｼﾞｭﾆｱ期からの一貫指導体制の整備 
②ｱｽﾘｰﾄのｷｬﾘｱ形成の推進 
③2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした取組の実施 

 

(15)ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた運動､ｽﾎﾟｰﾂ活動の充実 
 

① 幼児期における運動､ｽﾎﾟｰﾂの基礎づくり 
 
(取組内容) 

･家庭や地域､幼児教育･保育を行う機関に幼児期における運動の大切さの啓発を進めます｡ 
･幼児教育､保育を行う機関や家庭において､1合計｢60分｣を目安に楽しく体を動かす機会を確保し､幼児期の運動の習慣化を図るための取組を支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

子どもの体力向上推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 体育保健課 B 

子どもの体力･運動能力が低下､二極化の傾向にある鳥取県の課題を解決し､運動の習慣化及び体力の向

上を図るため､学校や地域における支援を行うとともに､その成果を県内に普及し､学校､地域での体力向

上の取組を推進する｡ 
･とっとり元気ｷｯｽﾞ体力向上支援事業 
･体力向上支援事業 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(運動､ｽﾎﾟｰﾂの基礎づくり) 
○幼児期における運動習慣の定着､運動の大切さの啓発､また幼児教育･保育と小学校教育との円滑な接続を図るため､ﾓﾃﾞﾙ事業を実施し､その成果の

普及に努めた｡ 
･幼児期に多様な動きを経験させるため､外部指導者を幼児教育･保育施設に派遣した｡ 
･保育士等の資質向上につなげるため､指導者講習会を開催した｡ 
･ﾓﾃﾞﾙ事業の成果をﾘｰﾌﾚｯﾄにまとめ､県内教育･保育施設に配布した｡ 

評価理由 
(運動､ｽﾎﾟｰﾂの基礎づくり) 
○外部指導者の派遣､指導講習会の開催､啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成等により､幼児の運動に対する興味や意欲を高めるとともに､保育士等の資質向上につなが

った｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(運動､ｽﾎﾟｰﾂの基礎づくり) 
○ﾓﾃﾞﾙ事業実施校では子どもの体力に係る保護者の意識が高まったが､ﾓﾃﾞﾙ事業実施校以外の地域の保護者の意識を高めるよう啓発の仕方等検討す

る必要がある｡ 
○家庭の取組と子どもの運動時間とは関連があるため､家庭との連携を図る必要がある｡ 
(家庭で運動を勧められる小学生の1週間の運動時間420分以上 小5男:71.8% 小5女:49.7%) 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(運動､ｽﾎﾟｰﾂの基礎づくり) 

目標4 生涯にわたって運動、スポーツに親しむ環境づくり 



- 71 - 
 

○幼児教育･保育関係団体､県PTA協議会等と連携をより図り､幼児期の運動の大切についてより啓発をする必要がある｡ 
 

② 少年期(小学校~高等学校)の適正なｽﾎﾟｰﾂ活動の充実 
 
(取組内容) 

･体育学習の充実を図り､児童生徒の誰もが運動する喜びを味わいながら自主的､主体的な活動として運動(遊び)が日常的に子どもの中に定着し､習慣化されるように努めます｡ 
･運動機会を充実させるとともに､体力ﾃｽﾄ結果を分析し効果的に活用することにより､児童生徒の体力向上を図ります｡ 
･生涯にわたってたくましく生きるための健康や体力の基礎を培うとともに人格形成につながる児童生徒のｽﾎﾟｰﾂ活動や運動部活動の充実を図ります｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

子どもの体力向上推進 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 

体育保健課 B 

子どもの体力･運動能力が低下､二極化の傾向にある鳥取県の課題を解決し､運動の習慣化及

び体力の向上を図るため､学校や地域における支援を行うとともに､その成果を県内に普及

し､学校､地域での体力向上の取組を推進する｡ 

･とっとり元気ｷｯｽﾞ体力向上支援事業 

･体力向上支援事業 

部活動指導員配置事業 体育保健課 B 
高等学校及び中学校における部活動に係る教員の負担軽減及び指導の充実を図るために､地

域人材等を単独指導､単独引率が可能な部活動指導員として学校に配置する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
  
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(少年期のｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○体育学習の充実を図り､児童生徒が自主的､主体的な活動として､運動(遊び)を習慣化するように努めた｡ 

･体育科非常勤講師を配置したり､外部指導者を派遣し､小学校体育学習の支援､教師の指導力向上を図った｡ 
･鳥取県子どもの体力向上支援委員会を開催し､児童生徒の体力･運動面や生活面の向上策を検討した｡ 

評価理由 
(少年期のｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○体育科非常勤講師の配置､外部指導者の派遣を行い､教員の指導力向上を図り､体育学習の充実の機会になった｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(少年期のｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○体育学習を担う教員等の一層の資質向上を図るとともに､運動部活動やｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ等の活動においても一定の種目にとらわれず､将来にわたって主

体的に運動をし続けていく子どもの育成の観点で､発達段階に応じた適切な指導の在り方について検討していくことが必要である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(少年期のｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○教員等が発達段階に応じた指導の在り方､指導方法等に理解をより深め､体育学習･運動部活動の充実が図れるよう関係機関とより連携を図る必要

がある｡ 
 

③ 成年期からの運動､ｽﾎﾟｰﾂ活動の充実 
 
(取組内容) 

･ｳｫｰｷﾝｸﾞなど手軽に日常生活で取り組むことができる運動やｽﾎﾟｰﾂを奨励し､運動習慣づくりを進めます｡ 
･各種大会やｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄなどの周知､普及･啓発､開催支援等を通じて､年齢､性別､障がい等を問わず､誰もが､関心､適性等に応じてｽﾎﾟｰﾂ活動へ参加しやすい環境を整えます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

生涯ｽﾎﾟｰﾂ推進事業 
ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

B 

<鳥取県民ｽﾎﾟ ﾂー･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ祭開催事業> 
県民のｽﾎﾟｰﾂに対する意欲･関心を高めるとともに､生涯にわたる豊かなｽﾎﾟｰﾂﾗｲﾌの実現と健康･体力の

保持増進を図るため､鳥取県民ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ祭を開催し本県の生涯ｽﾎﾟｰﾂの普及振興を図る｡ 
<障がい者ｽﾎﾟ ﾂーの普及･推進に関する取組> 
･地域で日常的にｽﾎﾟｰﾂ活動が行えるよう､県内体育施設及びﾌﾟｰﾙにおいて定例のｽﾎﾟｰﾂ教室を開催 
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･障がい者がｽﾎﾟｰﾂ活動に参加する際のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄや適切な指導､補助等を行う障がい者ｽﾎﾟｰﾂ指導員の養

成 
･障がいの有無に関わらず､だれでも参加できるｽﾎﾟ ﾂーｲﾍﾞﾝﾄの開催 
<総合型地域ｽﾎ゚ ｰﾂｸﾗﾌﾞの支援> 
･県内ｸﾗﾌﾞの創設､育成､運営改善等を図るため研修会や指導者派遣等を行う｡ 
<生涯ｽﾎﾟｰﾂ活動等支援事業> 

鳥取県ｽﾎﾟｰﾂ推進委員協議会が実施する研究大会等の一部補助､県ﾘｰﾀﾞｰ研修会の開催､中央講習会

への受講者の派遣を行い､ｽﾎﾟｰﾂ推進委員の資質向上と活動の活性化を図る｡また､ｶﾞｲﾅｰﾚ鳥取が主

催するｻｯｶｰｽｸー ﾙ運営費の補助を行い､本県の生涯ｽﾎﾟ ﾂーを推進し､ｽﾎﾟｰﾂを通じた地域づくりを図る｡ 

関西ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ 2021 開催準

備推進事業  
ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

B 
世界最高峰の生涯ｽﾎﾟｰﾂの祭典｢ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ｣(WMG)の開催により､ｽﾎﾟｰﾂ振興､生涯ｽﾎﾟｰﾂを通

じた交流人口の拡大や地域活性化(観光産業の活性化､県内消費拡大､地域PR､県民意識をｸ ﾛ゙ｰﾊﾞﾙ化)等
を促進するため､大会開催に必要な準備を推進する｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(成年期からのｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○平成 29 年度に｢とっとり広域ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ｣を設置(鳥取県体育協会及び鳥取県障がい者ｽﾎﾟｰﾂ協会に事業委託)し､総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞの創設･運営支

援､ｽﾎﾟｰﾂに関する人材育成､ｽﾎﾟｰﾂ交流大会の開催､ｽﾎﾟｰﾂ情報の提供等を総合的に実施する体制を整えた｡ 
評価理由 
(成年期からのｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○総合的な生涯ｽﾎﾟｰﾂの推進を図ることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(成年期からのｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○平成30年度ｽﾎﾟｰﾂ実態調査では､成人の週1回以上のｽﾎﾟｰﾂ実施率は47.2%であり､H26年度の54.8%(前回調査)に比べて低下しており､原因を分析

する必要がある｡ 
(参考)目標値 65%以上(平成35年度末) 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(成年期からのｽﾎﾟｰﾂ活動) 
○平成30年度ｽﾎﾟｰﾂ実態調査の結果､前回調査に比べてｽﾎﾟｰﾂ実施率の低下が顕著であった子育て世代が身近な地域において親子で運動やｽﾎﾟｰﾂに親し

める環境づくりを推進するため､平成31年度当初予算で総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞが親子向けの運動･ｽﾎﾟｰﾂ教室を開催する経費を支援する｡ 
 

(16)ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄの育成(競技力向上) 

 

① ｼﾞｭﾆｱ期からの一貫指導体制の整備 
 
(取組内容) 

･発達段階ごとの到達目標を踏まえて指導内容を検討し､世界や全国で活躍する選手育成のために､ｼﾞｭﾆｱ期からﾄｯﾌﾟﾚﾍ ﾙ゙に至る体系的な指導体制や指導ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実を図ると

ともに､優秀なｼﾞｭﾆｱ競技者の発掘に努めます｡ 
･特別支援学校における運動部の指導体制の充実を図ります｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

鳥取発!ｽﾎﾟｰﾂでつながる共

生社会充実事業 
特別支援 
教育課 

B 

特別支援学校の学校体育施設を拠点として､特別支援学校の在校生及び卒業生､地域住民が､障がい

のあるなしに関わらずｽﾎﾟｰﾂの楽しさを共に味わったり､在学中の生徒と地域のｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞとをつな

げたりする取組等をとおして､特別支援学校の生徒が生涯にわたって､地域の中で運動･ｽﾎﾟｰﾂに親し

めるような共生社会の実現をめざす｡ 

競技力向上対策事業費 
ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

B 
全国や世界の舞台で活躍する選手が育つよう､本県選手の競技力向上を図る｡特に､2020 年東京ｵﾘﾝ

ﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ開催を契機に､指導者の育成･強化を図る｡ 
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<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(ｼﾞｭﾆｱ期からの一貫指導体制) 
○第73 回国民体育大会では､本県から366 名(前年比30 名増)の監督･選手･ﾄﾚｰﾅｰを派遣し､16 競技45 種目の入賞(内優勝9 種目)を果たし､総合得点

351点(天皇杯40位)を獲得した｡このうち､成年が169.25点を獲得し､過去10年で最多であった｡ 
評価理由 
(ｼﾞｭﾆｱ期からの一貫指導体制) 
○近年強化した少年選手が､成年選手となっても成果をあげていると考えられる｡さらに､第69回大会から5年連続の300点超えであり､着実に競技力

の底上げも図られている｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(ｼﾞｭﾆｱ期からの一貫指導体制) 
○目標の天皇杯 30 位台の定着にはもう一歩であり､中国ﾌﾞﾛｯｸ大会を突破できず本大会に進めない競技の強化策について検証し､抜本的な見直しが必

要である｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(ｼﾞｭﾆｱ期からの一貫指導体制) 
○2033年開催に向けて動き出す2巡目の鳥取国体を視野に入れ､競技力向上について中長期的な計画を策定する｡ 

 

② ｱｽﾘｰﾄのｷｬﾘｱ形成の推進 
 
(取組内容) 

･ｱｽﾘｰﾄや指導者､競技団体に対して､競技引退後のｷｬﾘｱに必要な能力等を身につける教育を受けながら､将来に備えるという｢ﾃﾞｭｱﾙｷｬﾘｱ｣についての普及と啓発を行うとともに､

ｷｬﾘｱ形成を指導できる環境の整備に努めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事業･取組名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

競技力向上対策事業費 ｽﾎﾟｰﾂ課(知事部局) B 
優秀な選手及び指導者を県内私立学校へ配置し､ｼﾞｭﾆｱ選手強化に資する｡鳥取県の競技力向

上のため､優秀な選手及び指導者を確保する｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(ｱｽﾘｰﾄのｷｬﾘｱ形成) 
○優秀な選手及び指導者を県内私立学校へ配置し､ｼﾞｭﾆｱ選手強化･教育を図った｡ 
評価理由 
(ｱｽﾘｰﾄのｷｬﾘｱ形成) 
○当該校の生徒はもちろん､県内ｼﾞｭﾆｱ層の資質向上に貢献している｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(ｱｽﾘｰﾄのｷｬﾘｱ形成) 
指導者の専門は女子ｻｯｶｰであるが､中国ﾌﾞﾛｯｸ大会で苦戦が続き､本大会に出場できずにいる｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(ｱｽﾘｰﾄのｷｬﾘｱ形成) 
○現役での競技を終えた者が指導者として本県に帰ってくるためのｼｽﾃﾑを考える｡これは2033年の2巡目国体の強化･運営を見据えても効果が期待で

きる｡ 
 

③ 2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした取組の実施 
 
(取組内容) 

･ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ出場に向けた競技力の向上施策の推進､合宿誘致や環境整備などに取り組みます｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 事業 事 業 ･ 取 組 内 容 
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評価 

東京ｵﾘ･ﾊﾟﾗﾀｰｹﾞｯﾄ競技

事業 

ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

A 
2020年の東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ開催に向け､県民に夢や希望を与え､ｽﾎﾟｰﾂによる地域振興を図るこ

とを目的に､東京大会で本県から多くの選手が出場できるよう競技･選手を指定し､戦略的な強化支援

を実施する｡ 

世界に羽ばたく鳥取ｼﾞ

ｭﾆｱｱｽﾘｰﾄ発掘事業 

ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

B 
東京ｵﾘ･ﾊﾟﾗ気運の高まりにより､ｽﾎﾟｰﾂ選手への夢やｵﾘﾝﾋﾟｯｸへの憧れをもつ子どもたちがｽﾎﾟｰﾂで世界

の舞台に飛び立ち､活躍できるよう､ｽﾎﾟｰﾂ選手の発掘･育成の環境を整備することにより､元気で活力

ある鳥取県を創造していく｡ 

東京ｵﾘ･ﾊﾟﾗ施設整備事

業 

ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

A 
現在､国内外の競技会で好成績を収めている県内選手で2020年に日本代表選手になり得る可能性が高

い選手を重点的に強化し､2020東京ｵﾘﾝﾋﾟｱﾝを育成するための施設整備を行う｡ 

競技力向上対策事業費 
ｽﾎﾟｰﾂ課 
(知事部局) 

B 
全国や世界の舞台で活躍する選手が育つよう､競技力向上を図る｡特に､2020 年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯ

ｸ開催を契機に､指導者の強化を図る｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした取組) 
○2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに本県から多くの選手が出場できるよう競技･選手を指定し､戦略的に強化支援を実施した｡ 
評価理由 
(東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした取組) 
○第18回ｱｼﾞｱ大会には該当競技者が3名出場し､いずれも4位入賞を果たした｡2年後に向けて強化が進んでいる｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
○2020年が終わった後も､機運がしぼむことなく､本県の競技力向上を見据えて､以後のｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸの強化につなげていくことが求められる｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
○2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに本県から選手が出場できるよう､可能性の高い競技者を集中的に強化する｡また､2020年以後､2巡目国体も見据え

ながら､引き続き世界で戦える選手の育成･強化を図る｡ 
 



- 75 - 
 

 
 
 
 
  

<特に力を入れたい施策(重点取組)と目指すところ>                        

特に力を入れたい施策と重点取組 目指すところ 

(17)文化､芸術活動の一層の振興 
⑰子どもたちや若者が文化､芸術に触れ､完

成を高める機会の提供 

①文化､芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充 
②文化､芸術に触れ､豊かな感性を育てる機会の確保 
③文化､芸術が生活の一部となる生活ｽﾀｲﾙの定着 

(18)文化財の保存､活用､伝承 
⑱祭り､行事などを地域で伝承していく活動

の支援 

①県民が､鳥取県の歴史や文化を誇りに思い､文化財を大切にする気運の醸成 
②文化財保護の推進 
③文化遺産の再発掘･磨き上げ 

 

(17)文化､芸術活動の一層の振興 
 

① 文化､芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充 
 
(取組内容) 

･鳥取県ｼﾞｭﾆｱ美術展覧会や鳥取県総合芸術文化祭､公益財団法人鳥取県文化振興財団事業のほか､廃校等を使った文化､芸術の発表等による鑑賞人口の拡大など､県民が文化､芸

術を発表する場や鑑賞する機会を拡充します｡ 
･ｱｰﾃｨｽﾄ･ｲﾝ･ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ(滞在型創作活動)を推進し､芸術祭の開催により現代ｱｰﾄを中心とした創作活動や作品を鑑賞する機会を拡充します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

とりｱｰﾄ(鳥取県総合芸術文化祭)
開催事業 

文化政策課 
(知事部局) 

B 
総合芸術文化祭の開催により､県民が文化芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充を図り､全て

の県民が文化芸術に理解と親しみを持ち､自ら取り組むことで心豊かで満ち足りた生活ができ

る環境づくりを推進する｡ 

鳥取県ｼﾞｭﾆｱ美術展覧会開催事業 
文化政策課 
(知事部局) 

B 
児童･生徒等の創作作品を発表する場を提供することで､文化芸術活動への意欲を高め､県内の

青少年の美術活動の助長と振興を図るとともに､次世代の芸術家を目指す人材の育成を図る｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(文化､芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充) 
○文化芸術に親しむ機会の充実､鑑賞･創造･発表などをしやすい環境づくり､文化芸術を地域活性化につなげていく取組を推進した｡ 

･｢鳥取県総合芸術文化祭｣｢鳥取県美術展覧会｣｢鳥取県ｼﾞｭﾆｱ美術展覧会｣｢とっとり伝統芸能まつり｣等の開催｡ 
･県内に活動本拠を置く芸術家や文化芸術団体等が自ら行う創造的な活動､及び県内の文化芸術活動の中核を担う団体等の活動を支援｡ 
･アートを活用した地域活性化事業への支援等により、現代アートを中心とした創作活動や作品鑑賞の機会を提供。 

評価理由 
(文化､芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充) 
○県民が文化芸術を鑑賞･発表する場を提供する取組や創造的な活動を支援する取組等により､県民が文化芸術に親しむ機会を提供することができ

た｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(文化､芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充) 
○生涯にわたって文化芸術に親しむきっかけとなるよう､従来の情報発信の手法に加えて､特に若い世代の利用の進む SNS 等の活用など､効果的な広

報の手法も検討することが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(文化､芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充) 
○文化芸術に親しむ機会の充実､鑑賞･創造･発表などをしやすい環境づくり､文化芸術を地域活性化につなげていく取組を推進する｡ 
○新たな情報ツール等により、特に若い世代に対して効果的に情報を発信するとともに、参画の働きかけ等を行う。 

 

目標5 文化、伝統の継承、創造、再発見 
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② 文化､芸術に触れ､豊かな感性を育てる機会の確保 
 
(取組内容) 

･学校等との連携により､教育現場や地域で､子どもたちや若者が文化､芸術に触れ､感性を高め､創造力を育成する機会を確保し､文化､芸術活動を活性化します｡ 
･鳥取県文化団体連合会の活動支援などにより､県民が文化に親しめる環境を整えます｡ 
･平成26年度に開催される全国障がい者芸術･文化祭とっとり大会を機に､特別支援学校における芸術文化活動を一層進めます｡ 
･平成27年度に､近畿高等学校総合文化祭を鳥取県で開催し､日頃取り組んでいる芸術文化活動の成果を発表し合い､高め合い､交流を深めるとともに､これを契機として文化部

活動の一層のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ､活性化を進めます｡ 

<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

共生社会をめざす文化･芸術

活動支援事業 

特別支援教育

課 
B 

児童生徒の自主性や主体性､自信を培うことにつながる文化芸術活動の推進･充実を進め､健

常者との交流を深めるとともに､より一層の社会参加と理解啓発を進め､共生社会の形成を

図る｡ 

文化芸術活動支援事業 高等学校課 B 

文化部活動を活性化し､文化芸術活動に対する機運を高めるとともに､文化芸術活動の継承

者を育成する｡ 

平成27年に開催した｢近畿高等学校総合文化祭鳥取大会｣の成果を維持･継続し､鳥取県の高

校の文化部活動の発展･充実を図るため､日々の部活動の環境を整える｡ 

文化芸術活動支援事業(高校

生まんが･ﾒﾃﾞｨｱ芸術活動事

業) 

高等学校課 B 
｢近畿高等学校総合文化祭鳥取大会｣のまんが部門開催を契機に設置された県高等学校文化

連盟｢まんが専門部｣の活動を支援するため､経費の一部を補助する｡ 

鳥取県ｼﾞｭﾆｱ美術展覧会開催

事業 
文化政策課 B 

児童･生徒等の創作作品を発表する場を提供することで､文化芸術活動への意欲を高め､県内

の青少年の美術活動の助長と振興を図るとともに､次世代の芸術家を目指す人材の育成を図

る｡【再掲5(17)①】 

｢とっとりｱｰﾄｽﾀｰﾄ｣推進事業 文化政策課 B 
0 歳から未就学の乳幼児に作品鑑賞･創造体験･公演鑑賞の機会を提供するｱｰﾄｽﾀｰﾄ活動を支

援し､子どもたちの豊かな感性と創造性を育む｡ 

鳥取県障がい者ｱｰﾄ推進事業 障がい福祉課 B 

平成26年度に開催した「第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会」の成果を未来に

引き継ぐとともに、平成30年10月に策定した「鳥取県障がい者による文化芸術活動推進計

画」に基づき、障がい者の芸術・文化活動の更なる推進を図る｡ 

<取組内容> 

･上記計画に沿った取組を進めるため、平成30年12月に設置した障がい者の文化芸術活動

拠点「あいサポート・アートセンター」を運営する。 

･障がい者が取り組む舞台芸術活動(音楽､演劇､ﾀﾞﾝｽ等)の発表と鑑賞の機会として､｢あいｻ

ﾎﾟｰﾄ･ｱｰﾄとっとり祭り｣(鳥取県障がい者舞台芸術祭)を開催する｡ 

･障がい者が制作した芸術･文化作品(美術･文芸･ﾏﾝｶﾞ)の発表と鑑賞の機会として､｢あいｻﾎﾟ

ｰﾄ･ｱｰﾄとっとり展｣(鳥取県障がい者芸術･文化作品展)を開催する｡ 

･障がい者と健常者が共につくる劇団｢じゆう劇場｣の活動を支援する｡ 

･平成28年3月に設立した｢2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた障がい者の芸術文化活

動推進知事連盟｣に加盟する都道府県と連携し､障がい者の芸術文化振興を図る｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(学校等との連携) 
○学校等と連携し､子どもたちが幅広い文化芸術を鑑賞･体験･実践する機会を提供した｡ 
･学校に文化芸術を届ける｢とっとりの芸術宅配便｣｢芸術鑑賞教室｣等の取組を推進｡ 
･演劇の身体表現等を通して子どもたちに自由な思考や協働､個性や価値観の大切さを体感させるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等の取組を推進｡ 
･県内の文化芸術活動の中核を担う団体等の活動を支援｡ 

(障がい者の文化芸術活動の推進) 
○平成30年10月に策定した鳥取県障がい者による文化芸術活動推進計画に沿った取組を進めるため、同年12月に、障がい者の文化芸術活動拠点「あ

いサポート・アートセンター」を設置、運営した｡ 
○障がい者の文化芸術の作品等の発表と鑑賞の機会として､｢あいｻﾎﾟｰﾄ･ｱｰﾄとっとり祭り｣(鳥取県障がい者舞台芸術祭)､｢あいｻﾎﾟｰﾄ･ｱｰﾄとっとり展｣

(鳥取県障がい者芸術･文化作品展)を開催した｡ 
○障がい者と健常者が共につくる劇団｢じゆう劇場｣の活動を支援した｡ 
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○平成28年3月に設立した｢2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた障がい者の芸術文化活動推進知事連盟｣に加盟する都道府県と連携し､障がい者

の芸術文化振興を図った｡ 
(文化部活動の活性化) 
○文化部活動を活性化し､文化芸術活動に対する機運を高めるとともに､文化芸術活動の継承者を育成するため支援した｡ 
〇県外の優秀指導者による生徒への指導や合同練習会への支援 
〇全国水準の指導者研修への派遣 
〇校外･合同練習会の機会確保 
〇備品整備 
〇まんが専門部の活動支援 
評価理由 
(学校等との連携) 
○子どもたちが生涯にわたって文化芸術に親しむきっかけとなるよう､教育現場や地域で､子どもたちや若者が文化芸術に触れる機会を提供すること

ができた｡ 
(障がい者の文化芸術活動の推進) 
○｢あいｻﾎﾟｰﾄ･ｱｰﾄとっとり祭り｣(鳥取県障がい者舞台芸術祭)の開催等により､障がい者の文化芸術活動を推進することができた｡ 

(文化部活動の活性化) 
○平成27年度に鳥取県で開催した近畿高等学校総合文化祭の遺産を活かしつつ､文化･芸術活動の活性化に向けた一定の補助支援ができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(学校等との連携) 
○文化芸術活動の活性化のためには､若い世代が活動に関わり､次の世代へつないでいくことが重要｡ 
○引き続き幼い頃から文化芸術に触れて親しむ機会の提供等により将来の担い手を育成することが必要｡ 
(障がい者の文化芸術活動の推進) 
○これまでも障がい者の文化芸術活動を支援してきたが､障がいのある人が地域社会の中で自分らしく生活できる暮らしやすい社会の実現のために

は､障がいのある人の文化芸術活動の更なる推進が必要｡ 
(文化部活動の活性化) 
○全国高等学校総合文化祭や近畿高等学校総合文化祭に参加した生徒を中心に県内の文化･芸術活動を活性化させ､より多くの高校において県民にも

開かれた文化活動を実施する必要がある｡ 
○平成28年度に立ち上げたまんが専門部の活動が定着し､国内外のまんがを愛好する高校生との交流も活発化している。まんがｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置は今

年度までであり､まんが専門部の活動内容について再検討する必要がある｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(学校等との連携) 
○学校や文化団体等と連携し､教育現場や地域で子どもたちや若者が幅広い文化芸術を鑑賞･体験･実践する機会を充実させる｡ 
○文化芸術を体験・実践等する場で、指導者に求められる技術を学ぶ機会等を提供し、指導者の確保・育成を推進する。 
(障がい者の文化芸術活動の推進) 
○平成30年10月に策定した鳥取県障がい者による文化芸術活動推進計画に基づき､障がいのある人が文化芸術を鑑賞し､これに参加し､又はこれを創

造する活動を促進するとともに､障がいの有無にかかわらず文化芸術を通じて共に交流する機会を創出する｡ 
○特別支援学校の生徒等と他の学校の生徒等との文化芸術活動を通じた交流や､障がいのある人が文化芸術活動を通じて､子どもや高齢者､幅広い活

動分野の人たちと共に文化芸術活動を行い､交流する機会の創出を支援することで､障がいのある人の社会参加の推進及び障がいや障がいのある人

に対する理解を進める｡ 
(文化部活動の活性化) 
○文化部の活動や指導者の育成を支援することで､文化･芸術活動の継承者の育成を目指す｡ 
○本県の文化･芸術活動の特色として､まんが専門部の活動支援にも取り組む｡ 

 

③ 文化､芸術が生活の一部となる生活ｽﾀｲﾙの定着 
 
(取組内容) 

･ｱｰﾄｽﾀｰﾄ事業等により､子どもの頃から文化､芸術に触れる機会を拡充し､文化､芸術が生活の一部となる生活ｽﾀｲﾙの浸透を促進します｡ 
･空き店舗､廃校､公民館などを活用し､地域活動の中でｱｰﾄや伝統文化を通じて地域住民が交流する場を設け､ｱｰﾄや伝統文化を活かした地域づくりを進めます｡ 
 
<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取組 内 容 

｢とっとりｱｰﾄｽﾀｰﾄ｣

推進事業 
文化政策課 
(知事部局) 

B 
0 歳から未就学の乳幼児に作品鑑賞･創造体験･公演鑑賞の機会を提供するｱｰﾄｽﾀｰﾄ活動を支援し､子どもたちの豊かな感性

と創造性を育む｡ 
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<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(文化芸術に触れる機会の充実) 
文化芸術が生活の一部となる生活ｽﾀｲﾙの浸透を図るため､子どもたちが文化芸術に触れる機会の充実を図った｡ 
○市町村と連携し､未就学児を対象とした作品鑑賞等の機会を提供する｢ｱｰﾄｽﾀｰﾄ｣事業を支援｡ 
○地域のより身近な場所で､ｱｰﾄや伝統文化を通じて地域住民等が交流する取組を支援｡ 
評価理由 
(文化芸術に触れる機会の充実) 
○子どもの頃から文化芸術に触れ､生涯にわたって文化芸術に親しむためのきっかけとなる機会を提供することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(文化芸術に触れる機会の充実) 
○より身近な場所で､気軽に参加できる魅力的な取組が増えており､そうした取組への理解､関心を高めていくことが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(文化芸術に触れる機会の充実) 
○引き続き子どもの頃から学校や地域で文化芸術に触れ､親しむきっかけとなる機会を充実させる｡ 
○ｱｰﾄによる地域活性化に取り組む団体のﾈｯﾄﾜｰｸづくりや､地域への定着等が進むよう市町村等と連携して取り組む｡ 
 

(18)文化財の保存､活用､伝承 
 

① 県民が､鳥取県の歴史や文化を誇りに思い､文化財を大切にする気運の醸成 
 
(取組内容) 

･県民に対し､学校への出前講座や公民館と連携した歴史講座､文化財巡りや現地見学会などにより文化財を知り､接する機会を創出します｡こうした取組を通じて､文化財を身

近に感じ､親しみを持つことにより､県内の歴史や文化についての理解を深めていきます｡ 
･伝統芸能や伝統技術(ものづくり)保持者との交流や体験などにより､県民が県内の伝統文化などを学ぶ機会の充実を図ります｡ 
･｢とっとり伝統芸能まつり｣の開催などにより､活躍の場や､伝統芸能の体験､鑑賞機会を提供し､次世代に継承していきます｡ 
･海外の祭事に県内高等学校の郷土芸能部を派遣し､伝統芸能等を披露する機会を設けるとともに､伝統芸能を通じた国際交流を推進します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

伝統芸能等支援事業 文化財課 B 無形民俗文化財の保存伝承を図るため､保存団体の保存伝承活動への支援を行う｡ 

鳥取県の考古学情報発信事業 
埋蔵文化財ｾ

ﾝﾀ  ー
A 

埋蔵文化財ｾﾝﾀｰ収蔵資料等の常設展示､企画展､見学会､古代体験ｲﾍﾞﾝﾄの開催や遺跡の情報を紹介するﾘｰﾌﾚ

ｯﾄ等の作成､文化財主事による県内外での講演会の実施により鳥取県の考古学の魅力を情報発信する｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)   B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(文化財を大切にする機運の醸成) 
○文化財主事が各地の出前説明会で講演したり､発掘現場で現地説明会を開催するなどにより､県民が文化財に興味をもち､郷土の文化財に対する理

解を深めた｡ 
○民俗芸能の保存･振興･文化の交流等を目的に､中国･四国ﾌﾞﾛｯｸ民俗芸能大会への出演者派遣の支援を行った｡ 
○伝統芸能の伝承並びに活用の気運を広げるため､県内を中心とした各地の伝統芸能が一堂に会するとっとり伝統芸能まつりを開催した｡(文化政策

課) 
･毎年､県内の6~10団体が参加｡県外･海外からも参加を得て､毎年1,500人程度の来場者がある｡ 

評価理由 
(文化財を大切にする機運の醸成) 
○発掘現場での現地説明会等を通して､文化財を身近に感じ､親しみを持つことにより､県内の歴史や文化についての理解を深めることができた｡ 
○とっとり伝統芸能まつりについて､多くの来場者に伝統芸能のすばらしさとその継承の必要性を再認識していただけた｡ 
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･出演団体の伝統芸能に対する活動･継承意欲が向上するとともに､団体の活性化に繋げることができた｡ 
･県外及び海外の出演団体の演技の完成度の高さに来場者の評価が高く､また集客にもつなげることができた｡ 

今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(文化財を大切にする機運の醸成) 
○文化財は､県の歴史､文化等の正しい理解に欠くことのできない県民全体の共有財産であり､本県文化の向上発展の基礎をなすものであることを県

民が理解することが求められる｡ 
○小･中学校では､総合的な学習の時間や社会科､理科の学習､行事等を通して､文化財や自然に触れ､学ぶ機会を確保していますが､更なる充実を図る

ため､文化財の価値をしっかりと伝えるための指導者育成を含む研修の一層の充実が望まれる｡ 
○高齢化や過疎化､人口減少により地域の伝統行事､伝統芸能の保存･継承は深刻な状況にある｡伝統芸能の継承及び発展のためには発表の場の確保が

必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(文化財を大切にする機運の醸成) 
○文化財主事が各地の出前説明会で講演したり､発掘現場で現地説明会を開催などにより､県民が文化財に興味をもち､郷土の文化財に対する理解を

深める｡ 
○市町村と連携し､民俗芸能の保存団体の実態把握や保存伝承活動を支援する｡ 
○引き続き地域の伝統行事や伝統芸能の発表・交流の場を提供し、その魅力発信に取り組むとともに、継承を図りながら活用の機運を広げる活動を

推進する。 
 

② 文化財保護の推進 
 
(取組内容) 

･県内文化財の調査研究を進め､学術的な評価を行い､指定等に向けて積極的に取り組みます｡ 
･県内の貴重な文化財を犯罪や災害から守るため､所有者や地域住民等の意識啓発を進めるとともに､防災､防犯施設等の整備を促進します｡ 
･地域の身近な文化財を訪れる楽しさを伝えるとともに､祭り行事などの身近な無形民俗文化財を地域で伝承していく活動を支援します 
･妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡をはじめとする県内の史跡､名勝等を県民が訪ね､楽しめる環境を整備し､活用を促進します｡ 
･三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査の推進により､登録に向けた取組を支援します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

伝統芸能等支援事業 文化財課 B 
無形民俗文化財の保存伝承を図るため､保存団体の保存伝承活動への支援を行う｡ 

 

史跡青谷上寺地遺跡整備事業 文化財課 B 国史跡青谷上寺地遺跡を公開するための整備の基本設計を行う｡ 

とっとり弥生の王国普及活用事業

(妻木晩田遺跡活用事業) 
文化財課 B 

国史跡妻木晩田遺跡の歴史的価値を周知し弥生時代の暮らしや文化について体験する講座､ｲ

ﾍﾞﾝﾄを実施するとともに､史跡への誘客や新たなﾌｧﾝ層の拡大を目差した県内外への PR を行

い､多様な事業を通じて史跡の活用を図る｡ 

また､よりｽｹｰﾙの大きなとっとりの文化遺産としてｲﾒｰｼﾞの定着を図るため､国史跡青谷上寺

地遺跡と合わせて｢とっとり弥生の王国｣として一体的な情報発信を行う｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(文化財保護の推進) 
○指定保護文化財等の新規指定は､5件(10月末現在)で､貴重な文化財の保護が図られた｡ 
○民俗芸能の保存･振興･文化の交流等を目的に､中国･四国ﾌﾞﾛｯｸ民俗芸能大会への出演団体派遣の支援を行った｡ 
○青谷上寺地遺跡の整備について､基本設計の策定を進めている｡ 
評価理由 
(文化財保護の推進) 
○県内文化財の調査研究を進め､指定等が計画以上に進めることができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(文化財保護の推進) 
○文化財の指定や登録に向けた取組の推進､情報発信と活用方策の検討､指定後も継続的な保護を図るためのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟが必要｡また､全国的に仏像の盗

難､建造物への放火､あるいは災害による文化財の毀損といった文化財への犯罪や災害被害が発生しており､その対策が求められている｡ 
○地域固有の伝統行事や民俗芸能などの伝統文化は､少子高齢化や過疎化などにより伝承が困難になっている地域があることから､地域や学校におけ
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る伝承活動や後継者などの人材育成､用具整備等への支援が必要｡ 
○妻木晩田遺跡､青谷上寺地遺跡については､関係機関や地域との更なる連携とともに､両遺跡の一体的な情報発信を継続していくことが求められて

いる｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(文化財保護の推進) 
○国･県指定､登録の候補となり得る文化財の調査研究を実施し､引き続き指定に向けて積極的に取り組む｡ 
○市町村と連携し､民俗芸能の保存団体の実態把握や保存伝承活動を支援する｡ 
○青谷上寺地遺跡の整備に取り組む｡ 
○三徳山の調査成果の総括及び未解明の課題の抽出､調査結果報告書の作成･刊行を行う｡ 

③ 文化遺産の再発掘･磨き上げ 
 
(取組内容) 

･たたらや鉄道遺産などの県内の優れた文化遺産を地域振興や教育活動に活用するため､その魅力の再発掘を行い､より効果的な活用方法を講じるとともに､地域での取組を支

援します｡ 
･｢とっとり弥生の王国｣を｢考古学｣の観点だけでなく､｢考現学｣という観点から新たな磨き上げを行うことで､考古学ﾌｧﾝだけでなく新たなﾌｧﾝ層の開拓を図ります｡併せて､学校

教育でも新たな学習教材などを作成することで歴史だけでなく他の学習領域での活用を目指します｡ 
 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

｢ふるさとを元気に｣とっと

りの文化遺産活用推進事業 
文化財課 A 

妻木晩田遺跡や三徳山など県内の優れた文化財を地域振興や観光資源としても活用するため､その魅力の再発掘

を行い､効果的な活用方法を講じた地域での取組を支援する｡ 
｢とっとり弥生の王国｣普及

活用事業 
文化財課 B 

国内最大級の弥生時代集落｢妻木晩田遺跡｣､地下の弥生博物館｢青谷上寺地遺跡｣の二大遺跡を｢とっとり弥生の王

国｣として､各遺跡を活用した種々の事業を通じて史跡の活用や情報発信を行う｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組>  
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)   B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(文化遺産の磨き上げ) 
○むきばんだまつりや各種体験講座の実施､青谷上寺地遺跡古代米田植え体験､とっとり弥生の王国ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ､埋蔵文化財ｾﾝﾀｰ古代まつりなどに多く

の方が来場され､古代文化を学んでもらうことが出来た｡ 
○ふるさと未来工房や弥生の王国考現学を通して､子どもたちに歴史文化のすばらしさ､面白さを伝えることができた｡ 
評価理由 
(文化遺産の磨き上げ) 
○各種講座の開催等を通して､優れた文化財に触れる機会を増やす機会を提供することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(文化遺産の磨き上げ) 
○県内には､その魅力や価値に気づかれないまま眠っている文化財や､気づいていても十分に活用しきれていない文化財が多数ある｡眠っている文化

財を掘り起こし､磨き上げを行うことや､新たな観点でより効果的な活用方法を示すことが必要｡特に､未来を担う子どもたちに地域の文化財につい

て楽しく学び､地域に誇りを持ってもらうように､文化財を教育の中に効果的に取り入れていくことも重要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(文化遺産の磨き上げ) 
･市町村と連携し､埋もれている文化財の掘り起こし､磨き揚げを行う｡ 
･小中学校などと連携し､校外学習等で妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡などの優れた文化財に触れる機会を増やす｡ 
･児童生徒の興味を引き出す授業づくりを考えるための取組(地域の歴史教材の活用等)を行う｡ 
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(1)県民との協働による計画の推進 
 

① 県民意見の把握と開かれた教育の推進 

<平成30年度重点事業等> 

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

県民に開かれた教育

委員会推進事業 
教育総務課 B 

学校現場の課題･ﾆｰｽﾞを把握するため､ｽｸｰﾙﾐｰﾃｨﾝｸﾞの開催などの公聴活動や各種広報紙(夢ひろば､ﾘｰﾌﾚｯﾄ｢とっとりの教

育｣等)の発行などの広報活動を行う｡｢鳥取県の教育を語る会｣を開催し､県教育委員会の教育委員､教育長をはじめとする

県教育委員会の職員が県民や行政関係者等と直接意見交換して今後の施策の参考とするなど､本県教育の充実､発展につ

なげる｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(開かれた教育の推進) 
･学校現場のﾆｰｽﾞや課題意識を把握するため､教育委員による学校訪問を行い教職員と意見交換を実施した｡ 
･教育委員会の情報公開については､毎月､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで教育委員会議事録を公開しており､また教育委員ﾘﾚｰｺﾗﾑを継続的に取り組んでいる(全委員が年

1~2回実施)｡ 
･教育だより｢とっとり夢ひろば!｣を発行し､幼稚園､保育所から高校までの全保護者等へ配布した｡ 
評価理由 
(開かれた教育の推進) 
○教育委員の学校訪問等により､学校現場の課題･ﾆｰｽﾞの把握に努めるとともに､教育委員会会議の議事録や教員委員ﾘﾚｰｺﾗﾑをﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開するな

ど積極的な情報公開に努めている｡また教育だより｢とっとり夢ひろば!｣を幼稚園､保育所から高校までの全保護者等へ配布することで本県の教育に

ついて情報を発信することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(開かれた教育の推進) 
○引き続き学校訪問等を通して､本県教育の課題､ﾆｰｽﾞの把握に努めたい｡また､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる迅速な情報提供を行うとともに､広報誌により､本県の

教育について保護者等に分かりやすく発信していくことが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(開かれた教育の推進) 
○教育委員の活動の充実を図るため､引続き学校訪問､意見交換会等を行い､現場の課題･ﾆｰｽﾞを把握し教育委員の活動内容等を県民に情報提供するこ

とに努める｡教育だより｢とっとり夢ひろば!｣やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を活用し､県の教育施策､特色ある取組等について､引続き情報発信していく｡知事部局､市

町村教育委員会と連携し､現場の意見を吸い上げながら､的確に課題を捉え必要な対応を取っていく｡ 

② 教育問題等への迅速かつ的確な対応 

 
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

教育委員会費 教育総務課 B 
教育委員会での議論及び現地視察等を行い､教育課題を把握するとともに､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを通じた教育委員会の議事録の迅速な

公開などにより情報公開を推進する｡ 

教育審議会費 教育総務課 B 学校教育､生涯学習などの教育の重要事項について調査審議､建議を行うため｢鳥取県教育審議会｣を開催する｡ 

 
<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 

鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制 
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(教育問題への対応) 
○直面する多種多様な教育課題に対し､教育行政の第一義的な責任者である教育長の下で､迅速な対応を行うとともに､教育長･教育委員で組織する教

育委員会の会議等で速やかに議論し､対応を行った｡ 
○専門化し､対応が困難な問題に対し､関係機関との連携や専門ｽﾀｯﾌや外部の専門家の活用等を行いながら､学校現場等を支援し､迅速かつ適切な対応

を行った｡ 
評価理由 
(教育問題への対応) 
○教育課題に対し､関係課､関係機関とも連携の上､対応を行った｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(教育問題への対応) 
○教育振興基本計画に掲げる施策の達成が不十分なものもあり､現状･課題を踏まえ､引き続き対応していく｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(教育問題への対応) 

○様々な機会を捉えて､教育現場の課題や県民の意見､ﾆｰｽﾞを把握し､施策への反映や課題解決に向けた取組を行っていく｡ 
 

(2)市町村､国､高等教育機関など関係機関との連携･協力の推進 

 

① 市町村との連携･協力体制の充実 

 
<平成30年度重点事業等>  
事 業 ･ 取 

組 名 
担 当 課 

事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 

県民に開か

れた教育委

員会推進事

業 

教育総務課 B 市町村教育委員会への支援､教育調査､高等教育機関との連携推進､鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた取組を行う｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(市町村との連携) 
○市町村教育行政連絡協議会を開催し､情報共有､意見交換を行った｡ 
○教育委員の資質向上のため､市町村教育委員会委員研修会を開催した｡ 
○市町村教育長の集まる機会をとらえ､県の教育施策の方針､考え等を示し､協力､連携して施策を進めていただくよう呼びかけた｡ 
評価理由 
(市町村との連携) 
○市町村教育委員会委員研修会では､子どもたちの生活習慣等をﾃｰﾏとした講演を行い､理解を深めることができた｡参加者からも好評であった｡また､

分科会でも直面する課題等をﾃｰﾏに掲げ､活発な意見交換を行うことができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(市町村との連携) 
○引き続き必要に応じて会議等を開催し､情報交換､意見交換を行っていく｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
○研修､会議の内容については､引き続き市町村の要望を聞きながらﾀｲﾑﾘｰなﾃｰﾏ等を設定していく｡ 

 

② 高等教育機関との連携､協力の一層の推進 
  
<平成30年度重点事業等>  

事 業 ･ 取 組 名 担 当 課 
事業

評価 
事 業 ･ 取 組 内 容 



- 83 - 
 

県民に開かれた教育委

員会推進事業 
教育総務課 B 

市町村教育委員会への支援､教育調査､高等教育機関との連携推進､鳥取県教育振興基本計画の確実な推進に向けた

取組を行う｡ 

<平成30年度の取組における点検･評価､今後の課題･取組> 
 
平成30年度の取組評価 A(予定以上)  B(予定どおり)  C(やや遅れ)  D(大幅遅れ) 
平成30年度の取組･成果 
(高等教育機関との連携) 
○鳥取大学､島根大学､鳥取環境大学と意見交換を行い､情報共有を図った｡ 
○学生教育ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱについて､大学等へ募集情報等の情報提供を行い､教職を希望する学生の取組を推進した｡ 
評価理由 
(高等教育機関との連携) 
○高等教育機関との意見交換会においては､直面する課題である教員の確保､若者の県内定住等について議論を行い､課題を共有することができた｡ 
今後の課題(現行基本計画における施策項目について) 
(高等教育機関との連携) 
○課題の解決に向けて､具体的な解決策を県と高等教育機関の双方が提示し、議論していくことが必要｡ 
今後の取組(次期基本計画を見据え､課題解決に向けて必要な取組) 
(高等教育機関との連携) 
○定例的な会議の場としてではなく､積極的な提案等が行われる場となるよう､会議を運営していく｡ 

 



数値目標一覧

目標　１：社会全体で学び続ける環境づくり

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
実績

H30
目標値

1 心とからだいきいきキャンペーンによる取組率（就学前児童）

97.4% 97.3% 96.5% 97.10% 97.10% 97.80% 100%

93.5% 96.3% 94.9% 95.60% 95.70% 96.40% 90%

2 11市町村 11市町村 11市町村 11市町村 13市町村
19市町村

（全市町村）

3 570社 571社 574社 622社 674社 700社

4 6,074人 6,625人 7,215人 7,197人 7,453人 7,000人

5 22校 14校 10校 ２３校 14校 70校

6 10人 10人 10人 10人 10人 20人

7 8.9万人 8.4万人 12.2万人 8.2万人 12.2万人 10万人

8 5.3冊 5.6冊 5.8冊 5.6冊 5.8冊 6冊

目標　２：学ぶ意欲を高める学校教育の推進

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
実績

H30
目標値

1 15市町村 16市町村 16市町村 16市町村 16市町村
19市町村

（全市町村）

2 85.8% 90.1% 84.0% 86.8% 82.40%
全ての小学
校区で実施

3 100% 100% 100% 100% 100%
全ての保育
所で実施

4

  観点①：豊かに生きる、共に生きる力の状況

(1)
「ボランティア活動に参加してい
る」児童生徒の増加

(小6)44.5%
(中3)52.8%
(高2)23.0%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(高2)25.8%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(高2)25.8%

(小6)46.4%
(中3)54.8%
(高2)29.1%

(小6)43.9%
(中3)56.5%

（高2）28.0%

(小6)44.8%
(中3)59.6%

（高2）%
向上

「難しいことでも失敗を恐れないで
挑戦している」児童生徒の増加

(小6)76.3%
(中3)65.9%
(高2)53.9%

(小6)78.1%
(中3)68.1%
(高2)61.4%

（小6）77.2%
（中3）69.1%
（高2）58.8%

（小6）79.1%
（中3）69.5%
（高2）59.9%

（小6）79.2%
（中3）73.1%
（高2）62.3%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

(2)
「将来の夢や目標を持っている」
児童生徒の増加

(小6)85.3%
(中3)70.9%
(高2)77.1%

(小6)85.9%
(中3)69.4%
(高2)76.7%

（小6）84.9%
（中3）70.6%
（高2）75.3%

（小6）83.5%
（中3）70.3%
（高2）72.8%

（小6）83.4%
（中3）69.6%
（高2）74.6%

（小6）81.5%
（中3）71.3%

（高2）%
向上

「『あの人のようになりたい』と思う
人がいる」児童生徒の増加

(小6)77.5%
(中3)71.3%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

「自分の進路を実現するために、
目標に向かって努力している」生
徒の増加

(高2)67.2% (高2)69.0% (高2)66.9% (高2)67.6% (高2)68.7% 向上

(3)
「地域の行事に参加している」児
童生徒の増加

(小6)79.1%
(中3)48.7%
(高2)30.8%

(小6)83.2%
(中3)52.2%
(高2)38.6%

(小6)81.5%
(中3)53.9%
(高2)36.0%

(小6)82.4%
(中3)53.5%
(高2)38.9%

(小6)78.7%
(中3)50.6%
(高2)38.1%

(小6)78.2%
(中3)53.6%

(高2)%
向上

「地域の大人（学校や塾・習い事
の先生を除く）から褒められたこと
がある」児童生徒の増加

(小6)64.8%
(中3)52.7%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

小学校教員による保育所・幼稚園での保育体験研修の実
施

指　　　　　　　　　　　　　　標

望ましい生活習慣が大切だと思う保護者の割合

望ましい生活習慣の定着に取り組んでいる割合

自治会単位の「人権学習会(小地域懇談会)」で事後研修を
取り入れている市町村

「鳥取県家庭教育推進協力企業」協定締結企業数

学校支援ボランティア登録者数

小、中学校における「子育て親育ちプログラム」を活用した講座実施校数

「とっとりマスター」認定者数

県立博物館の入館者数   

公立図書館の個人貸出冊数(人口一人あたり)

指　　　　　　　　　　　　　　標

幼稚園、保育所及び小学校の連絡協議会の設置や、教職
員の交流の機会の設定

「子どもの育ちを支えるための資料（保育所児童保育要
録）」の作成と小学校への送付

子どもたちの学びの質の向上

自分自身や他
者、社会等との関
わりに関する意識

進路に向けた意
識

地域社会への参
画状況
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H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
実績

H30
目標値

  観点②：学び方の質・学習状況

(4) 「身に付けた知識･技能や経験を
生活の中で活用できないか考え
る」児童生徒の増加（算数・数学）

(小6)65.1%
(中3)35.9%

(小6)64.9%
(中3)39.2%

（小6）64.8%
（中3）40.4%

（小6）68.4%
（中3）42.7%

（小6）66.8%
（中3）47.5%

（小6）60.1%
（中3）36.5%

向上

「授業の中で『わかった』、学んだ
ことについて『もっと知りたい』と感
じる」児童生徒の増加

(小6)84.4%
(中3)78.3%

(小6)84.5%
(中3)80.1%

（小6）84.9%
（中3）84.8%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

「学校の授業は、内容がわかりや
すく、勉強することの充実感を感じ
る」生徒の増加

(高2)69.4% (高2)69.9% (高2)70.9% (高2)66.7% (高2)63.8% 向上

「児童生徒の様々な考えを引き出
したり、思考を深めたりする発問
や指導をする」学校の増加

(小)95.3%
(中)92.0%

(小)95.5%
(中)93.7%

（小）96.2%
（中）92.1%

（小）94.6%
（中）93.3%

（小）95.3%
（中）93.5%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

〃　　　　　　　　　教員の増加 (高)89.6% (高)90.2% (高2)89.9% (高2)90.5% (高2)92.3% 向上

(5)
「授業で体験的な学習を取り入れ
ている」学校の増加

(小)92.6%
(中)77.5%

(小)89.4%
(中)78.1%

（小）92.5%
（中）76.9%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

向上

「全校一斉読書に取り組む」学校
の増加

(小)100%
(中)95.3%
(高)79.2%

(小)99.3%
(中)92.0%
(高)83.3%

（小）100%
（中）100%
(高)83.3%

(小)99.2%
（中）100%
(高)83.3%

(小)98.4%
（中）100%
(高)83.3%

向上

「読書が好きである」児童生徒の
増加

(小6)74.7%
(中3)73.0%
(高2)68.2%

(小6)75.5%
(中3)73.2%

(高2) 64.8%

（小6）74.5%
（中3）72.1%
(高2) 66.0%

（小6）77.1%
（中3）75.2%
(高2) 64.5%

（小6）75.7%
（中3）74.9%
(高2) 65.6%

向上

(6)
「家で、自分で計画を立てて勉強
している」児童生徒の増加

(小6)61.8%
(中3)46.2%
(高2)39.4%

(小6)65.3%
(中3)47.1%

(高2) 37.9%

（小6）64.9%
（中3）50.2%
(高2) 39.4%

（小6）65.0%
（中3）52.7%
(高2) 36.4%

（小6）65.0%
（中3）54.3%
(高2) 39.8%

（小6）68.9%
（中3）54.5%

(高2) %
向上

「進んで取り組んでいることをほめ
ている」保護者の増加

(小6)84.6%
(中3)76.9%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

（小）-(※1)
（中）-(※1)

向上

児童生徒に対する国語・算数（数
学）の指導として、保護者に対して
家庭学習を促すような働きかけを
行う」学校の増加

(小)98.5%
(中)62.0%

(小)97.0%
(中)87.3%

（小）94.8%
（中）68.2%

（小）96.9%
（中）81.7%

（小）96.0%
（中）75.8%

（小）93.7%
（中）83.9%

向上

  観点③：学力調査の状況

(7)
上位層の増加、
下位層の減少

全国学力・学習状況調査でA層で
全国平均を上回り、D層で全国平
均を下回った教科

(小、中)100% (小、中)75% (小、中)65% (小、中)68.8% (小、中)25.0% (小、中)30.0% 向上

(8)
過去の調査と同
一問題の正答率
の増加

全国学力・学習状況調査で過去
の問題と同一問題のうち、正答率
が全国平均を上回った割合

(小、中)77.8% (小、中)44.4% (小、中)71.4% (小、中)66.7% (小、中)16.7% (小、中)33.3% 向上

(9)
無解答率の減少
(特に｢活用｣に関
する問題)

全国学力・学習状況調査で記述
式の問題のうち無解答率が全国
平均以下であった割合

(小、中)77.8% (小、中)70.6% (小、中)66.7% (小、中)75.0% (小、中)50.0% (小、中)50.0% 向上

(10)
各校が設定した
指標の達成

各校が達成したと評価する割合 （高）58.3% (高)50.0% (高)54.2% (高)70.8%
－

(調査終了)
－

(調査終了)
向上

5 84.6% 87.9% 89.0% 91.6% 95.0% 100%

6 96.9% 96.9% 98.7% 96.5% 97.3% 100%

7 71.8% 93.1% 100% 100% 100% 100%

就職希望者に対する割合 73.6% 77.4% 85.9% 86.8% 76.6% 向上

卒業生に対する割合 33.9% 38.1% 46.9% 43.1% 41.5% 向上

特別支援学校教職員 76.1% 76.8% 81.9% 81.1% 85.9% 90%

特別支援学級教員 40.5% 39.0% 40.5% 39.9% 39.3% 40.2% 45%

10
鳥取県57.0%
全国　64.5%

県56.7%
全国65.2%

県56.3%
全国66.2%

県57.4%
全国66.7%

県59.3%
全国67.1%

全国平均値

個別の指導計画の作成割合（公立幼、小、中、高）

指　　　　　　　　　　　　　　標

意欲､授業に向か
う姿勢

体験活動・読書活
動の実施状況

家庭における学
習等の状況

個別の教育支援計画の作成割合（公立幼、小、中、高）

中学校から高等学校への個別の教育支援計画の引継率

8
特別支援学校高等部
（専攻科含む）卒業生
の就職率の向上

9
該当障がい種に関する
特別支援学校免許状
保有率の向上

教員のICT活用指導力調査における児童・生徒のICT活用
を指導する能力
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H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
実績

H30
目標値

11
(小)100%
(中)100%
(高)100%

(小)100%
  (中)98.3%
  (高)100%

(小)99.2%
  (中)96.5%

(高)100%

(小)100%
  (中)96.5%

(高)100%

(小)99.2%
  (中)96.5%
（高）100%

100%
100%
100%

12
(小)62.7%
(中)40.7%

(小)70.2%
(中)44.1%

(小)67.9%
(中)47.4%

(小)75.2%
(中)47.4%

(小)78.4%
(中)47.4%

100%
100%

13

(小)6.0%
(中)5.1%

(高)100%
(特)100%

(小)13.4%
(中)15.3%
 (高)100%
(特)100%

(小)11.5%
(中)8.8%

(高)100%
(特)100%

(小)14.7%
(中)15.8%
(高)100%
(特)100%

(小)13.6%
(中) 3.5%
(高)100%
(特)100%

25%
30%

100%
100%

14 全国学力・学習状況調査質問紙調査での回答

(小6)63.5%
(中3)64.8%

(小6) -(※1)
(中3) -(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

(小6)-%(※1)
(中3)-%(※1)

向上

(小6)94.5%
(中3)94.6%

(小6)94.6%
(中3)94.9%

(小6)94.4%
(中3)94.2%

(小6)94.9%
(中3)92.4%

(小6)92.8%
(中3)92.9%

(小6)95.9%
(中3)95.9%

向上

15
(小)99.3%
(中)91.6%

(小)98.5%
(中)91.5%

(小)97.7%
(中)86.0%

(小)100%
(中)92.9%

(小)100%
(中)93.0%

100%

16
(小)　61%
(中)　70%

(小)66.4%
(中)78.0%

(小)66.4%
(中)68.4%

(小)75.9%
(中)75.4%

(小)77.6%
(中)82.5%

100%

17
(小)97.0%
(中)81.0%

(小)100%
(中)100%

(小)100%
(中)100%

(小)100%
(中)100%

(小)100%
(中)100%

100%

18

(小)
全国0.36%

県 0.42%
(中)

全国2.69%
県 2.31%

(高)
全国1.88%

県 1.76%

(小)
全国0.39%

県0.45%
(中)

全国2.76%
県2.65%

(高)
全国1.81%

県1.41%

(小)
全国0.42%

県0.51%
(中)

全国2.83%
県2.69%

(高)
全国1.66%

県1.62%

(小)
全国0.48%

県0.51%
(中)

全国3.01%
県3.02%

(高)
全国1.64%

県1.95%

(小)
全国0.54%

県0.56%
(中)

全国3.25%
県3.10%

(高)
全国1.51%

県1.90%

全国平均を
下回ると共
に、低減

策定した学校の割合 - 100% 100.0% 100.0% 100.0% 100%

取組検証した学校の割合(H27以降) - -
（小）73.3%
（中）70.2%

（小）80.0%
（中）70.0%

（小）79.2%
（中）71.9%

100%

20

(小5男)38.4%
(小5女)46.0%
(中2男)33.0%
(中2女)59.8%

(小5男)38.4%
(小5女)43.1%
(中2男)37.4%
(中2女)63.3%

(小5男)37.9%
(小5女)44.6%
(中2男)34.7%
(中2女)61.4%

(小5男)37.1%
(小5女)44.2%
(中2男)34.6%
(中2女)64.2%

(小5男)41.0%
(小5女)44.1%
(中2男)33.0%
(中2女)63.7%

(小5男)40.4%
(小5女)47.8%
(中2男)35.6%
(中2女)67.8%

50.0%
55.0%
50.0%
65.0%

21
(小5男)68.6%
(小5女)48.0%

(小5男)65.0%
(小5女)48.8%

(小5男)68.2%
(小5女)49.5%

(小5男)66.2%
(小5女)47.9%

(小5男)66.8%
(小5女)46.8%

(小5男)64.7%
(小5女)49.7%

70.0%

22

(小)65%
(中)34%
(高)13%

 (特)20%

(小)60%
(中)36%
(高)17%
(特)20%

(小)61%
(中)42%
(高)13%
(特)10%

(小)63%
(中)49%
(高)17%
(特)10%

(小)63%
(中)44%
(高)25%
(特)10%

100%
80%
60%
50%

23
(中)75%
(高)79%

 (中) 75%
 (高)100%

(中)93%
(高)100%

(中)95%
(高)100%

(中)97%
(高)100%

100%
100%

24

(小)90%
(中)58%
(特)60%
(高)17%

(小)89%
(中)61%
(特)60%
(高)21%

(小)92%
(中)83%
(特)70%
(高)17%

(小)92%
(中)83%
(特)70%
(高)17%

(小)92%
(中)88%
(特)70%
(高)13%

100%
100%
100%
50%

25

(小)30%
(中)26%
(特)40%
(高)　4%

(小)39%
 (中)31%
 (特)40%
 (高) 0%

(小)42%
(中)39%
(特)40%
(高)4%

(小)41%
(中)37%
(特)30%
(高)0%

(小)46%
(中)44%
(特)30%
(高)0%

(小)100%
(中)100%
(特)100%

26 71% 73% 71% 65% 67.0% 70%以上

27
市町村84%
      県20%

市町村89%
      県20%

市町村89%
      県17%

市町村68%
      県17%

市町村79%
      県17%

100%

28 19人 21人 21人 21人 21人 31人

◇人の役に立つ人間になりたいと思う児童生徒の増加

指　　　　　　　　　　　　　　標

情報モラル教育の実施

環境教育全体計画の作成及び改善

学校のＴＥＡＳⅡ・Ⅲ種（鳥取県版環境管理ｼｽﾃﾑ）取得の
促進（高＝Ⅱ種、小、中、特＝Ⅲ種）

◇新聞やテレビのニュ－スなどに関心を持つ児童生徒の増加

小、中学校で「道徳の時間」の授業の公開状況

「参加型」人権学習に取組んだ学校の率

児童生徒が文化芸術に触れる機会を持った割合

不登校の出現率

19
学校いじめ防止基本方
針の状況

鳥取県体力・運動能力調査結果の総合判定(A～Eの5段
階)が、A又はBの割合

小学校において、体育の授業を除く1日の運動時間が1時
間以上の児童の割合

学校保健委員会を年2回以上開催する学校の割合

中学、高校における薬物乱用防止教室の開催率

「食に関する指導年間計画」の作成率

食育の日（毎月19日）の取組状況

学校給食用食材の県産品使用率

県産品利用率70%以上の市町村、県立学校

栄養教諭の配置拡大
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目標　３：学校を支える教育環境の充実

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
実績

H30
目標値

1

(幼)83.3%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)100%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)100%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)93%
(小)100%
(中)100%

(県立)100%

(幼)100%
(小)99.2%
(中)100%

(県立)100%

100%
100%
100%
100%

2

(幼)83.3%
(小)74.6%
(中)67.8%

(県立)100%

(幼)100%
(小)68.7%
(中)71.2%

 (県立)100%

(幼)100%
(小)67.2%
(中)64.9%

 (県立)100%

(幼)86%
(小)78%
(中)70%

 (県立)100%

(幼)100%
(小)72.0%
(中)71.9%

 (県立)100%

100%
100%
100%
100%

3 0.61% 0.49% 0.45% 0.34% 0.58% 0.5%以下

4

(幼)100%
(小、中)81.9%

(高)87.1%
(特)100%

(幼)100%
(小、中)87.0%

(高)92.7%
(特)100%

(幼)100%
(小、中)91.7%

(高)94.4%
(特)100%

(幼)100%

(小、中)97.5% 


(高)98.1%

(特)100%

(幼)100%

(小、中)98.8% 


(高)99.5%

(特)100%

100% 100%

5 52.0% 51.5% 44.0% 57.0% 42.0% 100%

6

(小)66.0%
(中)15.0%
(高)21.0%
(特)80.0%

(小)53.8%
(中)62.3%
(高)45.8%
(特)70.0%

（小）86.0%
（中）19.0%
（高）8.0%

（特）70.0%

（小）88.0%

（中）17.0%

（高）8.0%


（特）70.0%

（小）93.0%

（中）15.0%

（高）4.0%


（特）70.0%

100%
85%
60%

100%

高校 89.7% 88.4% 90.4% 90.8% 92.2% 90%

大学 97.6% 97.8% 98.0% 98.1% 98.0% 98%

目標　４：生涯にわたって運動、スポーツに親しむ環境づくり

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績（見込）

H30
実績

H30
目標値

1 - 54.8% - - - 47.2% 65.0%

種目数 38種目 46種目 39種目 48種目 51種目 45種目 50種目

人数 74人 113人 70人 63人 66人 71人 120人

目標　５：文化、伝統の継承、創造、再発見

H25
実績

H26
実績

H27
実績

H28
実績

H29
実績

H30
実績

H30
目標値

1 64人 82人 76人 59人 80人 60人

2
合計31件

<Ｈ21～25>
７件 8件 ７件 11件 合計15件

3 28,027人 33,220人 36,366人 34,598人 32,952人 50,000人

4 8,427人 9,061人 9,669人 7,975人 8,230人 20,000人

(※1)全国学力・学習状況調査では該当の質問項目がなかったためデータなし

(※2)5年に一度の調査

学校評価制度（学校関係者評価）公表率

指　　　　　　　　　　　　　　標

学校評価制度（学校関係者評価）実施率

教員の精神性疾患による休職者数の出現率

公立学校の耐震化率の向上

「鳥取型防災教育の手引き」の活用率（小学校）

不審者対応訓練（教職員対象）の実施率

7
育英奨学資金の現年
調定の返還率

県指定文化財の新規指定件数（期間中）

妻木晩田遺跡来場者数（年間）

青谷上寺地遺跡展示館来場者数（年間）

指　　　　　　　　　　　　　　標

成人のスポーツ実施率(週１回以上）(※2)

2
国民体育大会で入賞
(8位以内)する種目数
及び人数

指　　　　　　　　　　　　　　標

文化・芸術、スポーツ等の分野で、全国で活躍する児童・
生徒数（全国3位以上）（年間）

- 87 -



- -88

Ⅲ 条例、規則の制定・改廃

区分 公布・施行 題 名 概 要
番号 年 月 日
条例 公31.3.15 鳥取県教育委員会の権限及び事務 文化財の保護に関する事務を教育委員会から知
第10号 施31.4.1 処理の特例に関する条例等の一部 事部局へ移管すること等に伴い、関係する条例

教育総務課他 を改正する条例 （鳥取県教育委員会の権限及び事務処理の特例
に関する条例、鳥取県文化財保護条例、鳥取県
文化財保護審議会条例、鳥取県立むきばんだ史
跡公園の設置及び管理に関する条例）について
所要の改正を行った。
文化財関係の審議会を知事の所管にするととも
に、鳥取県民カレッジ運営委員会を廃止した。

条例 公31.4.1 鳥取県行政財産使用料条例等の一 消費税の増税に伴い、鳥取県立青少年社会教育
第38号 施31.4.1 部を改正する条例 施設の設置及び管理に関する条例の別表に規定

する使用料の改正を行った。
規則 公30.7.27 鳥取県立高等学校学則及び鳥取県 志願者の状況等からみて鳥取県の区域外からの
第6号 施30.7.27 立学校管理規則の一部を改正する 志願を認める必要がある学校及び学科について

高等学校課 規則 は、鳥取県の区域外に居住している者の鳥取県
立高等学校への志願を認めるよう所要の改正を
行った。

規則 公30.8.24 鳥取県県立高等学校の単位制によ 単位制による課程が実施される高等学校に、鳥
第8号 施31.4.1 る全日制、定時制及び通信制の課 取東高等学校の全日制課程普通学科普通科及び

高等学校課 程の運営の特例に関する規則の一 理数学科理数科並びに米子西高等学校の全日制
部を改正する規則 課程普通学科普通科を追加した。

規則 公30.4.17 県立学校の授業料等及び社会教育 高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行
第51号 施30.7.1 施設の使用料の減免に関する規則 令の一部改正に伴い、県立学校の授業料の減免

高等学校課 の一部を改正する規則 事由について所要の改正を行った。
規則 公31.3.26 鳥取県教育職員の免許状の授与等 教育職員免許法の一部改正に伴い、免許状授与
第4号 施31.4.1 に関する規則の一部を改正する規 に必要な要件等について必要な見直しを行っ

小中学校課 則 た。

Ⅳ 附属機関等の開催状況

（１）鳥取県総合教育会議［教育総務課］※主管はとっとり元気戦略課（知事部局）
年 月 日 主 な 内 容
30 6 11 第1回総合教育会議

＜意見交換＞
(1)平成29年度教育に関する大綱（第二編）の評価について
(2)英語教育の推進について
(3)県立高校の特色化・魅力化（県外募集）の取組について
(4)県立美術館の検討状況について
(5)高大接続改革への対応について
(6)文化財保護行政の知事部局への移管について

30 9 10 第2回総合教育会議
＜意見交換＞
(1)平成30年度「全国学力・学習状況調査」結果と対応策について
(2)ふるさと教育の推進について
(3)次期『鳥取県の「教育に関する大綱 』の方向性について」
(4)県立美術館整備の検討状況について

31 1 18 第3回総合教育会議
＜意見交換＞
(1)鳥取県の「教育に関する大綱」の改訂素案について
(2)子どもたちの学びの場づくり（不登校対策）について
(3)県立美術館整備の取組状況について

（２）鳥取県教育審議会［教育総務課］
主 な 内 容年 月 日

30 11 1 第20回鳥取県教育審議会

31 2 4 第21回鳥取県教育審議会

①鳥取県教育審議会 学校等教育分科会［高等学校課］
年 月 日 主 な 内 容

平成30年度の開催なし

②鳥取県教育審議会 学校運営分科会［小中学校課］
年 月 日 主 な 内 容

平成30年度の開催なし
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③鳥取県教育審議会 生涯学習分科会兼社会教育委員会議［社会教育課］
年 月 日 主 な 内 容
30 12 11 1 会長、副会長の選任

2 研修
社会教育委員の手引き［基礎編］について

3 報告
地域学校協働活動と学校運営協議会の一体的な取組について

4 議題
平成31年度社会教育関係団体への補助金について

5 意見交換
体験活動の推進について

31 1 25 1 議題
平成31年度地域ぐるみで「体験の風をおこそう」運動推進事業計画案について

2 意見交換
地域学校協働活動について

3 報告
社会教育委員の手引［実践編］の素案について

④鳥取県教育審議会 夜間中学等調査研究部会［小中学校課］
年 月 日 主 な 内 容
30 6 18 ・夜間中学等調査研究部会の役割と夜間中学の概要について

・夜間中学等の現状について
・夜間中学等に関するニーズ調査の方向性について
・今後のスケジュールについて

31 1 7 ・先進地視察の概要について
・ 学びの機会確保に向けたシンポジウム」の開催結果について「
・ニーズ調査（アンケート付はがき、県政参画電子アンケート）の集計結果について
・鳥取県における夜間中学等の設置に向けた課題と対応案について
・夜間中学を設置するとした場合に想定されるメリットとデメリットについて

31 3 18 ・ 平成３０年度夜間中学等調査研究部会～中間報告書～（案 」について「 ）
・夜間中学を「設置する」とした場合に想定されるメリットとデメリットについて
・夜間中学を「設置しない」とした場合に想定される対象者別の対応策について

（３） ［教育センター］鳥取県教職員育成協議会
年 月 日 主 な 内 容
30 10 30 第１回鳥取県教職員育成協議会

＜説明及び協議＞
(1)「鳥取県教職員育成協議会」設置について
(2)「指標」を踏まえた教職員の「研修体系」について
(3)教育公務員特例法上に位置付けられた教員のうち、平成２９年度に定められていない職の「指
標」の原案について
(4)昨年度策定の指標について

30 12 18 第２回鳥取県教職員育成協議会
＜説明及び協議＞
(1)今年度策定する「指標」の原案について
(2)「指標」を踏まえた平成３１年度の教職員研修計画について

31 1 31 第３回鳥取県教職員育成協議会
＜説明及び協議＞
(1)今年度策定する「指標」の最終原案について
(2)「指標」を踏まえた平成３１年度の教職員研修計画について
(3)平成３０年度の研修実施状況について

（４）鳥取県教科用図書選定審議会［小中学校課］
年 月 日 主 な 内 容
30 4 26 ・平成３１年度に使用する中学校教科用図書（ 特別の教科 道徳 ）の採択基準について「 」

・平成３１年度に使用する小学校教科用図書（ 特別の教科 道徳」を除く）及び特別支援学校及「
び特別支援学級における教科用図書の採択基準について
・市町村教育委員会及び義務教育諸学校(公立の義務教育諸学校を除く)の校長が採択する場合に
県教育委員会が行うべき役割について
・県が設置する義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択について

30 6 5 ・平成３１年度に使用する小学校教科用図書（ 特別の教科 道徳」を除く）及び特別支援学校及「
び特別支援学級における教科用図書の選定に必要な資料について

30 6 12 ・平成３１年度に使用する中学校教科用図書（ 特別の教科 道徳 ）の選定に必要な資料につい「 」
て
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（５）①鳥取県特別支援教育推進委員会 就学支援分科会［特別支援教育課］
年 月 日 主 な 内 容
30 10 25 障がいのある幼児児童生徒の障がいの種類及び程度の判別並びに就学先決定及び転学等の検討に

関する事項についての調査審議
(説明)・鳥取県の教育支援の在り方について
(審査)・特別支援学校長からの申請に基づいた教育の場の変更が必要な者
(報告)・区域外就学者

・市町村教育委員会で特別支援学校への措置が決定した認定特別支援学校就学者
30 12 20 障がいのある幼児児童生徒の障がいの種類及び程度の判別並びに就学先決定及び転学等の検討に

関する事項についての調査審議
中学校から特別支援学校高等部へ進学する場合、重複認定が必要な者(審査)・

・特別支援学校長からの申請に基づいた教育の場の変更が必要な者
(報告)・経過観察が必要な者

・市町村教育委員会で特別支援学校への措置が決定した認定特別支援学校就学者
・区域外就学者

31 1 17 障がいのある幼児児童生徒の障がいの種類及び程度の判別並びに就学先決定及び転学等の検討に
関する事項についての調査審議
(審査)・特別支援学校長からの申請に基づいた教育の場の変更が必要な者

・県教育委員会が審議が必要だと判断した者
(報告)・経過観察の報告が必要な者

・市町村教育委員会で特別支援学校への措置が決定した認定特別支援学校就学者
・区域外就学者

育課］②鳥取県特別支援教育推進委員会 公立学校医療的ケア体制整備分科会［特別支援教
年 月 日 主 な 内 容
31 3 12 （説明）

(1)医療的ケアと本県の現状について
(2)医療的ケアに関する国の動向について
（協議）
(1)鳥取県版医療的ケアガイドラインについて
(2)小中学校で医療的ケアを推進するための指導医について
(3)早期からの医療的ケア児に係る連携体制について

③ 特別支援学校通学支援検討分科会 倉吉養護学校部会鳥取県特別支援教育推進委員会
［特別支援教育課］

年 月 日 主 な 内 容
30 6 15 ・平成30年度自力通学進捗状況

・通学支援員対象生徒の検討
・通学バス対象外生徒の状況報告

31 2 20 ・平成31年度通学バス乗車希望状況報告と決定
・市町村による通学支援の報告
・自立支援員対象生徒の検討

④ 特別支援学校通学支援検討分科会 米子養護学校部会鳥取県特別支援教育推進委員会
［特別支援教育課］

年 月 日 主 な 内 容
30 6 27 ・平成30年度の通学状況報告
31 3 14 ・平成31年度の通学についての検討

・平成31年度通学バス路線等決定
・通学支援が必要な児童生徒の事例検討

鳥取県特別支援教育推進委員会 特別支援学校技能検定運営分科会 実施検討部会⑤
［特別支援教育課］

年 月 日 主 な 内 容
30 9 20 （説明）

(1)特別支援学校技能検定運営分科会について
(2)平成３０年度鳥取県特別支援学校技能検定開催要項について
(3)平成３０年度鳥取県特別支援学校技能検定参加者について
（協議）
(1)当日の運営について
(2)企業へのＰＲについて
(3)報道への情報提供について

鳥取県特別支援教育推進委員会 特別支援学校技能検定運営分科会 審査部会⑥
［特別支援教育課］

年 月 日 主 な 内 容
30 9 27 第1回鳥取県特別支援学校技能検定運営委員会 審査部会 喫茶サービス部門

（報告及び議事）
（1）特別支援学校技能検定の日程について
（2）審査員の役割分担及び採点用紙について
（3）喫茶室の設定及び必要物品について
（4）1，2級の課題設定について

30 10 4 鳥取県特別支援学校技能検定当日 運営委員会 審査部会 清掃部門
（検定審査）

30 10 5 鳥取県特別支援学校技能検定当日 運営委員会 審査部会 喫茶サービス部門
（検定審査）

30 11 15 第2回鳥取県特別支援学校技能検定運営委員会 審査部会 清掃部門
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（報告）
・平成３０年度鳥取県特別支援学校技能検定の実施結果について
（協議）
(1)審査方法、内容等について
(2)床及び机上清掃の審査基準見直しについて
(3)次年度の引継ぎ事項について

30 11 19 第3回鳥取県特別支援学校技能検定運営委員会 審査部会 喫茶サービス部門
（報告）
・平成３０年度鳥取県特別支援学校技能検定の実施結果について
（協議）
(1)審査方法、内容等について
(2)企業周知内容について

（６）鳥取県英語教育推進会議［高等学校課］
年 月 日 主 な 内 容

30 5 24 1 報告・説明

(1)平成30年度鳥取県英語教育推進会議について

(2)平成29年度鳥取県英語教育推進会議について

(3)平成29年度英語教育推進の取組の成果と課題について

(4)平成30年度英語教育推進プランについて

2 協議

(1)平成30年度の鳥取県における英語教育の推進について

(2)指導実践事例集の作成における小中高のポイントについて

(3)外部有識者による指導・助言

30 10 11 1 報告・説明

(1)第１回英語教育推進会議議事録について

(2)平成30年度鳥取県英語教育推進フォーラムについて

2 協議

(1)指導実践事例集作成のためのグループ別協議

(2)グループ別協議内容の共有

(3)授業参観（※）の視点の絞り込み

※第２回推進会議は英語教育研修協力校での授業公開前に開催されたため

(4)外部有識者による指導・助言

30 11 6 平成30年度鳥取県英語教育推進フォーラム

1 研究・実践発表

(1)小学校の部（境港市立外江小学校）

(2)中学校の部（湯梨浜町立東郷中学校）

(3)高等学校の部（倉吉西高等学校）

2 講演・ワークショップ（東京家政大学人文学部 太田教授）

30 12 7 1 報告・説明

(1)大学入試共通テスト（試行調査問題）及び全国学力・学習状況調査（予備調査問題）の分析に
ついて
2 協議
(1)指導実践事例集作成のためのグループ別協議
(2)グループ別協議内容の共有
(3)指導実践事例集編集に向けてのグループ別再検討
(4)外部有識者による指導助言

（７）鳥取県グローバルリーダー育成事業運営指導委員会［高等学校課］
年 月 日 主 な 内 容
30 7 12 1 報告・説明

(1)鳥取県グローバルリーダー育成事業の趣旨等について

(2)平成27年度SGH指定校としての成果と課題について

2 協議

(1)協同的・探究的な学びの実現と今後の見通し

(2)成果普及のための具体的な方策について

(3)指定期間後半に向けた提言等

30 11 9 1 報告・説明

(1)SGH指定校の平成30年度の取組について
2 協議
(1)平成27年度SGH指定校の平成30年度の取組強化ポイントについて
(2)平成31年度（指定最終年度）に向けての取組及び改善について
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（８）鳥取県スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員会［高等学校課］
年 月 日 主 な 内 容
30 7 5 1 ＳＳＨ事業の概要について

2 ＳＳＨ指定としての取組について

3 意見交換・指導助言

31 2 7 1 研究成果発表会
・課題探究口頭発表及びポスター発表
・講演会
・指導講評

2 意見交換・指導助言

（９）鳥取県立図書館協議会［図書館］
年 月 日 主 な 内 容
30 6 25 1 平成29年度事業実施状況について

2 平成30年度事業実施計画について

3 総合的なデジタル化計画の検討状況

31 2 19 1 平成30年度事業実施状況について

2 平成31年度事業実施計画について

3 鳥取県立図書館の目指す図書館像（第２次改訂版）に基づく図書館の評価

（10）鳥取県育英奨学生選考委員会［人権教育課］
年 月 日 主 な 内 容

30 11 22 鳥取県育英奨学生（大学等予約申請分）の選考について

（11）鳥取県文化財保護審議会［文化財課］
年 月 日 主 な 内 容
30 5 15 １ 議案

(1) 審議会の運営について
会長及び副会長の選出
部会所属委員の指名
部会長および副部会長の選出

２ 報告事項
(1) 県内文化財建造物の新規国登録について
(2) 文化財保護法改正に係る対応について
(3) 文化財課の取り組みについて

30 8 23 １ 議案
(1) 保護文化財（考古資料）の指定について

保護文化財「倭文６号墳出土遺物 （鳥取市）」
(2) 保護文化財（古文書）の指定について

保護文化財（古文書 「小鴨元清家臣連署起請文木札 （倉吉市）） 」
(3) 保護文化財（絵画）の指定について

保護文化財（絵画 「旧興国寺書院障壁画 （鳥取市）） 」
(4) 保護文化財（建造物）の指定について

保護文化財（建造物 「近藤家住宅 （日野町）） 」
(5) 名勝（庭園）の指定について

名勝（庭園 「河本氏庭園 （琴浦町）） 」
２ 報告事項
(1) 県内文化財建造物の新規国登録について
(2) 部会、現地調査の活動状況について
(3) 文化財保護法改正に係る対応について
(4) 平成３０年７月豪雨による指定文化財等の被害状況とその対応について
(5) 文化財課の取組みについて
(6) 国史跡青谷上寺地遺跡整備計画の検討状況について

31 2 5 １ 議案
(1) 保護文化財（古文書）の指定について

保護文化財（古文書 「宮本家文書 （鳥取市）） 」
(2) 保護文化財（絵画）の指定について

保護文化財（絵画 「絹本着色 五大明王像 （鳥取市）） 」
(3) 保護文化財（絵画）の指定について

保護文化財（絵画 「絹本着色 愛染明王像 （鳥取市）） 」
(4) 保護文化財（絵画）の指定について

保護文化財（絵画 「絹本着色 三宝荒神像 （鳥取市）） 」
(5) 保護文化財（彫刻）の指定について

保護文化財（彫刻 「木造不動明王坐像 （大山町）） 」
(6) 無形文化財（工芸技術）の指定及び保持者認定について

無形文化財（工芸技術 「染織」保持者「山下 健 （鳥取市）） 」
(7) 無形文化財（工芸技術）の指定及び保持者認定について
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無形文化財（工芸技術 「紙布」保持者「山下 健 （鳥取市）） 」
(8) 有形民俗文化財の指定について

有形民俗文化財「智頭の林業関係資料 （智頭町）」
２ 審議会の運営について
(1) 鳥取県保存活用大綱検討特別部会設置

３ 報告事項
(1) 県内文化財の新規指定等について
(2) 部会、現地調査の活動状況について
(3) 文化財課の取組みについて
(4) 青谷上寺地遺跡出土人骨ＤＮＡ分析中間成果報告について

（12）とっとり弥生の王国調査整備活用委員会［文化財課］
年 月 日 主 な 内 容
30 7 12 第４回調査研究部会（妻木晩田遺跡担当）

1 議事
第34次重点調査（松尾頭10区）の調査方針について

7 14 第５回整備活用部会
1 議事
史跡青谷上寺地遺跡整備活用基本計画の詳細化について

10 11 第２回とっとり弥生の王国調査整備活用委員会
12 〔会議（10 11 〕/ ）
1 議 事
（1）部会及び担当の座長、副座長の選出
（2）委員長の選出
〔現地視察（10 12 〕/ ）
・史跡妻木晩田遺跡整備状況及び第34次発掘調査状況視察
・史跡青谷上寺地遺跡整備予定地及び第18次発掘調査状況視察

10 11 第６回整備活用部会
1 議事
史跡青谷上寺地遺跡の整備におけるエントランスについて

31 2 15 第４回調査研究部会（青谷上寺地遺跡担当）
１ 議事
（1）平成30年度の発掘調査（第18次発掘調査）について
（2）平成31年度の発掘調査計画について

3 5 第５回調査研究部会（妻木晩田遺跡担当）
1 議事
（1）平成30年度の発掘調査成果（松尾頭10区・第34次調査）について
（2）平成31年度の発掘調査計画（案）について

18 第７回整備活用部会
1 議事
（1）史跡青谷上寺地遺跡整備活用基本計画の詳細化について
（2）史跡妻木晩田遺跡仙谷地区墳丘墓群の整備について

（13）鳥取県立博物館協議会［博物館］
年 月 日 主 な 内 容
30 5 11 1 議事

(1)議長選出
(2)各部会長の選出
2 報告事項
(1)平成29年度博物館事業の実施状況について
(2)平成30年度博物館事業について
(3)鳥取県立博物館改修基本構想について
(4)鳥取県立美術館整備の検討状況について

30 12 11 1 報告事項
(1)平成29年度決算について
(2)平成30年度博物館事業の実施状況について
(3)平成31年度博物館事業の予算要求について
(4)鳥取県立博物館改修基本構想（中間まとめ）について
(5)鳥取県立美術館整備の検討状況について

31 3 14 1 報告事項
(1)平成30年度（下半期）博物館事業の実施状況について
(2)平成31年度博物館事業の予算について
(3)鳥取県立美術館整備の検討状況について
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（14）鳥取県学校の安全教育推進委員会［体育保健課］
年 月 日 主 な 内 容
30 9 6 1 報告及び説明

(1)平成29年度「防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業」について
2 協議
(1)平成30年度「学校安全総合支援事業」の円滑な実施に向けて
(2)本県の学校における安全教育について

31 2 12 1 報告
(1)平成30年度「学校安全総合支援事業」について
(2)「学校の防災教育への専門家派遣事業」について

2 協議
(1)平成30年度「学校安全総合支援事業 「学校の防災教育への専門家派遣事業」の」、
成果と課題について

(2)平成31年度の安全教育・防災教育の推進について
3 その他
(1)平成31年度学校安全対策事業について

（15）鳥取県子どもの体力向上支援委員会［体育保健課］
年 月 日 主 な 内 容
30 10 25 1 説明

(1)鳥取県子どもの体力向上支援委員会運営要綱について
(2)鳥取県内児童生徒の体力・運動能力の状況について
(3)鳥取県の体力・運動能力向上に係る取組について

2 協議
(1)子どもの体力・運動能力の課題分析と課題解決方法について
(2)子どもの体力向上に係る具体的な取組について

30 12 20 1 説明
(1)平成30年度鳥取県体力・運動能力調査結果について
(2)平成30年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について

2 協議
(1)子どもの体力・運動能力の課題分析と課題解決方法について

31 2 20 1 説明
(1)本年度の具体的な取組について
(2)来年度の取組について

2 協議
(1)子どもの体力・運動能力向上に係る具体的な取組（提言）について

（16）鳥取県武道指導推進委員会［体育保健課］
年 月 日 主 な 内 容
30 9 18 1 報告

(1)スポーツ庁委託事業の概要説明
(2)県実施要項についての確認

2 協議
(1)各連盟との連携について
(2)授業協力者との連携について
(3)事業実践の課題と研究の方向について
(4)その他

31 2 8 1 協議
(1)実施校より事業実施結果報告
(2)平成30年度の成果と課題について
(3)平成30年度事業の周知方法等について

2 その他
(1)平成31年度事業実施について

（17）鳥取県がん教育推進協議会［体育保健課］
年 月 日 主 な 内 容
30 7 5 1 報告及び説明

(1)平成29年度・平成30年度のがん教育推進事業について
(2)出張がん予防教室の取組について

2 協議
(1)がん教育の充実に向けて

31 1 17 1 報告及び説明
(1)平成30年度「がん教育」の取組について
(2)平成30年度「出張がん予防教室」の取組について
(3)平成31年度「がん教育」の実施予定内容について

2 協議
(1)がん教育指導参考資料の掲載内容について

（18）鳥取県高校生冬山登山計画審査会［体育保健課］
年 月 日 主 な 内 容
30 12 19 登山に係る計画書の審査

(1)鳥取県高等学校体育連盟登山専門部「平成30年度錬成登山大会」
(2)鳥取工業高校、鳥取湖陵高校 合同「氷ノ山トレッキング」
(3)米子工業高校 部活動
(4)境港総合技術高校 部活動



Ⅴ　参考資料

（１）教育行政記録

年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 3 27 ・ 青谷横木遺跡「女子群像」板絵等の展示（～5/6） 文化財課

30 4 1 ・ エキスパート教員認定制度10年次（新規認定者を含め112名）を認定
小中学校課

特別支援教育課
高等学校課

6 ・ エキスパート教員認定制度9年次（新規認定者を含め105名）を認定
小中学校課

特別支援教育課
高等学校課

9 ・ 第1回全県ＬＤ等専門員連絡会 特別支援教育課

10 ・ 第1回高校生マナーアップさわやか運動（～4/13 約4,000人参加） 高等学校課

12 ・ 第1回県・市町村（学校組合）教育行政連絡協議会 教育総務課

12 ・ 第1回スクールカウンセラー連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

13 ・ 小中学校人権教育主任研究協議会（～６月） 人権教育課

13 ・ 第1回「学校生活適応支援員」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

14 ・
とっとりのお宝おひろめ～鳥取県指定文化財新規指定記念展～
（5月20日まで、鳥取市歴史博物館）

文化財課

15 ・ 弥生の森講座「春の自然と弥生のくらし学習会」 文化財課

16 ・ 人権教育研究推進事業連絡協議会（鳥取市） ・ 人権教育課

17 ・ 全国学力・学習状況調査の実施 小中学校課

18 ・ 市町村人権教育・啓発行政担当者会 人権教育課

20 ・ 第1回「ＳＮＳによるいじめ通報システム活用事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

20 ・ 高等学校・特別支援学校人権教育主任研究協議会 人権教育課

22 ・
平成30年度国際交流ライブラリー講演会　第1回「絵本の多読から
ペーパーバックへ！会話へ！」開催

図書館

22 ・ 船上山さくら祭り 社会教育課

23 ・ 就職支援相談員及び就労・定着支援員研修会 高等学校課

26 ・ 第１回鳥取県教科用図書選定審議会
小中学校課

特別支援教育課

26 ・ 第1回「安心・安全な学級づくりプロジェクト事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

26 ・ 第1回県立高等学校入試改善研究専門委員会 高等学校課

26 ・ 人権教育研究推進事業連絡協議会（倉吉市） 人権教育課

27 ・ 鳥取県体力・運動能力調査の実施（～7月）　報告期限8月20日 体育保健課

27 ・ 人権教育研究推進事業連絡協議会（米子市） 人権教育課

28 ・ GWは、むきばんだ日和！（4/28～30、5/3～5） 文化財課

28 ・ 鳥取県指定文化財新規指定記念展講演会１ 文化財課

28 ・ 第１回韓国江原道児童生徒交流事業に係る事前説明会
小中学校課
高等学校課

29 ・ 春の体験満開フェスティバル（大山青年の家） 社会教育課

30 ・ 鳥取県指定文化財新規指定記念展講演会２ 文化財課
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 5 1 ・
県立図書館　展示「鳥取市出身の憲法学者　佐々木惣一　生誕140
年」開催（～5月30日まで）

図書館

7 ・
発達障害の可能性のある児童生徒に対する教科指導法研究事業に係
る運営協議会

特別支援教育課

8 ・ 人権教育研究推進事業連絡協議会（南部町） 人権教育課

9 ・ 第2回県立高等学校入試改善研究専門委員会 高等学校課

12 ・
むきばんだジュニアファンクラブ（第1回：結団式、遺跡見学、田植
え、畠植え）

文化財課

12 ・ エンジョイカヌー①（大山青年の家） 社会教育課

13 ・ ケータイ・インターネット教育推進員研修会（全体）（委託） 社会教育課

13 ・ エンジョイカヌー②（大山青年の家） 社会教育課

13 ・ 鳥取県指定文化財新規指定記念展講演会３ 文化財課

15 ・ 平成30年度第１回鳥取県文化財保護審議会 文化財課

15 ・ 進路指導研究協議会（就職指導の部） 高等学校課

16 ・ 第1回コンプライアンス推進員研修会 教育総務課

18 ・ 経済4団体への新規高等学校卒業者求人要請訪問 高等学校課

19 ・ スキルアップセミナー①（～5/20） 社会教育課

21 ・ 特別支援教育担当者研修会 特別支援教育課

21 ・ 就学支援及び就学手続き等に係る連絡協議会 特別支援教育課

23 ・ 鳥取大学と鳥取県教育委員会との意見交換会（第15回） 教育総務課

23 ・ 第１回鳥取県人権教育アドバイザー会議 人権教育課

24 ・ 第１回鳥取県英語教育推進会議 高等学校課

25 ・ 教務主任連絡協議会 高等学校課

26 ・ 大山ファミリー登山（大山青年の家） 社会教育課

26 ・ 第２回韓国江原道児童生徒交流事業に係る事前説明会
小中学校課
高等学校課

26 ・ とっとり弥生の王国　青谷かみじち土曜講座（第１回） 文化財課

27 ・
むきばんだ女子考古部（第1回：オリエンテーション、考古学入門
１）

文化財課

29 ・ 第１回エキスパート教員連絡協議会
小中学校課

特別支援教育課
高等学校課

30 6 1 ・ 八頭高等学校考現学講座１ 文化財課

1 ・
県内の公共図書館でルーラル電子図書館（農山漁村文化協会データ
ベース）の共同利用開始

図書館

2 ・ 鳥取県高等学校総合体育大会（～6月4日） 体育保健課

2 ・ スキルアップセミナー②（～6/3） 社会教育課

2 ・
企画展「伯耆国「大山開山１３００年祭」 大いなる神仏の山 大山
－ その歴史と民俗－」（～7/1）

博物館

4 ・ 第2回「学校生活適応支援員」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

4 ・ 第1回同和問題等雇用連絡協議会 高等学校課

5 ・ 第２回鳥取県教科用図書選定審議会
小中学校課

特別支援教育課

6 ・ 韓国春川博物館訪問団との交流協議（～6/8） 博物館

6 ・
人権教育プログラム（社会教育編）ファシリテータースキルアップ
研修会

人権教育課
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 6 7 ・ 第１回指導主事等研究協議会 小中学校課

8 ・ 水泳指導研修会（西部）（東山水泳場） 体育保健課

8 ・ 高等学校使用教科書採択事務取扱説明会 高等学校課

8 ・ 教科書展示会（～7/5）県内5ヶ所 高等学校課

8 ・ 青谷上寺地遺跡古代米田植体験（青谷小学校５年生） 文化財課

8 ・ 八頭高等学校考現学講座２ 文化財課

9 ・
とっとり子どもサミット
～電子メディアとのより良い付き合い方編～（東部）（委託）

社会教育課

9 ・
在学青年交歓の集い（高校生育成事業）（～6/10）（大山青年の
家）

社会教育課

9 ・ 青谷上寺地遺跡古代米田植体験（一般対象） 文化財課

9 ・ むきばんだジュニアファンクラブ（第2回：弥生土器づくり） 文化財課

11 ・ 平成30年度第1回総合教育会議
教育総務課

(とっとり元気戦略課)

11 ・ 第１回むきばんだ史跡公園指定管理候補者審査委員会 文化財課

11 ・ 第１回カリキュラム・マネジメントの推進に係る研修会 小中学校課

11 ・ 生徒指導に関する研修会 高等学校課

12 ・ 水泳指導研修会（中部）（倉吉東高等学校プール） 体育保健課

12 ・ 第３回鳥取県教科用図書選定審議会
小中学校課

特別支援教育課

14 ・ 水泳指導研修会（東部）（鳥取市河原市民プール） 体育保健課

14 ・ 第1回「人間力・組織力による不登校改善事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

14 ・ 第1回「学校における組織的な支援体制づくり」講演会
いじめ・不登校総合対策

センター

14 ・ 平成３０年度第１回ＡＬ×ＩＣＴ推進リーダー研修 高等学校課

16 ・ とっとり県民カレッジ講座（シリーズ講座①講演会　中部） 社会教育課

16 ・ はじめての冒険（低学年）①（～6/17）（大山青年の家） 社会教育課

17 ・ 県立図書館「読みメンのおはなし会」開催 図書館

18 ・ 第１回夜間中学等調査研究部会 小中学校課

18 ・ 学校体育講習会「体つくり運動（中・高」（倉吉体育文化会館） 体育保健課

19 ・ 鳥取県学校における防災教育研修会（ハワイアロハホール） 体育保健課

19 ・ 韓国江原道児童生徒交流事業(小・中・高校生等25名派遣)(～6/22）
小中学校課
高等学校課

21 ・ 第1回スクールソーシャルワーカー連絡会議 高等学校課

22 ・ 安全衛生管理者研修会 教育総務課

22 ・ 新任生涯学習・社会教育担当者研修会 社会教育課

23 ・ 古代米グルメ・スイーツ講座 文化財課

23 ・ むきばんだ女子考古部（第2回：弥生土器づくり） 文化財課

23 ・
とっとり子どもサミット
～電子メディアとのより良い付き合い方編～（中部）（委託）

社会教育課

23 ・ とっとり県民カレッジ講座（特別講座　鳥取大学講座） 社会教育課

24 ・ とっとり県民カレッジ講座（シリーズ講座②講演会　西部） 社会教育課

24 ・ 弥生のものづくり講座入門編「弥生土器づくり」 文化財課

25 ・ 平成30年度第1回鳥取県立図書館協議会の開催 図書館
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 6 25 ・ 第1回相談窓口関係機関連絡会議
いじめ・不登校総合対策

センター

25 ・ 進路指導研究協議会（進学指導の部） 高等学校課

26 ・ 埋蔵文化財担当職員基礎研修 文化財課

28 ・ 学校体育講習会「球技（ネット型）」（倉吉市営体育センター） 体育保健課

29 ・ 学校体育講習会「保健」（県教育センター） 体育保健課

29 ・ 小学校段階におけるプログラミング教育に係る研修会 小中学校課

29 ・ とっとり県民カレッジ講座（特別講座　鳥取短期大学講座） 社会教育課

29 ・ ちっちゃい探検隊①（スキルアップセミナー③）（～7/１） 社会教育課

30 ・
とっとり弥生の王国むきばんだ遺跡土曜講座
「会下・郡家遺跡、青谷横木遺跡からみた弥生集落」

文化財課

30 ・
土曜自主セミナー（小学校外国語・外国語活動入門～今日から始め
る外国語・外国語活動～）

教育センター

30 ・ はじめての冒険（低学年）②（～7/1）（大山青年の家） 社会教育課

30 7 1 ・ 第1回スポーツ指導者研修会（倉吉体育文化会館） 体育保健課

1 ・
とっとり子どもサミット
～電子メディアとのより良い付き合い方編～（西部）（委託）

社会教育課

1 ・ 県立図書館　「オレンジネットワークとっとりリレー講演会　第1回」開催 図書館

1 ・
県立図書館　「わくわくドキドキ！夏休み図書館まつり」開催（～8
月30日まで）

図書館

2 ・ 授業力向上事業第１回実践検討会 特別支援教育課

3 ・ 学校給食用食材県産品利用（地産地消）推進会議（中部総合事務所） 体育保健課

3 ・ 学校体育講習会「陸上運動系」（倉吉市営体育センター） 体育保健課

5 ・ 学校体育講習会「体つくり運動系（小）」（北条体育館） 体育保健課

5 ・ スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員会（第1回） 高等学校課

7 ・
弥生のものづくり講座プロフェッショナル編「器台づくり」（～
7/8）

文化財課

11 ・ だいせんキャンプ（不登校対策事業）①（大山青年の家） 社会教育課

12 ・ 鳥取県がん教育啓発研修会（ハワイアロハホール） 体育保健課

12 ・ 鳥取県グローバルリーダー育成事業（SGH)第１回運営指導委員会 高等学校課

14 ・ 企画展「とっとりの化石EXPO!2018」（～8/26） 博物館

14 ・ 連続講座　鳥取県の考古学（第１回） 文化財課

15 ・
むきばんだ女子考古部（第3回：フィールドワーク、土器・土笛づく
り）

文化財課

15 ・ とっとり夢プロジェクト選考会 高等学校課

16 ・ 鳥取県日本遺産シンポジウム（大阪会場） 文化財課

17 ・ 第1回大山青年の家運営委員会 社会教育課

17 ・ 第1回いじめ・不登校対策本部会議
いじめ・不登校総合対策

センター

17 ・ 第１回鳥取県幼児教育振興プログラムの改訂に係る検討委員会 小中学校課

17 ・ 平成３０年度第１回基礎学力向上ワーキンググループ会議 高等学校課

20 ・ 平成３０年度第１回学力向上ワーキンググループ会議 高等学校課

21 ・ 鳥取県中学校総合体育大会（～7月22日） 体育保健課

21 ・ 真夏の夜の集い（～7/22） 社会教育課

21 ・
むきばんだジュニアファンクラブ（第3回：ガラス勾玉づくり、発掘
調査現場見学）

文化財課
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 7 21 ・
美術部門テーマ展示「動／静（内田あぐり＋鳥取県立博物館コレク
ション）」（～8/26）

博物館

21 ・ とっとり弥生の王国　青谷かみじち土曜講座（第２回） 文化財課

22 ・
とっとり県民カレッジ講座（シリーズ講座①フィールドワーク・グ
ループワーク）

社会教育課

23 ・ 第24回　鳥取県図書館大会開催 図書館

23 ・ 鳥取県特別支援学校ＰＴＡ連合会の要望を聞く会 特別支援教育課

24 ・ 第1回スクールカウンセラー研修会　東部会場
いじめ・不登校総合対策

センター

24 ・ 鳥取県文化財庭園技術者講習会（基礎コース第１回） 文化財課

25 ・ むきばんだ古代と自然探検隊 文化財課

26 ・ 熱中症事故防止に係る緊急対策会議（県庁） 体育保健課

26 ・ むきばんだ星取ウィーク（～7/31） 文化財課

27 ・ 平成30年度第２回鳥取県文化財保護行政担当者会議 文化財課

27 ・ 来て！見て!!さわって!!!とっとり考古学講座（東部展）（～7/29） 文化財課

28 ・ 読書アドバイザー研修会 社会教育課

28 ・
県立図書館　特別資料展「日本ジオパーク認定10年「魅力発見！山
陰海岸ジオパーク―日本海の形成とめぐみ―」」開催（～8月30日ま
で）

図書館

28 ・ 弥生の森講座「夏の自然と弥生のくらし学習会」 文化財課

29 ・ 星空観察会inむきばんだ 文化財課

30 ・ 大山わくわく探検隊（～8/3）（大山青年の家） 社会教育課

30 ・ hyper-QU研修会　hyper-QUを活用した学級づくり 高等学校課

31 ・ 市町村（学校組合）教育委員会委員研修会 教育総務課

31 ・ 平成３０年度第１回２１世紀型学力検討委員会 高等学校課

31 第2回「人間力・組織力による不登校改善事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

31 ・

30 8 1 ・

1 ・ 第1回スクールソーシャルワーカー研修
いじめ・不登校総合対策

センター

1 ・ 県立図書館「ジュニア司書養成講座」開催（8月1，2，3日） 図書館

1 多層指導モデルＭＩＭ活用促進研修会（実践教材編） 特別支援教育課

1 ・
とっとり県民カレッジ講座（シリーズ講座②フィールドワーク・グ
ループワーク）

社会教育課

2 ・ 教員のための博物館の日 博物館

2 ・ 県高等学校教育課程研究協議会（～8/6） 高等学校課

3 ・ 感染症対応研修会（中部総合事務所） 体育保健課

4 ・ 鳥取県埋蔵文化財センター古代まつり 文化財課

4 ・
県立図書館　郷土文化講演会「ユネスコ世界ジオパークが目指すも
の～山陰海岸ジオパークの現状と課題～」開催

図書館

6 ・ 夏休み企画「女子群像」板絵特別展示（～8/24） 文化財課

6 ・ 教育課程研究集会 小中学校課

6～
8

・ 教育支援センター「ハートフルスペース」夏の説明・相談会
いじめ・不登校総合対策

センター

7 ・ 教育課程研究集会 小中学校課

第2回「学校における組織的な支援体制づくり」講演会
いじめ・不登校総合対策

センター
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 8 8 ・ キッズアドベンチャー（～8/12） 社会教育課

9 ・ 学校給食衛生管理講習会（ハワイアロハホール） 体育保健課

10 ・
県立図書館　「平成30年7月豪雨　被災地応援観光パンフレット配布
事業」実施（～10月30日）

図書館

10 ・ 第1回スクールソーシャルワーカー連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

10 ・ 第1回スクールカウンセラー研修会　中部会場
いじめ・不登校総合対策

センター

11 ・ 満天の星を見よう会① 社会教育課

11 ・ 夏休み自由研究をつくろう！（～8/12,8/18～19） 文化財課

11 ・ 第1回スクールソーシャルワーカー育成研修
いじめ・不登校総合対策

センター

16 ・ 第２回むきばんだ史跡公園指定管理候補者審査委員会 文化財課

17 ・ 夏休み企画「考古学で遊ぼう！学ぼう!!」 文化財課

17 ・ とっとり県民カレッジ講座（特別講座　鳥取看護大学講座） 社会教育課

17 ・ ケータイ・インターネット教育推進員研修会（西部）（委託） 社会教育課

17 ・ なりきり弥生人生活（～8/19） 文化財課

17 ・ 高等学校人権教育推進教員研究協議会 人権教育課

18 ・ 連続講座　鳥取県の考古学（第２回） 文化財課

20 ・ ハラスメント対策担当者研修会 教育総務課

20 ・
「安心・安全な学級づくりプロジェクト事業」プログラム及びフォ
ローアップの実施に係る小中合同指導者養成研修

いじめ・不登校総合対策
センター

22 ・ 科学の甲子園ジュニア県大会 小中学校課

23 ・ 平成30年度第２回鳥取県文化財保護審議会 文化財課

25 ・ 大山ファミリーキャンプ（～8/26)（大山青年の家） 社会教育課

25 ・
むきばんだジュニアファンクラブ（第4回：石包丁づくり、古代米と
雑穀の収穫）

文化財課

25 ・
とっとり弥生の王国むきばんだ遺跡土曜講座
「湖山池南岸の弥生集落について」

文化財課

27 ・ 全県社会教育関係者研修会 社会教育課

28 ・ 第1回島根大学教育学部・鳥取県教育委員会連携協力推進会議 教育総務課

28 ・ 鳥取県人権教育アドバイザー及び市町村人権教育担当者研修会 人権教育課

30 ・
ケータイ・インターネット教育推進員研修会（東部・中部）（委
託）

社会教育課

30 9 1 ・ とっとり県民カレッジ講座（特別講座　公立鳥取環境大学講座） 社会教育課

1 ・ ファミリーキャンプ（～9/12） 社会教育課

1 ・ 県立図書館　資料展示「鳥取地震から75年」開催（～9月29日） 図書館

1 ・
平成３０年度「図書館で知る県民の日キャンペーン「鳥取県高校生
クイズ」」の実施（9月～11月）

図書館

1 ・ ものづくり講座プロフェッショナル編「土器の野焼き」（～9/2） 文化財課

2 ・ 第2回スポーツ指導者研修会（夢みなとタワー） 体育保健課

2 ・ あおいちpresents「青谷上寺地遺跡まつり」 文化財課

2 ・ 古代山陰道ウォーク 文化財課

6 ・ 人権教育プログラム（社会教育編）ファシリテータースキルアップ研修会 人権教育課

9 ・ むきばんだ女子考古部（第4回：石包丁づくり） 文化財課

9 ・ 県立図書館　「オレンジネットワークとっとりリレー講演会　第2回」開催 図書館
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 9 10 ・ 平成30年度第2回総合教育会議
教育総務課

(とっとり元気戦略課)

10 ・ 鳥取県特別支援学校ＰＴＡ連合会の要望への回答の会 特別支援教育課

11 ・ 第2回高校生マナーアップさわやか運動（～9/14　約4,000人参加） 高等学校課

12 ・
県立図書館　展示「糸賀一雄没後50年「障がい福祉の父　糸賀一
雄」」開催（～10月10日まで）

図書館

13 ・ 部活動指導者研修会（ハワイアロハホール） 体育保健課

13 ・ 高等学校特別支援教育研修会 高等学校課

14 ・ ケータイ・インターネット教育啓発推進協議会（委託） 社会教育課

14 ・ 日野町合同研究協議会 社会教育課

15 ・ 連続講座　鳥取県の考古学（第３回） 文化財課

15 ・ 第2回スクールソーシャルワーカー育成研修
いじめ・不登校総合対策

センター

19 ・ 南部町合同研究協議会 社会教育課

19 ・ 南部町合同研究協議会（人権教育） 人権教育課

21 ・ 鳥取市合同研究協議会（人権教育） 人権教育課

21 ・ 第１回学力向上推進プロジェクトチーム会議 小中学校課

22 ・ はじめての冒険（低学年）③（～9/23）（大山青年の家） 社会教育課

22 ・ むきばんだまつり 文化財課

24 ・ イオン連携イベント「ブックワールドで遊ぼう！」（委託） 社会教育課

25 ・ 学校体育講習会「武道（柔道）」（倉吉市営武道館） 体育保健課

25 ・ 授業力向上事業第２回実践検討会 特別支援教育課

26 ・ 教育支援センター「ハートフルスペース」第1回連絡会
いじめ・不登校総合対策

センター

28 ・ 来て！見て!!さわって!!!とっとり考古学講座（中部展）（～9/30） 文化財課

29 ・ とっとり弥生の王国　青谷かみじち土曜講座（第３回） 文化財課

30 10 2 ・ 第２回カリキュラム・マネジメントの推進に係る研修会 小中学校課

4 ・ 特別支援学校技能検定（清掃部門） 特別支援教育課

4 ・ 第１回ふるさと未来創造工房（絣・第１回） 文化財課

5 ・ 鳥取県社会教育振興大会兼鳥取県社会教育委員研修会 社会教育課

5 ・ 第２回ふるさと未来創造工房（絣・第２回） 文化財課

5 ・ 特別支援学校技能検定（喫茶サービス部門） 特別支援教育課

6 ・ とっとり弥生の王国シンポジウム「倭人のデザイン」アフターイベント 文化財課

6 ・
企画展「鳥取画壇の祖　土方稲嶺　－明月来タリテ相照ラス－」
 （～11/11）

博物館

6 ・
県立図書館　「オレンジネットワークとっとりリレー講演会　第3
回」開催

図書館

7 ・ ものづくり講座入門「かごづくり」 文化財課

10 ・ わくわく大山古道ウォーキング（大山青年の家） 社会教育課

10 ・ 第２回鳥取県幼児教育振興プログラムの改訂に係る検討委員会 小中学校課

10 ・ 第2回スクールソーシャルワーカー連絡会議 高等学校課

10 ・ ハートフルキャンプ　（～10/11） 社会教育課

11 ・ 第２回鳥取県英語教育推進会議 高等学校課
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

30 10 13 ・
とっとり弥生の王国むきばんだ遺跡土曜講座
「むきばんだ的ビフォー・アフター　～復元掘立柱建物再整備から
見えてきたこと～」

文化財課

13 ・ 大崎城ウォーク 文化財課

13 ・ とっとり未来教師セミナー① 教育センター

14 ・ むきばんだ女子考古部（第5回：女子会in竪穴住居） 文化財課

16 ・ 児童生徒健康課題対策研修会（ハワイアロハホール） 体育保健課

16 ・ 岩美町合同研究協議会 社会教育課

17 ・ 第2回スクールソーシャルワーカー連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

17 ・ 第2回スクールソーシャルワーカー研修
いじめ・不登校総合対策

センター

18 ・ 鳥取環境大学と鳥取県教育委員会との意見交換会 教育総務課

19 ・ 米子市合同研究協議会（人権教育） 人権教育課

19 ・ 学びの文化祭 in Yonago（米子高等学校） 高等学校課

20 ・ ちっちゃい探検隊（特別企画）（～10/21） 社会教育課

20 ・ 秋の感謝祭（～10/21)（大山青年の家） 社会教育課

20 ・ 連続講座　鳥取県の考古学（第４回） 文化財課

23 ・ 第３回ふるさと未来創造工房（陶芸） 文化財課

24 ・ 授業力向上事業第３回実践検討会(自立活動グループ) 特別支援教育課

25 ・ 鳥取県医師会・鳥取県教育委員会連絡協議会（白兎会館） 体育保健課

25 ・ 青谷上寺地遺跡古代米稲刈体験（青谷小学校5年生） 文化財課

25 ・ 第2回スクールカウンセラー連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

26 ・ 第２回学力向上推進プロジェクトチーム会議 小中学校課

27 ・
県立図書館　「図書館＝居場所！？」キャンペーンの実施（継続
中）

図書館

27 ・ 学びの機会確保に向けたシンポジウム（米子市） 小中学校課

27 ・ 青谷上寺地遺跡古代米稲刈体験（一般対象） 文化財課

27 ・
むきばんだジュニアファンクラブ（第6回：草木染め、古代米と雑穀
に脱穀）

文化財課

28 ・ とっとり県民カレッジ講座（特別講座　米子高専講座） 社会教育課

28 ・ とっとり弥生の王国シンポジウム「倭人の食卓」アフターイベント 文化財課

28 ・ 学びの機会確保に向けたシンポジウム（鳥取市） 小中学校課

29 ・ 鳥取県文化財庭園技術者講習会（基礎コース第２回、～30日） 文化財課

29～
31

・ 教育支援センター「ハートフルスペース」秋の説明・相談会
いじめ・不登校総合対策

センター

30 ・ 第1回鳥取県教職員育成協議会
教育センター

教育人材開発課

30 ・
県立高等学校入学者選抜実施要項説明会（東部10/30、中部11/2、西
部10/31）

高等学校課

30 11 1 ・ 第20回鳥取県教育審議会 教育総務課

1 ・ 学びの文化祭（鳥取工業高等学校） 高等学校課

2 ・ 第2回県・市町村（学校組合）教育行政連絡協議会 教育総務課

3 ・ ちっちゃい探検隊②（～11/4） 社会教育課

3 ・ 因幡万葉歴史ウォーキング 文化財課
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30 11 3 ・ 秋冬の企画展「因幡の国府・国分寺・官道」（～12/28） 文化財課

4 ・ 「科学の甲子園」鳥取県大会（生徒72人参加） 高等学校課

5 ・ 第１回船上山少年自然の家運営委員会 社会教育課

5 ・ 新任スクールソーシャルワーカー研修
いじめ・不登校総合対策

センター

6 ・ 熱中症事故防止に係る対策会議（県庁） 体育保健課

6 ・
学校体育講習会（幼児の運動遊び）（中部会場：倉吉市営体育セン
ター）

体育保健課

6 ・ 鳥取県英語教育推進フォーラム 高等学校課

8 ・ 授業力向上事業第３回実践検討会(知的教科グループ) 特別支援教育課

8 ・ 第3回「学校生活適応支援員」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

8 ・
県立図書館　「まちなかの居場所について考えるワークショップ～
図書館を舞台として～」開催

図書館

8 ・
「平成３０年度鳥取県コミュニティ・スクール推進研修会」兼「平
成３０年度第２回学校支援ボランティア研修会」

小中学校課

9 ・ 第2回コンプライアンス推進員研修会 教育総務課

9 ・
県立図書館　展示「活字から見る旧制中等学校スポーツ史」開催
（～12月6日まで）

図書館

9 ・ 鳥取県グローバルリーダー育成事業（SGH）第２回運営指導委員会 高等学校課

10 ・ 青年の出会い（青年団交流事業）（～11/11)（大山青年の家） 社会教育課

10 ・ 連続講座　鳥取県の考古学（第５回） 文化財課

11 ・ むきばんだ女子考古部（第6回：遺跡見学ツアー） 文化財課

11 ・ 科学の甲子園ジュニア事前研修会 小中学校課

12 ・ 授業力向上事業第３回実践検討会(準ずる教科グループ) 特別支援教育課

12 ・ 教員対象のプログラミング体験会（東部） 小中学校課

13 ・ 鳥取県子どもの読書活動推進委員会 社会教育課

13 ・ 学校体育講習会（幼児の運動遊び）（西部会場：米子産業体育館） 体育保健課

16 ・ 平成３０年度第２回ＡＬ×ＩＣＴ推進リーダー研修 高等学校課

16 ・ 第４回ふるさと未来創造工房（絣・第３回） 文化財課

17 ・ 大山青年の家の家開所40周年記念式 社会教育課

17 ・ むきばんだジュニアファンクラブ（第7回：青谷上寺地遺跡見学） 文化財課

17 ・ 青谷上寺地遺跡出土人骨ＤＮＡ分析中間成果報告 文化財課

17 ・ 青谷上寺地遺跡第１８次発掘調査現地説明会 文化財課

17 ・ 第3回スクールソーシャルワーカー育成研修
いじめ・不登校総合対策

センター

18 ・ 第3回スポーツ指導者研修会（とりぎん文化会館） 体育保健課

18 ・ *come come*はにコット（大阪府高槻市）への古代体験メニュー出展 文化財課

20 ・
鳥取県教育委員会公募型プロポーザル方式受注者選定等審査会
（美術館整備運営事業）

博物館

21 ・ 船上山トレッキング① 社会教育課

21 ・ 日吉津村合同研究協議会（人権教育） 人権教育課

21 ・ ピザ＆ランプシェイドづくり①（大山青年の家） 社会教育課

22 ・ 学校体育講習会（幼児の運動遊び）（東部会場：鳥取市民体育館） 体育保健課

22 ・ ピザ＆ランプシェイドづくり②（大山青年の家） 社会教育課
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30 11 22 ・ 鳥取県育英奨学生選考委員会 人権教育課

23 ・ ピザ＆ランプシェイドづくり③（大山青年の家） 社会教育課

23 ・
企画展「ミュージアムとの創造的対話02　空間／経験－そこで何が
起こっているのか？」（～12/24）

博物館

23 ・ 美術部門テーマ展示「生誕100年 山本兼文展」（～12/24） 博物館

23 ・
鳥取県立博物館・河北博物院交流２０周年記念展「中国河北省の伝
統工芸　剪紙(せんし)・年画・皮影(かげえ)芝居」（～12/24）

博物館

23 ・ 風雲！天神山城～我が城を守りぬけるか～ 文化財課

24 ・ 家族でお泊まり会（～11/25)（大山青年の家） 社会教育課

24 ・ 鳥取県文化財庭園技術者講習会（実践コース第１回、～25日） 文化財課

24 ・ とっとり弥生の王国　青谷かみじち土曜講座（第４回） 文化財課

25 ・ 船上山トレッキング② 社会教育課

25 ・ ものづくり講座プロフェッショナル編「青銅器づくり」 文化財課

26 ・ 退職予定者のためのライフプラン研修会（西部会場） 教育総務課

26 ・
新規高等学校等卒業予定者就職問題連絡会議・就職受験状況検討会
議（地区別）東部11/27、中部11/26、西部11/29

高等学校課

27 ・ 教員対象のプログラミング体験会（中部） 小中学校課

28 ・ 第3回スクールソーシャルワーカー連絡会議 高等学校課

28 ・ 伯耆町合同研究協議会 社会教育課

29 ・ 退職予定者のためのライフプラン研修会（東部会場） 教育総務課

29 ・ ケータイ・インターネット教育推進員研修会（全体）（委託） 社会教育課

29 ・ 通級による指導担当教員等専門性向上事業に係る研修会 特別支援教育課

29 ・ 教員対象のプログラミング体験会（西部） 小中学校課

30 ・ 第５回ふるさと未来創造工房（和紙） 文化財課

30 ・ 鳥取県文化財庭園技術者講習会（基礎コース第３回） 文化財課

30 ・ 第2回「ＳＮＳによるいじめ通報システム活用事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

30 12 1 ・ とっとり電子メディアとの付き合い方フォーラム 社会教育課

1 ・ ピザ祭り① 社会教育課

1 ・ ピザ祭り② 社会教育課

1 ・ 満天の星を見よう会②（大山青年の家） 社会教育課

1 ・ 大山青年の家プチ体験（イオンモール日吉津）（～12/2） 社会教育課

1 ・
平成30年度国際交流ライブラリー講演会　第2回「ロシア語の魅力」
開催

図書館

1 ・ とっとり未来教師セミナー② 教育センター

2 ・ 考古学フォーラム「古代のインフラを支えた土木技術」 文化財課

3 ・ 管理監督者のためのメンタルヘルス研修会 教育総務課

4 ・ 第3回スクールソーシャルワーカー研修
いじめ・不登校総合対策

センター

4 ・ 第３回カリキュラム・マネジメントの推進に係る研修会 小中学校課

5 ・ 土曜授業等実施支援事業連絡協議会 小中学校課

6 ・
鳥取県学校安全（生活安全・交通安全）研修会（ハワイアロハホー
ル）

体育保健課

6 ・ 琴の浦高等特別支援学校一般入学者選抜(～12/7) 特別支援教育課
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30 12 6 ・ いやしのヨガ＆特性薬膳（大山青年の家） 社会教育課

7 ・ 県・市町村社会教育主事及び社会教育担当職員研修会 社会教育課

7 ・ 第３回鳥取県英語教育推進会議 高等学校課

8 ・ 「玉－古代を彩る至宝－」展（江戸東京博物館）でのミニ講座 文化財課

8 ・ むきばんだジュニアファンクラブ（第8回：鉄器づくり） 文化財課

8 ・
教育支援センター「ハートフルスペース」子どもの育ちを支える研
修会

いじめ・不登校総合対策
センター

8 ・
平成30年度国際交流ライブラリー講演会　第3回「中国からの漢字の
受容と日本での広がり」開催

図書館

9 ・ 「全国高等学校ビブリオバトル2018鳥取県大会」開催 図書館

11 ・ 鳥取県教育研究大会
小中学校課
高等学校課

特別支援教育課

11 ・ 第６回ふるさと未来創造工房（七宝） 文化財課

13 ・ 鳥取県薬物乱用防止教育研修会（倉吉体育文化会館） 体育保健課

13 ・ アロマハンドクリーム＆特性薬膳（大山青年の家） 社会教育課

13 ・ 第７回ふるさと未来創造工房（絣・第４回） 文化財課

13 ・ スクールカウンセラー研修会　西部会場
いじめ・不登校総合対策

センター

13 ・ キャリア教育指導者研修会 高等学校課

14 ・
鳥取県立図書館・公益財団法人鳥取県体育協会連携企画
公益財団法人鳥取県体育協会設立100周年記念「陸上競技を読む！」
開催（～1月20日まで）

図書館

14 ・ 小中学生科学研究表彰審査会 小中学校課

14 ・ 冬の星空を楽しむ①（12/15） 社会教育課

15 ・ 冬の星空を楽しむ②（12/16） 社会教育課

15 ・
鳥取県立美術館フォーラム
　 県立美術館と共に歩む中部地区の集いについて

博物館

15 ・
土曜自主セミナー（「いのちの授業」～いのちを見つめ、心を育
み、いのちをつなぐために～）

教育センター

15 ・ 古代米グルメ・スイーツ講座 文化財課

15 ・
とっとり弥生の王国むきばんだ遺跡土曜講座
＜特別講演＞「近畿北部地域の弥生集落・墳墓について」

文化財課

15 ・ 連続講座　鳥取県の考古学（第６回） 文化財課

16 ・ 古代山陰道ウォーク　パート２ 文化財課

16 ・ むきばんだ女子考古部（第7回：黒曜石製石器づくり） 文化財課

18 ・ 第2回鳥取県教職員育成協議会
教育センター

教育人材開発課

18 ・ 子どもの読書活動推進ビジョン　パブリックコメント開始(～1/11） 社会教育課

21 ・ 第３回学力向上推進プロジェクトチーム会議 小中学校課

22 ・ 満天の星を見よう会③（大山青年の家） 社会教育課

25 ・ 冬休みスペシャルイベント（～12/28） 文化財課

25 ・ 米子市合同研究協議会 社会教育課

26 ・ 船上山アカデミー（12/28） 社会教育課

26 ・ 第2回スクールカウンセラー研修会　中部会場
いじめ・不登校総合対策

センター
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30 12 27 ・ 第2回スクールカウンセラー研修会　東部会場
いじめ・不登校総合対策

センター

31 1 6 ・
とっとりのお宝おひろめIN米子～鳥取県指定文化財展～
（20日まで、米子市美術館）

文化財課

6 ・
鳥取県指定文化財展現地バスツアー（弓浜半島及び近隣地域のトン
ド）

文化財課

7 ・ 第２回夜間中学等調査研究部会 小中学校課

11 ・
むきばんだ巡回展示「GOGO発見！体験！むきばんだ」（鳥取県立図
書館：～2/13）

文化財課

12 ・
むきばんだジュニアファンクラブ（第9回：修了式、土器で粥づく
り）

文化財課

12 ・ 鳥取県指定文化財展展示解説 文化財課

15 ・ 新春特別展示企画第１弾　古代の青谷美人たち復元（～1/25） 文化財課

17 ・ 山陰教師教育コンソーシアム連携協力推進協議会 教育総務課

18 ・ 平成30年度第3回総合教育会議
教育総務課

(とっとり元気戦略課)

18 ・ 第4回スクールソーシャルワーカー研修
いじめ・不登校総合対策

センター

19 ・
県立図書館　資料展「自由律俳人・尾崎放哉のすがた―デジタル化
資料の活用にむけて―」開催（～2月3日まで）

図書館

19 ・ とっとり弥生の王国　青谷かみじち土曜講座（第５回） 文化財課

19 ・ 親子エンジョイスキー①（大山青年の家） 社会教育課

20 ・ むきばんだ女子考古部（第8回：ガラス玉づくり、編布編み） 文化財課

20 ・ 県立図書館　「出張！鳥取県立図書館inイオン鳥取北」開催 図書館

21 ・ 社会教育主事講習[B]（～2/27） 社会教育課

24 ・
鳥取県家庭教育推進協力企業制度における協定締結及び７００社協
定締結記念式

小中学校課

25 ・ 第２回エキスパート教員（小中学校認定者）連絡協議会 小中学校課

25 ・ 第８回ふるさと未来創造工房（絣・第５回） 文化財課

26 ・ とっとり未来教師セミナー③ 教育センター

27 ・ ものづくり講座入門「機織り」 文化財課

27 ・ 雪を楽しむin船上山 社会教育課

28 ・ 鳥取県子どもの読書活動推進委員会 社会教育課

30 ・ 第5回スクールソーシャルワーカー研修
いじめ・不登校総合対策

センター

30 ・ いじめ問題対策連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

31 ・ 第３回「人間力・組織力による不登校改善事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

31 ・ 第3回鳥取県教職員育成協議会
教育センター

教育人材開発課

31 2 2 ・ 歩くスキーでスノーハイキング（大山青年の家） 社会教育課

2 ・ スノーシュー・歩くスキーのつどい（～2/3)（大山青年の家） 社会教育課

2 ・ 第15回バリアフリー映画上映会「もうろうをいきる」開催 図書館

3 ・ 第4回スポーツ指導者研修会（倉吉体育文化会館） 体育保健課

4 ・ 第21回鳥取県教育審議会 教育総務課

4 ・ 新春特別展示企画第２弾　発掘担当者こだわりの一品（～3/28） 文化財課

5 ・ 平成30年度第３回鳥取県文化財保護審議会 文化財課

5 ・ 学力向上推進に係る研修会（小学校） 小中学校課
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31 2 6 ・ 通級による指導担当教員等専門性向上事業に係る研修会 特別支援教育課

7 ・ スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員会（第2回） 高等学校課

7 ・
スーパーサイエンスハイスクール研究成果発表会及びスーパーサイ
エンスハイスクール運営指導委員会

高等学校課

7 ・ 第4回スクールソーシャルワーカー連絡会議 高等学校課

9 ・ ウィンターフェスティバル（～2/9） 社会教育課

9 ・
県立図書館「図書館でつかむ農業のヒント　農業者のための情報収
集セミナー」開催

図書館

9 ・
とっとり弥生の王国むきばんだ遺跡土曜講座
「史跡妻木晩田遺跡第34次調査の成果について」

文化財課

12 ・
鳥取県教育委員会公募型プロポーザル方式受注者選定等審査会
（美術館整備運営事業）

博物館

12 ・ エキスパート教員認定制度に係る選考委員会
小中学校課

特別支援教育課
高等学校課

12 ・ 第2回同和問題等雇用連絡協議会 高等学校課

13 ・ 県立高等学校推薦入学者選抜 高等学校課

13 ・ 平成30年度第２回鳥取県文化財保護行政担当者会議 文化財課

14 ・ 教育支援センター及びフリースクール合同連絡会
いじめ・不登校総合対策

センター

14 ・ 鳥取県教育センターフォーラム2018 教育センター

14 ・ 第２回人権教育研究推進事業報告会及び連絡協議会 人権教育課

15 ・ 教職を語ろう（～2/16） 社会教育課

15 ・ 学力向上推進に係る研修会（中学校） 小中学校課

15 ・
むきばんだ巡回展示「GOGO発見！体験！むきばんだ」（イオン鳥取
北店：～2/17）

文化財課

15 ・ 埋蔵文化財専門職員研修「遺物調査検討課程」 文化財課

16 ・ いきいき先生体験会・冬編（～2/17）（大山青年の家） 社会教育課

16 ・
企画展「Our Collections! －鳥取県のアート・コレクションの、こ
れまでとこれから－」（～3/10）

博物館

17 ・ むきばんだ女子考古部（第9回：木さじづくり） 文化財課

17 ・ 高校生理数課題研究等発表会（生徒79人参加） 高等学校課

18 ・ 授業力向上事業第４回実践検討会 特別支援教育課

18 ・ 第３回鳥取県幼児教育振興プログラムの改訂に係る検討委員会 小中学校課

19 ・ 平成30年度第2回鳥取県立図書館協議会　開催 図書館

20 ・ とっとり県民カレッジ講座運営協議会 社会教育課

20 ・ 第2回大山青年の家運営委員会 社会教育課

21 ・ 第2回「安心・安全な学級づくりプロジェクト事業」連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

21 ・ 特別支援学校運動・スポーツ推進協議会 特別支援教育課

22 ・ 栄養教諭食育研修会（中部総合事務所） 体育保健課

22 ・ 特別支援教育研修会（地教委向け） 特別支援教育課

22 ・ 鳥取・島根連携講座連絡協議会 教育センター

22 ・ 道徳教育パワーアップ連絡協議会 小中学校課

22 ・ エキスパート教員育成事業報告会 高等学校課

23 ・ 古代米グルメ・スイーツ講座 文化財課
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

31 2 23 ・ 発掘！因幡の遺跡展（～3/17） 文化財課

24 ・ 特別講座「弥生人の建築技術」 文化財課

24 ・ 船上山スクールたいけん入学 社会教育課

25 ・ 特別支援学校センター的機能充実検討会議 特別支援教育課

26 ・ 特別支援学校ＣＩＯ及び情報教育担当者会 特別支援教育課

27 ・ 教育支援センター「ハートフルスペース」第2回連絡会
いじめ・不登校総合対策

センター

28 ・ 健康・ジビエ・煎茶風呂の集い 社会教育課

31 3 1 ・ 高等部学習指導要領説明会 特別支援教育課

1 ・
むきばんだ巡回展示「GOGO発見！体験！むきばんだ」（パープルタ
ウン：～3/3）

文化財課

2 ・ とっとり弥生の王国シンポジウム　倭人の真実 文化財課

2 ・ 鳥取県文化財庭園技術者講習会（実践コース第２回、～３日） 文化財課

2 ・
土曜自主セミナー・鳥取未来教師セミナー④（「絆」がつくる最高
の学級経営！～新学期のよりよい学級づくり・人間関係づくり～）

教育センター

3 ・ 発掘！因幡の遺跡展関連イベント 流しびなづくり体験 文化財課

3 ・ 特別講座「弥生のガラス玉づくり」 文化財課

5 ・ 第1回教育支援センター連絡協議会
いじめ・不登校総合対策

センター

6 ・
平成３１年度県立特別支援学校（幼稚部・高等部・専攻科）入学者
募集及び一般入学者選抜

特別支援教育課

6 ・ 県立高等学校一般入学者選抜（～3/7） 高等学校課

7 ・ 高等部学習指導要領説明会 特別支援教育課

8 ・ 県立図書館　「ウィキペディアタウン研修会」開催 図書館

8 ・
むきばんだ巡回展示「GOGO発見！体験！むきばんだ」（イオン日吉
津店：～3/10）

文化財課

9 ・ ちっちゃい探検隊③（～3/10） 社会教育課

9 ・ 家族でお泊まり会（～3/10）（大山青年の家） 社会教育課

9 ・ むきばんだ女子考古部（第10回：活動のまとめ） 文化財課

10 ・ 特別講座「古代の占い～骨卜と亀卜～」 文化財課

12 ・ 学力向上推進に係るワーキンググループ会議（小学校） 小中学校課

12 ・ 第２回全県ＬＤ等専門員連絡会 特別支援教育課

12 ・ 県立高等学校一般入学者選抜（追検査） 高等学校課

13 ・ 高等部学習指導要領説明会 特別支援教育課

14 ・ 学力向上推進に係るワーキンググループ会議（中学校） 小中学校課

15 ・ 鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン（第４次計画）策定 社会教育課

16 ・ 春のピザ祭り① 社会教育課

17 ・ 春のピザ祭り② 社会教育課

17 ・ 早春わくわくウォーキング（大山青年の家） 社会教育課

17 ・ 特別講座「弥生の織り」 文化財課

17 ・ 発掘！因幡の遺跡展関連イベント 行って見て体感！探訪 因幡の遺跡 文化財課

18 ・ 就職問題検討会議 高等学校課

18 ・ 高等部学習指導要領説明会 特別支援教育課

18 ・ 第３回夜間中学等調査研究部会 小中学校課
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年 月 日 記　　　　　　　　事 担　当　課

31 3 23 ・ 鳥取県図書館協会「発掘！図書館エピソード大賞」表彰式開催 図書館

23 ・ 満天の星を見よう会④（大山青年の家） 社会教育課

24 ・ 弥生のものづくりフェスティバル 文化財課

25 ・ 高等部学習指導要領説明会 特別支援教育課

25 ・ 県立高等学校再募集入学者選抜 高等学校課

26 ・ 平成３１年度エキスパート教員認定者説明会及び認定証授与式
小中学校課

特別支援教育課
高等学校課

26～
28

・ 教育支援センター「ハートフルスペース」春の説明・相談会
いじめ・不登校総合対策

センター

29 ・
むきばんだ巡回展示「GOGO発見！体験！むきばんだ」（とっとり花
回廊：～3/31）

文化財課
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（２）教育委員会等の開催概要

①教育委員会（年１２回開催）

議 案( １件) 「1.平成30年度鳥取県教科用図書選定審議会への諮問について」４月18日
報告事項( 14件) 「平成30年度鳥取県立高等学校入学者選抜学力検査結果（得点状況等）につ

いて」外13件

議 案( ７件) 「1鳥取県教育審議会委員及び鳥取県教育審議会委員兼鳥取県社会教育委員５月16日
の任命について」

「2.鳥取県教育審議会（夜間中学等調査研究部会）の専門委員の任命につい
て」

「3.県立学校における使用教科書の選定方針等について」
「4.平成31年度鳥取県立高等学校入学者選抜方針について」
「5.平成31年度鳥取県立特別支援学校（幼稚部・高等部・専攻科）入学者募

集及び選抜方針について」
「6.平成31年度鳥取県立琴の浦高等特別支援学校入学者選抜方針について」
「7.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( ７件) 「平成31年度鳥取県公立学校教員採用候補者選考試験実施要項について」
外６件

協議事項( １件) 「鳥取県立美術館整備基本計画について」

議 案( ４件) 「1.平成31年度鳥取県立特別支援学校（幼稚部・高等部・専攻科）入学者募６月７日
集及び選抜方針について【継続審議案件 」】

「2.平成31年度鳥取県立琴の浦高等特別支援学校入学者選抜方針について
【継続審議案件 」】

「3.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」
「4.鳥取県立博物館改修整備基本構想（中間まとめ）について」

報告事項( ５件) 「福祉保健部と連携した家庭の教育力向上に向けた取組の推進について」
外４件

議 案( ３件) 「1.鳥取県教育審議会委員及び鳥取県教育審議会委員兼鳥取県社会教育委員７月18日
の任命について」

「2.鳥取県立高等学校学則及び鳥取県立学校管理規則の一部改正について」
「3.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( 18件) 「教育委員会事務部局人事について」外17件

議 案( ５件) 「1.平成29年度教育行政の点検及び評価について」８月17日
「2.鳥取県立学校管理規則の一部改正について」
「3.鳥取県県立高等学校の単位制による全日制、定時制及び通信制の課程の

運営の特例に関する規則の一部改正について」
「4.平成31年度鳥取県立高等学校募集生徒数について」
「5.鳥取県立図書館協議会委員の改選について」

報告事項( 12件) 「平成30年７月豪雨に係る広島県へのスクールカウンセラー等の派遣につい
て」外11件

議 案( ４件) 「1.鳥取県教育審議会委員及び鳥取県教育審議会委員兼鳥取県社会教育委員９月10日
の任命について」

「2.公立学校教職員の懲戒処分について」
「3.文化財の県指定について」
「4.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( 11件) 「県教育委員会における障害者雇用の状況について」外10件

議 案( ３件) 「1.平成30年度鳥取県教育委員会表彰について」10月31日
「2.平成32年度県立高等学校の学級減等について」
「3.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( 17件) 「平成31年度鳥取県公立学校教員採用候補者選考試験について」外16件

議 案( ２件) 「1.平成30年度末公立学校教職員人事異動方針等について」11月22日
「2.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( 14件) 「市町村（学校組合）立学校教職員人事について」外13件

議 案( ２件) 「1.公立学校教職員の懲戒処分について」12月20日
「2.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( 13件) 「 文化部活動の在り方に係る検討会」の開催概要について」外12件「

報告事項( ７件) 「学力向上に関する取組状況について（第３回ＰＴ会議報告、今後のＰＴの１月16日
進め方 」外６件）
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議 案( ２件) 「1.平成31年度鳥取県公立小・中・義務教育・特別支援学校学級編制基準に２月７日
ついて」

「2.文化財の県指定について」
報告事項( 10件) 「平成31年度鳥取県教育委員会事務部局組織・定数改正の概要について」

外９件
協議事項( １件) 「鳥取県文化部活動の在り方に関する方針（案）について」

議 案( 17件) 「1.教育委員会事務部局人事（課長級以上）について」３月15日
「2.市町村（学校組合）立学校長人事について」
「3.県立学校長人事について」
「4.県立学校事務長（課長相当職）人事について」
「5.公立学校教職員の懲戒処分について」
「6.鳥取県教育審議会（夜間中学等調査研究部会）の専門委員の任命につい

て」
「7.平成31年度鳥取県教科用図書選定審議会委員の任命について」
「8.平成31年４月１日の教育委員会規則の整備等に関する規則について」
「9.鳥取県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の制定につ

いて」
「10.鳥取県教育委員会事務処理権限規程の一部改正について」
「11.鳥取県教育職員の免許状の授与等に関する規則の一部改正について」
「12.平成30年度教育行政の点検及び評価について」
「13.鳥取県教育振興基本計画について」
「14.鳥取県公立学校の教員としての資質の向上に関する指標について」
「15.各種学校（にちなん中国山地林業アカデミー）の設置認可について」
「 （ ） 」16.鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン 第４次計画 の策定について
「17.鳥取県文化財保護審議会への諮問について」

報告事項( 33件) 「教育委員会事務部局人事について」外32件

②委員研修会（年１回開催）

∇ ５月16日「平成30年度鳥取県教育委員会事務局主要懸案事項」

③委員協議会（年１4回開催）

「 」∇ ４月18日 鳥取県教育審議会委員及び鳥取県教育審議会委員兼鳥取県社会教育委員の候補者について
外４件

∇ ５月16日「平成30年度第１回鳥取県総合教育会議について」外１件
∇ ６月７日「総合教育会議について」外９件
∇ ７月18日「 平成29年度教育行政の点検及び評価（案 」について」外９件「 ）
∇ ８月17日「次期鳥取県教育振興基本計画に係る施策の体系について」外９件
∇ ９月５日「平成30年度鳥取県教育委員会表彰について」外６件
∇ ９月10日「公立学校教職員の不祥事について」外２件
∇ 10月31日「鳥取県教育振興基本計画の改訂について」外７件
∇ 11月22日「鳥取県教育振興基本計画の改訂について」外５件
∇ 12月20日「鳥取県教育振興基本計画の改訂について」外６件
∇ １月16日「平成30年度第３回総合教育会議について」外７件
∇ ２月７日「鳥取県教育振興基本計画の改訂について」外15件
∇ ３月10日「教育委員会事務部局人事（課長級以上）について」外７件
∇ ３月15日「学校における携帯電話、スマートフォンの取り扱い等について」外５件



（３）刊行物一覧

名　　　　　　　　　　　　称 課 ・ 所 名 発行時期 発行部数 頁　　数

教育だより「とっとり夢ひろば」 教育総務課 年5回 513,500 8

心とからだいきいきキャンペーン啓発クリアファイル 教育総務課 H30.6 9,000 -

心とからだいきいきキャンペーン啓発下敷き 教育総務課 H30.9 7,000 -

睡眠教育リーフレット 教育総務課 H30.5 28,000 4

鳥取県教育振興基本計画冊子 教育総務課 H31.3 800 80

鳥取県教育振興基本計画リーフレット 教育総務課 H31.3 1,500 6

家庭教育啓発リーフレット「子どもと向き合うとっとりの家庭教育」 小中学校課 Ｈ30.4 16,500 4

鳥取県幼児教育センターリーフレット 小中学校課 H30.4 5,000 4

鳥取県家庭教育推進協力企業制度啓発チラシ 小中学校課 H30.6 1,000 1

算数・数学の授業づくり 小中学校課 H30.8 データ配信 10

みんなでつくろう！とっとりの学び　－平成30年度全国学力・学習状況
調査から－（小学校 児童・保護者用）

小中学校課 H30.11 33,200 6

みんなでつくろう！とっとりの学び　－平成30年度全国学力・学習状況
調査から－（中学校 生徒・保護者用）

小中学校課 H30.11 17,630 6

みんなでつくろう！とっとりの学び　－平成30年度全国学力・学習状況
調査から－（小学校 学校用）

小中学校課 H30.11 データ配信 12

みんなでつくろう！とっとりの学び　－平成30年度全国学力・学習状況
調査から－（中学校 学校用）

小中学校課 H30.11 データ配信 7

コミュニティ・スクールパンフレット 小中学校課 H30.12 18,000 8

鳥取県家庭教育推進協力企業制度啓発リーフレット 小中学校課 H31.1 1,000 4

小学生スタートブック 小中学校課 H31.1 6,500 8

幼保連携リーフレット 小中学校課 H31.3 4,000 61

手話ハンドブック（入門編）増刷分 特別支援教育課 H31.6 6,000 75

手話ハンドブック（活用編）増刷分 特別支援教育課 H31.6 5,410 75

平成30年度「高校ガイド」 高等学校課 H30.7 7,200 16

ＩＣＴ活用実践事例集 高等学校課 H30.4 115 92

中学校進路指導資料「輝け！夢」（平成30年度版） 高等学校課 H30.10 7,000 134

もうひとつの「ふるさと」へ留学してみませんか？
鳥取県立高等学校県外生徒募集リーフレット

高等学校課 H30.10 850 10

相談窓口案内クリアファイル いじめ・不登校総合対策センター H30.8 62,500 -

教育相談リーフレット いじめ・不登校総合対策センター H31.3 5,500 4

生涯学習とっとり（委託） 社会教育課 年６回 4,500/回 26

電子メディア啓発チラシ（乳幼児保護者向け）電子メディアが乳幼児期
の子どもに及ぼす影響は・・・？（委託）

社会教育課 H30.5 26,500 2

電子メディアとの付き合い方学習ノートＡ（委託） 社会教育課 H30.6 18,000 8

電子メディアとの付き合い方学習ノートＢ（委託） 社会教育課 H30.6 18,000 12

電子メディアとの付き合い方学習シートＣ（委託） 社会教育課 H30.6 36,000 4

社会教育委員の手引〔実践編〕 社会教育課 H31.3 1,000 14

鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン第４次計画冊子 社会教育課 H31.3 1,000 70

鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン第４次計画リーフレット 社会教育課 H31.3 1,200 4

【増刷】「読みメンになろう！」読みメンてちょう 図書館 H30.5 3,000 40

特別資料展「日本ジオパーク認定１０年／魅力発見！山陰海岸ジオパーク」リーフレット 図書館 H30.7 1,000 6

「『図書館＝居場所！？』キャンペーン」クリアファイル 図書館 H30.10 4,500 1

【増刷】鳥取県立図書館「利用案内」リーフレット 図書館 H30.10 5,000 8

特別資料展「活字から見る旧制中学スポーツ史」リーフレット 図書館 H30.10 1,000 6
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平成27年度ブラッシュアップ版「地域と共に創るとっとり人権教育事業
で作成した人権教育プログラム綴（社会教育編）」

人権教育課 H30.12 ＨＰ公開 37

平成28年度ブラッシュアップ版「地域と共に創るとっとり人権教育事業
で作成した人権教育プログラム綴（社会教育編）」

人権教育課 H30.12 ＨＰ公開 30

平成29年度ブラッシュアップ版「地域と共に創るとっとり人権教育事業
で作成した人権教育プログラム綴（社会教育編）」

人権教育課 H30.12 ＨＰ公開 27

鳥取県立むきばんだ史跡公園年報２０１６（平成２８年度） 文化財課 H30.8 300 42

さんいん史跡日和 文化財課（島根県と共同） H30.8 10,000 8

とっとり文化財イベントガイド 文化財課 H30.9 30,000 60

鳥取県立むきばんだ史跡公園年報２０１７（平成２９年度） 文化財課 H31.3 300 44

妻木晩田遺跡発掘調査研究年報２０１８ 文化財課 H31.3 450 74

調査報告書６８　乙亥正屋敷廻遺跡発掘調査報告書（第１分冊） 文化財課 H31.3 283 458

調査報告書６８　乙亥正屋敷廻遺跡発掘調査報告書（第２分冊） 文化財課 H31.3 283 374

調査報告書６８　乙亥正屋敷廻遺跡発掘調査報告書（第３分冊） 文化財課 H31.3 283 600

調査報告書６８　乙亥正屋敷廻遺跡発掘調査報告書（第４分冊） 文化財課 H31.3 283 364

調査報告書６８　乙亥正屋敷廻遺跡発掘調査報告書（第５分冊） 文化財課 H31.3 283 606

調査研究紀要１０ 文化財課 H31.3 400 94

青谷上寺地遺跡調査研究年報２０１７ 文化財課 H31.3 400 40

弥生の港湾集落（増刷改訂版） 文化財課 H31.3 500 40

とっとり弥生の王国シンポジウム「倭人の真実」パンフレット 文化財課 H31.3 1,000 32

山陰史跡ガイドブック第４巻（改訂版） 文化財課（島根県と共同） H31.3 4,000 56

鳥取県文化財調査報告書　第２３集 文化財課 H31.3 430 75

企画展「大いなる神仏の山　大山」図録 博物館 H30.6 600 100

鳥取県立博物館年報第46号 平成29年度 博物館 H30.8 300 102

鳥取県立博物館ニュース26 博物館 H30.9 10,000 8

企画展「鳥取画壇の祖　土方稲嶺」図録 博物館 H30.10 1,300 232

鳥取県立博物館ニュース27 博物館 H31.3 10,000 8

鳥取県立博物館研究報告56号 博物館 H30.3 420 118

船上山少年自然の家パンフレット 船上山少年自然の家 H31.3 1,500 6

大山青年の家パンフレット 大山青年の家 H31.3 1,500 6

大山青年の家パンフレット（小） 大山青年の家 H31.3 36,500 6

平成３０年度学校体育充実事業武道指導推進事業実践事例報告集 体育保健課 H31.3 280 30

平成３０年度「児童生徒の体力つくり」 体育保健課 H31.3 410 104

「子どもたちの歯の健康を守るために」（リーフレット） 体育保健課 H31.3 ＨＰ公開 4

「フッ化物洗口についての手引き」 体育保健課 H31.3 ＨＰ公開 9
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